
平成２１年第４回（１２月）坂城町議会定例会会期日程 

平成２１年１２月１日 

日次 月  日 曜日 開議時刻 内         容 

１ １２月 １日 火 午前10時 
○本会議 ・町長招集あいさつ 

・議案上程 

２ １２月 ２日 水  ○休 会（一般質問通告午前１１時まで） 

３ １２月 ３日 木  ○休 会 

４ １２月 ４日 金  ○休 会 

５ １２月 ５日 土  ○休 会 

６ １２月 ６日 日  ○休 会 

７ １２月 ７日 月  ○休 会 

８ １２月 ８日 火 午前10時 ○本会議 ・一般質問 

９ １２月 ９日 水 午前10時 ○本会議 ・一般質問 

１０ １２月１０日 木 午前10時 ○委員会（総務産業、社会文教） 

１１ １２月１１日 金 午前10時 
○本会議 ・条例案、補正予算案等質疑 

討論 採決 

 



付議事件及び審議結果 

１２月１日上程 

議案第５８号 長野広域連合を組織する市町村数の減少及び

長野広域連合規約の変更について 

 

１２月 １日 可決 

議案第５９号 平成２１年度国補公共下水道事業坂城１号幹

線１工区管路工事請負契約の締結について 

 

１２月 １日 可決 

議案第６０号 平成２１年度安全・安心な学校づくり交付金

事業坂城小学校改修工事請負契約の締結につ

いて 

 

 

１２月 １日 可決 

議案第６１号 坂城町温泉施設条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

１２月１１日 可決 

議案第６２号 坂城町有線放送電話条例の一部を改正する条

例について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６３号 坂城町職員の勤務時間及び休暇等に関する条

例の一部を改正する条例について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６５号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６６号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第６

号）について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６７号 平成２１年度坂城町国民健康保険特別会計補

正予算（第２号）について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６８号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正

予算（第３号）について 

 

１２月１１日 可決 

議案第６９号 平成２１年度坂城町介護保険特別会計補正予

算（第２号）について 

 

１２月１１日 可決 

 

１２月１１日上程 

議案第７０号 平成２１年度学校情報通信技術環境整備事業

費補助金事業坂城町学校教育用及び校務用コ

 

 



ンピュータ等売買契約の締結について １２月１１日 可決 

議案第７１号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第７

号）について 

 

１２月１１日 可決 

発委第 ７号 日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密

約」の公表と廃棄を求める意見書について 

 

１２月１１日 可決 

発委第 ８号 食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復

に向けて、食品表示制度の抜本改正を求める

意見書について 

 

 

１２月１１日 可決 

発委第 ９号 「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める

意見書について 

 

１２月１１日 可決 

発委第１０号 長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年

への早期拡大と複式学級の解消、県独自に教

職員配置増を求める意見書について 

 

 

１２月１１日 可決 

発委第１１号 ３５人学級の早期実現、教職員定数増を求め

る意見書について 

 

１２月１１日 可決 

発委第１２号 後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書に

ついて 

 

１２月１１日 可決 

発委第１３号 ２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給

せず、生活実態に見合う支給を求める意見書

について 

 

 

１２月１１日 可決 

 



平成２１年第４回坂城町議会定例会 

 

目  次 

 

第１日   １２月１日（火） 

○議事日程··························································   ２ 

○会議録署名議員の指名··············································   ３ 

○会期の決定························································   ３ 

○町長招集あいさつ··················································   ３ 

○監査報告··························································   ６ 

○議案第５８号～議案第６０号の上程、提案理由の説明、質疑、採決 ······   ８ 

○議案第６１号～議案第６９号の上程、提案理由の説明··················  １７ 

 

 

 

第２日   １２月８日（火） 

○議事日程··························································  ２２ 

○一般質問   大森 茂彦 議員····································  ２２ 

入日 時子 議員····································  ３７ 

田中 邦義 議員····································  ５２ 

円尾美津子 議員····································  ６８ 

中嶋  登 議員····································  ８５ 

 

 

第３日   １２月９日（水） 

○議事日程·························································· １０２ 

○一般質問   山城 賢一 議員···································· １０２ 

柳沢 昌雄 議員···································· １１６ 

宮島 祐夫 議員···································· １２９ 

林  春江 議員···································· １４３ 

 



第４日   １２月１１日（金） 

○議事日程·························································· １６０ 

○請願・陳情の質疑、討論、採決······································ １６１ 

○議案第６１号～議案第６９号の質疑、討論、採決······················ １６２ 

○追加議案上程、提案理由の説明······································ ２０９ 

○議案第７０号～議案第７１号、発委第７号～発委第１３号の 

質疑、採決 ······ ２１６ 

○町長閉会あいさつ·················································· ２１９ 
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平成２１年第４回坂城町議会定例会会議録 
 

１．招集年月日   平成２１年１２月１日 

２．招集の場所   坂城町議会議場 

３．開   会   １２月１日 午前１０時００分 

４．応 招 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

５．不応招議員   なし 

６．出 席 議 員   １４名 

７．欠 席 議 員   なし 

８．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

代 表 監 査 委 員  三 井 幸 雄 君 

９．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 
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10．議事日程 

第 １ 会議録署名議員の指名について 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 町長招集あいさつ 

第 ４ 諸報告 

第 ５ 議案第５８号 長野広域連合を組織する市町村数の減少及び長野広域連

合規約の変更について 

第 ６ 議案第５９号 平成２１年度国補公共下水道事業坂城１号幹線１工区管

路工事請負契約の締結について 

第 ７ 議案第６０号 平成２１年度安全・安心な学校づくり交付金事業坂城小

学校改修工事請負契約の締結について 

第 ８ 議案第６１号 坂城町温泉施設条例の一部を改正する条例について 

第 ９ 議案第６２号 坂城町有線放送電話条例の一部を改正する条例について 

第１０ 議案第６３号 坂城町職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を

改正する条例について 

第１１ 議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正

する条例について 

第１２ 議案第６５号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条

例について 

第１３ 議案第６６号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第６号）につい

て 

第１４ 議案第６７号 平成２１年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第

２号）について 

第１５ 議案第６８号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第３

号）について 

第１６ 議案第６９号 平成２１年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第２号）

について 

11．本日の会議に付した事件 

10．議事日程のとおり 

12．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 



 －３－ 

 ただいまの出席議員は１４名であります。 

 定足数に達しておりますので、これより平成２１年第４回坂城町議会定例会を開

会いたします。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届出がなされており、これを許可してあ

ります。 

 ただちに本日の会議を開きます。 

 地方自治法第１２１条の規定により、出席を求めた者は理事者を初め各課等の長

であります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「会議録署名議員の指名について」 

議長（春日君） 会議規則第１２０条の規定により、７番 安島ふみ子さん、８番 

林春江さん、９番 宮島祐夫君を会議録署名議員に指名いたします。 
 
 

◎日程第２「会期の決定について」 

議長（春日君） お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から１２月１１日までの１１日間といたしたいと思いま

す。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、本定例会の会期は本日から１２月１１日までの１１日間とすることに決

定いたしました。 

 なお、一般質問の通告は２日午前１１時までといたします。質問時間は答弁を含

め１人１時間以内とし、発言順位は抽選で行いますのでご承知願います。 
 
 

◎日程第３「町長招集あいさつ」 

議長（春日君） 町長から、招集のあいさつがあります。 

町長（中沢君） 本日ここに平成２１年第４回坂城町議会定例会を招集いたしました

ところ、議員各位には全員のご出席をいただき、開会できますことを心から御礼申

し上げます。 
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 さて、民主党が政権を担い、２カ月余りになりました。ここ連日テレビ、マスコ

ミが事業仕分けを大々的に報道するなど国事業への関心が高まっておりますが、今

最も必要な雇用対策や輸出産業に重大な影響を及ぼす円高対策などの経済対策が見

えず、下水道事業など自治体を取り巻く施策の行方もわからなくなり、これからの

展開が非常に不透明であり、注視してまいりたいと思っております。 

 昨日は臨時会において職員等の期末勤勉手当について、県人事委員会による勧告

も尊重する中で職員組合の合意のもと、当町の厳しい経済環境を踏まえ、０．５５

月を削減する改定を決定いただきました。県下８０市町村の中で一番厳しい選択を

させていただいたわけですが、職員ともども町政の進展に努めてまいります。 

 さて最初に、町の経済・産業関係ですが、町内企業の経済状況は引き続き大変厳

しい状況下にあり、苦慮しているところであります。日銀松本支店や長野財務事務

所の金融経済動向等の発表では「県下でも一部に持ち直しの動きがある」との指摘

もありますが、先月１１月１６日に開催されました町の理事者と町内大手企業経営

者・商工会役員の皆さんによる地域経済振興懇談会において各企業の状況をお聞き

しました。ごく一部に回復しつつある企業もございますが、依然として厳しい状態

であると言わざるを得ない状況であります。町内企業の皆さんが厳しい経済試練に

耐えて企業の存続・雇用確保に努められているお姿に心から感謝と敬意を表する次

第でございます。 

 １１月２６日、東京で開催された県関係国会議員と県町村会・議長会役員の懇談

会においても緊急に中小企業対策・雇用対策を新たに講じるよう強く要望したとこ

ろでございます。 

 去る１１月１３日・１４日に実施いたしました「全国辛味大根フォーラム・辛味

大根まつり」には２日間で約２千名の皆様にお集まりをいただき、全国に発信でき

たものと思います。長野県副知事の板倉さんのそば打ちも披露されました。全国か

ら１３の産地の皆様が支援をいただいたわけですが、いろいろな支援をいただいた

県等関係者の皆さんにも高く評価されたところでございます。このようなイベント

を続けることによって地場産品の振興や賑わいの創出ができると、こんなふうに考

えております。 

 これから新年度予算の編成期に入ります。平成２０年度決算においての法人町民

税の前年比３９．５％の減、さらに本年１０月末現在の法人町民税収入済額は前年

同期比で６５．９％減という厳しい財政状態を真摯に受けとめまして、限られた財
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源の計画的・重点的な配分、効率的な執行に努力してまいりたいと考えております。 

 次に、今議会にご審議をいただく案件について申し上げます。 

 びんぐし湯さん館の利用券に係る料金の改定ですが、びんぐし湯さん館の管理運

営に関しましては、経費の削減を含め、総合的な経営改善に努めておりますが、年

間利用券は、近隣類似施設と比べ、極めて格安な料金設定となっております。１回

券や回数券に比べ、格差・公平性の面で問題が生じておりますので、年間利用券に

ついて料金の引き上げをお願いするとともに、新たに半年利用券を新設、また回数

券の利用を促進すべく優遇の措置も講じたところでございます。 

 町民の皆さんの関心も高く、日常生活にとって大きなかかわりのあるごみ減量対

策でありますが、ごみ減量化につきましては、町内の皆さんはもちろんのこと、自

治会の皆さんの協力をいただき、資源物の分別収集に取り組んでおり、一定の成果

をいただいているところでございます。ごみ処理広域化に伴う新施設の経費負担の

上からも、さらなる減量化が求められております。こうした状況を踏まえ、ごみの

排出量に応じた費用負担の公平性・平等性の確保等の観点から、ごみ手数料の有料

化を導入し、ごみ減量化を推進し、将来に向けて、ごみ処理経費に係る負担金の軽

減も図るものであります。 

 南条地区のＡ０１号線につきまして、南条小学校側の擁壁工事を発注し、着工準

備を進めております。中之条地区の坂都１号線の歩道整備事業、まちづくり交付金

事業による前田川バイパス路新設工事につきましても、工期内に完成を目指して努

力しているところでございます。 

 下水道事業につきましては、現在、中之条・網掛地区の面整備工事を実施してお

ります。また緊急経済対策として６月補正予算において認めていただきました坂都

１号幹線管渠の塚田踏切までの延長工事につきましても工事が開始される運びとな

りました。 

 次に教育関係ですが、学校給食の充実はもとより、小・中学生へのエコ教育、食

育の拠点、そして住民の食育等にも活用すべく準備を進めております食育・学校給

食センターの建設につきましては、来年の春の竣工に向けて順調に工事が進められ

ております。 

 新型インフルエンザが全国で猛威を振るっております。町内でも特に小児の間で

感染が拡大しております。町内開業医の皆さんのいろいろなお力をいただきながら

対応するとともに県の補助事業を導入し、各保育園・児童館に空気清浄機を導入し、
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感染防止に努めておるところであります。 

 １０月２０日、坂城小学校６年生と中学生を対象に世界的数学者、広中平祐先生

による「数学大好き授業」が開催されました。子供たちからは積極的な質問がなさ

れ、今後の学習の方向性選択のひとつのきっかけにもなったものと期待しておりま

す。また、広中先生からは各学校にとご寄附をいただきました。心温まるお気持ち

に応えまして、未来を担う子供たちのために活用させていただきます。 

 去る１１月２５日、町民の誇る名誉町民、セブン＆アイ・ホールディングス会長

の鈴木敏文様が故郷の坂城町を訪れられました。午前に坂城小学校で校歌に迎えら

れ、校内を見学された後、坂城中学校において町内３小学校高学年と中学生を対象

にした「ふるさとの子供たちにおくる～未来へのメッセージ」と題してお話を伺い

ました。鈴木さんの苦労話や会社経営の創造的発想など、子供たちの未来に夢と希

望を与えるものでした。また鈴木さんからは小・中学校へと多額の本をご寄贈いた

だくことになりました。学校の図書の充実に大きく寄与するものと感謝しておりま

す。 

 南条小学校の金管バンドが昨年に引き続き東海大会において金賞に輝き、２７日、

大阪において開催された全国大会に出場し、全国大会においても金賞を受賞いたし

ました。学校の子供たちが元気に坂城を発信してくれたこと、そしてまた、頑張っ

ている児童はもちろんのこと、支えていただいております保護者の皆さん、ご指導

いただいている先生方に深く感謝申し上げます。各学校がそれぞれ特性を生かし、

内外に発信していることに、さらなる期待を寄せるものでございます。 

 以上町を取り巻く経済状況、町政の動向を中心に申し上げましたが、今議会に審

議をお願いいたします案件は、先議をお願いします広域連合の規約変更、契約の締

結２件の３件と条例の一部改正５件、一般会計、特別会計補正予算４件でございま

す。よろしくご審議を賜り、ご決定賜りますようお願い申し上げまして招集のごあ

いさつといたします。 
 
 

◎日程第４「諸報告について」 

議長（春日君） 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定により、定期事務監

査が実施され、意見書の提出が監査委員よりありました。監査委員の監査所見を求

めます。 

代表監査委員（三井君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、地方
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自治法第１９９条第１項及び第４項の規定により、平成２１年度の坂城町定期事務

監査を実施いたしました、その結果について報告いたします。 

 監査の対象は、坂城町一般会計歳入歳出状況、坂城町有線放送電話特別会計歳入

歳出状況、坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出状況、坂城町同和地区住宅新築資

金等貸付事業特別会計歳入歳出状況、坂城町老人保健特別会計歳入歳出状況、坂城

町下水道事業特別会計歳入歳出状況、坂城町介護保険特別会計歳入歳出状況、坂城

町後期高齢者医療特別会計歳入歳出状況の一般会計及び７つの特別会計であります。 

 審査の方法といたしましては、各課等から今年度計画された事務事業の執行状況

について資料の提出及び説明を求めるなどして監査を実施いたしました。 

 監査の期間は平成２１年１０月２２日から１０月２９日までのうち５日間実施い

たしました。 

 監査の結果、各所管における財務に関する事務処理及び事業の契約、執行等につ

いては、関係法令、条例・規則に準拠して適正に処理されているものと認められま

した。 

 以下監査の内容について意見を申し述べます。 

 平成２１年度の予算執行は、実施計画に沿って執行されておりました。主要事業

の執行状況については積極的な取り組みがされています。事務事業の内容及び年間

計画とその執行状況については、全体的に福祉の増進に重点が置かれ、執行されて

おり、評価いたすところであります。 

 平成２１年度の事業、その執行状況については、ほぼ予定どおり行われていた。

一般会計の予算執行状況は、９月末現在、収入率が予算現額に対して４５．５％で、

前年比３．４ポイントの増、執行率は４２．１％で、前年比２．４ポイントの増と

なっている。特別会計全体の収入率は２８．３％で、前年比１．６ポイントの増、

執行率は３５．２％で前年比２．６ポイントの増であった。いずれも前年と比較し

て増となっています。これは事業執行に積極的に取り組まれた成果であります。 

 一般会計及び特別会計全体の執行率についても、前年と比較して歳入が３．５ポ

イント、歳出が２．８ポイント増であった。また工事については工程表どおり執行

されていました。 

 次に、町税の徴収状況について。９月末現在の徴収実績は調定額２６億９，８７２

万円、収入済額は１８億５３万円で、前年比で１４．２％の減、金額で約２億

９，８００万円の減となった。個人町民税については、収入済額は３億８，９９４
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万円で、前年比１３．９％減、金額で約６，３００万円の減となっています。昨年

来の景気の後退によるものと思われます。 

 また法人町民税については、さらにその影響が大きく、収入済額は１億２，１０９

万円で、前年度比５９．１％の減、金額で約１億７，５００万円の減となっていま

す。歳入については、かつて経験したことのないきわめて厳しい状況にありますの

で、予算執行には十分注意をしてください。 

 収入率は前年度と逆で、ほとんどの税目で減少しています。全体で前年度比２．９

ポイント減少となっています。引き続き収入率の向上に努めてください。 

 主要事業の執行状況については、年間計画に従い、ほぼ計画どおり執行されてい

る。今後も住民福祉の向上のために努力をしてください。 

 工事の執行状況については、おおむね予定どおり執行されていました。別紙工事

等検査箇所調書を参考にしていただきたいと存じます。 

 なお、工事の施工に際しては、今後も安全な工事に努め、工期内完成を厳守して

ください。 

 各課等の指摘事項及び特別会計所管事務につきましては、報告書に上げてありま

すので、申し述べることを省略させていただきます。 

 さて、今日の厳しい経済状況は、いつ回復に向かうか全く不透明であります。こ

の状況は今後もしばらく続くものと推測されています。従って、財源の確保、経費

の削減、事務事業等の内容を十分に精査をし、見直しをしてください。 

 また今後の予算執行については特に国、県の動向を注視され、住民サービスを低

下させない簡素で効率的な財政運営に努めてください。 

 以上をもちまして平成２１年度の定期事務監査の報告とさせていただきます。 

議長（春日君） 監査所見の報告が終わりました。 

 また監査委員から例月現金出納検査報告書が提出されております。お手元に配付

のとおりであります。 

 次に本日までに受理した請願及び陳情は、お手元に配付のとおりであります。所

管の常任委員会に審査を付託いたしましたので、報告いたします。 
 
 

議長（春日君） 日程第５「議案第５８号 長野広域連合を組織する市町村数の減少

及び長野広域連合規約の変更について」から日程第７「議案第６０号 平成２１年

度安全・安心な学校づくり交付金事業坂城小学校改修工事請負契約の締結につい



 －９－ 

て」までの３件を一括議題とし、議決までを行います。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 

町長（中沢君） 議案第５８号「長野広域連合を組織する市町村数の減少及び長野広

域連合規約の変更について」ご説明します。 

 本案は、本町を含め、長野広域連合を構成する１１市町村のうち信州新町と中条

村が平成２２年１月１日をもって長野市と合併することに伴い、構成市町村数の減

少がございますので、規約を変更するものでございます。 

 主な変更内容ですが、当該広域連合を組織する地方公共団体の変更と広域連合議

員の定数、また理事の人数と市町村の負担金についてそれぞれ改めるものでござい

ます。 

 議案第５９号「平成２１年度国補公共下水道事業坂城１号幹線１工区管路工事請

負契約の締結について」でございます。 

 本案は、下水道の未普及地域の解消と経済危機対策の補正に伴い実施するもので

あり、南条地区へ坂城１号幹線の布設に係るものでございます。 

 契約の内容ですが、中之条芝原踏切横より谷川を河川横過して実施するものであ

りまして、施工延長が５７０．２５ｍ、内径が４０㎝の鉄筋コンクリート管による

布設で、土被りは約６ｍであります。うち推進工が５１６ｍで開削工が４１ｍ、マ

ンホールが６カ所の施工となっております。契約金額は１億４５８万円でございま

す。契約の相手方は北信・坂北建設共同企業体でございまして、工期は平成２２年

３月２６日でございます。 

 次に、議案第６０号「平成２１年度安全・安心な学校づくり交付金事業坂城小学

校改修工事請負契約の締結について」説明いたします。 

 本案は、坂城小学校の耐震化にあわせて大規模改造工事を実施するもので、安心

して子供たちが学習活動等を行えるように整備するものであります。 

 契約の内容ですが、延べ床面積が２，９２８㎡、改修の範囲は屋内運動場、南校

舎、昇降口等プレイルーム等の工事であります。契約金額は５，７２２万５千円、

契約の相手方は岡谷・関口建設共同企業体であります。工期は平成２２年３月２６

日でございます。 
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 以上よろしくご審議の上、適切なご決定を賜りますようお願い申し上げます。 

議長（春日君） 提案理由の説明が終わりました。 

 議案調査のため暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１０時３５分～再開 午前１０時５０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

◎日程第５「議案第５８号 長野広域連合を組織する市町村数の減少及び長野広域

連合規約の変更について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ちょっと規約がわからないので、ちょっと説明だけお願いしたいと

思います。 

 規約の１ページ目でございますけれども、第１８条第３項というのは、１１％を

１０％にひとつ下げて、これは基礎的割合だと思うんですけれども、８９％を９０％

と片方は１％上げているんですけれども、これはどういう負担金というか、ちょっ

と説明だけお願いします。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 １８条の関係ですが、これは広域の規約におきまして第１８条経費の支弁方法と

いう規定でございまして、広域連合の経費は、その第２項におきまして均等割、こ

れが１０％になるということであります。それから人口割が８９％を９０％にする

ということでございます。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎日程第６「議案第５９号 平成２１年度国補公共下水道事業坂城１号幹線１工区

管路工事請負契約の締結について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） いつも聞いているんですけれども、説明がなかったので、またお聞

きします。 

 指名競争入札、これはすべてがいわゆる共同企業体であったのかどうかというこ

とと、何社、何組といいますか、何企業体が指名されたのか。また、そのうちの町

内企業は何社入っているかということ。さらに設計額に対して、この請負金額は

何％になるか、以上その項目をお願いします。 

建設課長（村田君） お答え申し上げます。 



 －１１－ 

 入札参加業者でございますが、長野千曲建設事務所管内に本社または支店、営業

所を有する経験豊富な業者を代表者といたしまして、坂城町に所在する営業所を含

めたＡ、Ｂランク業者を構成員とする共同企業体方式をとりまして、共同企業体入

札参加資格審査申請のあった６共同企業体を指名したものでございまして、町内業

者は営業所３社、町内業者３社であります。 

 続きまして、落札率でございますが、設計額に対しましておおむね７０％弱でご

ざいます。以上でございます。 

１番（田中君） わかりました。設計額が７０％弱ということは、６０％台というこ

とでよろしいですか。そんなに安くても、入札したんだからあれなんですけれども、

設計が高過ぎるというか、そういうことはないんですか。設計の基準というのは何

かひとつの国の補助金の基準事項か何かに基づいてやった額なんですか。ちょっと

あまりにも低いような気がするんですけれども、工事が大丈夫かどうか心配になる

ので。 

建設課長（村田君） お答え申し上げます。 

 先ほどご答弁申し上げたとおり、落札率は７０％弱ということで、６０％台にな

るわけでございます。 

 設計額のご質問がございました。これにつきましては、国の基準に準拠して長野

県土木設計基準に基づきまして適正な設計をしておるものでございます。入札につ

きましては、低入札価格調査基準を満たしておりますので、企業体の営業努力とい

うこともあるかもしれません。そんなようなことで落札を決定したものでございま

す。以上でございます。 

９番（宮島君） 内容についてちょっと２点ほどお聞きさせていただきますが、１つ

は、今回のこの議決の中には、わずか関係している農道ですか、一般道についての

内容でありまして、議決されない部分も今回含まれている中での、いわゆるＡ０９

号線から谷川へ抜ける関係の道路でございますが、ご案内のように大変あそこはＡ

０９号線の開通によって、かなり谷川へ抜ける交通量が多いわけでございまして、

我々地域とすれば大変車のよけ違いに苦慮しているという状況であるわけでありま

す。 

 従って、そういう中で第１点は、いわゆる工事後速やかに、いわゆるこれは公安

委員会がやることでありますが、交通規制というか、そういうものをひとつやって

いただきたいと。 
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 というのは、大型では到底よけ違いができないし、２ｔ車でもはるか遠方でよけ

てなければ交通ができないわけでありまして、昨年の秋あたりは非常にトラブルが

ございまして、私も２～３件その事故を見ているんですが、すれ違いで水路の方へ

落ちていると、こういう状況でありますので、これはぜひひとつそういう規制をや

っていただかないと、せっかく、いわゆる工業団地の道路が出ていますので、あそ

この上へ上がりさえすればそんなこともないし、いわゆるそのことをぜひひとつ実

現させていただきたいことが第１点。 

 それから、その関係において大変農道が、ただいまのところかなり遜色をしてい

るわけですが、ぜひ掘削したところではなく、それを含めて全面舗装していかない

と、かなり道路も傷んでいますので、掘削部分だけでなく、その道路の改修ができ

るかどうか、この２点について、まず最初にお伺いいたします。以上です。 

建設課長（村田君） ２点ご質問をいただきました。 

 まず最初のご質問でございます。農道、一般道につきましては、非常にご質問の

とおりでございまして、大型車が進入いたしますと、すれ違いに苦慮している状況

は理解しておるものでございます。交通規制につきましては、公安委員会が決定を

していくということでございますので、要望でございますので、公安委員会との要

望、また協議を進めてまいりたいというふうに考えておりますが、ご質問の中にあ

りました自主規制ということでございますが、すれ違い困難でございますので、通

行はご遠慮いただきたいというような案内看板的なものをぜひ検討してまいりたい

というふうに考えております。 

 それから開削工法で掘削した道路の復旧でございますが、流田から中河原地籍、

幅員４ｍでございます。この道路につきましては、全面舗装の復旧をしてまいりた

いと考えております。 

 それからもう少し南に行きまして、日精樹脂鉄道下の工場地域の町道につきまし

ては幅員６．５ｍということでございまして、この道路につきましては、片側全面

舗装復旧ということで考えております。以上でございます。 

９番（宮島君） ただいまそういうことで担当課長の方からやるという、やってもら

えるというご指示があったわけですが、ぜひひとつその２点については地元の要望

もかなりございますので、ぜひお願いしたいと思います。以上です。 

１１番（円尾さん） 先ほどの質問の中で第１工区の入札価格が７０％弱だというお

話がありまして、その点についてはわかったわけですけれども、それと同時に第２、
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第３工区というのが、５千万円以下ですから議決にはならないんですけれども、そ

れらの入札の率はどれぐらいになっていますでしょうか。 

議長（春日君） 暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０２分～再開 午前１１時０５分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

建設課長（村田君） お答え申し上げます。 

 第２工区、第３工区平均いたしますと、落札率、設計額に対して約６５％弱でご

ざいます。以上でございます。 

１１番（円尾さん） 大変大事な時間をいただきまして申し訳なかったですけれども、

なぜそれを聞きたかったかというと、やはり設計額に対して非常に落札率が低いと

いうことが一番大きな問題なんですよね。今、公共事業がうんと少ない中で業者の

方たち、どんなに安くても仕事をやりたいんだというその気持ちはよくわかるわけ

ですけれども、結局安くしたことによって工事がどうだったかということももちろ

ん心配になりますし、むしろ下請けだったり、そこに働いている人たちの影響がや

はり出てくるわけですよね。そういう意味で、安ければいいというものではないと

私は思っているんです。 

 そういう観点から、やはりある程度、県もやっていますけれども、最低基準とい

う価格を出していますよね。そういうのはぜひ考えていく必要があるんじゃないか

と。そうでなければ坂城町の中の企業の皆さん、これは本当にやっていけなくなっ

ちゃうよと。しかもＪＶを組んでやっていくから、ＪＶを組めるところはいいんで

すけれども、そうじゃなくて、単独で入りたいという方たちになってくると、とて

も入れないという状況がありますよね。 

 そういう中で企業の皆さんや、それから議会報告会の中でも、そういう切実な要

求が出されています。そういう点について、やはり基準を設けていく、県なんか

８０％ですよね、８０％から８５％ですか。それ以下の人たちは失格という形にな

っていくんですけれども、それぐらいのことを考えていく必要があるんじゃないか

と、そういうふうに思うんですけれども、安く上げていけばいいというものではな

いと思うんです。その辺について担当課の意見と町長の考えを求めたいと思います。 

建設課長（村田君） ご答弁申し上げます。 

 担当課の意見はというご質問でございますが、現在、坂城町は低価格基準という

設定を設けてございません。ご指摘の点ございます。今後の検討課題とさせていた
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だくということでご理解をお願いしたいと思いますが、よろしくお願いします。 

町長（中沢君） 工事は安くして、なおかつ適正なものであるということが競争の原

理であります。企業を育てる、いろいろなことはまた別途の施策ということにもな

るわけでございます。坂城町の場合には一定の基準を事務的には設けて、それでな

おかつ選定委員会において入札で大きな額が生じたということについては、その内

容を精査して、要するにそういった建設参事もいますので、いろいろとそういうこ

とをしながら、これだったら適切な工事ができるという判断のもとに業者を決定し

ているということでございます。 

 いろいろな状況を踏まえながら、県なども相当の額でやっていることは承知して

おりますが、それぞれの地域において、こういう時期ですので企業の存続というこ

とそのものも別途には考える中で、まず既設で価格が安いことを前提にしておりま

すので、ご理解いただきたいと思います。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎日程第７「議案第６０号 平成２１年度安全・安心な学校づくり交付金事業坂城

小学校改修工事請負契約の締結について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） 同じ質問をいたします。 

 指名の、共同企業体のみなのかということで、何社で何組を指名して、そのうち

町内企業はどういう状況か。それから設計額に対する請負金額、落札の比率はどの

くらいかということを教えてください。 

教育次長（塚田君） お答えいたします。 

 先ほども建設課長の方からご答弁ありましたが、うちの方の入札に関しても地元

業者の育成、受注機会の確保を持つということで、工事において要求される技術を

持ち、経験豊かな町内業者を構成員として共同企業体による指名競争入札を実施し

たということです。代表者につきましては、長野千曲建設事務所管内に本店または

権限を委任した支店を有し、常時対応できる業者といたしております。共同企業体

は７つほど建設企業体を指名いたしまして、そのうち千曲建設管内での坂城営業所

３事業所、それから町内単独事業所が５業者ということで、７事業体による入札を

実施したということです。すみません、ちょっと待ってください。すみませんでし

た。営業所が３営業所、町内が４事業所ということで、７企業体により実施をいた
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したところであります。すみませんでした。それで先ほどの入札の落札価格の比率

ですが、６６％ということでございます。以上です。失礼いたしました。 

１番（田中君） わかりましたけれども、ちょっと今説明の中で千曲建設事務所管内

に本社支店もあれば指名に加えていると、それが３社あったということで、町内に

営業所がある、本社は町外にあっても、じゃなくて、千曲建設の中に営業所もあれ

ば、そこを指名していたということですか。今そんなような説明を聞いたんですけ

れども。千曲建設事務所管内に本社や支店があれば、営業所があればということで

いいのかどうか。 

教育次長（塚田君） ちょっと説明不足でしたが、営業所は坂城町に営業所があると

いう、そういうことでご理解をいただきたいと思います。以上です。 

１１番（円尾さん） ５９号との関連もあるわけですけれども、先ほどの話の中で、

やはり入札価格が６６％というような低い金額で、先ほどの町長の話の中では、安

い中でやっていくことがということや企業はほかのところでの育成をしていくんだ

というお話でしたけれども、事業に参加してこれない、仕事ができないというよう

な状況の中で企業を育成していくなんていうことはどういうことなんだろうという

ふうに非常に疑問に思うわけです。 

 それと同時に、やはり設計価格が正しかったのかどうかとさえ思いたくなるよう

な金額ですよね、６６％で落札なんていうことは。そういう中で、そういう中身が

一体どういうことなんだというような、選定委員会の中ではこういう論議がなされ

なかったのか。坂城の町でも、そろそろ基準を考えていく必要があるんじゃないか

というような話が出なかったのかどうか、その辺選定委員会の責任者としての副町

長さんですか、答弁いただければと思います。 

副町長（栁澤君） お答えいたします。 

 今お話ございましたように、業者を選定するときに、それぞれの業者の技術力あ

るいは資本力、そういったようないろいろ規約がございまして、それによって持ち

点が何点というようなものが基準がございます。そういうものを、この工事の場合

には非常に技術力を要しますから、先ほど言ったようにＡＢとか、そういうことに

ついての業者を選定してやっていくわけです。だから、そういう技術力とか資本力

とか、そういう問題で大きい工事についてはやっていきますから、小さい業者さん

が参入できないというのはそういう点にもあるんです、事業をやる場合には。だか

ら、それなりに今度は小さい工事をやるときには、それに見合った業者さんにいろ
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いろお願いして、なるべく地元業者の皆さんが入れるようにと、そういう努力はし

ているわけでございます。以上です。 

１１番（円尾さん） ちょっと話がかみ合わなかったかと思うんですけれども、もち

ろん業者は小さい業者を育成していくということはまた別問題として、こういうこ

とで６６％ぐらいのところで価格が落ちていくということに対して、やはり選定委

員会の中で、これだけの価格で落ちていくことには恐らく業者の人たちがかなり泣

いていたりするわけだと思うんですよね。そこで働いている人たちが十分公共事業

をやったことで潤うかどうかということも大変心配なわけなんです。だから、そう

いう中で坂城町がこういう公共事業、本当に今、公共事業は少ないですから、誰も

がやりたいというのはよくわかるんですけれども、そういう中で、こういう低価格

で落札していかなければならないという現状をどういうふうに見ているのかなと。

そろそろ坂城町でも、ある程度の線を引く必要があるんじゃないかなと、そういう

ことを考えられないのかどうか。選定委員会の中では、そういう論議がなかったの

かどうか、その辺をお聞きしたいと思います。先ほどの町長の答弁の中では一切そ

ういうことはなかったわけですけれども、今後やはり公共事業のあり方というもの

を考えていくには、その辺まで考えていく必要があるんだろうと思うんですけれど

も、その点についてお尋ねしたいと思います。 

副町長（栁澤君） 先ほどお話ありましたように、町では失格基準というものは設け

ておりませんね。しかしながら、あまりに低いというようなときには、やはり本当

にできるのかどうかというような調査は行います。だけども営業努力によって、あ

るいは持ちの材料等によったり、あるいは材料を低価格で購入できるという業者さ

んもおりまして、そしてこういう価格が出てくるということでございます。今のお

話のあまりに安いという、いわゆるそういう基準を設けたらどうかというようなこ

とについても意見がございますので、これからまた検討していきたいと思っており

ますけれども。以上です。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 入札につきましては、基準は持っております。１つは、低入札にした場合の調査

基準価格というのを設けております。これに設計額に対して一定の金額を下回った

場合に調査に入るという基準です。 

 それから欠格基準価格というのもございますので、それ以下で入れた方は失格基

準ということで設けておりますので。 
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 ただ、議員さんのおっしゃるのは最低制限価格ということだと思うんですけれど

も、それにつきましては先ほど副町長が言いましたように、これからの課題という

ことで考えていきたいと思います。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

議長（春日君） 次に、日程第８「議案第６１号 坂城町温泉施設条例の一部を改正

する条例について」から日程第１６「議案第６９号 平成２１年度坂城町介護保険

特別会計補正予算（第２号）について」までの９件を一括議題とし、提案理由の説

明までを行います。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 

町長（中沢君） 議案第６１号「坂城町温泉施設条例の一部を改正する条例につい

て」説明いたします。 

 本案は、近隣類似施設及び当施設の１回券と比べ、格安な料金設定となっている

年間利用券について料金を引き上げ、半年利用券を新設し、さらに回数券の優遇幅

を拡大するためにお願いするものであります。 

 主な内容ですが、特別利用券のうち年間利用券については、現在の料金２万８千

円を年齢７５歳以上が３万１千円、７５歳未満が３万３千円に変更いたし、また半

年利用券を設け、年齢７５歳以上が１万６千円、７５歳未満が１万７千円とするも

のであります。回数券については大人と小学生それぞれ金額を据え置いたままで

１１回券を１２回券ということで対応するわけでございます。 

 次に、議案第６２号「坂城町有線放送電話条例の一部を改正する条例について」

説明いたします。 

 有線電話使用料については平成６年度に行った施設更新にあわせ、使用料料金を

設定され、現在に至っております。平成１６年度には施設更新の借入償還が終了し

たところですが、施設の維持や機器の更新等を考慮し、従前の使用料を徴収してお

りましたが、平成２０年度末の基金残高は１億８，７００万円余となりました。し

かしながら携帯電話の普及による通話に対するニーズの低下や光ケーブルの開通等

により年々加入率が減少しており、特に最近の傾向として、昨年からの世界的な経
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済危機の影響とも思われるんですが、廃止という方も出ております。利用者の負担

の軽減を図るために平成２２年４月１日から使用料金の引き下げを行うもので、一

般加入の場合に月額１，４００円を１千円に、６月末までに前納した場合は年額１

万６，２００円を１万１，６００円に、スピーカー加入の場合には月額１，０５０

円を６５０円に、６月末までに前納した場合には年額１万２，３００円を７，６００

円にするものであります。 

 次に、議案第６３号「坂城町職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を改

正する条例について」でございますが、本案は昨年の法改正により国家公務員の勤

務時間が改正されたことに伴い、坂城町の職員の勤務時間を国家公務員と同様に週

４０時間から３８時間４５分、１日当たり７時間４５分に改めるものであります。 

 議案第６４号「坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例

について」説明いたします。 

 本案は、ごみ処理に伴う環境への負荷を低減する循環型社会の構築、地域温暖化

防止対策の一環として、さらなるごみの減量化に取り組むために家庭系一般廃棄物

の可燃ごみ及び不燃ごみについて、ごみ処理手数料の有料化を来年４月から導入す

るものであります。手数料の料金設定、課金の方法等については近隣市町村との均

衡も配慮しつつ、指定袋１枚に対して２０円のごみ処理手数料を袋代に上乗せして

値上げするということでもございます。ごみの排出量に応じた費用負担の公平性を

確保し、ごみ処理経費に係る財政負担を軽減するという観点からも、排出量に応じ

てごみ処理費用の一部を負担していただくことにより、ごみの発生の抑制、排出抑

制、資源物の分別の徹底、リサイクルの促進など一層の減量化を推進いたしたいと

考えております。 

 議案第６５号「坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい

て」でございますが、本案は消防法の一部を改正する法律が公布、施行されたこと

に伴い、町消防団員等公務災害補償条例第２条中の引用条例を改正いたすものであ

ります。 

 次に、議案第６６号「平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第６号）につい

て」説明いたします。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２０万５千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を６５億２３２万円といたすものであります。 

 歳入の主なものですが、安心こども基金事業補助などの県支出金で８９８万５千
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円、土地売払収入で２３０万６千円、基金からの繰入金で１７７万７千円をそれぞ

れ追加し、まちづくり交付金事業による町債で７５０万円を減額いたすものであり

ます。 

 一方、歳出でございますけれども、各保育園、児童館への書棚、図書などの購入

に５２２万４千円、企業の融資に係る保証料補給金で５００万円、除雪費で３００

万円、全国瞬時警報システムの整備で３０２万円をそれぞれ追加し、まちづくり交

付金、前田川バイパス路事業で１千万円、県道拡幅に係る防火水槽移設工事で５００

万円をそれぞれ減額するものであります。また平成２２年度において一般廃棄物収

集運搬等の業務委託に行うための債務負担行為補正についてもあわせてご審議をお

願いしたいと思います。 

 次に、議案第６７号「平成２１年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第２

号）について」申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算のうち歳出予算を補正するものであります。療養費の増加

や各制度への拠出金額の確定等に伴い、組み替えを行うものであります。 

 その内容ですが、一般保険者療養費１５６万円、後期高齢者支援金３２万円、人

間ドック委託料４４万６千円を増額し、一般被保険者高額医療費１４４万１千円、

老人保健医療費拠出金が３７万４千円、二次健診委託料２２万６千円を減額するも

のであります。 

 次に、議案第６８号「平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第３

号）について」申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ２，８０７万９千円を追加しまして歳

入歳出予算の総額を１２億３，０８３万４千円といたすものであります。 

 歳入でございますが、下水道受益者負担金９７６万２千円、千曲川流域下水道上

流処理区負担金返還金等で１，８３１万７千円をそれぞれ増額し、歳出につきまし

ては、消費税納付が２００万円を減額して千曲川流域下水道上水処理区負担金等が

１，００７万円、管渠工事等で２千万９千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 次に、議案第６９号「平成２１年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第２号）

について」説明いたします。 

 その内容でございますが、介護サービスの利用の増加等に伴いまして保険給付の

内容について組み替えを行うものでございます。 

 主なるものといたしまして、高額介護サービス等が１４０万円、特別入所介護サ
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ービス等が５００万円それぞれ増額し、介護サービス等諸費６４０万円を減額いた

すものでございます。 

 以上よろしくご審議をお願いし、適切なご決定をお願い申し上げる次第でござい

ます。以上でございます。 

議長（春日君） 提案理由の説明が終わりました。 

 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 明日２日から１２月７日までの６日間は議案調査等のため休会にしたいと思いま

す。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって明日２日から１２月７日までの６日間、議案調査等のため休会とすること

に決定いたしました。 

 次回は１２月８日、午前１０時より会議を開き、一般質問を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午前１１時４４分） 
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１２月８日本会議再開（第２日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

（１）町内経済の状況についてほか           大 森 茂 彦 議員 

（２）農業問題についてほか              入 日 時 子 議員 

（３）家庭ごみの有料化についてほか          田 中 邦 義 議員 

（４）２２年度予算編成についてほか          円尾美津子 議員 

（５）図書館整備をほか                中 嶋 登 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 なお、会議に入る前に本日から２日間カメラ等の使用の届け出がなされており、

これを許可してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「一般質問」 

議長（春日君） 質問者はお手元に配付しましたとおり、９名であります。質問時間

は答弁を含めて１人１時間以内でありますので、理事者等は通告されている案件に

ついて、簡明に答弁されるようお願いします。なお、通告者もこれには格段のご協

力をお願いします。 

 それでは順番によりまして、最初に４番 大森茂彦君の質問を許します。 

４番（大森君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、一般質問を行

います。 

 １．町内経済の状況について 

 イ．町内企業の経営と雇用について 

 アメリカ証券大手のリーマン・ブラザーズの破綻を契機にした世界的不況に陥っ

て１年になります。そして今、政府のデフレ宣言、円高、完全失業率の１２カ月連

続増加、公務員の期末勤勉手当の減額支給などで消費が冷え込み、デフレスパイラ

ルが一向に止まる気配がありません。 
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 町長は今議会の開会あいさつで、町内大手企業の状況は回復しつつある企業もあ

るが、依然として厳しい状況にあると言わざるを得ない、そういう状況だとの報告

でありました。町内のある企業では、２０人もの正社員を解雇し、子会社へ契約社

員として配転する、こういうことが現に起こっていると聞いております。非常に厳

しい状況が続いている、そのあらわれではないかと思われます。また零細、個人の

事業所では、月に数万円の売り上げで固定費が賄えない状況が１年以上も続いてお

ります。経営と暮らしが立ち行かなくなってきておるわけであります。年越し資金

は大丈夫なのか、どのようにして把握されているのか、お尋ねいたします。 

 雇用の問題では、毎月毎月失業手当が１５万人ずつ切れていると言われておりま

す。一方で、自動車産業は業界が回復してきており、ところが、相変わらず雇おう

としているのは非正規の期間従業員であります。景気対策でも貧困率１５．７％の

解消でも解決する根幹は雇用の正規化ではないでしょうか。失業手当の給付が切れ

た人たちの生活についての対応は、９月議会で私の質問で町長は、ハローワークで

の対応であるというようなことで、町として特別な対応はしないような答弁であり

ました。地方自治体の本来の仕事とは、ここに住んでいる地域住民の暮らしと福祉、

健康や安全を守ることであります。何らかの対応があってしかるべきだと思います。

国保の減免や生活保護、福祉資金の貸付制度など広く町民に知らせ、ワンストップ

で相談ができるような窓口を設置してほしいと思いますが、どのようなお考えか、

お答え願いたいと思います。以上で１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 大森議員の質問にお答えしてまいります。 

 町内経済状況等についてでございます。町内企業の経営と雇用ということ、極め

て難しい状況にございます。初めに国全体といたしましては、１１月２０日の政府

月例報告におきまして、菅副総理は、景気は持ち直してきているが、自律性に乏し

く、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況とし、そしてまた、物価動向

を総合してみると、緩やかなデフレ状況にあるという発表もなされています。３年

５カ月ぶりに国全体として物価が持続的に下落しているという状況でもございます。 

 また日銀松本支店によると、１１月６日の発表では「長野県の金融経済動向につ

いては、生産は持ち直している。一方、雇用・所得では労働需給が厳しい状態にあ

る。雇用者所得は大幅に減少している」とも言っております。全体の大きな流れと

いたしましては、景気は一部に持ち直し傾向があるものの、雇用や労働者の人は依

然として厳しい状態にあるということでもございます。 
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 町の状況でございますが、先月１６日に開催されました地域経済振興懇話会や企

業の社長さんたちといろいろお話しする中では、大半の企業は極めて厳しい状態が

続いているというお話でもございます。エコカー減税などの効果により自動車部品

関連は受注が若干ずつ出ているというお話も聞いておりますが、２度目の厳しい師

走を迎えているということで、憂慮に堪えない状況でもあります。 

 いずれにしましても、現在の経済状況につきましては、国として早急に中小企業

支援に十分に配慮し、急激な円高を抑制するなど、きちんとした対応が必要である

と考えております。町としても、お話のように、まず雇用の確保ということを重点

に、篠ノ井、上田ハローワークや商工会、テクノセンター、テクノハートといった

関係機関と連携をし、国、県の経済対策や新たな制度等の活用ができるように窓口

対応を含め、情報提供などを行ってまいりたいと、こんなふうに考えているところ

でございます。以上でございます。 

産業振興課長（宮﨑君） 続きまして、ご質問の零細・個人事業所の経営状況という

ことでございますが、順次お答えしたいと思います。 

 町といたしましては、先ほど町長からも申し上げましたけれども、企業の規模に

かかわらず機会があるごとに経営状況などについてお話をお聞きしたり、また金融

機関とも情報交換等をさせていただいているというようなことでございますが、零

細・個人事業所として従業員が３人以下の事業所というのは町内企業全体の４割強

を占めているということでございまして、これらの事業所につきましては、議員さ

んご指摘のように収入と生活費が密接にかかわっているということについては、私

どもといたしましても十分認識するところでもございまして、大手の皆さんも内省

化を行う中で経費節減を図っているということからも、零細個人事業主の方々など

は大変な厳しい状況に置かれているものと考えております。 

 また先月の１６日に開催されました地域経済振興懇話会におきましても、多くの

社長さんが異口同音に非常に厳しい経営状況についてお話をされておりました。こ

のような状況の中、苦しいながらも新商品の開発や既存の技術を新しく分野に応用

して販路の拡大を目指すという、そういう頑張っておられる企業もございました。 

 これから年末に向けて資金需要は高まるわけでございますけれども、町といたし

ましては、制度資金の預託金につきましても、昨年度、当初予算より本年度は１千

万円増資し、資金需要に対応できるように備えてきているところでございます。現

在のところ、町の制度資金において主にセーフティーネットの５号の認定などを受
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けて利用する経営安定特別資金は、預託している町内の４つの金融機関の合計で融

資枠４億８千万円に対しまして、今後年度末までの融資可能額は２億４千万円とい

う状況でありまして、現在のところ対応は可能であるということでございます。 

 さらに融資を受ける際の保証料補助につきましては、９月議会において補正予算

をお願いいたしまして、今議会においても予算不足とならないよう、さらに補正を

お願いしているところでもございます。 

 また雇用安定助成金に加算される教育訓練費、１人につき６千円加算でございま

すが、ご指摘の零細・個人事業所など独自開催が困難な事業所に対しまして、町、

商工会、テクノセンターが連携し、教育訓練の対象となる研修会を開催し、資金調

達の支援を引き続き進めてまいりたいと考えております。 

 町、商工会につきましては、事業所の皆さんからの相談などに対しましては、窓

口はいつでも開いているわけでございますけれども、新たな制度といたしまして、

１１月３０日に中小企業金融円滑化法が成立いたしまして、法案化を目指した当初

よりはちょっと後退している感はあるんですけれども、中小企業から申し入れがあ

った場合は返済猶予も含め、貸付条件変更等を積極的に応じるよう、金融機関に求

めるものとなっております。『信毎』の記事では「銀行との関係悪化、返済負担増を

懸念」というサブタイトルも見受けられまして、課題も指摘されてはいますけれど

も、しかし地元の金融機関も相次いで相談窓口を設けているということでございま

して、先般も支店長さんたちとお話しする中で、とにかくお話は聞いていただきた

いと、相談に乗っていただきたいというお願いもしてございますので、そんなご利

用もいただければというふうに考えるところでございます。 

 次に、町民生活の支援ということでございますが、先日発表になりました坂城町

の管轄区域となっている篠ノ井公共職業安定所の１０月の有効求人倍率は０．４５

倍と、前月と同ポイントであり、また推計値でありますが、県の７月から９月期の

完全失業率は４．３％と前回調査の４月、６月期の４％を上回っており、依然とし

て雇用環境は厳しい状況にあるところでございます。 

 失業対策として、この１１月３０日に全国７７のハローワークで職探しのほか住

宅確保や生活資金の需給をひとつの窓口で一括して受け付けるワンストップサービ

スが試験的に行われました。新聞報道によると「いろいろな制度があることを初め

て知った」ですとか「とても便利だった」と好意的な感想が多かった半面、生活保

護の申請などは収入の有無などの調査が必要なため、ワンストップではなかなか対
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応が難しいというような、そんな話も浮き彫りにされました。 

 町では今後引き続きハローワークや県等関係機関との連携を密に図りまして失業

者の皆さんが役場や社会福祉協議会等で相談された際に、より迅速に的確な対応が

できるように関係部署と連携を図って進めていきたいと考えております。以上であ

ります。 

福祉健康課長（中村さん） 町民生活の支援についてお答えいたします。 

 福祉健康課の窓口では常時いろいろな生活相談を受け付けております。福祉健康

課の窓口で相談を受けまして、国保税の関係は税務係と連絡をとるなど同じ窓口で

対応するよう努めております。また生活福祉資金につきましては、町の社会福祉協

議会と失業、病気等により収入がなくなり、困窮している方などの生活保護につき

ましては、長野保健福祉事務所と連絡調整し、担当者と直接相談をしていただくよ

うにしております。 

 国保税の減免につきましては、納税通知書に同封しております「国民健康保険加

入者の皆さんへ」のチラシでお知らせしているところでございますが、病気、失業、

事業の休・廃止等により生活が著しく困難となった場合、前年中の合計所得金額の

合算額等と所得の減少割合により減免割合が決まってまいります。 

 今年度の減免状況でございますが、後期高齢者医療制度施行に伴う旧被扶養者に

係る減免が９件、特別な事情によるものが１件、合計１０件でございます。なお、

収入減による減免は今のところ該当はございません。 

 生活保護の相談につきましては、内容をお聞きし、保護の必要がある場合は、長

野保健福祉事務所と連絡をとりながら進めております。これからも長野保健福祉事

務所と連携・協力をする中で引き続き相談支援に取り組んでまいります。現在、生

活保護世帯は１９世帯でございます。今年度新規該当世帯は４世帯となっており、

主に病気によるものでございます。 

 生活福祉資金の貸付制度につきましては、実施主体が県社会福祉協議会で、町社

会福祉協議会が窓口となり、実施しているものでございます。１１月末までの今年

度の状況につきましては、貸付総額が５件、内訳は就学資金３件、福祉資金１件、

緊急小口資金１件でございます。 

 毎月２回開設されております心配ごと・法律相談では、１１月末までの相談状況

でございますが、総計数は６９件でございます。特に多いものから相続問題が２０

件、離婚問題１１件、土地問題１０件、ローン問題８件、家族問題６件でございま



 －２７－

す。引き続き町社会福祉協議会と連携しながら相談支援を進めてまいりたいと考え

ております。 

 国保税の減免、生活保護、生活福祉資金につきましては、関係部署と連携を図り、

より迅速に的確な相談支援を行ってまいりたいと考えております。以上です。 

４番（大森君） 今それぞれ取り組みについて答弁がありました。特に年越し資金繰

り等についてでありますけれども、国会で１１月末に中小企業金融円滑化法が当初

の内容より若干後退した形で通ったわけでありますけれども、やはりこの取り扱い

について広く町民に知らせていくということで、そういう取り組みをぜひお願いし

たいというふうに思います。 

 この内容は、ひとつは金融機関が中小企業の返済猶予や返済条件緩和の申し込み

に応じること、これを努力義務とするということと、もうひとつは金融機関がこれ

に取り組みやすいよう、金融検査マニュアルを改訂して中小企業への貸し出しを不

良債権扱いにしないということでの対応で貸し出しを奨励していくということで、

この円滑化法を実施していくという内容になっています。この金融返済猶予法の趣

旨はきちっと守って生かす形で、町内の中小零細企業に返済猶予の申し入れがあれ

ばスムーズに手続をしていただくということをぜひ申し入れていただきたいという

ふうに思います。先ほども金融機関で窓口を設けたり、あるいは町の方も要望して

あるということですけれども、ますます年末になればなるほど、こういう動き、申

し出が殺到するかもしれませんので、そういう対応をぜひお願いしたいというふう

に思います。それについてご答弁願いたいと思います。 

 もう１点は、生活福祉資金の点についてでありますけれども、これも全国商工団

体連合会が要望して生かされた内容で、１０月に改変されましたね。これまで中小

業者が必要とする経費、これに対しては生業として暮らしを立てるための仕事とい

うことは今まではそうでなかったんですが、今回は福祉費に統合されたということ

で、中小零細業者の方の経営にまで広げられたということであります。そして貸付

限度額も４６０万円、返済期間が最長で２０年間ということで、保証人がなくても

利用が可能だというふうに報道されております。この新聞報道では、この制度を管

轄する厚生労働省の担当者は、年齢、資金使途、運転資金や設備資金に制限はない、

他の借入の事故も問わない、一時的な経費でこれを乗り切れば回っていくという、

こういう場合には対象となるというふうに担当者は説明しているということであり

ます。やはりこの制度ができているということを、やはりこれも多くの方にこうい
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う制度がありますよということを呼びかけて、そして利用を促していくということ

で、そういう生活をきちっと保障していくということで町のこういう対応をぜひ求

めていきたいというふうに思います。これについて、２つについてご答弁願いたい

と思います。 

産業振興課長（宮﨑君） 中小企業金融円滑化法に関するご質問についてご答弁させ

ていただきたいと思います。 

 ご案内のとおり、これについては法律ができたばかりというようなことでござい

まして、返済猶予というような制度の中でどうするかということでございますけれ

ども、金融機関それぞれについては、得意先あるいは営業部門の中で金融機関等回

っておられるというようなことで今対応されているというふうにお聞きしていると

ころでございます。 

 ご案内のとおり、町といたしましても、これらのところについては町が直接融資

ではなくて、金融機関に申し入れたところということでございまして、そういった

ことで融資等のご相談いただけるところについては、そんなようなお話もさせてい

ただきたいと、これは商工会も同様にということで考えるところでございます。 

 ただ、これについてはやはり企業の皆さん、小さい企業の皆さんも含めてでござ

いますけれども、やはり経営というような中で新聞報道あるいはされている部分も

ございますので、ぜひ１度金融機関、役場でも結構でございますけれども、自ら門

を叩いていただければというふうにも考えているところでございますので、よろし

くお願いいたします。以上です。 

福祉健康課長（中村さん） ただいまご質問の中に、福祉資金、生活福祉資金貸付条

件が１０月に改正になりました。福祉資金の中の生業を営むために必要な経費とい

うことで貸付限度額が４６０万円、償還期間２０年という貸付条件の制度がござい

ます。相談に応じる中で対応してまいりたいと考えております。これは町の社会福

祉協議会の方で実際に貸し付けということになりますけれども、町の方へ相談に来

ていただいた中で対応してまいりたいと考えております。以上です。 

４番（大森君） それぞれそういう状況の中で国の方もそれなりの対応をしてきたと

いうことで、完全なものではないということもあるわけですけれども、やはりこれ

を最大限生かして、町内業者を守っていくということでいろいろな支援をぜひやっ

ていっていただきたいというふうに思うわけであります。 

 特に金融機関についても、金融機関のそもそもの基本は、地域の預金者から集め
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たお金を地域の個人や中小企業にお貸しして地域金融として当たり前のことができ

るような、こういう金融機関になっていただきたいというふうに思うわけです。そ

してまた雇用については正規雇用が当たり前の社会、こういう社会にしていかなき

ゃいけないというふうに思うわけであります。そういう点についても今後町内の企

業の皆さんにもぜひ申し入れなどをしていっていただきたいというふうに思います。 

 時間もありませんので、次の質問に移っていきます。 

 ２．環境にやさしいまちづくりに向けて 

 ２１世紀の世界を持続可能な経済・社会とするためには、温暖化ガスの大幅削減

を実現する対策など地球環境の保全の見通しを立てるとともに、将来にわたって良

好な環境を維持していく、そのためにもごみの減量化と資源の再利用や化石エネル

ギー、原発によらないクリーンエネルギーへの取り組みが急がれております。 

 イ．家庭ごみの有料化について 

 家庭ごみの有料化の条例改正が提案されておりますけれども、ごみ処理の広域化

による焼却炉の建設費及び処理費の負担軽減が目的であると思います。そのために

関連する各自治体も有料化の実施に踏み切っているわけであります。ごみの有料化

で一定の減量化にはなるかと思いますけれども、大きな減量化にはならないのでは

ないかというふうに危惧するところであります。有料化によらないで減量の方策は

ないのか、そのことを検討しなかったのか、このことについてお尋ねいたします。 

 次に、今後有料化した場合、ごみ処理費用が増加した場合どうするか、これにつ

いてどう対応されるのか、お尋ねいたします。 

 次に、ごみ減量化支援策として、生ごみ処理機等の購入補助金に充てるとしてお

りますけれども、これまでに購入されたものについて、利用状況の検証はなされた

のかどうか、そして生ごみ処理機とコンポストの件数と利用状況はどうであるのか、

お尋ねいたします。 

 次に、住民税非課税世帯や要介護で紙おむつなどを大量に使用する世帯への一定

量の無料配付や減免措置は考えていらっしゃるのかどうか、お尋ねいたします。以

上で環境にやさしいまちづくりに向けての１回目の質問といたします。 

 ハ．クリーンエネルギーの取り組みについて 

 クリーンエネルギーは水力、風力、太陽光発電、地熱や地中熱の利用、バイオマ

スによるペレット化やチップ化、あるいは燃料化などへの研究や実用化が進んでき

ております。坂城町といたしましても資源エネルギービジョンを策定しており、今
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後省エネやクリーンエネルギーへの積極的な取り組みが必要だというふうに思いま

すが、これについてどういう対応をされるのか、お尋ねいたします。 

議長（春日君） 大森議員、ロの分が欠けておりますので、引き続き加えてください。 

４番（大森君） 申し訳ございません。前後いたしましたけれども、ロの資源の循環

への取り組みについてであります。 

 町内の家庭から出るごみの堆肥化について、循環型農業への生かした取り組みは

できないかどうか。 

 次に、私の家では町の消費者の会の皆さんがつくっておられる廃油でつくった石

鹸を台所で使用しておりますけれども、家庭から出る廃食油で品質のいいＪＩＳ規

格認定がとれるような、こういう石鹸づくりで商品化の方向性は考えられないだろ

うか、これについて今後どういうふうにされるのか、お尋ねしたいと思います。 

 また各家庭で不用になったリサイクル効果の取り組み、使えるものを処分すると

いうことではなくて、これは福祉ふれあいまつりなどで行われておりますけれども、

日常的な取り組みにできないだろうか。そして、どこかでこういう物々交換ができ

るような、そんなシステム化について今後検討していく必要があるのではないかと

いうことで、この取り組みについて、どう検討されているか質問いたします。 

 大分前後いたしましたけれども、一応イロハの順でのご答弁の方をひとつよろし

くお願いいたします。 

町長（中沢君） 環境にやさしいまちづくり、家庭ごみの有料化についてお答えして

まいります。 

 平成２２年４月から予定しておりますごみ処理手数料の有料化につきましては、

家庭から排出されるごみについて、排出量に応じまして、ごみ処理費用の一部を負

担していただくというものでございます。ごみの排出抑制、資源物の分別の徹底、

リサイクルの促進などに期待するものでもございます。 

 そのねらいのひとつは、ごみの減量化とリサイクルの促進であります。ごみの排

出量に応じて費用負担がかかることから、ごみ処理やリサイクルについての意識が

高まり、ごみの排出抑制や分別の徹底が図られるということでもございます。 

 その２は、費用負担の公平化でございます。ごみを出す量に応じて費用を負担す

るということでありまして、各自のごみ減量に対する努力が反映されると、公平な

費用負担ということによる減量化でもございます。 

 その３は、ごみ処理費用の軽減でございます。有料化によるごみ減量化やリサイ
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クル化が進みますと、ごみ処理経費全体の節減が可能になります。財政負担の軽減

にもつながるわけでございます。この費用をごみの減量化に向けた施策や事業に活

用してまいりたいと思っております。 

 有料化の対象とするごみは、可燃ごみと不燃ごみでございまして、資源物につき

ましては、従来どおり無料でございます。処理手数料は近隣市町村との均衡にも配

慮し、指定袋１枚に対しまして２０円といたしたいと考えております。 

 その課金の方法ですが、多くの市町村で採用しております単純重量制といたしま

して、指定袋に手数料を上乗せして販売するという方法でございます。 

 近隣の可燃ごみの有料の状況ですが、当町と同じく４０ℓの容器の指定袋で長野市

と上田市は手数料を含めて１枚５０円、来年４月から有料化を予定しております千

曲市も１枚５０円となっております。当町といたしましては、袋代と手数料を合わ

せ１枚４０円ということで負担をいくらかでも住民の負担を軽減したいとも考えて

いるところでもございます。 

 なお、県内の有料化の状況でございますが、８０市町村のうち５９市町村が有料

化を実施しているところでもございますし、また予定しているところでもございま

す。有料化の導入によるごみ処理の削減量は、既に実施しております市町村の実情

を見ますと、１０％の減量が見込まれるということでございます。重量では約３００

ｔになりまして、一定の成果が期待されるものと考えております。 

 現在町では広報紙による減量化、再利用化あるいは分別方法についていろいろ啓

発し、また生ごみの堆肥化、リサイクル化を推進するということで、生ごみ処理機

やコンポスト容器の普及も進めているところでもありますが、有料化に向けて減量

対策のひとつになると、こんな考え方を持っております。 

 あわせて分別の徹底や生ごみ処理機等の普及、関係団体の連携による生ごみの堆

肥化、リサイクル化をより具体的に進めて経費の削減に努めてまいりたいと、こん

なふうにも考えております。 

 有料化に対する減免措置でございますが、生活保護世帯や３歳未満の乳幼児ある

いは身体障害者や介護を受けている方で紙おむつを利用されている方につきまして

は、年間一定の枚数につき、申請していただくことによって、ごみ処理手数料の免

除を考えてまいりたいと考えております。 

 次に、私の方からクリーンエネルギーの取り組みについてお答え申し上げます。 

 地球温暖化対策等の環境にやさしいまちづくりは、すべての国、地域がこれまで
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以上に真剣かつ積極的に取り組まなければならない、そういった課題であると思い

ます。 

 ご質問の太陽光発電、地熱の利用、ペレットストーブ活用あるいはバイオマスの

利用によるクリーンエネルギーは、二酸化炭素の排出が少ないなど環境に与える負

荷が小さく、資源の乏しい我が国のエネルギーの安定供給、さらに新エネルギー導

入による新たな産業や雇用の創出、経済性や安定性といった課題もあるものの、さ

まざまな意義を有していると言えると思います。 

 町といたしましては、環境負荷の少ない新エネルギーや省エネルギーの推進に向

けて平成１６年に新エネルギービジョンを作成したところでもございます。この策

定にあたりましては、町民の皆さんに対するアンケートも実施いたしました。 

 そうした中で太陽光発電に対して最も高い関心が寄せられ、また新エネルギーの

導入に向ける施策としては、公共施設への太陽光発電の導入などが提案されており

ます。これを受けまして公共施設への導入につきましては、太陽光発電を第一に位

置づけまして、平成１７年度に建設しました南条保育園には太陽光発電システムを

導入いたしました。さらに来年２月の竣工に向けての食育・学校給食センターにお

きましても、太陽光発電システムを導入してまいります。個人向けの住宅用太陽光

発電システムの設置につきましては、一時中止されていた国の補助制度が復活して

いるということからですが、政権交代により新年度において継続されるかどうかの

不透明な面もございます。クリーンエネルギーの導入の地球温暖化対策の重要性は

十分認識しているところでございますが、国との施策の連動もまた重要でございま

す。個人向けの太陽光発電システムの設置については、国の助成制度を補完する形

で意識啓発につながるよう、２２年度に向けてその方法を検討してまいりたいと思

っております。以上でございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からはイの家庭ごみの有料化の中で生ごみ処理機等の補

助実績につきまして、ご答弁いたします。 

 ごみの減量化対策といたしまして、生ごみ処理機等の購入に対し、補助金制度を

設け、個人が生ごみ処理機等を購入した場合に申請によりまして購入金額の２分の

１以内、最高２万円の補助を現在行っております。この補助制度は平成５年から開

始をしておりまして、本年１１月末現在で、ボカシ、コンポスト容器が７３６基、

電気式の生ごみ処理機が３８６基、合計で１，１２２基につきまして補助金の交付

をいたしております。 
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 補助を受けた方々の利用状況につきましては、年度内にアンケート調査を実施を

いたしまして、堆肥化の量、利用方法などを把握をして今後の普及促進に活用して

まいりたいと考えております。その準備を進めておるところでございます。 

 また新年度より補助額の拡充を図り、さらに生ごみ堆肥化の普及促進を図るべく

検討いたしておるところでもございます。 

 次に、ロの資源循環への取り組みについてお答えをいたします。 

 環境に配慮した循環型社会の構築に向け、町といたしましても資源ごみのリサイ

クルにつきましては重要課題としてとらえ、対策を講じてきておるところでござい

ます。家庭から排出される生ごみにつきましては、先ほども申し上げましたとおり、

生ごみ処理機等の購入補助、コンポストの利用促進により、ごみの減量化と堆肥化

を推進しているところです。また家庭で比較的簡単にできる段ボールコンポストに

よる堆肥づくりについても関係団体と連携をしながら推進を図ってまいりたいと考

えております。 

 ご質問の農業分野への利用ということでございますけれども、バイオマスと言わ

れる動植物から生まれた有機性資源の利活用については、全国的にもさまざまな取

り組みがございます。ひとつの例といたしまして、食品残渣など生ごみからつくる

液体肥料を使っての循環型農業に取り組んでいるところもございますけれども、現

在、実証試験を行っているところが多いわけでありまして、まだまだデータが不足

をしております。堆肥化施設の設置あるいは採算性等の問題もございますので、今

後関係課と連携を図りながら調査研究を進めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 次に、食用廃油による石鹸づくりでございますけれども、町消費者の会の皆さん

が以前から活動の中で取り組んでおります。家庭から出る天ぷら油などを使って良

質の石鹸をつくろうというものでございますけれども、これは油を排水溝に流さな

いということで、水を汚さない、環境にやさしいという、そういった観点からＰＲ

をいたしております。 

 ご質問のように家庭から出る廃油を石鹸づくりに有効活用できないかというご提

案、あるいはバイオ燃料としまして活用を視野に入れながら、こういったものの活

路を見出していくということはリサイクル推進の上でも非常に大切なことであると

いうふうに考えております。ＪＩＳ規格認証の石鹸づくりに関しましては、製造に

係るコストの面や安全性の確保、また一般家庭からの廃油の安定的な供給、販売で
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きるシステムづくり等々実現に向けては課題が多いのではないかと考えております。

これにつきましても研究をしていきたいというふうに考えております。 

 次に不用品のリサイクルについてでございますけれども、現在町ではチャイルド

シートのリサイクル制度を実施をしております。チャイルドシート以外の不用品の

リサイクル活動については、町内では坂城どんどん、福祉ふれあいのつどい、消費

生活展などのイベントのコーナー、また学校や保育園においてもバザーとして広く

行われております。いずれもサークルや個人が地域の方や仲間に呼びかけて取り組

んでいるものでございますけれども、こういった取り組みを引き続き支援をしてま

いりたいというふうに考えております。 

 ご質問にございます不用品のリサイクル交換ということでございますが、リサイ

クル品の安全性の確認あるいは品質の保証などトラブルが発生しないような対応が

必要となってまいります。またリサイクル品の選定、受け渡しの方法など、そうい

った問題もございますので、今後の検討課題とさせていただきたいというふうに存

じます。 

 いずれにいたしましても、家庭から出るごみの排出抑制、資源の有効活用とリサ

イクルの推進につきましては、関係団体等と連携しながら引き続き啓発に努めると

ともに、環境にやさしいまちづくりということで推進をしてまいりたいというふう

に考えるところです。 

企画政策課長（片桐君） 環境にやさしいまちづくりに向けてクリーンエネルギーの

取り組みについてのうち、地熱の利用、ペレットストーブの活用、バイオマスの利

用についてお答えを申し上げます。 

 地下深部、いわゆる深いところに存在しますマグマのエネルギーを利用する地熱

利用につきましては、エネルギー資源に恵まれない我が国にとりまして、純国産の

貴重なエネルギー資源でもございます。地球にやさしいクリーンエネルギーとして

も、その重要性が再認識されてきておりますが、一方、現状では開発コストが高い

ことなどから展開は難しい状況というふうにも聞いております。温泉水の利用につ

きましても地熱利用のひとつというふうに考えられますが、初期投資、またランニ

ングコストなど費用に対する効果を十分に検討する必要があると考えております。

また製材所等から出ます廃材や山林の間伐材など捨てられる木くずを利用した木質

ペレットを燃料といたしますペレットストーブにつきましては、灯油の小売価格の

高騰という追い風もあり、ストーブ本体の価格が高いといった課題はあるものの、
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環境意識の高まりとともに、その普及が進みつつあるというふうに言われておりま

す。 

 次にバイオマスの利用でございますが、バイオマスの種類につきましては、家畜

の排泄物、食品廃棄物、木くず、下水汚泥等の廃棄物系のもの、稲わら、麦わら、

もみ殻、間伐材等の未利用のものやサトウキビやトウモロコシなどバイオマスの利

用を目的に栽培される作物など多岐にわたっております。それらの活用は今後大き

く発展する可能性を持っているというふうに思っております。 

 バイオマスの利用に向けた課題といたしましては、収集運搬コストが高いという

ふうに言われておりまして、現時点では採算が合わない場合が多いというふうに聞

いておりますし、そのエネルギー効率を高める新技術の開発が待たれているという

ふうに聞いてもおります。 

 以上のようなクリーンエネルギーにつきましては、環境にやさしいまちづくりを

進める上での意義は十分理解できるところではございますけれども、採算性や費用

対効果など課題も大変多いというふうに考えております。その普及の動向を見守り

ながら、町としてどのような制度がよいのか、今後研究してまいりたいと思ってお

ります。 

４番（大森君） ２回目の質問に入ります。 

 家庭ごみの有料化についてでありますけれども、その目的は、ひとつはごみの減

量とリサイクルの促進、２つ目が費用負担の公平化、３つ目がごみ処理費用の軽減

ということであるわけですが、これまで私たちは容器包装の法律ができてから分別

収集が行われてきました。これまで資源ごみの分別収集で各区で早朝より努力して

きたことは一体何だったんだろうかというふうに思うわけであります。ごみの分別

の大切さが根づいてきていたのではないか、これに水をさすようなものじゃないか

なというふうに危惧するわけであります。ごみの分別は処理費用のためではなかっ

たはずであります。地球環境を守ろう、生活環境をよくしよう、こういう住民の思

いが雨の日も雪の日も冬の寒いときでもみんなが交代でこの分別収集にあたってき

たわけであります。ごみの有料化は、それじゃお金を出して解決するじゃないかと

いうことで今まで本当に純真な気持ちでごみの減量化、分別収集に取り組んできた、

こういう気持ちが吹っ切れてしまうということを非常に心配するところであります。 

 ごみの減量化は住民の意識や取り組みの向上、町と住民の協力が欠かすことがで

きません。ごみの有料化問題は一方的な住民への押しつけではなくて、ごみの減量
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化に向けて住民も参加して十分な議論を行っていく必要があります。有料化につい

て区の役員への説明だけではなくて、どうすれば減量化が実現するのか、住民も参

加した十分な議論を行う必要があります。そして、実現するために町民の皆さんと

の方策をとことん話し合っていく、こういう場をぜひ設ける必要があると思います。

今後町の説明会や意見交換など町はこういう計画をお持ちかどうか、お尋ねいたし

ます。 

 次に、ごみの減量化についてのコンポストや生ごみ処理機、これについて再三私

は質問してきたわけですが、利用状況について、年度末ですか、準備をされている

ということで処理量や、あるいは利用方法、こういうアンケートをとるということ

であるわけですが、やはりこういう状況の中で初めて減量化に向けての支援として

コンポストを重点的にやるとか、あるいは電気の生ごみ処理機の購入にもっと力を

入れるということがはっきりするわけですけれども、調査もしないで、ただこうい

う形で出てきたということについては非常に私自身は不満でありました。これをぜ

ひきちっとやっていただいて、こういうことがきちっとされているということをや

っていただきたいというふうに思います。 

 時間もありませんので、ごみ減量化、有料化について、町の説明会や意見交換の

場を持つということで町長にお尋ねいたします。 

町長（中沢君） これからのまちづくりに向けて最も大切というか、重要な課題は、

ごみ処理でございます。ごみ処理は一定の施設が必要であり、また、それを担う住

民の協力が必要であるわけでございます。そうした観点から、まず広域的に施設を

含めた、そういう中からごみの処理の値上げをさせていただくと。その結果それぞ

れの皆さんに、より適切なごみ処理等については、いろいろそれを説明しながら、

そしてまた、ご協力を得ていきたいと考えております。以上でございます。 

４番（大森君） 一番大事な住民の協力を得るという点での説明会や、あるいは住民

からの意見を聞いて減量化をどうするかということについての相談会、説明会、こ

ういうのを持たないということであるわけですけれども、やはり今後そういうこと

をきちっとやっていっていただきたいというふうに要望しておきます。 

 ごみの減量化あるいはウエスト・ゼロということで取り組んでいる自治体もある

わけです。そういうところも参考にしていただきながら、私たちの生活、地球環境

が汚されないように、そして次の世代へ受け渡せるような、こういう施策を今後き

ちっとやっていただきたいというふうに思います。以上で一般質問を終わります。 
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議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０３分～再開 午前１１時１４分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、６番 入日時子さんの質問を許します。 

６番（入日さん） １、農業問題について 

 イ、荒廃農地解消について 

 日本の食料自給率は４０％まで落ち込み、６０％を輸入に頼っています。農産物

の輸入量を国内生産するには１，２００万haの農地が必要だということで、国内の

農地だけでは、とても足りません。それなのに日本の農地の４０％が今、耕作放棄

地になっています。坂城町も周囲を山に囲まれ、耕作面積はわずかしかありません

が、減反政策や農家の減少で耕作放棄地が増えています。 

 一方、世界では栄養不足人口は１０億人を突破し、栄養失調で毎年５００万人の

子供が亡くなっています。日本はＷＴＯ、世界貿易機関に加盟してからＷＴＯの圧

力で外国からの安い農産物に押され、家族農業が破壊され、食料自給率は下がる一

方です。今、大豆の９７％、そばの８２％、小麦の９１％が輸入されています。し

かも農産物の残留農薬や遺伝子組み換えなど外国からの輸入は問題が多く、食の安

全は危機的状況にあります。 

 一方、輸入に携わる食品衛生監視委員は全国３１監視所に３６８名しかおらず、

そのため輸入届出件数１８０万件のうち、わずか１１％にあたる１９万３，９１７

件、量にして６６４万５，２１６ｔという少ない量しか検査できません。しかも、

そのわずか１１％の検査の中で１，１５０件、量にして５万９，４６８ｔもの違反

が出ています。大豆からトウモロコシへの作付け転換や病気に強く、多収穫の種に

遺伝子を組み換えをする流れが世界中に広がり、日本の商社が海外を回っても遺伝

子組み換えのない大豆の必要量が手に入らない状況がテレビで放映されました。味

噌や醤油がつくれなくなったら日本の食生活はどうなるのか、背筋が寒くなる思い

でした。日本人が望む安全・安心な食料の確保は輸入に頼っていてはだめだと思い

ます。 

 町の２０年度の統計資料では、田が２４６．９ha、畑が５９７．５haとなってい

ます。農業委員会の調査では、耕作放棄地が１４７ha、文化センターグランドの約

１１０個分もあると報告されました。実に農地の１７．４％が耕作放棄地になって

います。そのうち草刈りなど少し手を加えれば耕作可能な農地が２７．７haで耕作
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放棄地の１８．８％、整備して農地利用すべき土地が２６．３haで１７．９％、森

林・原野化して復元不可能な土地が９３haで６３．６％を占めています。 

 耕作放棄地は草の繁茂や病害虫の発生、鳥獣被害の拡大などいろいろな問題を引

き起こし、周りに迷惑がかかります。上平を元気にする会や、ふれあいの郷南日名

のような遊休農地解消に取り組むグループもできましたが、これだけ増えてしまっ

た耕作放棄地の解消は容易なことではありません。長野県下でも豚やヤギなどの家

畜を使い、草退治や土を起こし、鳥獣被害も減ったという荒廃農地解消に取り組ん

でいる事例も紹介されました。坂城町でも農業委員会が中心になり、耕作放棄地解

消の対策を立てていますが、７月に行われた議会報告会でも「農業委員会任せでな

く、行政ももっと力を入れて取り組んでもらいたい」という意見も出ました。団塊

の世代が定年退職し、農業を始める人も増えてきました。遊休農地解消は多くの人

の力と知恵をかり、楽しくやらないと長続きしません。グループの育成が大事だと

思います。町として荒廃農地解消をどのように考え、取り組んでいくのか、答弁を

求めます。 

 ロ、坂城町の特産品について 

 町のホームページでも、ぶどう、りんご、ねずみ大根が町の特産品として紹介さ

れています。平成１８年のデータでは、りんごが５億円、ぶどうが４億３千万円、

米が１億９千万円の売り上げになっています。しかし、１７年の調査で農家総数は

１，０５０世帯で、そのうち専業農家は１１３世帯しかありません。しかも７０代

が多く、あと２～３年でやめるという人も多いと聞いています。坂城のりんご、特

に南北日名のりんごはアップルラインのりんごよりもおいしいと評判です。ぶどう

も町のホームページで味、色、香りがすばらしいと絶賛しています。 

 しかし、近年、りんご農家の後継者不足が深刻になってきました。地球温暖化の

影響か、青森のりんごと出荷時期が重なるようになり、採算割れの現状があります。

りんごやぶどうなど果樹栽培は木を育てるにも時間がかかり、売れるものをつくれ

るには１０年近くかかります。また生産のノウハウを身につける時間や手間もかか

ります。ＪＡでも、このままではりんご農家がなくなると強い危機感を持ち、何と

かしたいと話していました。町でも味ロッジなどでりんごジュースやジャムなどを

つくっていますが、りんご農家が不足すればどうなるのか、非常に心配です。りん

ごやぶどうなどの後継者づくりに、どう取り組むのか、答弁を求めます。 

 １１月１３日、１４日に「全国辛味大根フォーラム」が坂城町で開催され、北は
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秋田、岩手から南は大阪まで１３地区の辛味大根産地が交流でき、今後の地域おこ

しにつながったことは大きな成果です。ここまで準備され、ご苦労された産業振興

課の皆さんに敬意を表します。 

 しかし、せっかくねずみ大根をアピールし、おしぼりうどんやそばが有名になっ

てきたのに、種の管理をＪＡに任せているため、今年はねずみ大根の種がなくて蒔

けなかったという人もあったと聞きました。ＪＡちくま管内で蒔く人が増え、辛味

のないねずみ大根がつくられて困ると言われました。せっかく辛味大根をブランド

化したのに辛味のないねずみ大根が出回ったらどうなるのでしょうか。ねずみ大根

は辛いというイメージが崩れてしまいます。そうならないためにも種の管理を町な

り、ねずみ大根振興協議会などに委ねる必要があると思います。種の管理について

の答弁を求めます。以上で１回目の質問を終わります。 

産業振興課長（宮﨑君） 私から農業問題に関しまして、ご質問の項目に沿って順次

ご答弁させていただきます。 

 まず荒廃農地解消についてということでございますけれども、ご案内のとおり、

我が国の農地面積は、農地転用や耕作放棄地による改廃により減少の一途をたどっ

ているということでございます。ご質問にもございましたとおり、耕作放棄地は病

害虫や鳥獣被害の発生や拡大、農用地利用集積の阻害等、営農の面では悪影響のみ

ならず景観の悪化等の生活環境面でも課題となっているところでございます。耕作

放棄地は発生要因や荒廃状況、耕作放棄地の所有者や周辺農業者等引受手となり得

る方々の状況等に地域によってもさまざまでありまして、耕作放棄地の再生利用を

図るためには、地域の実情に精通した農業委員さんですとか、あるいはＪＡの職員

などの参画ですとか協働、そういったきめ細かな取り組みが必要でございます。耕

作放棄地の現状を的確に把握した上で、それぞれの状況に応じた対策を講じていく

ことが重要というふうに考えているところであります。 

 町では、先ほど議員さんからも言われましたように、耕作放棄地の調査をするた

めに昨年の９月、そして今年の４月、耕作放棄地の全体調査に関するアンケートを

含めて実施してきたところでございます。現在、農業委員会ではアンケート調査、

こういったフォローアップ調査の結果を検討いたしまして、耕作放棄地の解消に向

けた方策を検討しているところでございます。 

 耕作放棄地の解消事例といたしましては、先ほどもお話ございましたけれども、

上平区において上平を元気にする会により地域内の遊休農地を活用いただいており
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ます。南日名のふれあいの郷南日名も発足し、遊休農地の有効活用が図られている

ということでございます。中之条では農家数軒により直売所が開設され、新たな取

り組みも図られているというようなことでございます。 

 国では農地制度を見直し、農地転用規制の強化、農用地区域内の農地の確保、農

地の権利を有する方の責務を明確にし、農地利用拡大のための貸借規定の見直し、

または農業委員会による監視機能の強化といった、そういった仕組みを整備した農

地法の改正がこの１２月中に施行されるところでございます。 

 町といたしましては、農家等に対する耕作放棄地に係る指導・助言、さらに支援、

こういったことを行って、耕作放棄地再生利用の取り組みを円滑に実施するため、

坂城町耕作放棄地対策協議会の設立、この準備を進めているところでございます。

協議会には農業委員を初め農業改良普及センター、農協、土地改良区及び農業クラ

ブなど農業者の代表等で組織して耕作放棄地の再生利用に向けて取り組みをしてい

きたいと考えているところであります。耕作放棄地は一朝一夕でできるものではな

いわけでございまして、例えば団塊の世代の定年退職者等就労希望者には、町、農

業委員会、農業支援センター、ＪＡ等の関係機関が連携し、空き農地の状況、農作

業の指導等ご案内できる仕組みを考えていくことが必要というふうに考えておりま

す。耕作放棄地解消の対策として、農地の伐根、耕耘、農作物の栽培・収穫等には

機械器具が必要となってまいります。この機械器具の購入、維持管理等につきまし

ては、関係機関と検討してまいりたいと考えているところであります。 

 また、お話の中にも出ておりましたが、牛の下草刈り等家畜による解消を実践し

ている地域もございます。比較的山間地の荒廃農地を対象に行われておりまして、

柵で囲って放牧し、草木を食べさせ、解消するということでございますが、この取

り組みの条件が坂城町でも可能なのか、検討が必要となってまいります。いろいろ

検討する中で、いずれにいたしましても、耕作放棄地の解消は引受手、導入作物、

土地基盤等多岐にわたる課題に対応する必要があります。今後この耕作放棄地対策

協議会を中心に関係機関が連携し、当町に適した作物選定や担い手等への農地集積

とあわせて地域での活動の支援も検討し、耕作放棄地解消に向けた取り組みを推進

していきたいと考えているところでございます。 

 次に、坂城の特産物に関するご質問でございますが、当町の特産物であるりんご、

ぶどうについては、市場において高い評価をいただいているところでありまして、

最近では新しい品種の生産に取り組まれている生産者も増えております。また地域
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の伝統野菜として栽培されてきたねずみ大根を町の特産品のひとつとして町やねず

み大根振興協議会が中心となって生産振興を進めてきたところでもございます。 

 一方、近年の農作物の価格の低迷と生産者の高齢化が進展する中で廃業される生

産者もおられるところでございますが、例えば先ほど高齢化というお話もございま

したが、ぶどう農家の多い上沖土地改良区においても平均年齢６８歳というような、

そんなお話もお聞きしているところでございます。 

 このようなことから、ご質問の果樹農家の担い手育成、産地づくりについて私ど

もとしても大変懸念をしているところでございますが、現在、町の認定を受けた農

業経営者、すなわち認定農業者は、わずか２０人ということで、新規農業者につい

ては本当に年に１人新たに加わるか、加わらないかというような状況でございます。 

 このような状況を打開するには、やはり儲かる農業、付加価値の高い農作物の選

定と栽培ということになるわけでございますが、現実的には大変厳しいということ

でございます。 

 生産者の高齢化対策として農業支援センターによるアグリサポート事業を実施し

てきたところでございますが、今年は依頼農家が２９件、応募したサポーターは

３９名、作業日数は２３０日にもなっております。このサポーターの皆さんについ

ても６０代から７０代の方が多くて、農業における高齢化の傾向は否めないわけで

ございますが、今年は若い方についても若干登録をいただいております。今後サポ

ーターの中から就農者が輩出されることを期待しているところであります。 

 また生産販売の大方を担うＪＡとも連携しながら、アグリセミナー等の研修会の

ＰＲを進めまして、新規就農者の確保を進めていければとも考えているところでご

ざいます。 

 次に、ねずみ大根の種についてでございますが、議員さんもご承知のとおり、今

年は「全国辛味大根フォーラム」を開催し、全国の辛味大根とともに地域の特産物

であるねずみ大根のＰＲに努めてきたところでございます。この伝統野菜であるね

ずみ大根の品質を確保するということでＦ１種による栽培が重要であると考えてお

ります。このための技術的な面においてはＪＡの力が大きいわけでございますが、

そこから得た種により生産者の安定的な栽培につなげているということでございま

して、実は今年、今言われたように種が足りなかったということで大変苦慮いたし

たことは事実でございます。 

 理由等を聞いてみると、一番は種をつくっている農家さん、天候不順により予定
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どおり種がとれなかったということで、ねずみ大根振興協議会の会員さん、本当に

要望が満たされずに配分についても減らされたというようなことでございます。こ

のような状況を踏まえて安定的な種、苗、そういったものの、特に種の供給につい

ては、もう少し幅広い生産の方法、こういったことも今検討をして協議会等とも話

す中で対応していきたいと。いずれにしても農協にかかわっていただいているとい

う部分でございますので、ここら辺を柱にもちろん据えておりますが、やはり安定

的な種の確保というものに、より一層注意していきたいと思っております。以上で

ございます。 

６番（入日さん） 荒廃農地の解消については、いろいろな団体が連携して対策を検

討しているということでした。また荒廃農地の解消について、農機具の購入など維

持管理などもこれから検討していくという答弁がありましたが、私も先日、荒廃農

地の解消をして頑張っているグループの方にお話を伺いました。その中で荒れ地の

草刈りや木の根を掘り起こすことは大勢の人の力で何とかなる。荒廃農地は畑が多

いので、どうしてもつくるとすると大豆やそばではないかということでつくってみ

たと。ところが、収穫にはやはりハーベスターが必要で、買えば５００万円もする

と。何とかならないかというふうに言われました。また私の周りでも農業を始めた

いと思っていても農機具が必要になります。高いお金を出してそろえれば赤字にな

って、そのくらいなら買って食べた方が安いのでやらないという人もいます。 

 町でも以前、同和対策事業として多くの農機具をそろえましたが、あまり利用さ

れず、使えなくなって廃棄された農機具もあります。現在、同対で管理している農

機具は耕運機１台、田植機３台、管理機４台、トラクター３台、バインダー２台、

ハーベスター２台、スピードプレーヤー１台があります。そのうち今年使われたの

はトラクターだけで、あとは全く使用されていません。以前、解放同盟の人たちの

利用が少なく、せっかくそろえた農機具を使わないのはもったいない。一般の町民

にも貸し出しをするということになったと思いますが、あまり知られていないので、

もっと広報などで町民に知らせて有効利用を図るべきだと思います。 

 また今、農機具の管理を解放同盟にさせていますが、機械は使ったら点検し、故

障したら修理する必要があります。昨年、小麦の会で同対のハーベスターを借りた

のですが、ネズミの死骸が入っていたりして、きれいに掃除し、動くようになるま

でにとても時間がかかってしまいました。その上機械の調子が悪くて作業がはかど

らずに、とても苦い経験をしました。同和対策事業が終わっているのですから、農
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機具の管理を解放同盟に任せるのではなく、町の農業担当である産業振興課が責任

を持って管理してＪＡに点検・修理を依頼し、いつでも使える状況にするべきでは

ないでしょうか。 

 先ほど農機具の購入なども検討していると言われましたが、町財政が厳しい中で、

やはり町にある財産を有効に活用するということが一番の先決の、しかもお金をか

けないでできることではないかと私は思います。農機具が自由に使えるようになれ

ば、荒廃農地解消のグループもつくりやすくなり、農機具の有効活用も図られるよ

うになります。町の農機具の管理と意向、有効利用について答弁を求めます。 

 また先ほどいろいろな団体が連携して後継者づくりだとか、今、苦慮しているん

だと。アグリサポーターを育て、何とか後継者になってもらいたいというようなお

話もありましたが、千曲市では荒廃農地解消対策として、荒廃農地を５ａ以上耕作

し、５年以上作物をつくることを条件に樹木の伐採、伐根、耕運・整地、機械運搬

などにかかった費用の２分の１以内、１反歩当たり上限２０万円までを補助する制

度があります。また５人以上の団体が荒廃地を開墾した場合に農業機械を購入する

場合、費用の１０％の補助を出すという独自制度もあります。町は先ほどこういう

ことも考えたいんだという課長の答弁がありましたが、その辺についても検討され

ているのか、再度お尋ねします。 

 それから、ねずみ大根の種の管理については、はっきりと町で管理するとか、振

興協議会で管理するという答弁がなされなかったように思うんですが、ブランド品

をいかに保っていくかという点では、管理の明確化が必要ではないかと思いますの

で、再度答弁をお願いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） 幾つかご質問をいただきましたが、まず耕作放棄地の解消

の関係でございますけれども、できれば年内あるいは年明け早々にでも耕作放棄地

対策協議会、こういったものを関係の皆さんと、農業団体の関係の皆さんとつくっ

ていくと。これをひとつの窓口と申しますか、組織といたしまして荒廃農地の解消

に向けて取り組みを進めていきたいということでございます。 

 この考え方については、９月議会等でもお話をさせていただいてきているところ

でございますが、政権がかわって仕分けの対象にもなっているのも実は若干ござい

まして、ちょっと進度はどうなるかという部分はありますけれども、基本的な考え

方は、私とすれば協議会の中で、今言ったように各地域の営農等に対する耕作放棄

地に対する助成等も含めて、こんな協議会の中でやっていければと。 
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 それともう１点は、今の農業機械の関係もございますけれども、補助事業等につ

いても、実は国の制度として、ひとつこの協議会を通じて対応すれば支援がいただ

けるというような、そういうこともございまして、ちょっとこれらの中での検討と

いうものをしていきたいと思います。 

 ただ、耕作機械、いずれにしても非常に高い部分でございます。それで今の同和

対策事業で購入した機械も数あるんですけれども、現実的には昭和５０年代の半ば

ぐらいからの機械ということで、当時の生産の方法というようなこともあって、田

植機ですとか、そういったもの等が、細かい部分が多いわけでございます。これが

そのまま使えるかどうかというと、なかなか課題もあるかと、農機具の種類という

ことでございますけれども。当然コンバインとかそういうものはないわけでござい

ますが、これらについても整備等は当然必要になってまいりますので、それについ

ては努力していきたいと。 

 ただもう１点、やはり地域営農というのがひとつの耕作放棄地の課題になると思

います。そういう集落の中には、やはりあいている機械もあるかと思います。そう

いうものの有効利用について、それらを使った場合の、例えば助成制度がいいのか

どうかという、そういったものも含めて、この協議会等で検討していければいいか

なというふうに考えてございます。 

 あとねずみ大根の種の関係でございます。町が責任を持つとか、農協が責任を持

つとかというようなことでございますが、やはり生産の産地という部分の中では、

それを販売していくというのが基本でありまして、そこからすると、やはりＪＡが

柱になっていくというのは基本でございまして、この線は崩したくないというふう

に私自身は考えております。 

 ただ、農協さんも独自に種を原種センターを通じてとっているわけでございます

が、それについて今ひとつの系統の中でやっている、これについて今後は、今言っ

たように天候的なものもあってだめになるというふうになってくると、これからそ

れじゃ済まない部分も出てくるもんですから、これについては、例えばねずみ大根

振興協議会の中でも受け皿となっていけるのかどうか、そういったことも含めて今、

農協さん等と話をさせていただいているところでございます。いずれにしても種も

やはりつくるにはお金もかかる話でございまして、そこらのリスク等を考えながら、

農家あるいは農協、そんなところと話し合いを進めていきたい。 

 ただ、ここでひとつ基本的な考え方とすれば、やはり今年のように種がなくて、
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なかなか植えられなかったという、そういう事態がないように、町としてもその辺

は万全を期す努力をしていきたいと考えております。以上であります。 

６番（入日さん） 営農問題は非常に難しい問題で、すぐどうこうとなる問題ではな

いのは十分承知ですが、先ほどねずみ大根は販売のこともあるので、種はＪＡに管

理してもらうという答弁でしたが、フォーラムの中では、ほとんどのところが生産

グループが管理しているというところが圧倒的に多かったわけですよね。そういう

ことによって、やはりそれを守らなければならないという意識も広がっていきます

し、本当にブランドの確立ができるのではないかと思います。そういう意味では、

ぜひＪＡ任せではなくて、そういう対策が必要ではないかと思います。なかなか町

ですべてを取り仕切るというのは人員的な配置も大変ですし、そういうところで、

どうやって農業者を育てていくかということも大事だと思います。 

 今、世界では１年間に５００万haの農地が砂漠化し、作物がとれない状況が生ま

れています。今までのように外国から輸入に頼れない時代が来ているのです。水の

豊かな日本が外国から食料を購入することは多くの水資源をも世界から奪っている

ことになります。フードマイレージや環境を守る観点からも荒廃農地の解消は急務

です。荒廃農地を解消し、農業を続けるためには採算がとれることも必要です。や

はり少しでも利益が出なければ続けていけません。大豆やそばをつくっても買って

くれる人がいなければ、お金が入りません。地産地消、安全でおいしくても飲食店

などは採算が重視されるため、高い材料はなかなか買ってもらえない状況がありま

す。 

 新給食センターは食育も兼ね、地産地消にも取り組み、エコ教育でフードマイレ

ージを少なくするためにも地元産の大豆を使い、味噌や醤油をつくってもらいたい。

それを学校給食で使ってもらいたいという要望もありました。非常によいことだと

思います。地元産の大豆やそば粉が給食センターで使用する考えがあるのか、お伺

いしたいと思います。 

 それから先ほども、やはり荒廃農地を耕作しても採算がとれなければという課長

の答弁もありました。中之条でも産直のグループが生まれましたが、この間、町長

の英断で、第２文化センターの駐車場、国道沿いの昔の堤のところですか、そこに

農業４団体が共同で産直場を開きました。私も３日間やるというので見に行ったの

ですが、非常に天気が悪かったために来客数は少なくて、ちょっと残念だと言って

いましたが、入り口が非常に狭いので、どこだろうなと思っている間に通り過ぎて
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しまうと。その入り口の拡張を何とかお願いできないかというような話もありまし

たが、やはり今、産直が各地で開かれて結構好評ですし、生産者にとっても、また

消費者にとっても安全で安く手に入るという点では非常に喜ばれているんですが、

そういう取り組みについて、どう考えられますか、町長の答弁をお願いいたします。 

町長（中沢君） 坂城町の農地の荒廃ということに視点を当てた幅広いご質問があっ

たわけでございます。坂城のような工業が特化しているところであればあるほど、

農業というものの大事さをかみしめていると。そして、ご指摘のありましたように

安心・安全の食の供給ということ、これまた大事でございますが、さらなる農業を

発展させるには、付加価値の高い、例えば今回はねずみ大根ということで先が見え

る部分があるんですが、そういった面を発掘して担い手を発掘し、採算というか、

付加価値の高いものをより求めていくと、こういうことが大事だなと。 

 今、文化センターの第２駐車場に元気の会の皆さんの要望によりまして、とりあ

えず自分たちでやるから、その土地をという、その息吹というものは本当にひしひ

しと感じているわけでございます。元気の会は、昨日、五里ケ峯トンネル前でいろ

いろ関係者が集まり、今度はそれを担う女性十数名を含む２０人ぐらいのスタッフ

が集まってきたと、やる気はあるんだなということでございますが、何よりもそう

いった場において豊富な農産物が供給できる体制づくり、これがないと大変であり

ます。 

 その入り口のことについては、ちょうど昨日、長野国道事務所長さんがいろいろ

な面で私のところへ参りましたので、以前からお願いはしてあるんですけれども、

まず第一に、道の駅に準ずるような入り口の確保についてはお願いしたいというこ

とでございます。諸々の条件が重なって検討しているということでございますが、

そんな方向を見定め、より特産物が坂城の新たなる産業というか、そういうものに

根づくことを心から期待しているところでございます。以上でございます。 

６番（入日さん） 日本の美田と言われた米どころの田んぼが放置され、荒れている

のを見るのはとても寂しくなります。私の家の周りも田んぼが減り、カエルの声が

年々遠のいています。それでも一歩外に出ると田植えが済み、早苗が風にそよぐ風

景は瑞穂の国だと感じ、とてもうれしくなります。稲穂がたわわに実り、穂を垂れ

る姿は人間かくありたいといつも感じます。そんな美しい日本の原風景を守り、伝

えていく必要があると思います。 

 ２１世紀は食料難の時代だと言われています。つくれる土地があるのに荒らして
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しまうのは本当にもったいないことです。私も畑を借りて少しばかり野菜づくりを

しています。それでもうちだけでは食べ切れず人にあげるほどとれます。土をいじ

ると心が癒され、物をつくり育てることで学ぶことが多々あります。何よりも自分

でつくったものは無農薬で安心して食べられます。旬を味わい、とても幸せな気持

ちになります。農地のない人はぜひグループをつくって荒廃農地を耕し、安心・安

全な野菜づくりに楽しく取り組んでほしいと思います。 

 国では食料自給率を４５％に引き上げると言いながら新たにオーストラリアやア

メリカなどで自由貿易協定を結ぼうとしています。日本の農産物の関税引き上げが

もり込まれ、今でも４０％しかない自給率が１２％まで下がるという試算もありま

す。穀物自給率が１０分の１に、国内耕作農地の６割にあたる２７２万haの農地が

なくなり、米の生産が９０％減ると予想され、国内農業生産額も３兆６千億円減少

し、約３７５万人が失業するというすさまじい結果が試算されています。せっかく

全国各地で荒廃農地解消に取り組んでいるのに、政府が自由貿易協定を結べばすべ

て水の泡になります。安全な食料は日本の大地からを合い言葉に農産物の関税引き

下げに反対し、日本の農業を守り、再生させるために力を合わせましょう。 

 ２．公園管理について 

 イ．遊具の安全点検は 

 国でも遊具の老朽化による事故が増加傾向にあり、昨年、都市公園における遊具

の安全確保に関する指針が改定され、老朽化対策の強化と安全点検体制強化が図ら

れました。９月議会でも取り上げましたが、野外遊具はどうしても劣化が激しくな

りがちで事故が起きないためにも日常点検に加え、専門家の定期点検が必要です。

町はびんぐし公園や和平キャンプ場など公園管理を振興公社に委託しています。委

託料は２１年度予算額で１，０７９万８千円になっています。また施設保持点検委

託料８５万２千円も計上されています。 

 先日びんぐし公園の大きな滑り台のアスレチックの綱が切れているので直してほ

しいという連絡があり、見に行きました。上る右側の綱が切れていて、とても危険

な状況でした。建設課長に伝えたら、すぐ直してくれ、その機敏さに、さすがすぐ

やる課だなと感服しました。 

 しかし、大きな滑り台からおりてきた通路の板が浮いていたり、隙間が広がって

いるというので確認し、連絡したのですが、そちらはまだ直っていませんでした。

板の隙間も大きいところで２．５㎝ほどあり、幼児の足が挟まる恐れがあります。
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板が浮いたり割れ目が入っているところもあり、事故が起きないように日常点検が

大事だということを痛感しました。町振興公社が管理委託しているのに、なぜ気づ

かなかったのか、遊具の点検はどのように行われているのか、点検マニュアルはあ

るのか、安全点検や修繕履歴、維持管理記録があるのか、振興公社の社長である町

長に答弁を求めます。 

建設課長（村田君） 私から公園管理について遊具の安全点検はについてご答弁させ

ていただきます。 

 ご案内のとおり、びんぐし公園の管理につきましては、平成１８年４月１日から

指定管理者制度に基づくところにより、株式会社坂城町振興公社にその管理を委託

しております。業務委託に対しましては、３年間の基本協定となる公園施設の管理

に関する協定書を締結し、業務を実施しているところでございます。公園施設の管

理業務の内容につきましては、びんぐしの里公園及び和平公園の施設設備及び備品

の維持管理、小規模修繕及び保守点検業務、有料公園施設の貸し出し、園内巡視等

でございます。 

 現在びんぐしの里公園内の遊具につきましては、ちびっこ広場に全長１００メー

トルのローラー滑り台を初め、縄くぐりやトランポリンが一体になったドッキング

遊具、動物遊具などがありまして、またアスレチック広場には木とロープでつくら

れたさまざまなアスレチックやジャンボ滑り台等がございます。 

 ご質問いただきました遊具の安全点検等につきましては、管理に関する協定書に

基づき、株式会社坂城町振興公社社員による日常的目視による保守点検及び小規模

な修繕を実施しているものと、さらには年１回専門業者に委託をして総合点検を行

っているものがございます。 

 町といたしましては、株式会社坂城町振興公社が実施する日常保守点検の中で発

見した小規模破損等については敏速な対応を行うとともに、危険度の大小を検討し、

予算の範囲内で安全性を保持すべく修理を行っております。 

 ご質問のありました網の破損でございますが、これにつきましては、ローラー滑

り台に上るアスレチック遊具でありまして、子供たちに大変人気があり、利用頻度

も多く、磨耗していた状況と推察しておりますが、直ちに先ほどもお話がありまし

たとおり、振興公社にて修繕をいたしたものでございます。小規模な修繕はその場

で極力対応いたしておりますが、大規模修繕を必要とするものにつきましては、安

全性重視の観点から使用を一時制限させていただくため、利用の皆様に不便をおか
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けする場合もございますが、ご理解をお願いしたいと存じます。公園施設の中で遊

具につきましては子供たちの利用が主になりますので、安全を第一にこれからもご

指摘の点を踏まえ、保守点検、修理に心がけてまいりたいと存じます。 

 それから安全点検の内容でございますが、ご質問のとおり、国の安全基準に基づ

きまして公園施設業協会の認定を受けた技師が定期点検という形の中で安全点検を

実施しております。点検終了後、遊具ごとに安全領域、構造部材、その他について

危険度、磨耗、劣化、塗装などを点検して、総合判定をした結果が報告書として担

当課の方に来るということでございます。 

 いずれにいたしましても、設置されてから年数が大分たっている状況から修繕で

は済まず、新しい遊具に取り替える必要がある場合が出てくる場合がございますが、

財源的制約もございます。予算の範囲内で優先順位を決めて、都度修繕を行ってお

りますが、利用者の安全を第一に財源確保を精一杯図り、修繕に努力してまいりた

いと存じます。以上でございます。 

６番（入日さん） 先ほどの答弁で目視による点検はしていると。そして年１回専門

家による定期点検もしているということでしたが、目視による点検を毎日あるいは

２日に一遍でもしていれば綱の切れたことなんかすぐわかったはずなのに、それが

どうしてわからなかったのかということが非常に疑問なんです。それから点検をし

ているけれども、点検マニュアルや点検チェックシートがあるのか、そして、そう

いう管理はどうなっているのか、そのことについて再度お伺いします。 

建設課長（村田君） ご答弁申し上げます。 

 びんぐしの里公園の施設整備、保守点検でございますが、これにつきましては先

ほどもご答弁申し上げたとおり、日常的に目視による保守点検というふうにご答弁

申し上げました。管理委託については、びんぐし公園、ほかに和平公園ということ

の中で非常に日々範囲が広く、毎日すべての遊具について細部にわたっての点検は

無理な状況でございます。 

 今後そのようなことのないように精一杯頑張ってまいりますが、専門業者に委託

をしております点検につきましては、その業者が持っているマニュアルがございま

して、その報告の中には先ほど議員さんの質問にございましたが、そんなような内

容の中、ほかには床板のビスの緩みですとか、手すりのすき間が広いとか、あるい

はローラー滑り台のローラーの回転が悪いとか等々報告を受けてございます。順次

優先順位を決めて精査する中で修繕について努力をしていきたいということでござ
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います。以上でございます。 

６番（入日さん） 財源が非常に厳しいので優先順位をつけて順次ということでした

が、今回改定された一番の理由は、経年劣化に対する発見の遅れなどで重傷事故や

死亡事故が起きている、それが増えたということで改定されているんですよね。そ

の改定の中では消耗部材については交換しなさい、そういう耐用年数を見極めて交

換しなさいということとか、それから小規模な市町村ほど管理している遊具の老朽

化が激しいと、そういうことについて、もうちょっと厳しく見ていきなさいよと。

それから設置期間が長い、短いにもかかわらず同じ基準で管理していると、その辺

がやはり事故を引き起こすもとになるということで、設置期間が長くなったらそれ

なりの管理体制に入りなさいということがあります。それから安全点検や修繕履歴

など維持管理記録が十分になされていないので、それをきちんとしなさいというこ

とが強化されたわけです。そういう意味で、財源のこともありますが、事故が起こ

ってからでは本当に莫大な費用がかかってしまうわけですから、ぜひそういうこと

も管理者である町長、肝に銘じてやっていただきたいと思います。 

 びんぐし公園は非常にきれいだということで、遠くは長野市の保育園や幼稚園か

ら大型バスで遠足に来ます。千曲市や上田市の幼稚園もしょっちゅう利用していま

す。季節には本当にあの公園が子供たちでいっぱいになって、とてもにぎやかにな

ります。そういうふうに大勢の人に気に入られて利用されていることはとてもすば

らしいと思います。それだけに噴水広場の床が汚い、底がいつも汚れているという

お母さんたちの声を聞いたときはショックでした。せめて夏の間だけでもきれいに

掃除して遊べるようにしてほしいと思います。振興公社への管理をしっかりとさせ

てほしいと思います。そして町内外にびんぐし公園のすばらしさをアピールして子

供の遊び場だけでなく、ウォーキングステーションとしてももっと多くの人が愛さ

れるような公園になってほしいということを願っています。 

 時間がないので次に入ります。 

 ３．新給食センターについて 

 イ．運営と今後の方針は 

 新給食センターが来年度から稼働します。業務委託するという案もあるとのこと

ですが、町として今後、学校給食をどのように考えて取り組むのか、栄養士さんや

今働いている調理員さんの雇用は守られるのか、答弁を求めます。 

 また町長はエコ学習の場にすると招集あいさつで言われましたが、エコ教育の具
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体的取り組みについて答弁を求めます。 

町長（中沢君） 学校給食センターといいますか、食育・学校給食センターについて

お答え申し上げます。 

 センターは来年２月２６日の竣工予定でございます。来年４月には食育・学校給

食センターとして町の管理のもとに位置づけられるわけでございます。食育・学校

給食センターは児童生徒の食の大切さを伝える場、子育て世代には幼児期における

食への理解を広げる場、さらに町民全体には食に関する興味と関心を導き、情報発

信の場とともに、何といっても健康づくりにつながる役割を果たしてまいりたいと

思うところでございます。 

 食育・学校給食センターは稼働後の食育推進の取り組みについては以前からいろ

いろ論議されておるところでもございますが、健康面については保健センターを中

核といたしまして、坂城町の食育推進検討会を開催し、いろいろ検討しておりまし

て、今後とも保健センターに食育推進本部を設けまして、そこを中心に食育関連部

署の皆さん、食育・学校給食センターあるいは保育園、学校、産業振興課などが一

体になりまして、それぞれ役割を分担し、健康保持、増進、地産地消を図ってまい

りたいと、こんなふうに思うところでもございます。食育・学校給食センターは健

全な子供たちの安心・安全で栄養のとれた学校給食を提供するということはもとよ

りですが、保育者や町民全体の食育健康を図る場ということも掲げてまいりたいと、

こんなふうに思っております。 

 給食センターの調理員ですけれども、正規職員の定年等によりまして、現在全員

が臨時職員という状況でございます。調理員は本当に食を担っている大事な方々で

ございますので、臨時職員という身分を何とか解消していきたいと考えているとこ

ろでもございます。食育・学校給食センターのいろいろな課題の検討会を設置しな

がら、いろいろなこれからの対応を進めていくところでもございます。 

 そういう中で町にかかわる第三セクター、坂城振興公社に業務を委託するという

ことで、これは振興公社がというのではなくて、町としてそういう仕組みをぜひお

願いしたいと振興公社へお願いしているところでございます。臨時職員につきまし

ては午前中あるいは午後いろいろな業務が重なりますけれども、特に調理の業務と

か食器の洗浄等については振興公社へ、そしてまた、全体の指導につきましては食

育・学校給食センターの職員が担うという方法をとっていきたいと思います。調理

職員の雇用という面については、現在考えられる精一杯の対応ということで、そん
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な面での身分の幾らかでも安定をと、こんなふうに考えております。所長、栄養士、

そしてまた振興公社から派遣される職員が一体となって、より効果を上げるという

ことを心から期待しております。 

６番（入日さん） ただいまの答弁では、全体の業務は給食センターの職員があたる

と。だから全体的な体制は変わりませんよと。調理、洗浄業務に対しては振興公社

が請け負うということで、調理員さんの雇用は守れて、今までのような短期雇用が

なくなるという答弁と理解してよろしいのでしょうか。 

教育次長（塚田君） 今、議員さんの言われたとおりでありまして、調理業務、それ

から洗浄業務だけを委託するということで、調理員さんの身分については今後保障

されていく方向で対応しているということでございます。以上です。 

６番（入日さん） 時間がオーバーしてしまいますので、ぜひとも地産地消の取り組

みの拡大をして雇用の今までの臨時職員の雇用を守るような体制にしていただきた

いと思います。以上で終わります。 

議長（春日君） ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後１２時１４分～再開 午後１時３０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１番 田中邦義君の質問を許します。 

１番（田中君） 今年の流行語大賞に「政権交代」が選ばれました。選挙で野党が過

半数を超え、第一党になったことは戦後初めての画期的なことであり、それなりの

意義を感じます。変革こそが成長への糧であるとの道を国民の皆さんは選んだ結果

と言えます。 

 それにしても今日の景気の低迷は、さらに深刻さを増しており、効果的な対策に

より少なくとも景気回復への雰囲気、ムードづくり、景気づくりへの舵取りを強く

切望するところであります。 

 こうした中で町は突如、家庭ごみの有料化へ向けた条例改正案を本定例議会に上

程しました。住民の負担増となる条例案としては熟度が十分ではないのではと感じ、

第１番目の質問、家庭ごみの有料化について３つの項目に絞り、質問を行います。 

 イ．有料化の必要性は 

 今、なぜ有料化なのかであります。 

 町の説明によると、有料化は家庭から出されるごみについて、出す量に応じて、

ごみ処理費用の一部を負担してもらうことで、ごみの発生と排出を抑え、資源物の
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分別の徹底、リサイクルの促進、結果として減量化を一層進めるということであり

ます。 

 しかし、平成２０年度の実績報告書など、これによると、ごみ処理に要する費用

は、また指定袋に関する数値は有料化を必要とするほど増加は見られず、むしろ減

少、減額の方向にさえあります。 

 塵芥費などの１９年度と２０年度の実績を私、表にしてきました。ちょっと小さ

くていけないんですけれども、塵芥処理費も昨年１９年度より２０年度は１．３％

減り、指定袋の町が購入した、業者へ発注した量は、何と２４％も減っているわけ

です。さらに一番今回のごみの大袋、これなどは３６．２％減っているんですね。

従って、住民の皆さんに買ってもらう売払金額も６．７％減っているんです。こう

いう黒い三角が続いている中で、なぜ値上げしなければならないかというのが、ひ

とつそもそもの疑問であります。 

 これらの数値が示すように、ごみの量というのは確実に減少傾向にあるわけです。

このことは昨今の景気もそうですし、世帯当たりの家族数が減って高齢者だけの家

族や、あるいは高齢者の方などの一人暮らし世帯が増えている状況から容易に推察

できるものであります。 

 加えて昨年来の世界的な不況で雇用情勢、環境は悪化のまま工業の町坂城は惨憺

たるものでございます。従って、結果として給与所得が減って必然的に消費が低迷

する、これらの状況を総合的に考えると、どうしても有料化の必要性というものが

見当たらないように感じます。 

 わけても給料が減ることによってデフレが懸念されております。住民が自由に消

費などに使える可処分所得、いわゆる消費などに自由に使える、税金を取られた残

りの金額、そういうものを減らすということは、今とるべき政策ではないんですよ

ね。可処分所得をいかに増やすかというのが今の課題であるわけです。そういうこ

とを考えると、この可処分所得の足を引っ張るような有料化というものはいかがな

ものかと疑問を感じるわけでございまして、この必要性なりについて町長の説明を

求めるものであります。 

 ロ．減量化対策の徹底を優先すべきでは 

 私は、もう１０年以上も前から毎週ごみの収集日にごみ袋を収集場所へ持ってい

っておりますが、年々ごみの量の袋の数は減っております。最近この１年間は多い

ころの３分の１ぐらいに減っております。しかし、家庭のごみの排出量、これは重
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さ、重量で計量されますので、重さをいかに減らすということが減量化の本質であ

ります。重さの主な最大の要因である生ごみの減量化、これが最も効果的な対策で

あるわけです。堆肥化や水切りなど、いかに住民の皆さんに徹底してもらえるか、

生ごみを減らし、水切りをよく行って軽くする、こういう根本的な処理対応、対策

をまず徹底し、町内でみんなに広く実施される取り組みをまず行うべきではないか

と考えます。生ごみ処理機の購入費助成で１年間に２０台前後の普及を図ることも

効果がありますが、簡便で安価で、しかも段ボールの生ごみの処理方法なども町内

で一部行われております。上田市では簡便な「パックン」という堆肥化のセットを

１セット４００円に対して半額の２００円を市で補助して循環型社会を推進してお

ります。こうした安価な処理方法などの普及について取り組むことが先ではないか

と考えるものであります。こういう日常生活をすることによって税金を使わない地

域づくり、まちづくりにつながることを住民の皆さんと協働・協調し、取り組むこ

と、これをまずやるべきではないかと考えますが、町長の所見を伺います。 

 また有料化に伴い、不法投棄や、あるいは野焼きなどが増えることが懸念されま

すが、どう対処・対応するのか、費用対効果も考えた説明を求めます。 

 さらに有料化でお金を払えば幾らでもごみを出してもかまわないという減量化の

目的に、あるいは有料化の目的に逆行するのではないかという懸念すらあります。

これらについても、どのように考えておられるのか、あわせて説明を求めます。 

 ハ．住民への説明が先では 

 私は、こういう住民の負担を伴うことについては最も疑問を感じる点であります。

条例改正案では可燃ごみの大袋１枚２０円にプラス手数料が２０円上乗せされ、改

正後は１袋４０円の倍にもなります。住民にこのような負担を強いるにもかかわら

ず、来年４月１日から施行とのことですが、住民に対して有料化の必要性や目的、

方法、上がった手数料をどう使うかなど、構想の段階で説明会なり住民の皆さんに

納得をしていただく、そういう理解を得る取り組みがまず行われるべきではないか

と思います。条例化した後で既成事実として住民に義務を押しつけるやり方は今日

の行政のあり方ではなく、納得し難いものがあります。 

 ちなみに今年有料化を実施した長野市や９月議会で決定した千曲市、これは１８

年度から構想を住民に示し、住民の皆さんの意見を求めるパブリックコメントやア

ンケート調査など意向を踏まえて、さらに説明会を重ねて２年以上も時間をかけて

実施化しているわけでございます。なぜ今まで説明会などをしてこないで突然こう
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いう値上げをするのか、町長の説明を求めて私の第１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 田中議員のご質問にお答えしてまいります。 

 最初に、家庭ごみ有料化の必要性等についてでございます。 

 町のごみ減量化対策につきましては、各区の役員さん、地域の皆さんのご協力を

いただきながら、プラスチック製の容器包装を初め資源物の分別収集など取り組み

まして一定の成果を上げているということで感謝するところでもございます。 

 町のごみ排出量は、平成１７年をピークにいたしまして年々減少いたしておりま

す。長野広域連合のごみ処理基本計画に基づく平成２２年度までの市町村目標とす

る１０％の減量には至っていないというのが現状でもあります。坂城町における平

成２０年度の家庭系の可燃ごみの排出量は３，２８３ｔでありまして、基準となる

平成２５年度の排出量に対して８％の削減ということで、これからより努力が必要

でございます。家庭から排出されるごみの中で、まだまだ多くの資源物が含まれて

おります。生ごみなどが約２４％を占めています。この生ごみの処理と堆肥化の推

進あるいは分別の徹底により、さらなる減量が可能であると考えております。住民

意識の高揚を高め、広報紙等でいろいろお願いもしているところでもございます。 

 こうした状況を踏まえまして、ごみ減量化の一層の推進、ごみの排出量に応じた

費用負担の公平性・平等性の確保、ごみ処理経費に係る財政負担の軽減、財源確保

の観点から、ごみ処理手数料の有料化を新年度から導入いたしたいということでご

ざいます。ごみは広域で処理されておりますので、長野市、千曲市等々との連携と

いうことも必要になってくるわけでございます。 

 国が進めている循環型社会の構築、世界にも関心が高まっております地球温暖化

の防止策の一環としても、さらなるごみの減量化に取り組む必要があるわけでござ

います。長野広域連合が平成２６年度の稼働を今目指しております新ごみ処理施設

の負担金は、その算定において、ごみ処理の排出実績に基づく負担割合が９０％と

いうことでございまして、ごみの処理量によっては他の町村の部にまで負担を担う

という結果にもなるわけでございます。ごみの排出量に応じた費用を負担すること

により、リサイクルの推進と、さらなる分別の徹底により１０％の減量がこれによ

って期待されるわけでございます。また分ける人、分けない人の公平性を確保する

とともに、将来に対し、ごみ処理経費の財政的負担をみんなで担っていくと、これ

また必要なことでございます。 

 手数料の設定にあたりましては、町全体のごみ処理経費から見た場合、その負担
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割合として妥当であること、一方、家庭から見た場合、その負担感が大き過ぎず、

そしてまた分別の努力によっていろいろと効果が結びついてくること、また近隣市

町村の均衡等を考慮いたしまして、指定袋１枚当たり２０円の手数料の上乗せをお

願いするものでございます。近隣市町村がやるからではなく、やらなければならな

い課題に町自身として取り組むところでもございます。 

 手数料収入の使途でございますが、現行の生ごみ処理機等の購入補助金の拡充、

関係団体との連携による生ごみ堆肥化への取り組みの強化、とりわけ段ボールコン

ポストの堆肥化の推進、またさらにいろいろな各区の収納庫、そしてごみ処理その

ものの施設の充実等いろいろな面に有効に活用していきたいと、こんなふうに思う

ところでもございます。 

 いろいろ施策を展開する場合にでございますが、議員さん十分ご承知でございま

すが、各議員さんが地域において、あるいはいろいろな場において、そのニーズを

十分的確に把握する、そしてまた、町としてもいろいろな面からの住民のニーズを

把握する、その両者が議会においていろいろと論議して決定していくということが

地方自治の原点であるわけでございます。上げることをどうでしょう、こうでしょ

うということは町を担う者として責任において対応してまいりたいと、こんなふう

に思うし、その役割を果たしてまいりたいとも思うところでございます。 

 例えば保育園の値上げ、あるいはそういったものも審議会等の意向を踏まえなが

ら上げていると、これまた事実でございます。 

 現在までの経過でございますが、ごみの減量化に対する懇話会を１０月１６日、

まず食品の企業の皆さんと議会の議長さん、委員長さん、あるいは区長会の皆さん

において、ごみ処理減量化に対する懇話会を開催させていただきました。また１１

月１６日には、ごみ減量化推進懇談会ということで、各区の環境衛生委員の皆さん、

議会の皆さん、商工会、区長会、女性団体の皆さん等々にお集まりいただきまして

懇談会を開き、そこで減量化と有料化についてのお願いをしたところでもございま

す。さらには１１月２７日、各区の区長さん等々にもお願いし、そしてまた、その

了解を得る中で議員の全協にもご説明したところでもございます。諸々の手立てを

しながら、まず上げることの厳しさということを住民のサイドにも立ち、それとま

た、まちづくり、行政を的確に将来に向けて進めていくという観点に立って手立て

を講じているところでございます。以上でございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からは、ロの減量化対策の徹底を優先すべきではのご質
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問にお答えをいたします。 

 当町では現在、町民の皆様のご理解とご協力によりまして可燃ごみ、不燃ごみ、

資源物など１８区分による分別収集を行い、ごみの減量化に努めているところでご

ざいます。家庭から排出されるごみについて、排出量に応じてごみ処理費用の一部

を負担していただくことによりまして、ごみの発生抑制、排出の抑制、資源物の分

別の徹底、リサイクルの促進など一層の減量化を推進してまいりたいと考えており

ます。 

 先ほど町長からも申し上げましたが、長野広域連合の新しいごみ処理施設の負担

金については、人口割が１０％、ごみの実績割が９０％となっておりますことから、

今後の削減量が大きく負担金に反映をされてきます。ごみの減量化は町の重要課題

でもあり、また町民一人一人の課題とも考えるところでございます。 

 平成２０年度の可燃ごみの町民１人当たりの年間排出量を見ますと、当町では約

２００㎏でございました。葛尾組合の構成市町であります一方の千曲市でございま

すが、約１４５㎏ということで、比較しますと当町の方が５５㎏ほど多い状況にご

ざいます。また葛尾組合に搬入をされました可燃ごみの組成分析を見ますと、紙・

布類が約５２％、生ごみ等の厨芥類が約２４％、ビニール・プラスチック類が約

２１％というふうになっておりまして、この中には資源となるものがまだまだ多く

含まれておる状況でございます。 

 このようなことから町では広報紙等により、ごみの減量化、再利用、分別方法な

ど、よりわかりやすく表現したものを掲載をし、また毎年１１月に文化祭等であわ

せて開催をしております消費生活展などでも生ごみ処理機の展示等を行い、ごみの

減量化の啓発を図っておるところでもございます。特に生ごみの堆肥化、リサイク

ルにつきましては町の課題でもございますので、生ごみ処理機等の普及と生ごみの

水切りの徹底、関係団体との連携により段ボールコンポストを利用しました堆肥化

の推進、これらを有料化の導入とあわせて行い、一層の減量化を図ってまいりたい

というふうに考えております。 

 また有料化に伴う不法投棄が懸念されるということでございますけれども、既に

有料化を実施いたしております他市町村では、有料化の際に大きな増大はなかった

というふうに聞いております。町としましては、現在実施しております不法投棄防

止パトロールの回数の増加あるいは監視体制の強化などを図りまして不法投棄をさ

せない環境、できない環境づくりを進めてまいりたいというふうに考えております。 
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 それから住民への説明が先ではということで、これは町長の方から、これまでの

ごみの減量化対策と手数料の有料化ということで懇談会等の開催状況等を町長の方

からも申し上げましたけれども、地元説明会につきましては、来年１月から２月に

かけまして行っていきたいというふうに考えております。また広報「さかき」によ

るお知らせ、あるいはチラシの全戸配布等によりまして町民の皆様にお知らせをし

ていきたいというふうに考えております。 

１番（田中君） ただいま町長と環境課長から説明をいただきましたけれども、改め

て、これはやはりまだ時期尚早だという思いを強くいたした次第でございます。 

 まずひとつ町長の答弁の中に、今まで消費者の会の皆さんとかいろいろ各地区の

役員の皆さん方の協力をいただいて減らしてきたと。減らしてきたということは一

応それなりのお役に対しての成果効果を認めているわけでございまして、あと残り

は、いわゆる広域の目標である１０％に、あと２％足りないと。それはお金をあげ

れば達成するということは、今までの取り組みとは何だったのかという大変住民の

皆さんを、せっかく協力して分別しようとして減量化に努めてきた皆さんの行為と

いうか、そういう取り組みを何かないがしろにするのではないかという、そういう

思いを改めて強く感じました。これはやはりそういう皆さんが、さらにもうちょっ

と頑張ろうよと。そうすることによって、よそは上げても、うちは上げなくてもち

ゃんと減らしたじゃないかという、そういうまちづくり、地域づくり、生活、そう

いうものを目指すのが行政であります。しかも有り余るお金を使う、あるいは負担

をしていただくのならともかく、わけても今、不景気で、何しろ所得や収入、雇用

が非常に厳しい状況にある。先日、政府が発表した１０月の家計調査も家計収入が

５カ月連続で減少して、先月は４．６％減っているという、これは当然のことです

よね。今、企業活動がこういう状況にあれば。そういう中で、なぜ突然半年後に、

３カ月後に値上げするようなことを出すかという、そういう姿勢が私は納得できな

いわけでございます。 

 もうひとつ町長は、いろいろまず懇話会を開いたと。初めに食品業界をやったと。

家庭用ごみの値上げをしようとするのに、なぜ食品業界の皆さんをまずやるんです

か。それから環境委員や区長と懇談したと。そういうことであれば、こういう負担

をすることは構わないのかどうかということなんですね。そうじゃないんですよ。

一般家庭に負担をしていただくんですから、一般家庭や、そういう人たちにまず、

こういう状況にある、こういう課題があるから、ひとつ負担していただいて、もう
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少し費用を軽減してもらえないかと、そういう持っていき方が常識、当然だと思う

んですね。 

 そういう中で課長も、この条例化が通ったとき、１月、２月に住民懇談会で説明

すると。１月、２月なんて１カ月後から取るということを、こんなことを考えるこ

と自身が私はナンセンスだなと、不可解だなと思います。もっと半年や１年ぐらい

は、長野市や千曲市は大きいから２年かけたかもしれませんけれども、この町はこ

じんまりとまとまっているから、じゃあ、半年だけ住民の皆さんに本当に本質的に

考えてもらいましょうと。ねらいは値上げじゃないんですよ。減量化ですよ。お話

を聞いていますと、生ごみは２４％だというけれども、重さでいったら８割以上は

いっていると思うんですよね。これをいかに減らすかということをもっと地道に取

り組むということが先じゃないかと思うんですけれども、もう１度その辺の考えを

お答えいただきたいなと思います。今と同じ答えであるということは値上げの必要

性が私は希薄ではないかなと、そういう思いがしますので、もう１度そういう、住

民の皆さんに負担していただくのに住民の皆さんをないがしろにしているような値

上げはあり得ないということを私は思いますので、ぜひその辺を明確にお考えを回

答いただきたいと思います。 

町長（中沢君） ごみ処理というもの、これは生活の上に出るごみでございます。そ

れぞれの皆さんが減量化に頑張っていただき、そしてまた、負担していただいて進

めるということが原点だなと。 

 たまたま今、長野広域で、ごみ施設の対応を急いでおります。２６年に向けて長

野市が、まず４００ｔのごみ処理施設をつくると。千曲市が１００ｔのごみ処理施

設をつくると。その上に立って須坂市が今度は最終処分場をつくると。そういうこ

とに要する経費が３００億円を超えるという実態があるわけでございます。 

 先ほど課長が申し上げましたが、その負担金は人口が１０％、ごみ処理の量によ

って９０％ということで、そのうち、その基礎となるものは２２年、２３年、２４

年という、その３年間を基礎としながら負担金を決めてくると、こういうことでご

ざいます。これは広域全体が常に急いでいるお話でもあるわけでございます。 

 そういう観点に立って、ここでともにごみ処理をしていかないと大変だというこ

とと、千曲市、長野市の関係は処理施設をつくるということの中で３年あるいは４

年前からいろいろ対策がなされ、その一環でも進められているということ、この事

実でございます。坂城町は幸いにして今度は葛尾組合のごみ処理施設をなくすとい
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うひとつの課題を背負いながら、これが実行に移されるなということでもございま

す。 

 何はさておき、みんなで減量化に努力する、これは広域的視点で物を考えるとい

うことがなければならないなと思っております。先ほども申し上げましたけれども、

ごみ処理に対する値上げをするということは、行政としての役割を果たすには大変

なことではございますが、まずそれを議会の皆さんと私ども町政の皆さんが責任を

負って決めて、そして、その具体的な取り組みについては広くいろいろと町民の皆

さんに説明し、協力を得ていくと、これがごみ処理に対する共有の理念を持つこと

だなと、こんなふうにも思う次第でございます。 

 食品業界ということは、議員さん、勘違いがあるかどうか、ちょっとわかりませ

んが、食品業界や企業の中でも一般ごみについては葛尾組合なり、これから長野あ

るいは千曲市に設立されるごみ処理場で処理されるわけで、そのもの自身がまた町

の出した搬出量に計算されてくるということでございます。なおかつ、生ごみとい

う中では、食品の皆さん、そして企業の皆さんのいろいろな実情を把握するという

ことは当然なことと理解しております。以上でございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からは生ごみの減量化への取り組み、これにつきまして

答弁を申し上げます。 

 ごみの中で生ごみが約２４％を占めておるということで、これは議員さんの質問

にもありますように重量的にも大変大きなウエイトを占めておるということで、こ

れをいかに減らしていくかということが減量化に即つながるということでございま

す。 

 そういった中で生ごみの関係については現在、男女共同みんなの会の皆さんが段

ボールコンポストの普及等を行っております。それから消費者の会の皆さんについ

ても、ごみの減量化ということでいろいろな取り組みをしていただいております。

こういった団体あるいは女性団体連絡会の中にも農業関係の団体もございますので、

堆肥化をしたものについての処理の持って行き先といいますか、そういったことも、

そういった団体の皆さんとお話をする中で考えていきたいということでございます。 

 いずれにいたしましても、関係団体の皆さんとこれから連携を図る中で生ごみの

堆肥化の問題につきましては、より減量に結びつくように町としましても連携を強

めて、これに対応していきたいというふうに考えております。 

１番（田中君） 時間もございますので、ちょっとここで整理しておきますけれども、
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ただいまの２回目の町長の答弁の中に、負担金、新しい広域でつくるごみ処理施設

の負担金に充てるというのなら、今から積み上げていくというのなら、まだわかる

んです、ひとつ。 

 それから２つ目。２２年、２３年、２４年度３年間のごみ量をベースに負担金の

割合を、９０％のベースを考えるという、そういうことすら住民の皆さんは知って

いるかどうかということですよ。２２年、２３年、２４年までに今よりも１５％で

も２０％でも下げようよという、そういうことを住民の皆さんに要請・要望、お願

いをすることがまず先だと思うんですね。 

 ３つ目、広域的に考えるというんですけれども、広域が上げるのなら何も広域が

直営していればいいわけであって、これは町のことなんですから、よそは上げても

県下に８０市町村があるんだったら、うちは８０番目でもいいじゃないかと。その

ぐらいの取り組みを期待しております。 

 それからさらに懇談会は食品工業の皆さん、これは当然、事業系からの持ち込み

なりがあるわけです。それを料金をかけるわけじゃなくて家庭に対してかけるわけ

ですから、まず住民の皆さん、家庭のごみを出す人に説明をするなり、考えを聞く

という、それが当然のことであると思いますので、その辺を指摘しておきます。 

 いずれにしても時間がございませんので、家庭ごみの有料化については、これだ

け今、経済が落ちて給与所得や雇用が減っているというときに、もう少し明るくな

るまで待とうじゃないかとか、あるいは住民への説明をまず、こういうことでどう

ですかということで一巡して、住民の皆さんが納得されたら、その段階で条例を考

えるという、そのぐらいのことを期待をして、当然やってくれるんじゃないかとい

う思いを込めて１番目の質問は終わります。 

 ２つ目の質問でございます。 

 ２．２２年度予算編成について 

 百年に１度の大変な不況で、来年度の法人住民税など町税は大幅な減額が予想さ

れます。この税収減が予想される中での来年度予算編成、わけても政権交代で、ま

だ来年度の予算がかたまらないという、そういう中でありますけれども、来年度予

算編成への考え方、２つの点について質問を行います。 

 イ．税収の大幅減による財源対策と事業の優先順位づけは 

 まず税収減で予算編成の方針を伺うものでありますが、町の景気対策を考慮して

長期借入金である町債、これは税収減などに伴って国が手当してくれる減収補てん
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債や臨時財政対策債にあたるかと思いますけれども、こういう町の借入金、町債を

増額してでも、増額は避けられないんですけれども、それを必要以上に上げてでも

事業を今までどおり、景気対策の含みも得て継続し、あるいは積極的に拡大してい

くのか、あるいはまた健全財政を目指して歳入と歳出の均衡、バランスを優先し、

財政規律を考えて長期債務を必要最小限に抑える慎重型の予算にするかであります。

基本として町長はどう考えているかを伺うものであります。 

 なぜこういう質問をするかと申しますと、２０年度末の町の町債の残高は１２８

億円であります。去年、おととしあたりの税収が好調のときの３０億円を仮定する

と、４．２年分を超えているわけでございます。２１年度、今年度は水道事業の拡

大や、その他食育・学校給食センターなど、そういうものがありますので、もう少

し増えるのではないかと思いますけれども、こういう大きな町債をかかえる中で税

収減でさらに町債を増やすのか、あるいは抑える予算にするかということで、町民

の皆さんへの負担が大分異なるからであります。 

 税収減に対する町債として減収補てん債や臨時財政対策債は、いずれも償還時に

地方交付税の措置がありまして、国がかなりの部分を手当してくれますけれども、

町にとって長期債務には変わりはないわけでございまして、わけても地方交付税で

手当されるとしても、地方交付税そのものが今増えていかない限りは一般交付税の

先食いになりまして、将来の自主財源である一般交付税を総体的に減少させること

になるからであります。 

 そこで新年度予算編成においては、私は当然、住民のわかりやすい事業の優先順

位をつけることを望むものであります。先送りできるものは先送りをすると、住民

との連携と協調を深めて予算の節減に生かすという、そういうまちづくりや行政の

あり方を要望するものであります。できる限り住民の皆さんの後年度負担を抑える

という、そういう意味で町債を抑える。しかし、そうはいっても、こういう時期で

ございますので、できるだけ景気対策も含めて住民の皆さんが利便性なり生活のし

やすさ、暮らしやすさ、そういうものへ効率的・効果的な事業として絞り込むとい

う、そういうことが必要でないかと思いますが、町長の所見を伺います。 

 ロ．地域主権へ町単事業の増額を 

 財源の制約で財政の厳しさ、それはもういまさらのことではございませんけれど

も、厳しい財政の中で景気対策として町内企業の受注に結びつく投資的事業の取り

組みを要望するものでありますけれども、町が行っている投資的事業として、下水
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道工事や、あるいはＡ０１号線や、あるいは給食センターなど大規模なものは町外

企業へ発注が多くなっております。 

 一方で、住宅地域や、あるいは生活環境の周辺の改善とか改良とか修繕とか、そ

ういう比較的小規模な事業は町単工事や町単補助事業で行っているわけですけれど

も、そういうものの予算は、ここ数年、低額に抑えられて据え置かれております。

町単補助事業では２０年度実績によると、申請１２７件に対し、実施したのは、わ

ずか４１件の３２％であります。たった３分の１であります。こういう不景気の際

だから地元の事業者が仕事ができる、そういうものに集中して事業をやって、住み

よい、暮らしやすい、便利な利便性のある地域づくりを推進すべきではないかと思

うからであります。 

 わけても今、自分たちの地域は自分たちがつくるんだという自己決定・自己責任、

地方分権、さらにそれを主体的に進める地域主権が求められております。財政の制

約と、一方で地方分権、地方主権、こういうものをうまく連携・連動して限られた

貴重な財源を、より住民が満足する地域周辺へ増加する、集中的に絞り込む、そう

いう予算の編成をいかがなものかと提案するわけでございます。 

 そういう中で、景気対策として町内企業が受注しやすい、小規模の改良とか改善

とか修理のこういう事業、今現在１，４００万円でございますけれども、これを昨

年の実績でいくと件数で３分の１しかできていないんだから３倍ぐらいの４千万円

ぐらいに増やして、そして身近なものへ地域の事業者が取り組めるような、そうい

う活力のもとになるような役に立つ財政運営を願うわけです。幸いなことに、まだ

決まっていませんけれども、国の第２次緊急経済対策では、小さな公共事業という

地方にウエイトを置いた事業が今打ち出されようとしております。財政面でも期待

されますけれども、こういう国の義務づけのない、自由な町単工事へより一層、こ

ういう不景気でございますので、町内の中にお金が回る、そういう予算の事業の取

り組みを切望しまして１回目の質問といたします。 

総務課長（宮下君） ２２年度の予算編成につきましてお答えをいたします。 

 ご質問の中にもございましたが、昨年秋以降の世界的な景気の後退の長期化、町

内企業への深刻な影響を及ぼすとともに、工業が産業基盤を担っています当町の財

政状況にも大きな影を落としております。 

 ２２年度の税収の見込みでございますが、依然として設備投資の大幅な減少や住

宅投資への減少、個人消費の回復の弱さ、昨今の急激な円高等によりまして二番底
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を打つのではないかとの危惧もされているところであり、個人、法人とも住民税は

今年度をかなり下回るものと予想をしております。 

 また、もう一方の大きなウエイトを占めます固定資産税につきましても、新築住

宅等の件数は今年度と同程度を見込んでおりますが、景気の影響を受けます償却資

産は落ち込むものと予想がされます。固定資産税全体では本年度と比較して減を見

込まざるを得ない状況にあると考えます。町税全体では、この厳しい経済状況では

今年度より減少するという予想であります。予算編成に向けましては、統計情報等

参考に、より的確な見積をしてまいりたいと考えております。 

 次に、町債でございます。国債が国の経費調達のために発行する債権であるのに

対しまして、町債は町の借り入れである地方債を示します。地方債は、お話にもあ

りましたが、地方財政法によります災害復旧の事業費ですとか学校などの文教施設、

道路などの土木施設といった公共施設の建設事業費に充てる財源としてなる場合と

地方交付税が不足する場合の臨時財政対策債が挙げられます。２２年度につきまし

ては、取り組める事業にもよりますが、継続事業であります坂都１号やＡ０１号な

どの建設事業に係るものと新政権によりまして動向が不透明でありますが、臨時財

政対策債の制度が継続されると考えますと、合わせて約３億円程度、今年の約４割

になるのではないかというふうに考えているところでございます。 

 次に、財政規律との整合性ということでお答えいたします。 

 歳入につきましては、税収が落ち込むとともに地方交付税の動向も不透明で、一

般財源の確保は大変厳しい状況でありますが、まずこの一般財源と特定財源の組み

合わせた歳入予算をいかに見込むかということに取り組まなければならないという

ことでございます。その歳入見込額に応じまして取り組むべく事業を取捨選択をし

て歳出予算を立て、収支の均衡を図ってまいりたいと存じます。また税収が大きく

減少する見込みの中での財源確保につきましては、受益者負担の適正化や公平性の

観点から、使用料等の見直しなどを行うとともに基金を活用することで財源の確保

を図ってまいりたいと考えております。 

 また事業の優先順位というお話がございましたが、大変厳しい予算編成が予想さ

れる中、重点事業として下水道整備の推進と住民生活を配慮した事業の選択を進め

ていくことになるというふうに考えております。 

 次に国の補助金等の見直しによる事業の選択への取り組みはということでありま

すが、政府の行政刷新会議の事業仕分けがなされましたが、国の２０１０年予算編
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成は、その流れについて国家戦略室の方針、行政刷新会議の事業仕分けの考え方、

政府税調の考え方を踏まえて財務省が個別に査定し、その積み上げが政府予算にな

るとされており、いまだ当初予算原案がまとまっていない状況でございます。お話

のありましたとおり、国の補助金の動向も不透明なことから町における検討も進ま

ない状況であります。 

 町といたしましては、厳しい動向でございますけれども、見極めながら有利な補

助事業については取り入れながら予算編成を進めていかなければならないというふ

うに考えております。 

 また町単独事業の増額をということでございます。この事業につきまして、お話

がありましたように、地域からの道路や水路などの改良の要望を受けて町の一般財

源によりまして対応し、町内事業所に工事を発注しているものでございますが、地

域の要望に応えるためにも優先的に増額をというお話がございます。この趣旨はご

理解いたしますが、さきに申しましたとおり、２２年度は大変厳しい状況でござい

ます。現在すべての事務事業について、必要性や緊急性について見直しを行っても

らっています。その状況と今後の歳入の見込みを勘案しながら方針を定めてまいり

たいと存じます。 

１番（田中君） 本来なら、この大変な状況での予算編成の方針、考え方を町長から

答弁をいただきたかったわけでございますけれども、総務課長から逐一具体的に話

をいただきました。 

 私は、いずれにせよ、この財政厳しいけれども、緊縮ということは本来なら財政

規律を優先すべきですけれども、こういう際だから町内へ少しでも町の予算が回転

するように、景気にプラスになるような、そういう使われ方にめりはりをつけて取

り組んでいただきたいなという思いでこの質問を上げました。当然町債が増えるの

は歳入がないことを考えれば当然のことかと思いますけれども、そういう中で貴重

な財源をやはり住民の皆さんにいかに生かした使い方をしていけるかということだ

と思うんです。通らないような道をつくるよりは、むしろ自分の身の回りの毎日使

っている生活の周りの小さな道路や、あるいはそういうところの隅切り、あるいは

街灯の問題、消火栓の問題、そういうものをもっとしっかりやって、坂城の町はい

ろいろあちこち工事をやっているなという、そういうことでそこに雇用も創出する

でしょうし、そこでまた資材も調達するでしょうし、そういうことで、もとより町

の予算は限られておりまして、そんなに絶対額が大きくない。せめて、しかし長年、
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毎年毎年、各区から上がってきている町単補助事業が昨年度も１２７件ありながら、

たった４１件じゃなくて、この際だから景気対策も兼ねて、そういうところに絞り

込もうよというぐらいのことを願っているわけでございます。できるだけ町がこう

いうときにやれることをひとつしっかりとやっていただく、そんな予算編成を期待

しております。 

 いずれにせよ、国がああいう形でまだ概算が示されないというか、そういう予算

の原案が示されないということでございますので、町もかなり苦慮されているかと

思いますけれども、今、住民の皆さんの生活の苦難は非常に日々大変でございまし

て、さらに年末年始へかけてさらなる落ち込みの二番底さえ懸念されているわけで

ございます。坂城の町はさすがやったというようなことを期待を申し上げまして、

２番目の質問は終わります。 

 ３．長期総合計画の策定について 

 イ．長期総合計画策定へ住民懇談会は 

 ２３年度から向こう１０年間の町の第５次長期総合計画の策定まで、あと１年３

カ月であります。人口や産業など町内の構造が変わっていく中で、一方で厳しい財

政の縛りのもと、住民の行政サービスへの要望・要請は高度化・多様化、そして質

の充実が問われております。従来のような行政主導だけでなく、自分たちの町や地

域は自分たちでつくり合うという、そういう社会が必然となっておりますけれども、

それにつけても、これから１０年先の中長期のこの町をどうするかとか、どう考え

るかということを、そういう新たな計画策定に向けた住民との協働・協調といいま

すか、そういうことが取り組みが見られておりません。長期総合計画づくりを通し

て住民・町民の皆さんが自分たちの町への将来や行政とのかかわり、あるいはまち

づくりをどう考えるか、こういう絶好の場であるにもかかわらず、いまだアンケー

トすら行われておらないということは非常に私は残念なことと思っております。幅

広く住民の皆さんの声を聞いて、それを計画に反映する、そして、それは皆さんの

意見を尊重して取り上げた計画ですよということになれば、より意義のある住民の

皆さんにとっても親近感のある期待される総合計画につながると考えますが、どの

ように考えているか。 

 さらに昨年６月の定例議会の私の一般質問で、町長は長期総合計画において策定

に向けて住民と懇談する旨答弁しております。今のところ、これが実施されており

ません。町長は住民懇談会をいつ、どのように開くことを考えておられるのか、明
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確な答弁をお願いをいたしまして質問を終わります。 

町長（中沢君） 長期構想の策定についてのご質問でございます。 

 専門家でさえも１年、２年先がわからない、この景気はどうなるかということで、

そういった面でのいろいろな対応が強く求められているけれども、答えがなし。ま

して１０年先の計画にあたっては、それぞれの皆さんのアンケートをというよりも、

長野大学の諸先生と町の職員が膝を交えて項目ごとにいろいろ組み立てていくと。

そして、そういうものの中にさらに審議会がございます。これは２６人で、今年は

特に町をいろいろと行政を体験した人とか、いろいろな立場の方をお願いしている

わけでございます。そういった皆さんに１０年を見込んで、おれはこう思うという

ことをまず出していただくこと、これを土台にして築いていきたいなと。そして、

その結果こんなビジョンが考えられるよという、より具体的になったところで初め

ていろいろ住民の皆さんへの説明をしていくということがセオリーだなと、私はそ

う思っております。そういう手法の中で、より住民のニーズを踏まえた計画策定に

向けて頑張ってまいりたいと思います。以上でございます。 

１番（田中君） ただいまの町長の答弁でございますけれども、かねがね町長の持論

に基づいているんですけれども、大学と職員が膝を交えてやるのは評価だと思うん

ですね。今この１０年間やって、これは１、２年先もわからないのに１０年先にわ

かる。これは何もマニフェストのような契約なり約束事じゃないわけで、この町を

こういうふうにしようよという、そのベースになるのは、やはり主人公である住民

であると思うんですね。そういうアンケートを把握した中で、専門家や職員と、こ

ういう問題はどうだ、こういう問題はどうだという検討をしていくという、そうい

う時代ではないかという思いがします。ぜひ住民の皆さんの、特定の人たちだけで

なくて、住民の皆さんと膝を交えて、この町を皆さん、どうつくりますかとか、こ

の１０年間をどういう町にしませんかという、そういう思いを酌み取って、そして

それを計画へ反映させるような、そういう取り組み、もう時間がありませんけれど

も、本来なら、もう既にこういうものが行われてなくちゃいけないわけなんですけ

れども、できません。地方自治の議会の、いわゆる先役である栗山町は、自治法で

は構想までは議会案件ですけれども、あるいは基本計画、実施計画は議会案件じゃ

ないけれども、基本計画までも議会案件にしたわけです、住民の代表である議会が

いろいろ論議しようということで。そういう流れを踏まえていただきたいなという

思いでございます。 
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 いつも尻切れになっちゃうんで、私は最後は町長の決意だけを聞きたかったわけ

でございますけれども、そういう中で一応、より住民の皆さんの意見を聴く開かれ

た町政へさらに進めていただきたいなという思いで私の通告いたしました質問は終

わります。 

 世界同時不況が始まって、もう１年４カ月にさしかかろうとしているわけです。

先進国の日本やアメリカ、ヨーロッパなど依然として景気の低迷に悩んでおります。

しかも我が国はデフレスパイラルという、さらに縮小が懸念されている。こうした

中で、町は家庭ごみの有料化を打ち出したわけでございます。今日の町内の景気や

活力が弱まり、閉塞感が強まる中で、こういう問題が、こういう時期に出ていいの

かなという思いを改めて強く感じたわけでございます。 

 ごみの有料化の問題を聞いて、私はアフリカのハチドリの話を思い浮かべました。

山火事でほかの動物たちがみんな火元から逃げたときに、あの小さなハチドリは小

さな口に水を含んで盛んに水をかけていたわけです。そうすると、ほかの動物たち

が、そんなことをやっても役に立たないし、無駄だよ、意味がないよと笑ったんで

すけれども、ハチドリは、今私にできることをやっているんだということなんです

ね。 

 やはりごみの減量化に限らず、町や地域づくりに自分ができることを無理なく自

然に行う、そういう気風というか、流れ、あり方が忘れられていく社会にあって、

もう１度振り返って実践する町でありたいと願うものであります。それにつけても

一日も早い景気の回復を祈り、願って、私の一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後２時３０分～再開 午後２時４１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１１番 円尾美津子さん。 

１１番（円尾さん） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従

い、質問いたします。 

 １．２２年度予算編成について 

 この点については、先ほどの田中議員と重複する点もあろうかと思いますが、ま

た違った視点から質問をさせていただきますので、答弁の方をよろしくお願いいた

します。 

 イ．編成方針は 
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 昨年からの世界同時不況は企業の町坂城の中小企業を直撃しています。仕事が全

くない状況が１年以上も続き、苦しい毎日を送っている零細企業の方のお話を聞い

て心が大変痛みます。一部には少し仕事が出てきているとも聞きますが、厳しさに

は変わりありません。年を越すことができるだろうか、大変心配です。 

 法人税のありようが直接町の財政に響きます。こんな状況の中で２２年度の予算

編成の時期を迎えているわけですが、厳しいときにこそ確実な方針を持つことが必

要だと思います。どのような方針を持って予算編成をするのか、まず伺います。 

 ロ．財源の確保は 

 今議会に定期事務監査の報告がされました。町税の徴収状況は、いずれも前年を

大きく下回っています。特に法人税は前年対比で４０％しか確保されていません。

町長の招集あいさつでは、１０月末現在ではさらに厳しく、６５．９５％の減であ

ることが明らかにされました。最終ではどんな数字になっていくのか、大変気がか

りになります。当初予算に計上された数字が確保できるのか心細く思いますが、ど

のように判断していますでしょうか、まずお聞きいたします。 

 ２２年度の税収はもっと厳しくなることが予測されていますが、どの程度の税収

と予測しているでしょうか、お聞きいたします。 

 先ほどの答弁の中にもありましたが、予算編成ということについて、ここをきち

んと見ていくことが一番大事なところですので、お答えをいただきたいと思います。 

 政権交代があったことで国の方向も激しく動いていまして、政策的にも補助金の

状況もつかみにくさはわかりますが、財源の確保には最大限の努力が求められます。

どのように考えていますか。国と違って赤字国債、赤字町債を発行するわけにもま

いりません。独自で財源確保が必要だと考えます。知恵と工夫が求められると思い

ますが、どんな考えを持っているでしょうか、お聞きいたします。 

 ハ．事業の特徴は何か 

 ２２年度の予算は、中沢町政にとって今期最終年の予算になります。どのような

特徴を出されていくのでしょうか、考えをお聞きします。 

 まちづくり交付金事業が２１年度に終了します。２２年度は先ほどの話の中でも

下水道事業などが重点施策かなということが答弁になっていますが、また、そのほ

かに今年度取り組まれたばらサミットや辛味大根フォーラムなどのソフト事業は持

続可能な施策として発展させていく必要があると思いますが、どうお考えでしょう

か。以上第１回目の質問といたします。 
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町長（中沢君） 円尾議員のご質問にお答えいたしていきます。 

 予算編成にかかわるお話でございます。 

 まず歳入面でございますが、昨年秋以降の世界的な金融危機の局面が長期化し、

町内企業への大きな影響を及ぼしております。加えて円高の動向は、その影響がさ

らに企業を押しつぶしているところでもございます。 

 １９年度まで伸びておりました法人税は、平成２０年度決算におきましてマイナ

ス３９．５％の４億６，４００万円の歳入となり、２１年度は数年ベースで、その

影響が及ぶことから、さらなる減少が見込まれております。 

 また２２年度において個人所得の低下による個人町民税の減少が懸念され、歳入

の根幹をなす町税収入は相当落ち込むものと予想しております。地方税、交付税は

平成２１年度において町収入の減収に対する一定の財政措置はなされましたが、政

府の行政刷新会議においては、地方交付税制度の見直しが指摘され、行き先が不明

といった困った状況になっております。 

 ２２年度における一般会計の確保は大変厳しい状況を迎えるということでもござ

いますが、第４次長期５カ年計画の、後期５カ年計画の最終年にあたります町運営

の基本方針を自律のまちに据え、行財政改革を推進し、人件費を初め物件費の徹底

した経常収支の抑制に努めてまいります。 

 国の補助金制度や交付金等の動向が大変不明瞭であるということではございます

が、そういったことを勘案いたしましても、一般財源ベースで１５％から２０％の

削減が必要になるのではないかと考えているところでもございます。 

 事業推進の柱といたしましては、ものづくりとやすらぎのまちづくり、住民と企

業との協働のまちづくり、効果的で質の高い緊急性を要する行政サービスの提供、

こういったことをさらに認識し、計画的・重点的に配分して予算編成に努めてまい

ります。 

 ２２年度において、行政のスリム化を図るために現在、建設中の食育・学校給食

センターの業務はさらに運営等の委託をしまして進めてまいりたいと、こんなふう

に思っております。 

 特徴、重点的なことですが、町民生活を第一とする中で、必要な都市基盤整備は

推進してまいりたいなと。投資的な事業につきましては、国の仕分けというような

ことで、なかなか結論づけられていませんが、下水道について、あるいはバイパス

の先線等については、いろいろ整備していきたいと。この５年間で、まちづくり交
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付金によって、ある程度の基盤整備は先を急いで進めましたので、それが今度はそ

の制度がなくなるということで、早くやってよかったなと、こんな思いもいたして

いるところでございます。 

 住民生活に直結するということ、これを大事にいたしまして、長野県において乳

幼児の福祉医療制度が見直されまして給付対象が入院については小学校３年生まで

拡大するということでございます。町独自で、どこの年齢まで延長できるか、これ

を今、健康保健課においていろいろと試算していただきますので、新年度に向けて

対応してまいりたいと、こんなふうに思っております。 

 ばら祭りや辛味大根フォーラム、これは町を活性すると、にぎわいを創出すると

いう意味も大事なことだなと。そしてまた、町に誇りを持ち、ゆとりある生活の一

助ともなりますし、さらにそれが各町の施設につながるということがまず大事だと、

こんなふうにも思う次第でございます。そういった辛味大根というような、そうい

った特産物につきましては、ひとつの観光資源としていろいろとさらなる開発をも

くろみ、言うなれば産業振興、農業、工業を中心にした産業振興にあわせて観光と

いうもの、よそから坂城に来ることがひとつのコースになるような、そういう設定

もしていければと考えているところでもございます。新しい特産物の芽出しという

か、地域振興につなげられるよう努力してまいりたいと思います。以上でございま

す。 

総務課長（宮下君） ロの財源の確保ということでご答弁を申し上げます。 

 ２１年度の町民税の見通し、そして２２年度の税収への予測についてということ

であります。 

 個人町民税、２１年現年度分につきましては、営業所得、給与所得などの減少を

見込みまして、当初予算につきましては、前年度比較マイナス３，３００万円の７

億６，５００万円を計上してまいりました。１２月１日現在の調定額は一昨年同期

に比べまして８，８００万円ほどの減、約１０％と、マイナスということで大変厳

しい状況でございます。 

 次に法人町民税、２１年度現年分につきましては、企業の収益減少を見込みまし

て、前年度比マイナス５３％の２億３，５１０万円で計上させていただきました。

１２月１日現在の収入済額につきましては、前年比マイナス６５．３７％となって

おり、大変厳しく、今までにない状況であろうというふうに考えます。申告額の減

少に加えまして中間申告の納付税額を確定申告の際に還付する額も増大していると
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いう状況でございます。また例年のことでありますが、決算期に応じた申告のため、

年の後半につきましては申告が集中します。今後その結果によりまして年度末にお

いて減額補正についてご審議を賜る状況になろうかと考えております。 

 ２２年度の税収の予測につきましては、本年度の状況を踏まえまして、より厳し

い状況になろうかと考えております。個人住民税につきましては、県が出しており

ます毎月の勤労統計調査を見たりします。また長野税務署が公表しています昨年７

月から今年の６月までの県内法人課税の実績を見ますと、法人税申告税額は前年比

３８．６％の減少、源泉所得税額は前年比６．９％の減少という結果となっており

ます。 

 それぞれ県全体の結果でありますが、当町におきましては、県内の平均値よりさ

らに大きい減少が予想される状況かと考えるところでございます。資料収集を進め

まして２２年度の税収入予算の積算作業に着手したところであります。予算編成に

向けまして、基本となる税収の的確な算出をしてまいりたいと考えております。 

 ２１年度、１２月１日現在の収納率を見ますと、個人住民税の現年課税分の収納

率は６６．３２％、これは前年比マイナス１．５３ポイント、法人住民税は収納率

９７．１０％、前年比でマイナス０．４８ポイント、固定資産税は９２．７７％、

前年比でプラス２．０４ポイントとなっております。これは、あくまでも年度途中

の集計でありますが、景気の急激な悪化にもかかわらず、町民の皆様のご理解とご

協力によりまして大半が納期内に納付されているものと考えるものであります。 

 また収納率を上げる取り組みといたしまして、県と市町村の地方税の共同化に向

けた検討会が組織され、徴収事務につきましても、大口案件等について県と市町村

で共同で設置する組織に徴収を移管する等の案が検討されております。 

 町独自の取り組みといたしまして、例年、年末の３０日には年末の臨戸徴収を実

施しておりますが、今年度は、このような大変厳しい状況であるということから、

今週から第４週にかけての夜間、特別臨戸徴収を開始をしたところでございます。

また今後も差し押さえ等、法にのっとった滞納処分等を適切に実施をし、税負担の

公平性の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 また町税以外の財源の確保でありますが、これまでであれば町税の減収について

は、地方交付税はある程度期待することができたでありましょうが、新政権が発足

しまして総務省の２２年度予算概算要求においての交付税総額の増額分についての

事項要求という形態がとられ、地方財源の確保につながるかどうかは今、不透明な
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状況にあると言わざるを得ません。また政府の行政刷新会議の事業仕分けにおきま

して、地方交付税制度の見直しや下水道事業の地方移管等が指摘をされ、地方交付

税制度や補助金制度がどのようになるのか、今大変把握しにくい状況になっており

ます。 

 このような中でも作業を進めていかなければならないわけですが、財源確保の工

夫として、投資的な経費につきましては地方債の利用が不可欠ですし、受益者負担

の適正化や公平性の観点から使用料等の見直しを図る対応も必要になろうかと考え

ております。また大きな一般財源の減少が見込まれる中で、基金を有効に活用して

町においても、この厳しい状況を乗り越えてまいりたいと存じます。 

１１番（円尾さん） それぞれ答弁をいただきました。それでは２回目の質問に入り

ます。 

 まず２１年度の経常予算がどうも減額になるのではないかという話が今ありまし

たけれども、その中で事業はそれなりの計画で進められてきているんですけれども、

事業が完全にできてくるのかどうか、どれぐらい影響が出てくるのかどうか、その

辺はどのようにお考えになっていますでしょうか、まずお答えいただきたいと思い

ます。 

総務課長（宮下君） 事業的には、例えば入札差金ですとか、そういう部分がござい

ますので、事業の振興、推進につきまして、特に問題があるというふうには考えて

おりません。 

１１番（円尾さん） 前日も問題になりましたけれども、やはり入札差金というのが

非常に多いわけですけれども、それがイコール財政が潤ったというような見方はで

きないだろうと思うんですけれども、そのことはさておいて、じゃあ、２２年度の

予算についてお聞きするわけですけれども、今まで見ていた中で経常的な経費だけ

でも、やはり５０億円というようなお金は必ず必要になってくると思うんですけれ

ども、その中で２２年度の予算規模はどれぐらいと考えていらっしゃるのか。それ

は結局、事業をどういうふうに進めていくのか、歳入をどう見るのかということが、

その規模によってよくわかるもんですから、その辺どのように考えているか、お聞

きしたいと思います。 

 財政調整基金なんかを見ますと、今回の残高を見ますと、かなりあるものですか

ら、２２年度は組めるだろうと。だけど、それを全部使うわけにはいきません。次

年度へ継続を考えると、一体これがどの程度基金を繰り出していきながら、予算が
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どれぐらいの規模というふうに踏んでいるのかどうか、その辺をお尋ねしたいと思

います。 

総務課長（宮下君） 町長の答弁の中で一般財源の部分での１５％から２０％削減を

していかなきゃならないということを考えますと、今、議員さんがおっしゃいまし

たが、最低でも５０億円ぐらいは必要になるだろうと。何もしなくてという言い方

はおかしいんですけれども、一般的に行いまして５０億円ぐらいが必要になると。

そこのところに財調でどの程度補てんをして事業をしていくか、その部分につきま

して、できることをもう１度見極めながら事業の選択をし、予算をつくってまいり

たいというふうに考えております。 

１１番（円尾さん） 大体想像はしているとおりだろうというような気がいたします

けれども、その中でご苦労されていくということはわかりますが、要は事業の中で、

やはり町民の皆さんに直接関係してくるような扶助費とか、そういう点には、それ

は必ず確保していただきたい。そのことだけは強くお願いをしておきたいと思いま

す。 

 先ほどの中の収納率や何かについても話がありました。結局、定期事務監査の中

でも収納率が２．９％落ちているという報告になっていますが、やはり税収の落ち

込みに加えて収納率が落ちることは財政のやりくりをますます困難にしていくわけ

ですけれども、滞納の状況はどうでしょうか。そして、新しく今年度から、やはり

こんな厳しい財政の中で新しく滞納になった人たちが目立つのかどうか、個々の状

況をどんなふうにつかんで、どんな対応をしているのか、お聞きしたいと思います。 

総務課長（宮下君） 滞納の状況ということであります。これはなかなか人数で把握

するということが難しい部分がありますので、やはり収納率で見比べるしか方法が

ないのかなということであります。先ほど答弁しまして収納率につきましては、そ

れぞれ町民の皆さんのご理解をいただく中では前年並みというような収納率になっ

ているかと思います。 

 ただ、今までに比べますと、やはり分納誓約書という形の中での分納していただ

くという方は増えております。これが数字として何人増えたというような状況では

ありませんけれども、そういった中では担当の方でもそれぞれ納税者の皆さんとの

お話を聞く中で、どのような形で納付できるのかということを相談しながら分期に

分けながら納期を設定し、納入をいただいているという状況であります。今年の、

例えば景気の悪いということで、それを即の理由としての滞納が増えているという
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状況ではないかというふうに考えております。 

１１番（円尾さん） 滞納の状況の中では、ここのところ数年増加傾向にあるわけで

すけれども、景気が悪いから、それがイコール滞納につながっているんじゃないと

いうような、今お話があったかと思うんですけれども、やはり滞納が増えていくと

いうことには町民の皆さんの営業や生活が大変になっている状況を示していると思

うんですよね。仕事が全くなかったり、リストラになったり、一時帰休だったりし

て町民の皆さんの収入が減っているということが、そこで見えてくるんじゃないん

でしょうか。結果として税金などの滞納が増えるわけです。格差が広がり、統計か

らも貧困率が増加していることが公表されています。また生活苦からうつ病の発症

が多くなっていることも指摘されています。滞納している人たちの状況をつかみ、

先ほども分納していくんだというようなお話もありました。それは当然のことだと

思いますけれども、それ以上に滞納している方の中に多重債務で苦しんでいる人は

いないのか、あるいはもう生活保護を申請した方がいいのではないか、そういうふ

うな見極めをぜひしていただきたいと思うんですよね。 

 その中で、やはり行政として町民の方に手助けをしていただきたい。そういうこ

との見極めまでを、やはり収納の中で見ていく必要があるんだと思うんですよ。こ

んな大変な中で町民生活を応援していくというのは行政のそういう力が非常に求め

られるかと思うんです。そういう細かな配慮をしていただきたいと思いますけれど

も、そんなことを話題にされるかどうか、その辺をぜひご答弁いただきたいと思い

ます。 

総務課長（宮下君） 滞納者の方と直接お話をする中では、当然いろいろなお話をす

ることが出てくるということであります。さきの一般質問の中でもありましたけれ

ども、そういったものにつきましては、例えば社会福祉協議会へというようなお話

だとか、福祉課での協議と、当然そういうことは中での連携を取りながらお話を進

めていくということであります。また、そういう職員であっていくということで考

えております。 

１１番（円尾さん） 滞納の状況の中で、そういう姿を見ていくんだと。あとは社協

との絡みでというお話がありましたけれども、なかなかそういう状況をつかんで、

その人たちをカバーしていける、フォローしていけるという中には職員の皆さんの

考え方ひとつにもよるんだろうと思うんです。余裕のある仕事をしているわけでは

ないんですけれども、やはりその辺もしっかりつかんでいただいて、坂城町の予算
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編成に向けても町民の皆さんが納得できるような予算編成、それをぜひやっていた

だきたいことをお願いして次の質問に移ります。 

 ２．第５次長期総合計画について 

 このことについても先ほどの中で少し触れられていますが、もう少し具体的に細

かくお聞きしていきたいと思っています。 

 まず２１年度、２２年度で第５次長期総合計画が検討されていますが、いよいよ

具体的な形として作成していく時期が来ていると思います。 

 そこで取り組みについて伺うわけですけれども、まず第４次計画に基づいて施策

が展開されてきたわけですが、それに対する到達と評価はどうでしょうか。５次計

画のたたき台にもなると思いますし、計画行政を進めるためには計画したことがど

れだけ実現できているのか、あるいは計画した方向がどうだったのか、評価して総

括することが不可欠になってきます。どのように評価されているのか、また、その

手法はどうされているのか、お聞きいたします。 

 ロ．町の将来像をどう描くか 

 先ほどの町長の答弁の中でも専門家でさえ今の状況はわからないんだから、１０

年後はということをお話しになりましたけれども、現実に坂城町を１０年どういう

町をつくっていきたいのかということがここにあらわれてこなければいけないと思

いますし、そのことが町民の皆さんと協働でつくっていくためにも、きちんとした

計画で、こういう町をつくっていきたいんだよということをやっていくことが、ま

ず第一ではないかと思うんです。基本的なところでは、あまり大きな変化というこ

とがないのかなということも思いますが、第４次計画の延長線ではないだろうと考

えます。１０年後の坂城町を見据えて町の将来像を描くことが求められているわけ

ですけれども、時代的な背景や社会情勢の変化が大きく左右するわけです。主軸を

何に置くのか、第４次計画でなかった新しい方向は何があると考えているのか、ま

ずお聞きします。 

 ハ．情報の共有を 

 情報化がどんどん進む現状の中で、きちんとした情報が正しく伝わることが大変

重要になります。町として情報を発信していくことはもちろんのこと、持ち合わせ

ている情報をできるだけ公開することが求められていると思います。今の時点での

手段としては、広報であったり有線放送であったりホームページであったり、ある

いは議会報などが大きな役割を果たしていくだろうと思いますが、町の全体像をつ
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かめる情報としては、もっともっと努力が必要だろうと思います。長期総合計画に

限らず、町にかかわる情報を町民の皆さんや企業の皆さん、町外の多くの人たちと

も情報の共有ができるところまで発展させていくことが大切だと考えていますが、

見解をお尋ねいたします。以上で１回目の質問とします。 

町長（中沢君） 第５次長期総合計画の策定に向けてのご質問にお答えしてまいりま

す。 

 ご承知のとおり、町では平成１３年を初年度とする第４次長期総合計画を策定し、

町の将来像「ものづくりとやすらぎのまち」を目指し、自然と人と産業が共生する

まちづくりにいろいろと努力し、町政運営の基本としてきたわけでございます。長

期計画が平成２２年度を目標に設定されているということでございますので、今年、

来年度に向けて２１年度からの、今年、来年にいろいろ検討し、その後第５次長期

計画を策定していくということでもございます。それにはまず、ご指摘のように第

４次長期計画をいろいろと推移を把握していくということにおいて総合計画の検証

シートというものを作成いたしまして、これをまた長野大学の先生方等をいろいろ

お借りしながら事業の経過等をいろいろ進めているところでもございます。 

 そうした中で翻って１２年度からのいろいろな推移を見ますと、本当に計画した

当時の状況と１０年先では大きく変わってきているなと、これが実感でございます。

１３年度には子育て支援センターをオープン、第１回の千曲川クリーンキャンペー

ンも実施した。ふれあい大学あるいは薔薇人の会の発足、Ｂ・Ｉプラザの竣工等と、

そして１４年には町の巡回バスの運行、びんぐし湯さん館や鉄の展示館もオープン

した。坂城高校の第２グラウンドも完成した。１５年には紙容器、プラスチック製

の容器包装の分別の収集も開始される。自律のまちに向けてのいろいろ提案も伺っ

ております。１６年には坂城駅の調査の開始、コミュニティセンターあるいは農産

物加工センターの完成、そして１７年には新南条保育園の開園、坂木宿ふるさと歴

史館のオープン、インターの工業団地の竣工、そして５０年のひとつの節目を迎え

たなと。その後１８年には第１回のばら祭りが開催されるというように、ソフトの

面と合わせて進んできたなと。いろいろな面で発信しつつある町であるということ

でもあったろうなと思います。 

 そういった基本の中で自律のまちづくりを選んだということは、これからの方向

を示してきているということでもございます。町の組織機構改革も１２課を７課に

したところでもございます。昨年度からは、ねずみ大根焼酎の販売が開始されると。
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あるいは中国の上海嘉定区との教育交流、青木下遺跡の一般公開等々、精一杯進め

てきたと、そんな感じも持っております。こういったものが次への土台になると考

えております。 

 それでは町の将来像ということでございます。この１０年間の中では少子高齢化

も進み、あるいは環境問題、あるいは人権の問題等々命にかかわる問題も町の大き

な指針の中に入ってくるだろうと、そんな予測もするところもございます。現在の

情勢を十分分析しながら進むべき道をいろいろ求めてまいりたいなと、こんなふう

に思っております。百年に１度と言われる経済危機の中ではございますが、しかし、

町の姿として１０年先を的確に見通すということへの努力は重層的にいろいろ進め

てまいりたいなということでもございます。 

 幸い町には自他ともに認めるものづくりのまちづくりがございます。工業を初め

農業、そういったものの技術集積を高めながらの雇用の安定の中で、さらにいろい

ろな文化、福祉、教育の面に力を出していくこと、これが大事だなと。それぞれの

場において、それなりのポテンシャリティーが坂城町にはございます。そこで皆さ

んで選んだ自律のまちとして、さらに発展するのはどういう道があるのだろうかと

原点に立っていろいろ進めていきたいと思っております。 

 これを機会に１０年先の将来を担う町職員の資質の向上という意味からも、長野

大学の若手の先生１０名近くの先生と相まって問題について的確に把握していくと

いうこと、これまた大事でございまして、そういうこととともに審議会においては、

それぞれの２６人の皆さんがいろいろと意見を出し、そうした中で素案をつくりな

がら、さらにこういった形で今考えているんだけれども、町民の皆さん、どう考え

ますかという、そういった場を設けながら町民全体のものとして進めてまいりたい

と、こんなふうに思っているところでもございます。 

 そういった中で町政に関心を寄せていただく、こういった広場づくりというもの

を考慮してみたいと思いますし、また町民憲章がございます。かつて相当前の憲章

でございますが、流れとしては間違いないんですけれども、今風に考えますと、そ

れぞれ若者に響くような、そういう憲章も必要でございますし、町の玄関の広告塔

を見ましても、ちょっとどうだろうかというものもございます。町の皆さんが互い

に、おれの町はこうだよということが口ずさめるような、そういった町民憲章なり

テーマ等を設定していくことが大事だと。そういう場においては、共通の広場とい

うことをより念頭に置きながら進めてまいりたいと思います。以上でございます。 
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企画政策課長（片桐君） 情報の共有をについてお答え申し上げます。 

 第５次長期総合計画の策定を進めていく中では、町民の皆様への情報の発信・公

開が必要な場面が出てまいるというふうに考えております。新たな総合計画の策定

に対しましては、町民とともに情報を共有し、課題に取り組み、よりよい方向を目

指すことができるように情報の発信・公開に努めてまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

 また町民の皆さんに町の将来像に関心を持っていただき、自らも参加しながら進

めるまちづくりを目指す、そういった高まりを醸成できるような段階的に審議会の

策定方針に従いながら、広報、有線、ホームページなどそれぞれの特徴を生かしな

がら情報発信に努めてまいりたいというふうに考えておりますし、また全体的な情

報公開につきましても、先ほどのごみ処理手数料につきましても、地区説明会を行

うというような手法も一方でとるわけでございまして、そういった中で今までの手

法も考えながら今後もより情報公開については留意をしながら努めてまいりたいと

いうふうに考えております。 

１１番（円尾さん） 長期総合計画に向けて今、答弁をいただいたわけですけれども、

それでは２回目の質問をします。 

 まず、第４次計画の評価についてでありますけれども、これは１０年間の計画の

評価ということもありますし、途中で５カ年計画というような形で見直されてきた

のではあるんですけれども、施策の基本になっているのが、やはり条例が中心にな

ってくるわけですけれども、役場の仕事というのは条例や制定でやられていくわけ

ですけれども、やはり施策と条例などの整合性ということは、どうしても考えてい

く必要があるんだろうと思うわけです。その辺については、どのように考えておい

でになるのか。 

 例えば、この前にも質問しましたけれども、農業振興条例などは３０年も前のも

のがそのままになっているというような形の中で、施策展開がこれでうまくできる

んだろうかと大変疑問に思いますし、一生懸命担当者はやっているけれども、さて

町の条例を見たらちょっと違うじゃないというような形になってはまずいわけです

よね。そういうわけで、担当課がどうこうという問題ではないんですよね。総合計

画が到達点から見て次に進めるためにはどうしてもそれらも評価の対象にしていく

必要があるんだろうと思うんです。その辺については、どうお考えでしょうか、ま

ずお尋ねします。 
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町長（中沢君） 先ほど申し上げましたように、計画を立てた、それから１０年とい

う中で、これほど変化の大きかった時代はないなと、こんな思いもいたしますし、

また後半に至っては極めて景気の動向があやふやになっていっているというか、厳

しくなってきたという中ではあります。また加えて国の政策も行ったり来たりとい

うばかりでなくて、新しいものが出たり、いろいろございます。 

 そういう中では、それなりの助成を受けながら有利な政策を取り組んだところで

はございますが、ご指摘の中で、その都度条例というものを古いんじゃないか、あ

るいはいろいろございます、環境に係る条例、あるいは産業に係る条例ございます

ので、これも先ほどの町民憲章に申し上げましたように、的確にその時々にあわせ

ていくことが、より大事でございますので、そういった面からも検討することが必

要だと、そんなふうに考えております。以上でございます。 

１１番（円尾さん） その中で条例とか、そういうものが３０年も同じものが続いて

いるというような形が今度の長期総合計画の中で見直すときには変わっていくんだ

ろうなというふうに認識してよろしいんでしょうね。 

 それから先ほどの中で新しい５次に向けて自律のまちを選んだんだから、少子化

とか環境とか人権とかということが大きく入ってくるんだというお話がありました。

やはりどうしても計画というのは総花的になっちゃうということが一番危惧される

わけです。そこでどんなものを基本に置くか、それによって政策の展開が、方向が

見えてくると思うんですけれども、そんなところの中でひとつの方法として、先ほ

どは町民の皆さんともという話がありましたけれども、その前に私はどうしてもや

っていただきたいなと思うことは、やはりまちづくりのプロとして職員の皆さんが

今働いているわけですよね。その職員の皆さんがどんな町をつくっていきたいんだ

ということが論議が大いにされないと、私はまずいだろうと思うんですね。それは

課長さんたちだけが、係長さんたちだけが話をしているというんじゃなくて、各課

の皆さん、職員の皆さんが私たちはこんな町をつくりたくて就職してきたんだよと

いうような気概を持っていらっしゃると思うんですけれども、そういう形の中で町

民の皆さんに返していく前に、中で職員の皆さんでどんどん議論をしてほしいと思

うんですけれども、そういう思考はお考えにならないでしょうか。その辺について

ご答弁いただきたいと思います。 

町長（中沢君） これから１０年、２０年先の坂城町を、より自律のまちとして、そ

して住んでいる人たちが誇れる町ということの担い手は、まず第一に、ご指摘のよ
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うに町の職員、とりわけ若手にあると、こんなふうに思います。先ほど申し上げま

したように、長野大学の先生方とそういったグループがともにディスカッションを

しながら、これはどうだ、これはどうだというすみ分けをして、そういったものの

蓄積、そしてまた審議会、そしてまた町の皆さん、これを重層的に進めていくこと

が何より大事だなと、こんなふうに思っているところでございます。以上でござい

ます。 

１１番（円尾さん） 職員の皆さんの中でわいわいがやがや本当にどんな町をつくっ

ていきたいんだということがぜひ話題になったり、論議になることを期待している

わけです。 

 それでは情報の共有のひとつとして、こんな話がありましたので、提言しながら

見解を求めたいと思います。 

 広報に広告などのスペースができないかというふうな提案がありました。商工会

との話し合いの中で、これは希望されたことですけれども、自分たちだけで広告を

出していきたいんだけれども、予算がどうしてもないと。広報の一コマを有料で提

供できないものかと話されて、実現できれば費用も節約できるし、全町民に知らせ

ることで効果が期待できるという話でした。町にとっても収入源になるわけですけ

れども、そんなわけで、できないことではないなと思うわけです。有線放送の広告

放送と同じ考えで実現させてはいかがと思うんですけれども、既にこのことについ

ては実施している自治体もあります。前向きな検討を求めたいと思います。これは

情報の担当をしている中でのまちづくり推進室長に答えていただければと思います

が、いかがでしょうか。 

まちづくり推進室長（塚田君） お答えしたいと思います。 

 お話のとおり、この近隣市町村では広告掲載につきまして有料で決めておりまし

て、広報あるいはホームページ等でやっているところがあります。坂城町におきま

しても当然、有線では既にやっております。そういうことも考えながら地域経済の

活性化、または自主財源の確保というような面からも積極的に検討してまいりたい

と思います。 

１１番（円尾さん） 近いうちに、どこかの広告が広報に出てくるだろうことを期待

して、ぜひ実現させていただきたいと思います。 

 それでは３つ目の質問に入ります。 

 ３．省エネルギービジョンへの取り組みを 
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 新エネルギーの取り組みがなかなか進んでいませんので、そこでもっと具体化が

目に見えると考えられる省エネルギービジョンについて質問をしていきたいと思い

ます。 

 地球温暖化による環境破壊や災害が地球的規模で発生し、いよいよ全世界で温暖

化防止への取り組みが強化されました。昨日、コペンハーゲンにおいてＣＯＰ１５

が２週間の日程で始まりました。世界全体で地球温暖化対策が話し合われます。日

本は鳩山首相が２０２０年までに二酸化炭素２５％の削減を示したことはご承知の

とおりです。今まで消極的であったアメリカ、中国、インドも目標値を示しました。

それぞれの国の思惑もあって同一には考えられませんが、解決に向けて少し明るさ

が出てくるのではないでしょうか。 

 １１月１１日、１２日にクリーンエネルギーの町、岩手県葛巻町を視察研修いた

しました。辛味大根フォーラムで安家地大根でしたか、赤い大根を生産している隣

の町です。そこへ行ってまいりましたけれども、北緯４０度に位置して坂城町の７

倍の広さを有する山の中の町でした。人口７千人弱に対して牛が１万１千頭と人間

より多く、牧場のミルクに付加価値をつけたチーズ、ヨーグルトやパンづくり、山

葡萄のワイン、ジュースづくりなどを中心とした産業とクリーンエネルギーのまち

おこしで成功している町でした。それらの取り組みによって観光客は新エネルギー

ビジョンの策定をした平成１１年には１９万人が、２０年には５２万人に増加して

いるそうです。 

 新エネルギービジョンに基づき、風力発電施設や太陽光発電施設の導入、畜糞や

木質バイオマスを積極的に推進することでエネルギーの生産が熱量換算で町内の需

要を上回っているというすばらしい取り組みが行われていました。さらに１５年度

には省エネルギーに目を向け、省エネをすることで新しいライフスタイルの創造や

快適な住環境の整備など、知恵や工夫を無理なく、楽しく取り組む行動の普及を目

指して省エネルギービジョンを作成したそうです。子供たちを中心に町民の一人一

人がやって楽しい、楽しく続けることができる省エネルギーの取り組みがされてい

ました。 

 坂城町でも１６年度には新エネルギービジョンを作成しましたが、なかなか施策

としての展開がされていきません。条件が全く違いますので、葛巻町のようにとは

言いません。だけれども、学ぶことが多くあったと思います。坂城町にあっても省

エネということには個人でできることも多く、いろいろなところで取り組まれてい
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ることも承知しています。それを政策として展開することで、より効果が出せるの

ではないでしょうか。結果として地球環境にやさしく、自然の恵みやエネルギーを

大切にする心を育めるのではないかと考えます。行政がリーダーとして計画し、事

業展開をしていただきたいと思いますが、見解を求めます。 

企画政策課長（片桐君） 省エネルギービジョンへの取り組みをについてお答え申し

上げます。 

 ご案内のとおり、エネルギー資源が乏しくて、その大部分を海外から輸入に依存

しているのが私たちの国、日本でございます。エネルギー供給構造が脆弱にあるに

もかかわらず、総じてエネルギー消費が増加してきているということも事実であり

ます。また、その消費に伴う二酸化炭素の排出による地球温暖化等の問題が生まれ

てきております。これらの対応として環境への負荷が少ない新エネルギーの導入や

省エネルギーへの取り組みが今、求められております。 

 町といたしましては、第４次長期総合計画の中で新エネルギーの導入促進とあわ

せまして省エネルギーの推進を基本方針として現在まで取り組んできております。

そういった中で担当課であります住民環境課におきましては二酸化炭素の排出抑制

というようなことでシリーズで７回ほど広報に町民の皆さんにお知らせをして実践

していただくような啓蒙・啓発にも努めてきているところでございます。公共施設

での太陽光発電の導入を初めといたしまして、町内事業所への国、県事業等に基づ

く省エネ対策事業の情報発信等にも努めてきたところでもございます。また来年度

を目途に各家庭を対象といたします太陽光発電システムに係る補助事業の町独自の

補助事業の準備も進めているところでございます。 

 議員さんのご提案にもありますように、省エネルギーへの取り組みは町民一人一

人の日々の生活の中でちょっとした気づきの積み重ねが大変結果的には大きな成果

があると、一番効果が上がる重要なことというふうには考えております。 

 そこで策定の取り組みが現在始まっております平成２３年度からの第５次長期総

合計画を進めていく中で、エネルギー対策における今までの施策の内容点検、検証、

客観的な評価等を踏まえまして、よりよい方向づけをその中で方向づけをしていき

たいということがひとつの方法でもあるというふうに考えております。町民の皆さ

んがエネルギー問題に関心を持ち、身近なところからできる取り組みの奨励や啓発

を進めるとともに人にやさしい環境に配慮した地域社会の創出、そういった高まり

を醸成しながら今後取り組んでまいりたいというふうに考えております。 
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１１番（円尾さん） 省エネについて、るる報告、答弁をいただきましたけれども、

実際に省エネルギーに対して取り組みがされていないというふうに私は思っていま

せん。それは長期総合計画の中であったり、新エネルギービジョンの中であったり、

その中で省エネということに対しては十分評価されていることだろうし、取り組み

もされていることを承知しています。 

 ただ、なぜ私がここでこういうことを言うかというと、やはり計画をきちんと立

てることで、より具体的に計画的に進められていくんだと、あっちでやっているか

らいい、こっちでやっているからいいという形ではなくて、やはりこれは企画を政

策していくという中で、坂城の町の政策としてこういう形が省エネというような形

での計画を立てていくことによって政策が展開されていく、より有効にされていく

ということを思うわけですけれども、その辺についてどのようにお考えでしょうか。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 町の施策の展開につきましては、先ほど総合計画の中で町長も答弁申し上げまし

たが、町全体の将来像という中で、長期総合計画の中でそれぞれ施策の方針を決め

てございます。それに基づきまして、それぞれ７課ある課内におきまして、それぞ

れの担当の中で、その施策を進めるべく、それぞれが担当してきておるというのが

事実でございまして、省エネルギー対策のビジョンそのものの策定につきまして、

果たして企画政策課の施策の展開だと言われればそのとおりな面もございますけれ

ども、それぞれ担当課というものも、そういった施策展開を図ってきていることも

事実でございますし、一方そういったノウハウも担当課にはございますので、私ど

もがやらないという意味ではなくて、どちらで担当して、そういった施策展開を図

っていくのがいいかどうか、その辺についてはまた庁内で十分検討した中で、そう

いった方向づけをする中でまた進めていきたいというふうに考えております。 

１１番（円尾さん） 省エネルギービジョンについては、多分そんな答えが返ってく

るんじゃないかなということを想像しながらお尋ねしたわけですけれども、やはり

その中で、どうしても私が、なぜ企画へそのことをお願いしていったかということ

は、やはり担当課の中でできないということではないんですよね。ただ、町の施策

として展開していくときに、企画が政策をしていくということは、担当課と連絡を

密にしながら方向を見定めていくというのが企画政策のあり方だろうと思うんです。

そういう意味で総合計画の中にあればいい、新エネルギービジョンの中にあればい

いという問題ではなくて、きちんとした、そういうビジョンを打ち出すためには、
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きちんとした計画行政のための計画をしていくことが大事だと、そういうふうに考

えているんですけれども、そういう考えの中で、ぜひ進めていっていただきたい。

なかなか前へは進みそうもないわけですけれども、そんなことも進めていくことが

今の環境問題に対して、やはりわかりやすく町民の皆さんにも、こういうことだっ

たら私たちもできますねということがやっていけるんだろうと思う。それが担当課

でやっていくことで済むということではなくて、町はこういう形で自律のまちづく

りの中でこれだけのことを計画していますよというふうな取り組みをぜひしていた

だきたいと思うんです。それは長期総合計画の中にも出てくるだろうと思いますけ

れども、そういうことも考えながら、ただ計画を立てればいいとは私も考えていま

せん。それをいかに実施していくかということが大事ですから、計画を立てておし

まいではなくて、やはり計画を全部政策として実行させていくためにも、そういう

ものが必要ではないでしょうかという提言をさせていただきました。 

 ２２年度の予算編成に向けて大変な時期を迎えるわけですけれども、その中でや

はり町民の皆さんの期待を裏切らないような、そんな予算編成をぜひ望みまして質

問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後３時４０分～再開 午後３時５１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 ここで会議時間の延長を申し上げます。 

 本日の会議時間は本日の議事日程が終了するまで、あらかじめ会議時間を延長し

ます。 

 ２番 中嶋登君の質問を許します。 

２番（中嶋君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、

一般質問をさせていただきます。 

 議場内少し静かになりましたが、気合を入れて質問をさせていただきます。 

 さて、国政のこの１年を振り返れば、大不況の二番底も心配され、まだまだ先が

見えておらない日本経済であります。政治の世界におきましては、まさに無血革命

と言ってもいいような６０数年間続いた自民党が倒れ、新たに民主党政権が誕生を

いたしました。歴史に残る激動の１年であり、今後もさらに時代が大きく変わって

いく節目の年であったと思います。 

 我が坂城町におきましても、不況の波はもろにかぶっており、毎日暗い話ばかり
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であります。そんな中明るい話題を提供した６月のばらサミット、そして、この間

の辛味大根フォーラムは一服の清涼剤となり、町民の皆様には少し元気を取り戻し

てもらえたかなと思います。また、このような不況の時代におきまして、来年度予

算の組み立ては大変かと思われますが、こういうときこそ先人の知恵者である、例

えば松代藩の恩田木工であるとか、今年のＮＨＫ大河ドラマで有名になった直江兼

続などが行った財政改革などもお手本に勉強をなされてみたらいかがでございまし

ょうか。通告をしておりませんので、予算の質問はいたしませんが、一言当たり前

のことをお願いをしておきたいと思います。 

 町も税収がどんどん落ち込む時代に突入しております。収入よりも少ない支出で

予算を組むことにより未来が開かれます。汗と知恵を絞って頑張ってやっていただ

きたいと私は思うのであります。 

 さて、一般質問に入らせていただきます。 

 １．図書館整備を 

 イ．ゆとりのある環境を 

 去る１１月１９日に社会文教常任委員会では、日本一の図書館がある同じ長野県

内の富士見町へ研修視察に行ってまいりました。富士見町の人口は１万５，４００

人で坂城町より若干小さな町ではございました。しかし、なぜこの町の図書館が日

本一かといいますと、年間の図書貸出数が町民１人当たり２０冊で、何と連続１１

年間日本一であり、２００８年度においては１人当たり２１．４冊と前年度を上回

っており、１２年連続の可能性もあると小松館長さんが話しておりました。ちなみ

に２位は下條村で１３．７冊、３位は下諏訪町で１３．３冊、４位は原村で１３．１

冊、５位は南相木村で１０．３冊、６位は御代田町で１０冊であります。あと１０

位まで続きますが、坂城町は残念ながら等外でございます。１人当たり４．４冊で

あります。大分少ないことがおわかりかと思います。 

 図書館の規模は坂城町の約４倍の大きさでございます。子供のためのお話の部屋、

小さな子供がお母さんと一緒に遊べるバリアフリーのぬいぐるみの部屋、学習室は

もちろん、ユニークなのは大きなこたつのある部屋もあり、そこで親子が一緒に本

を読むことによりコミュニケーションもとれて冬は特に人気があるとのことでござ

いました。また、今の時代にマッチするよう、個人のパソコンも自由に持ち込みが

できるビジネスルームもあり、図書館のパソコンとも併用ができ、もちろんインタ

ーネットにもつながっており、無線ＬＡＮも使えるようシステムが組まれており、
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大人にも学生にも人気があり、平日でも大勢の人が利用しているとのことでありま

した。とにかく環境が整備されているとともに、ゆったりとしていて心落ちつく図

書館でありました。 

 そこで当町もリフォームや増築をして、もう少しゆとりのある環境整備ができな

いかをお尋ねいたします。 

 ロ．子供、若い人が集まる図書館に 

 富士見町では小さな子供が図書館になじむように、先ほども言いましたが、ぬい

ぐるみも１１０点あり、１週間貸し出しを行っているそうです。また、若い人に人

気のあるコミック漫画、ビデオ、ＤＶＤ、ＣＤなども貸し出しを行っています。坂

城町では貸し出しが行われていないので、作品点数を増やすとともに貸し出しをし

ていくべきだと思うが、ここの部分もお尋ねをしておきたいと思います。 

 ハ．職員の増員を 

 富士見町の職員体制は、館長以下パートも含め、１２名でありました。多くの人

に活用をしてもらうため、毎週火曜日、金曜日は夜８時まで、５月から８月の火曜

日、金曜日以外は夜７時まで開館し、町民には大変喜ばれているとのことでござい

ました。当町では館長以下パートも含めて５名しかおらず、サービスも低下してい

ると思われます。職員は一生懸命やっているが、職員数が少ないからサービスも低

下しているというふうに私は理解をいたします。町民からは時間の延長の声も上が

っているようですが、そんなことも鑑みれば、少なくとも３名以上の職員を増員す

べきと思いますが、そこの部分もお尋ねをしたいと思います。以上で１回目の質問

といたします。 

教育長（長谷川君） 中嶋議員さんからのご質問のうち、イのゆとりある環境をと、

それから、ハの職員の増員をについてお答えをさせていただきます。 

 まず、ゆとりある環境をということでございますけれども、その中で坂城町図書

館もリフォームや増築ができないかというご質問ですが、決論的に申し上げまして、

坂城町の図書館は昭和５９年の竣工でございまして、新しい耐震基準に基づいてつ

くられております。現在のところリフォームとか増築の考えは、そういうことは考

えておりません。教育委員会といたしましては、今、一番古かった給食センターが

新しくなります。その後５６年以前につくられた３つの小学校、この耐震工事、そ

れから大規模改修、こちらの方を優先したいと考えておりますので、ご理解をいた

だきたいと思います。 
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 ゆとりが感じられないということは確かに入ってみますと、私もそのように思う

部分がございますけれども、それは一番の大きな原因は、蔵書数が当初の計画の２

倍、今あそこに入っているということであります。２倍の本を用意したということ

は、それぞれ歴代の館長さんが図書館は町民の皆さんにより多くの本を提供するこ

とが一番の任務だと、こう考えて努力された結果であるというふうに受け止めてお

ります。現在、蔵書数は１２万冊を超えておりまして、町民の皆さん１人当たりに

換算しますと、７．５冊と。これはこの近隣の図書館と比べますと抜きんでており

まして、先ほどは町民１人当たりのという数の計算でしたけれども、蔵書数という

ことでいきますと、県下の町村では富士見町に次いで２番目の数を誇っているとこ

ろであります。中でも子供向けの図書の割合がほかの図書館に比べて多いというこ

とで特筆できるかと思います。これは町内小学校の図書館とのネットワークで多く

の本を小・中学校に貸し出すシステムが有効に働いているということと、小学生・

中学生の要求に応えて町の図書館も児童用図書を増やしてきた結果であるというふ

うに考えております。ブックスタート事業などとともに子供に読書の機会を多く与

えようという坂城町の独特の配慮の結果ではないかと推測しているところでありま

す。 

 さらにご存じのように上田広域の図書館のエコールシステムに加入しております

ので、パソコンで検索することによって上田広域の８つの図書館の本も坂城町の図

書館の本と同じように借りるシステムがございます。この合計でいきますと５０万

冊近い蔵書を保有していると同じ効果があるという意味では、町民の皆様に本を読

んでいただけるようにという面で蔵書数では十分な対応ができているかなと思って

います。 

 図書館の本来の使命ということで考えますと、やはり今いろいろ問題化されてい

ます活字文化、これをいかに町民の皆さんに提供できるかということにあると思い

ます。その本来の使命から言えば、坂城町図書館は、ほかの図書館に比べまして決

してひけをとらないすばらしい施設であるというふうに思っております。 

 次に職員の増員をについてでありますが、サービスが低下しているので少なくと

も３人の増員をということであります。 

 こちらにつきましても、結論から先に申しますと、現在の体制で何とか頑張って

いきたいと考えております。現在は図書館の職員は交代要員も含めて９名、パート

の皆さんの交代も含めて９名の皆さんにお願いしておりまして、その中で５人は常



 －８９－

時勤務できるようにという体制を組んでおります。しかし、開館が６日であります

ので、５日の勤務の職員の組み合わせというようなことで最低の３人というような

こともままあるかと思いますが、窓口業務は通常５人で行っております。図書館運

営に関しては、さまざまなご指摘を町民の皆様からもいただいておりますが、私の

方へ届いている範囲では、職員が少ないためにサービスがちょっと悪いぞという声

は今のところお聞きしておりません。 

 また先ほどご指摘いただいたように、町民１人当たりの利用冊数が富士見町に比

べて低いというご指摘ですけれども、近隣の図書館に比べますと、それほど劣って

いる数字ではないというふうに把握をしております。まして、その少ない原因が職

員の人数不足のためにサービスが低下しているというふうにはちょっと考えてはお

らないわけですが、いかがでしょうか。 

 ただ、課題としましては、ここ３年ほど少しずつですが、貸出冊数が減少してき

ております。現在、町の図書館では貸出冊数の増加を最大の課題として受け止めて

職員の皆様方に対策を考えていただいているところであります。図書館の職員の皆

さん方は吾妻館長さんのもとで町民の皆さんからのご意見については全職員で話し

合って対応をしていただいております。そして対応を図書館の掲示板に張り出すな

どして、職員全員で気持ちを合わせて町民の皆さんから親しまれる図書館を目指し

て頑張っていただいているところでもあります。行き届かない点はもちろんござい

ますけれども、職員の皆さんが町民の皆さんに足を運んでいただける図書館にしよ

うと今いろいろ工夫をしてくれていますので、町民の皆様方にもご理解とご協力を

ちょうだいしたいとここでお願いをしたいと思います。以上でございます。 

教育次長（塚田君） 私からは、ロの子供、若い人が集まる図書館にについてお答え

を申し上げます。 

 子供、若い人が集まる図書館の活用についてでございますが、子供のためのお話

の部屋、学習室の確保などにつきましては、現在の蔵書数、先ほど教育長からご答

弁ありましたが、１２万冊を超えております。そのうち約３万冊以上が児童図書と

いうようなことで、１階の図書コーナーはもちろんでありますが、２階の研修室等

も図書として活用して業務を行っている状況にもあるところです。現在、書架に図

書の大部分の面積が占められておりますために、図書館の書庫の書籍の取り扱い等

の対応策が今後の検討課題になってくるところでもありますが、あわせて親子でく

つろぐことのできるようなスペースの確保といった来館しやすい雰囲気のつくりや
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学習に対応できる学習室の整備等の必要性を広く利用者の声を聴きながら限られた

スペースの中で対応していくことが必要かとも考えているところであります。 

 次に、ご質問のぬいぐるみ、ビデオ、ＤＶＤ、ＣＤ等の貸し出しはというご質問

でございますが、現在、図書館内にアクセサリー的に１０数点のぬいぐるみが置い

てございます。これは小さな子供さん方に気軽に楽しく来館できるような状況など

も勘案した環境の整備の一環であります。貸し出しという点につきましては、整備

の数や貸し出しの方法などほか小さなお子さんがお使いになるということの中で衛

生面の管理も必要にもなろうと思うところでありますので、今後の利用の検討課題

になろうかというふうに考えます。 

 ビデオ、ＤＶＤ、ＣＤの貸し出しにつきましては、現在のところエコール管内で

は上田情報ライブラリーが行っておりますが、物件の維持管理等から品物の取り置

きは行っていない状況にあります。そこだけで貸し出しているということでござい

ます。またＣＤ等の貸し出しをする体制を整えるためには、購入の選定基準を設け

たり、貸し出しができる体制についてもハード面の整備も必要であり、子供のため

にお話の部屋、学習室等の整備と同様に利用の方法が今後検討をしていかなければ

いけない問題ではないかというふうに考えます。 

 施設整備のあり方については、富士見町のご意見をいただいたわけですが、先ほ

ど教育長からも答弁ありましたが、図書館は文字の文化の、活字文化ですね、その

根幹であると思います。時代の流れとともに図書館の役割も多様化してきておりま

して、町民の皆さんのご要望も、ただ本を借りることができればよいというもので

はなくなってきていることも承知しております。生活に必要な知識、情報を得ると

ころ、憩いとやすらぎを求めるところ、そして個人のライフワークのお手伝いをす

るところなど図書館が果たす役割は大きなものがあると考えます。土日の開館を初

めとしまして管内の環境整備に配慮する等、町民の皆様が利用しやすい図書館づく

りに努めてまいりたいと考えておりますので、図書館運営につきましては、ご理解

ご協力のほど、よろしくお願いをしたいと思います。以上です。 

２番（中嶋君） それぞれご答弁をいただきました。再質問をさせていただきます。 

 私が、なぜこの質問をするかということに対しまして、実にタイムリーなことに

町長からも招集あいさつの中に入っておりましたが、１１月２５日、坂城町名誉町

民であるセブン＆アイ・ホールディングスの会長である鈴木さんが、小・中学生に

本を読む習慣をつけるために１千万円差し上げると多額な寄附をしていただきまし
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た。誠にありがたいことだというふうに思っております。町長初め皆さん、全員こ

こにいらっしゃる方は周知のとおりであります。まして名誉町民の鈴木さんは、私

は大ファンでございまして、日本で何事においても先読みのできる第一人者であり

ます。鈴木さんが子供の本離れを憂いての寄附だと私は思っております。日本で一

番の方です。そんなことを考えれば、小・中学生がこれから本がうんと好きになる

ように鈴木さんは応援をなされたと私は肝に銘じております。それに対して図書館

も応援するとともに充実させていかなければ私は鈴木さんにも申し訳ないと思って

おります。 

 それから先ほど教育長からお話がございました、富士見町に次ぎ坂城町は県下で

２番目だと。まったくおっしゃるとおりです。私もいろいろ調べれば、特にこれは

いろいろ先人の方がやってきた蔵書の中、特に工業の町であるから坂城町は工業に

対する機械とかそういう本がうんとあります。これは私は長野県で一番だと思って

います。場合によっては日本一かなと思っています。立派にそろえてあります。今、

教育長がおっしゃったように１人当たり７．５冊だと、そのようになるようです。

そういうことを考えると、富士見町と比べれば１６冊少ないんですよ。４．４冊し

か読んでいない。富士見町は２０冊。今度は２１．幾つと。少なくも１６冊、７．５

冊１人配布できるようなものがあって、蔵書はうんといいからよかったと。こうい

うのを教えてあげますよ、私。学校の先生ほど偉くはないけれども。昔から父やん

や母やんに教わった。こういうのを宝の持ち腐れというんですよ。どんなに宝があ

ったって使ってなきゃ下の方から腐ってくるよ。そんなことじゃだめだから、何と

か考えて町民の皆様にソフト面を充実させて、もうハードはいいや、町長に一生懸

命やっていただいたから。器をうんとやっていただいたから。これからはソフトの

時代だということを鈴木先生まで教えてくれたわけだ。この景気の悪いのに１千万

も寄附してくれた。それをよく理解しなければだめですよ。ただ、たんとあったら

いいやなんて言っていてはだめ。使わなければ。 

 それからもうひとつは、誤解のないように。職員数が少ないからサービスが低下

しているということを私は言っているんじゃないですよ。職員はうんと一生懸命や

っていますよ。そんなことは当たり前でしょう。坂城町の職員なんだから。ここに

いる人はみんな一生懸命やっているんだ。だけども、一生懸命やっても限度がある

んですよ、やはり。だからサービスが低下しているんじゃないかと言っているんだ。

だから少なくとも３人や４人の、パートでもいいから、増やしてもらいたいと。ま
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してやさっきも私言いましたように、既に時間延長をお願いしたいと町民の皆さん

が言っているんだから。５人でなんかとても８時まで回りっこないですよ。だから、

そういうところを私はお願いしているんですよ。ただ職員は遊んで横向いているな

んていうことは私はひとつも言っていませんから。間違わないでもらいたい。 

 もっとも、ゆとりのある環境にするのは本来でしたら大きな施設に建て替えすれ

ばいいんですよ。でも先ほど私が申し上げましたように、そんな時代じゃないの。

だから、あるものを有効利用するには、さっき次長が少し言っていたけれども、リ

フォームをするとか、それから図書館の北側の方に駐車場があるから、あの辺のと

ころへ、蔵書倍もあって、それでもって混み合っちゃっている所が。富士見町はう

ちの４倍あるんだから。だから、せめて、私の言うのは無理なことを言っているわ

けじゃないんだ。北側の方へ少し建て増しをしたらいかがなものかと、そういうこ

とを私は言っておるわけです。 

 それから次長も言っておりましたが、ぬいぐるみはともかく、でも、これはいい

アイデアなんですよ、ぬいぐるみなんていうのは。そこに飾っておくきりじゃなく

て１週間貸せるんだから。２歳、３歳の子供に。図書館が大好きになるように植え

込むんですよ、そういう小さいころから。だから小学校へ行っても中学校へ行って

もうんと本を読むんですよ。 

 ビデオ、ＤＶＤ、ＣＤなどの貸し出しは、もうこれは本来当たり前ですよ。上田

ライブラリーでやっているんだったら、何で坂城はやらないんだ。同じ仲間がやっ

ているんだから。おかしい。 

 それで、もうぼちぼち電子図書館のような時代がじき来ます。もうすぐそこまで

来ています。というと、どういうことかというと、ＣＯ２削減のために、もう紙は

要らなくなる時代がもうすぐ来ますよ。どうなるんだというと、例えばパソコン、

また携帯、これで本を読むような時代になると思います。ただペーパーがゼロとは

言いませんが。とにかく教育長も次長も時代錯誤にならないように、せめてＤＶＤ、

ＣＤ、ビデオぐらいは貸し出す施策をよく考えていただきたいと私は思います。も

う１回答弁いただきたい。 

 それから、これは場合によっては町長にもちょっとお尋ね申し上げたいんですが、

職員を増やしてサービスを図るということは、私が言っているのは、少なくもさっ

きの教育長の話じゃないけれども、県下で２番目に本をたんと持っている図書館な

んだから、せめて目標値を置かなければいけない。４．４冊をもっと増やすような
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施策を考えなきゃいけない。これは細かなことを言うと時間がないから言いません

が、とにかく目標は、せめて長野県で２番なんだから１番の富士見町のところに追

いつけ追い越せぐらいの気持ちを持って、一遍に４．４冊を２０冊、２１冊にしろ

とは言いません。せめて、教育長、１０冊ぐらいは読んでいただけるような施策を

考えなければだめですよ、はっきり言って。そのぐらいのやる気を出していただき

たい。この辺のところは町長にひとつご答弁を願いたいと思います。以上でござい

ます。 

教育長（長谷川君） 先ほど鈴木名誉町民さんから本を寄贈していただいたというお

話がありました。ご紹介をいただきまして、大変ありがたいことだと私も思ってお

ります。鈴木さんが小・中学生の前で本についてこういうふうに申しております。

「本を読むことは自分の世界を広げることだ」と。さらに私自身とすれば考える力

をつける、あるいは語意を豊かにするとか、あるいは文章を書く力をつけるとか、

そういう力は読書から生まれるものだというふうに思っております。多少中嶋議員

さんのお考えと違う部分があるかと思いますけれども、やはり子供たちに読ませた

い本、これはあると思うんです。コミックや、あるいは少女恋愛小説ではないと私

は思います。鈴木さんのいただいた本を何にするかを今、小・中学校の先生方に集

まっていただいて検討委員会をつくっているんですが、そこでは私は子供たちが読

みたい本であり、なおかつ先生たち大人が子供たちに読んでほしい本を選んでほし

いというふうに言ってお願いをしているところであります。 

 今ご指摘いただいたように、もっと広いスペースが、あるいは開館時間の延長が

ということはもちろん私もあればいいなというふうに思っておりますけれども、先

ほど申し上げた本来の町の図書館が町民に対して何を提供する場であるかという面

で言えば、先ほど申したどういう本をそこにそろえるかということが大きなウエイ

トだと。そういう視点で言えば、町民１人当たり何冊借りているということも大事

な視点かもしれませんが、もう一歩踏み込んで、その中身はどうかというところま

で考えていただければありがたいなと思います。町の図書館の本は結構それなりに

読みごたえのある本が多いわけで、それを４．４冊読んでくださっている町民の皆

さん、私はそれなりに頑張って利用してくださっているなというふうに受け止めて

いるところであります。 

 いずれにしても、本を読むということは活字離れが進んでいる今、やはり大いに

必要でありますし、そのためには図書館が来やすい、あるいは憩いの場であること
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は必要ですけれども、今のこういう町の情勢とかそういうものを考えた中では、も

う少し今のままで我慢をしていただく中で人的にできる工夫、それを大事にしなが

ら進めていく、これが今の状況ではないかなというふうに理解しております。以上

であります。 

２番（中嶋君） 教育長、残念だね。おれと話が合わないです。残念だね。じゃあ、

坂城町はうんと中身が濃くて４．４冊、中身が空っぽの富士見町と、こういうこと

ですな。そういうことでしたら私もご理解いたします。富士見町は議長と回ってき

ています、私は。そんなご報告をしておこうかななんていうことはしませんから心

配しなくてもいいですよ。でも、そのぐらいのことを言いたくなっちゃうね。おれ

と気が合わないだから。コミックはだめだとか。 

 コミックなんていうのは世界戦略でもって、ちょっと自民党が建てるなんて言っ

たら民主党が反対しちゃったからあれですが、そうは言いましても、あれは輸出産

業の中で相当なウエイトを占めているんですよ。それを子供たちに教えない手はな

いでしょう。 

 それからもうひとつ言っておきますよ。歴史の本もうんとあるんですよ。「竜馬が

ゆく」とか、漫画で。そこから子供たちを入れていくんですよ。「あいう」や「いろ

はにほへと」をきちっとやればいい子供たちが育つと思っちゃ、教育長、ちょっと

時代錯誤。もうそういう時代ではない。もう少し世の中を幅広く見て認識を変えて

もらわなきゃだめだ。漫画が悪いなんて言われたのは私らが小学校のころですよ。

そういうことを言ってＰＴＡのお母さんまで漫画反対運動なんか起きました。そう

いう時代もありましたよ。今だめでしょう、そんなこと言っていれば。世界貿易を

考えて日本は頭脳でもって金を稼いでいるんだから。漫画家の人たちも先生ですよ。

手塚治虫、知っていますか。ドクターですよ、あの人は。ああいう人たちが一生懸

命頑張って漫画王国を日本はつくったんですよ。あれを無視するような考え方では

だめだ。だから、お２人方の答弁は要らない。やっていてもしようがない。だから

次に行きます。これは後でまたいろいろな意味でどんどん行きますよ、私。この次

のお楽しみだ。 

 それでは次の質問に移ります。 

 ２．新型インフルエンザ対策は 

 イ．集団接種を 

 いよいよ１２月２２日より小学校１年生から小学校３年生の新インフルエンザの
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ワクチン接種が始まりますが、各小学校で集団接種が行えないか、お尋ねいたしま

す。 

 なぜ、このような質問をしたかというと、１１月２０日の全協の場で、町長は忙

しくてお見えにならなかったんですが、町長にちょっと聞いてもらいたいんだ、こ

このところ。そのときに福祉健康課の中村課長よりご丁寧な報告がございました。

各小学校も予断を許さない状況であるが、ワクチン接種は任意であるということで

したので、私は再度同じ質問をさせていただきました。 

 それからまた、わかる範囲で結構です、今日現在の小・中学生のインフルエンザ

の状況もご報告をいただければありがたいと思います。 

 ロ．予防マニュアル作成を 

 新インフルエンザの予防とかかってしまったときの対処方法などマニュアルを作

成し、ポスターにしてカレンダーと同じように見えるところに張っておくように全

戸に配布をすれば町民も安心できると思うが、お尋ねを申し上げます。 

 この２点でご答弁をお願いします。以上で１回目の質問とさせていただきます。 

町長（中沢君） 中嶋議員の新型インフルエンザ対策にかかわる集団接種について、

まずご答弁いたします。 

 新型インフルエンザの流行が急速に拡大し、感染拡大の勢いが衰えないというこ

とに非常に危惧しております。国はワクチンの供給状況から重症化の危険の高い方

から順次やっていくと、ワクチン接種をスケジュールを定めながら実施していくと

いうところでございます。町では低所得者の方に対する接種費用の減免措置を講ず

る対応をいたしたところでもございます。今回のワクチン接種については、接種希

望者が医療機関に直接予約を行い、接種する仕組みとなっていたわけでございます

が、問い合わせが多く、予約電話もまた多い。医療機関の本来の機能を損ねるとい

うような状況も出てきたということでございます。 

 こういうことを踏まえまして、今後接種の開始が予定されております小学校、中

学生でございますが、町内の開業医の先生方と相談し、また千曲医師会のご協力を

得ながら小・中学校に対しては集団接種をするという方向で進めてまいりたいと、

こんなふうに思うわけでございます。それにつけましても小・中学校において罹患

している皆さんもございます。こういうことが一日も早く解消されることを心から

念じ、そしてまた、いろいろな開業医の皆さん、あるいは千曲医師会の皆さん、そ

して家庭の皆さんと相まって、その対応に努力してまいりたいと考えているところ
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でございます。 

福祉健康課長（中村さん） まず新型インフルエンザ対策の集団接種をということに

ついて、お答え申し上げます。 

 小学生、中学生の集団接種の実施に向けて、現在、千曲医師会及び町内の開業医

の先生方と協議を重ねております。小学生、中学生の接種につきましては、１２月

４日に学校を通じて保護者へ集団接種で実施する旨の通知を配布し、申込書の提出

をお願いしたところでございます。接種に際し、小学生は保護者の同伴が原則であ

り、中学生は保護者の同意書があれば接種は可能となりますが、同意書の提出がな

かったり予診票に不備があったりすると接種することができません。接種当日に接

種料金や接種済証、領収書の受け渡しが必要なため、中学生もできる限り保護者の

同伴をお願いしたいと考えております。そのようなことから保護者が同伴しやすい

日曜日に町の保健センターを会場として実施したいと考えております。ワクチンの

供給が１度に行われず、２回に分けて納入されるため、小学校低学年、高学年、中

学生は１回目の接種、２回目の接種いずれも２回ずつ実施することになります。希

望者の半分ずつ接種していただくことになり、早く接種できる方と少し遅れて接種

する方とが出てしまいますが、ワクチンの供給状況からそのようになりますが、ご

理解をいただきたいと思います。 

 中学生につきましては、受験を控えていることを考慮し、中学生の実施日の最初

に来ていただくように配慮したいと考えております。現在のところ１２月２７日の

日曜日から小学校の低学年の接種を皮切りに、１月１０日には小学校低学年、高学

年、中学生を対象に、その後は１月後半、２月前半、２月後半に１回ずつ計画をし

ております。集団接種ということで日時が指定されるなどの制約もございますが、

必要な医療を確保するという観点から町民の皆様のご協力ご理解をいただき、でき

る限り接種しやすい環境を整えられるよう、町内医師の先生方と連携を図りながら

実施してまいりたいと考えております。 

 次に、現在のインフルエンザの罹患状況を申し上げます。 

 小学校ですが、南条小学校１人、村上小学校８人、坂城小学校９人、合計で小学

校１８人でございます。中学校ですが、中学１年生４人、中学２年生５人、中学３

年生は１クラスがインフルエンザで学級閉鎖になっております。１２月７日から

１３日までということで学級閉鎖になっておりまして、残りのクラスの方が２名罹

患しております。インフルエンザの罹患状況については以上でございます。 
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 保育園につきましては、南条保育園が１名、それから坂城保育園が２名、村上小

学校は現在罹患されている方はいらっしゃいません。以上でございます。 

 申し訳ありません。項目ロの予防マニュアル作成をについてお答えいたします。 

 新型インフルエンザの予防マニュアルポスターを作成し、各家庭へ配布できない

かとのことでございますが、今回の新型インフルエンザ対策につきましては、感染

予防の基本である手洗い、うがい、咳エチケットを守る等の対策は発生当初から変

更はないものの、発症時の受診医療機関が感染症指定病院から一般の医療機関に変

更、受診方法の変更、電話相談時間の変更、学級閉鎖の基準が１０％から季節性イ

ンフルエンザと同様に２０％に変更になるなど、ウイルスの毒性や流行状況等を勘

案される中、流動的に変更されてきております。このようなことから状況により変

化する情報をタイムリーに町民の皆様へ伝えていくことが大変重要であると考えて

おります。 

 町では、これまで数回にわたり広報で新型インフルエンザに関する予防対策や受

診方法、相談窓口、ワクチン接種等の情報を掲載し、啓発してきております。また

町のホームページや有線放送を利用し、新型インフルエンザにかかわる情報をお伝

えしております。状況により変化する対応策などをひとつにまとめることは困難な

面が多々あるため、今後も最新の情報を広報、町のホームページ、有線放送をフル

に活用してタイムリーな情報を町民の皆様へ正確かつ迅速に提供できるよう対応し

てまいりたいと考えております。以上です。 

２番（中嶋君） それぞれご答弁をいただきました。再質問いたします。 

 課長に本当に事細かく、よくわかりました。いいご答弁だと思います。先ほども

お話がありましたように、千曲医師会の先生方のご協力により、それこそ全協の場

所で私も、私のことですから、でっかい声を出して、あそこで集団接種をやれとい

うことを言いましたが、本当にうれしく思います。ありがたく思っております。た

だ、通告書を出したときのちょっと時間差がありましたので、私が出したその後、

そんなふうに決まったなんていうようなことも課長からちょっとお尋ねしたら聞い

ております。とにかく大変よかったと思っております。これで子供たちの分、とり

あえずひと安心になるかなと思っています。 

 ただ、そうは言いましても実情を伺えば、まだまだ子供たち、かかっている子も

多いようですので、心していかなければいけないなというふうに思います。また小

学校４年から６年、また中学生においても１月後半なんて言われていたんですが、
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今の課長の言葉のように１月１０日前倒しとなるようで、これも大変私はうれしく

思っております。早く頑張ってやっているなというふうに思いました。大変ありが

たいと思っています。 

 もしあれでしたら町長にもちょっと聞きたいんですが、例えば乳幼児、さっき高

校生もちょっといろいろお話ありましたが、あと６５歳以上の皆様など各層全員が

今後ですよ、また、学校や町の保健センターなどで集団接種ができるような環境を

整えておくことができないか、町長、ここの部分だけをお尋ねしたいと思います。 

 それからもうひとつ、マニュアルの話もしましたが、私、これも町長にお答えい

ただきたいんですが、町独自にマニュアルを作成しておくことは、本来こんなこと

は絶対あってはいけませんが、猛毒性の鳥インフルエンザが流行ってきたときに今

回の、これはあまり言葉はよくありませんが、豚（新型）インフルエンザをひとつ

の手本として鳥インフルエンザのときにパニックにならないようにするための町民

の意識づけが大切かと私は思うものであります。ある学者に言わせれば、数年後に

は必ず鳥インフルエンザが流行る、流行らないことの方がおかしいと、そういう予

測をしておるようでございます。そんなことを考えると、今回マニュアルは必ず町

独自に作成をしていくことで、ちょっと言葉は悪いですが、予行演習をしておくべ

きではと私は思います。 

 ですから、これはある医療機関でもらってきたんですが、ここへインフルエンザ

にかからない方法、それから、かかってしまったらどういうふうに対処をするかと

いうことがうまく書いてあります。こういうものを町で独自に作成をしておいて、

もっとでっかいやつを。それで町民の皆さん、カレンダーのそばへ張ってもらうと。

そうすると、余計に皆さんの意識づけがそこできちっとなされると。 

 なぜ私こういうことを言うかというと、何度も言いますが、鳥が流行ったときに、

こういうマニュアルをつくっておけば少しこの中を変えることで町民の皆さんがパ

ニックにならないように鳥用のこういうものを速やかに出せるんではないかと。日

本で一番に坂城町はそういうことをやっておいていただきたいと私は思っておるわ

けでございます。ですから、今言いましたように、各層、さっき言いましたように

６５歳以上の皆さんとか、そういう部分も今せっかく保健センターがあるんだから、

そういうところに皆さん来てくださいと。そこで一遍に注射してしまうと、そんな

ようなことができるような枠組みをつくっておいていただきたいと思いまして、そ

の辺のところを町長にご答弁を願いたいと思います。よろしくお願いします。 
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町長（中沢君） 新インフルエンザに対する対応、そしてまた各層に対する予防接種

等々の問題は、国、県を上げての指導のもとに県と医師会とで十分連絡を取り合い

ながら大宗はそこで決まってくるということでございます。今回の小・中学生の集

団そのものにつきましても、千曲医師会と相談し、その上に立って町の開業医の皆

さんとも相談するという状況であるわけでございます。従いまして、こういった後

期高齢者、そういった今後の対応につきましては、千曲医師会等との意向を踏まえ

る中で、そしてまた開業医の皆さんが、子供の場合には、お母さん、お父さんが連

れてくるというようなこと等もいろいろございまして、そんな対応をしたわけでご

ざいます。状況を見ながら対応していきたいなと、こんなふうに思っております。 

 今マニュアルというお話も出たわけでございますが、これはひとつの対応という

ものは、より国、県等の指導に基づくものが原点であるなと、そんな思いもいたし

ております。保健センターが、それぞれの場に対応できるべく職員体制を何とか一

時的にも少し充実できないかという方向で現在進んでいるところでございます。以

上でございます。 

２番（中嶋君） 町長よりご答弁をいただきました。町長いつも言いますが、国、県

からの指導、これは大事なことですよ、日本国でありますから。長野県であります

から。ただ、町長、忘れちゃいけないね。町長は坂城町の町長、その辺もきちっと

お考えをいただいて、国、県からの指導に私はプラス千曲医師会の先生なども含め

て坂城町独自の、先ほど申し上げましたように、こういうものを日本で一番真っ先

に坂城町がこういうものをつくったっていいでしょう。さっきの富士見町の話じゃ

ないですが。日本一ぐらいのことを町長、やりましょうよ。命かかっているんです

から、皆さん。それで私はお願いしたかったんです。今はいいんです。とにかく何

度も言いますが、鳥のとき、必ずやパニックになると思います。これを私は憂いて

町長にお願いを申している次第であります。 

 さて先ほども申し上げましたが、まさに今年は激動の１年でありましたが、来年

こそは少しは期待して、せめて穏やかな年となるよう祈るとともに、今年最後の一

句を添えます。「子供らの命を守るの坂城町」。これで私の一般質問を終わりとさせ

ていただきます。 

議長（春日君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 明日９日は午前１０時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 
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 ご苦労さまでした。 

（散会 午後４時４７分） 
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１２月９日本会議再開（第３日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

（１）新政権の姿勢からほか               山 城 賢 一 議員 

（２）２２年度予算編成の主点についてほか        柳 沢 昌 雄 議員 

（３）第４次長期総合計画の成果と第５次の指針につい 

てほか                      宮 島 祐 夫 議員 

（４）政権交代と町政運営についてほか          林 春 江 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「一般質問」 

議長（春日君） 最初に、５番 山城賢一君の質問を許します。 

５番（山城君） おはようございます。ただいま議長より発言の許可をいただきまし

たので、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。 

 １．新政権の姿勢から 

 イ．平成２２年度の予算編成の考えは 

 現政権において経済への危機感が乏しいと言われておりましたが、１１月の月例

経済報告では、日本経済は緩やかなデフレ状況にあると正式に発表したとおりでご

ざいます。厳しい経済状況をようやく認めたわけでありますが、２０１０年度の予

算概算要求に対しての事業仕分けは、マニフェストを基調とした査定でありました。 

 日本経済のデフレは、昨秋のリーマン・ショックに起因した需要にバランスを失

ったものでありまして、物価の下落は消費者にとりましては歓迎するものの、悪い

場合には企業収益を圧迫し、家計の収入にも影響を及ぼすものであります。消費の

低迷とともに、さらに物価に影響を与えるデフレスパイラル現象を招く悪循環が懸

念されるのであります。 

 経済協力開発機構、ＯＥＣＤや、あるいはまた日銀の見通しによりますと、我が
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国の物価下落は今後３年間は続くだろうと、そういう予測もございます。現状のま

ま推移していきますと、経済の縮小に歯止めがかからず、景気が再び失速する二番

底と言われてきましたように、急速な円高により経営基盤を揺るがす輸出企業や中

小企業、内需拡大につながる制度や規制緩和の経済対策として、２００９年度第２

次補正の策定に動いた状況にあるわけでございます。また日銀はデフレと円高に直

面している日本経済を下支えするための新たな金融面からの緩和策も打ち出したと

ころでございます。 

 リーマン・ショック以来、引き続き町内の経済、企業活動は言語を絶する状況に

ありまして、創業は易く、守勢は難しのごとく企業の皆さんのご努力に感謝を申し

上げる次第でございます。 

 平成２１年度における９月末の徴収実績の報告がございました。まず調定額２６

億９，８７２万９千円で、収入済額は前年に比較しまして２億９，８００万円の減

の１８億５３万１千円でありまして、前年比１４．２％減の状況ということであり

ます。そして個人住民税の現年分につきましては、調定額は前年に比較しまして約

９，１００万円減の７億７，０４３万３千円でありまして、収入済額も約６，３００

万円減の３億８，９９４万３千円と前年比１３．９％の減ということであります。 

 特に昨年来の景気の悪化によりまして、法人町民税、これは現年分でございますが、

影響が大きく、収入済額は１億２，１０９万９千円、前年比マイナス５９．１％とな

り、前年より約１億７，５００万円の減少であります。大型事業でございますまち

づくり交付金事業による食育・学校給食センター建設は、ほぼ見通しが立ってきて

おります。また安心・安全な学校づくり交付金による改修事業、また継続して進め

られるＡ０１号線並びに坂都１号線の道路改良、大きな下水道事業など都市基盤整

備はこれからも続くわけでございます。 

 国の政策展開の不明解な中で、確定しない段階ではございますけれども、町長に

とりましては今期の最終年度の予算編成となるわけでございます。大変厳しい予算

となると思います。どこに主眼を置かれているのか、お考えをお聞きしたいと思い

ます。 

 これにつきましては、昨日も同僚議員が質問をいたしました。重複する点がござ

いますけれども、新たな答弁がございましたら、よろしくお願いいたします。 

 ロ．行政サービスに変化は 

 国の事業仕分けによりますと、例えば子どもゆめ基金、学校ＩＣＴ活用推進事業、
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これは１１年度から小学校５年生、６年生に必修化される英語教育改革総合プラン

でございますけれども、それから里山エリア再生交付金、関係あるものでは、また

バス運行対策費補助の車両購入費ですか、それから地域科学技術振興、当町でもや

っていますけれども、産学官連携事業、農道整備事業、それから森林整備への支援、

農村振興モデル事業など廃止が対象のようでございます。また削減の方向に進んで

いるのはシルバー人材センター援助事業、介護予防事業あるいは灌がい排水事業と

か農業共済についての援助は削減という方向が出されております。交付税の見通し

についても全く不透明な中でございますけれども、当町における行政サービスのし

わ寄せが心配になるところでございます。どんな状況を想定されるのか、お考えを

お伺いいたしまして１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 山城議員の平成２２年度予算に対するご質問等にお答えしてまいり

ます。 

 ご案内のとおり、世界的な金融危機は長期化し、最近の円高傾向は特に輸出企業

の多い当町においては企業の悪化がさらに進んでいるということで、大変憂慮して

いるところでございます。政府においては、雇用対策、経済対策などをもり込んだ

第２次補正予算がいろいろと論議されておりますが、一日も早くそれが実行に移さ

れ、景気後退への局面を打開する、そしてまた町内企業が元気を回復するというこ

とを願っているところでございます。 

 平成２１年度の税制でございますが、１２月１日現在、個人町民税の調定額は、昨

年同時期に比べ、マイナス１０．３％、法人町民税の収入額はマイナス６５．３７％

になっております。景気後退の影響は個人所得の低下にもつながり、特に町内企業

においての影響が本当に大きいということをひしひしと感じているところでもござ

います。 

 来年度の税収見通しでございますが、これまた景気の後退、さらに長期化してい

るということで、個人所得の低下は個人町民税の大きな減少にもつながってくると。

また法人町民税は日本銀行松本支店の発表によりますと、企業収益は下げ止まりと

いうことから、若干持ち直しに転じているという観測はございますが、しかし実際

には回復のテンポは遅く、歳入の根幹をなす町税の収入は極めて厳しい状態にある

と認識しているところでございます。 

 地方交付税につきましては、政府の行政刷新会議においての見直しでもいろいろ

指摘されております。仕分けによって先行きはどうなるのか、動向が今なお不透明
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で問題を投げております。新政権におかれました補助金制度や交付税制度が何か不

透明で、どこでどういうふうに決まるかということが見通しがなかなか難しい状態

でございますが、明確な方針を示していただきたいと考えているところでもござい

ます。 

 新年度の予算の重点施策については、いろいろございます。まず長期総合計画を

来年、１０年先を見込んで的確に進めてまいりたいというのがひとつでございます。

先ほども国の行政刷新会議での事業仕分けの中で何か下水道が地方移管の事業とい

うような位置づけされておりますが、これは不可解なことと理解しております。下

水道そのものは国民の生活そのものを支えることでございますから、国においても

責任を持って、いろいろ支援していくという体制が大事だなというふうにも考えて

おります。 

 福祉医療につきましては、児童・生徒の医療費の軽減、それに地域をどうしても

活性化するという中では、ばら祭りや辛味大根まつり、こういうものをつなぎ、そ

して町の賑わいを起こし、地域を活性化すると、こういった対応が求められている

なと思っております。 

 お話の食育・学校給食センターにつきましては、初めて町とともに振興公社が連

携するという仕組みでございます。これには知恵を絞り合わなければならないなと、

こんなふうに思っております。 

 坂城ならではのことといたしまして、産学官連携の下地ができております。こう

いった下地をまず将来に向けて産業技術を高めるということで、テクノセンターを

中心に、より充実させていくことが大事でございますし、また上海における嘉定区

の実験小学校との小学生の交流、これは何とか進めていきたいなと思っております。 

 それと地域的課題として、坂城高校は坂城町が元気を出す、あるいは坂城町の将

来にとって有用な学校でございます。１００年祭を迎えるということでもございま

す。この来年に向けての坂城高校と埼玉工業大学との連携がなされると、町も連携

いたします。こういったソフトの面に、より知恵を絞ってまいりたいと、こんなふ

うに考えているところでございます。 

 厳しい財政状態の中ですが、まず町内的には人件費、物件費などの経常的経費を

何とかいろいろと削減していくと。そして投資的経費を何とか生み出して進んでい

きたいと、こんなふうに思うわけでございます。事業の重要性、緊急性等を考慮し

ながら、先ほどの下水道あるいはバイパス、地域の基盤整備も進めてまいりたいと、
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こんなふうに思っております。政権交代による新政権と県の動向等を見極めながら

事業の必要性、費用対効果、後年度負担等をいろいろ頭に置くとともに、山積する

行政需要に対して優先度を考慮しながら効率的な予算に努めてまいりたいと思いま

す。 

 予算の総額につきましては、一般財源ベースで１５％から２０％、言うなれば２

割程度の削減が必要であるという中での厳しい対応を切り抜けてまいりたいと、こ

んなふうに考えるところでございます。 

総務課長（宮下君） ロの行政サービスに変化はについてお答えをいたします。 

 政府の行政刷新会議における事業仕分けは、公開の場においてそれぞれの事業ご

とに要否等が議論され、事業の廃止、予算計上見送り、予算削減などの判定がされ

ました。判定に対しましては、科学技術関連に係る削減に異論を唱える声や閣僚か

らも廃止などとされた事業の評価どおりの対応が困難との声もあり、最終的には政

治的な判断も入っての国の当初予算原案になるものと考えているところでございま

す。 

 事業仕分けの判定の中で、特に当町で心配されるのは、今、町長も申しましたが、

下水道事業の地方移管と地方交付税制度の見直しが挙げられます。 

 下水道事業につきましては、２２年度も重点的に進めていく予定ではありますが、

実施は各自治体の判断に任せると申されましても、国の役割や財源配分についての

考え方がどうなるのか明確でなく、整備には大きな経費を要することから大変心配

されるところでございます。 

 また地方交付税制度につきましても、事業仕分けのワーキンググループの委員の

多数が抜本的見直しとしておりますが、どういう見直しがされるのか、現在のとこ

ろなかなかわからない状況にあります。町の収入が大変厳しい見込みである中で、

この部分も不安要素となります。 

 また事業仕分けとは別ではありますが、民主党のマニフェストにより来年度から

開始されます子供手当につきましても、地方の負担が検討課題とされ、不安要素ば

かりとも言えます。国の各事業の方針により交付金や補助制度が縮減あるいは廃止

となれば、町では原則それに連動いたしますので、縮減や廃止の方向となり、住民

サービスにも影響が及ぶと考えられます。その事業を町が単独で行うとすれば、町

の財源負担が増えるということになります。町で使います一般財源は限られており

ますので、その分につきましては、どこかで住民サービスを縮減しなければならな
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いということにつながります。行政サービスには窓口サービスから福祉サービスも

あり、建設事業も住民サービスと考えます。 

 国民が政権交代を選択したのでありますから、行政を取り巻く環境、国民生活に

係る変革は当然あることと考えますが、新政権の方針により町の行政サービスにも

変化はあろうかと存じます。どのような影響が及ぶのか、具体的な内容はどうなる

のか、今しばらく国の動向を注視していく必要があるかと存じます。 

５番（山城君） ただいま答弁いただきました。国の動向が本当に不透明という中で

ございまして、大変日本が厳しい中で町の財政を預かる予算編成には大変苦慮され

るものと思います。これは町の事業におきましても、国、県の連携事業が伴います

から、それなりに沿った計画を持っていかなきゃいけないということでございまし

て、その点はよく理解するところでございます。 

 下水道の話では、これは私も心配なんですけれども、前の、あと１０年で完成す

るよというような計画も表明されましたけれども、これも政権が変われば、当然そ

れも思いとはまた裏腹ということで、ましてやこういう国で見なきゃいけない下水

道も地方移管となると大変なことになってくるわけでございます。この辺について

下水道も、どんな見込みが想定されるか、もしお考えがあればお聞かせをいただき

たいと思います。 

 それから坂城高校のお話がございました。地元の高校で本当に育てていかなきゃ

いけない高校でございます。まして大学との連携という、埼玉工業大学ですけれど

も、連携して特色ある高校に育てていかなきゃいけない。ましてや来年度は坂城高

校も、私の母校でございますけれども、１００周年ということで、記念行事が１０

月２６日に予定されております。当然町としましても、それなりのご援助をいただ

けると思うんでございますけれども、また、これは来年になってからとなりますけ

れども、その辺もできるだけ、厳しい財政状況の中で来年度は坂城高校も１００周

年記念事業が催されるわけで、その点も町としても、できるだけのバックアップを

していただければということを思っている次第でございます。 

 昨日も同僚議員からの質問に対して、大枠でございますけれども、予算規模は

１５％から２０％削減ということでございます。となりますと、２０年度の予算か

ら比較すると１０年ぐらい前の規模になるかなと私もちょっと思った次第ですけれ

ども、予算編成につきましては、なかなか町民税の大幅な減収ということで、自主

財源がそれに伴って少なくなるわけですから、大変な編成になるかと思います。 
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 そんなことで、まだ町としては、というか、国としても緊急経済対策が終わった

ばかりで本格的な２２年度の編成はこれからということですから、当然見通しが見

込めないと思います。そんなことで、お互い苦しいときはそれなりの頑張りでやっ

ていこうということで、よろしくお願いをしたいと思います。 

 今申し上げましたけれども、下水の件、それから坂城高校の件、２点ちょっとお

答えをいただければと思います。以上です。 

町長（中沢君） 下水道について、仕分けの前にいろいろ地域を見たと。長野県です

と、阿智村と下條村、要は浄化槽を見たと。坂城町は、そういうことでなくて、広

域行政の中で広域的に対応するということで、都市的下水道であるわけでございま

す。そうした面については、これは国も責任を持って支援していただきたいなと。

地方の仕事ということになると、一定の物が削られるということが厳しく問われる

面があるわけでございます。国が中心にやると、すべてのものが２分の１助成にな

るけれども、そのものが事業の対象となるものが削られるということにおいて心配

していますが、そうは言いましても、住民生活において極めて大事なものでござい

ます。でき得れば町の予算は、これだけはすべて用意する、それで１０年何とかと、

こんな思いもいたしているところでございます。 

 この１３日に千曲川シネマフェスタが開催されます。これは今年は坂城高校１００

周年のプレイベントということも位置づけまして、充実をしてまいりたいと、こん

な思いもございます。そしてまた、現在、関係者、多くの皆さんの坂城高校に対す

る期待を、こんなふうな学校でありたいということで、町のサイドから提案すると

いうことで懇話会を開いております。各委員にもそれなりの問題点を指摘してござ

いまして、来年の春に学校の校長先生たちとまず事前的に、こういうことはどうだ

ということを見極めながら、さらなる坂城高校を頑張ってほしいというエールを送

ってまいりたいなと、こんなふうに思っております。 

 それと下水道そのものの基盤整備と、もうひとつは、六ケ郷用水の関係がござい

ます。来年度から、いよいよ本格的に始まるという矢先のことでございまして、今

六ケ郷用水の関係者と苦慮しながら対応しているところでございます。以上でござ

います。 

５番（山城君） 下水道に関しては、小さいこの町では、それはもうできないことは

私もわかっていますので、できるだけ国、県の協力をいただいて、表明された期間

内に完成に向けて、ひとつ全面的な協力の執行をお願いしたいと、こんなふうに思
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います。 

 時間がありませんので、次に進みたいと思います。 

 ２．利用料、手数料について 

 イ．湯さん館の利用料について 

 本定例会におきまして、町長から招集あいさつにございましたように、びんぐし

湯さん館の利用券に係る料金の改定についてお話がございました。また上程がされ

ました。近隣の類似施設が多くなってまいりましたし、また景気の悪化による一因も

ありましょうか、びんぐし湯さん館の入館者数は、平成１５年度の３０万７，４１９

人をピークといたしまして、平成２０年度は２６万９，８１７人と減少傾向に推移

しております。また入館料では、開館した平成１４年度の１億２，８８８万２千円

から平成２０年度８，５１３万６千円と収入もそれなりに推移をしているというこ

とであるわけでございます。 

 さて、今回の料金の改定につきましては、経費の削減を含め、総合的な経営改善

に努める中で、年間利用券２万８千円について、入館料５００円の１回券や回数券

の１１回券並びに３５回券に比べ、利用応益の是正という観点から年間利用券の改

定ということでございます。 

 私は、前回の改定のときでございます、４年前ですが、平成１６年の１２月定例

会におきまして半年券の導入をとご提案申し上げましたが、そのときの町長の答弁

は、これからの推移を見てということでございました。今回、半年利用券の新設と

ともに回数券の優遇幅を広げられましたことに対し、一定の評価をしておるところ

でございまして、利用していただくお客様の理解が得られるものと期待を申し上げ

るところでございます。 

 今回の改定にあたりまして、来館者数の増加を図る集客力、利用いただいている

リピーターの確保が命題であると思うわけでございます。昨年来からの景気の悪化

で消費が低迷しており、市場動向を見ましても、この時期に利用料の改定とはと考

える心境になることも私自身ではなく、大勢の利用者からのご意見を耳にしておる

次第でございます。格安な料金であれば利用者の方にとりましては大きく反映され

ますし、世論市場の常識ということもまた価格設定に際しての事実ということもあ

ります。いわゆる第三セクターということでありまして、行政もかかわっている会

社でございますから、責任もあるわけでありますし、利用料の改定により振興公社

がどんな改善の見通しが立てられるのか、お伺いをいたします。 
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 ロ．家庭ごみの手数料について 

 これにつきましても同僚議員が昨日質問いたしました。新たな答弁がございまし

たら、よろしくお願いをいたしたいと思います。 

 長野広域連合におきまして、計画を進めておりますＢ地区の新しい焼却施設とし

て、千曲市中島地区に候補地として平成２６年度の開設に向け、進められておりま

す。ごみ処理施設の建設や運営に係る経費の負担割合として、人口割１０％、ごみ

量割９０％ということでございます。ごみの減量化につきましては、平成１５年度

を基準に、平成２２年度までに家庭系可燃ごみは１０％の削減、事業系可燃ごみは

１５％の削減目標を掲げております。町民の皆さんには、ごみ減量化の促進、きめ

細かい分別による資源化の取り組みにご理解ご協力に感謝をいたすところでござい

ます。 

 循環型社会の構築のために、ごみ処理に多額の費用を投入しておりまして、ごみ

減量化への認識、負担の公平性から、ごみの手数料の有料化を進めておられますが、

近隣の上田市は実施、長野市は、この１０月から、千曲市は来年の４月からという

ことになっております。坂城町でも、ごみの減量化、費用負担の公平化、ごみ処理

費用の軽減を図るため、家庭ごみの有料化について今定例会に上程をされました。 

 町の状況から見ますと、平成１８年度から３年間連続減少の途にあります。資源

ごみは１，２５８ｔから１，０８２ｔに、不燃ごみは１６３ｔから１３９ｔに、可

燃ごみは３，３７８ｔから３，２８２ｔであります。有料化しなければならない、

その理由は何なのか。有料化するために、どういうことで有料化しますよという説

明が足りないのではないか。有料化にあたって有料化する内容と具体的な町として

の環境づくりの施策がどのように考えておられるのか、お伺いをして１回目の質問

といたします。 

企画政策課長（片桐君） 湯さん館の手数料についてお答えを申し上げます。 

 本議会に上程をさせていただいております温泉条例の一部を改正する条例案につ

きましては、近隣類似施設や当施設の１回券と比べ、格安な料金設定となっており

ます年間利用券について料金を引き上げ、新たに半年利用券を新設をし、回数券の

優遇幅を拡大するというものでございます。 

 主な改正内容でございますが、年間利用券については、現在の料金２万８千円を

年齢７５歳以上の方３万１千円、７５歳未満の方３万３千円に変更をいたし、また

新たに半年利用券を設けまして、年齢７５歳以上の方１万６千円、７５歳未満の方
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１万７千円といたすものでございます。回数券につきましては、大人、小学生それ

ぞれ金額を据え置いたままで、１１回券を１２回券とし、また３５回券を廃止をす

るものでございます。 

 これらの利用料の改定が利用者の増加と理解を得られるかというご質問でござい

ますが、年間利用券の改定につきましては、利用される皆さんの公平性を確保する

という面で重要であると考えておるところでございます。現在２万８千円の大人の

年間利用券は、年間で５６回以上の来館で元がとれる設定となっておりますが、年

間利用者の平均来館者の回数は年２２１回という状況でございます。たくさんご来

館いただくことは誠にありがたいわけでございますが、この場合の１回当たりの入

館料は１２６．７円ということで、１回券の来場者に対しまして約４分の１の負担

ということでございます。なお、この１２６．７円のうち入湯税として３０円町へ

納付となりますので、振興公社としての収入は１００円以下という状況でもござい

ます。こういったことで見直しが必要なものと考えたところでございます。 

 料金改定にあたりましては、一律３万３千円とすることも検討いたしましたけれ

ども、利用者の中におとしよりの方が多いということを考慮いたしまして、７５歳

以上の皆さんは２千円安価に設定をしたところでございます。また半年利用券のご

要望も多いことと、よりお客様の利便性を考慮いたしまして、新たに半年利用券を

設けることといたしたところでもございます。 

 また９月議会の一般質問におきましてもご答弁を申し上げたところですが、景気

の低迷や燃料費の高騰等も影響する中で、湯さん館の経営はなかなか厳しい状況に

あります。入館者、売上高とも減少傾向でございます。町振興公社では経費の節減

は当然のことでございますが、収益改善のまず第一は、１回券や回数券によりご入

館いただくお客様の増加であるというふうに考えております。回数券の優遇幅の拡

大によりお得感を出す中で入館者が増加するよう、営業努力を行ってまいりたいと

考えております。 

 湯さん館は福祉の施設であるとはいえ、町振興公社は株式会社であります。当然、

独立採算が基本でございます。年間利用券の料金改定につきましては、町振興公社

の取締役会、また株主総会におきましても強く要望もされてきているところでござ

います。また近隣の類似施設の年間利用券は３万５千円から４万円が多いという状

況でございます。湯さん館の年間利用料金は現在２万８千円でありまして、他の施

設と比べまして格安な料金設定となっているところでもございます。 
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 今回の料金改定につきましては、町民の皆さんを初め利用者の皆様に以上の趣旨

を十分お知らせし、ご理解をいただきたいと考えておりますし、ご理解をいただけ

るのではないかというふうにも考えております。広報「さかき」でのお知らせなど

周知に努めてまいりたいと思っております。 

 いずれにいたしましても、町では他の類似施設との差別化が図られますよう、ま

た今後とも皆様に愛され、ご利用いただける施設となるよう、食堂メニューの改良

や売店の品揃えの充実、さらに経費の一層の削減等を行いまして、総合的な経営改

善を支援してまいりたいと考えておりますので、より一層のご理解をお願いを申し

上げるところであります。 

住民環境課長（塩澤君） 私からは家庭ごみの手数料につきましてお答えをいたしま

す。 

 家庭ごみの有料化については、環境省におきましても推進をしているところでご

ざいますが、町としましても廃棄物行政の適正な取り組みを図るため、ごみのさら

なる減量とリサイクルの促進、費用負担の公平性の確保、ごみ処理費用の軽減など

を目的に導入をいたすもので、ごみ減量化の効果的な方策というふうに考えており

ます。 

 有料化の対象となるごみは、可燃ごみと不燃ごみでありまして、手数料の料金設

定にあたりましては、近隣市町村との均衡にも配慮いたす中で、指定袋１枚につき

２０円を袋代に上乗せをするということでお願いをいたすものでございます。昨日

の一般質問の中でもお答えしましたが、既に有料化を導入した市町村の実績等から

１０％前後の減量が見込まれ、一定の成果が期待できるものと考えております。 

 今後のごみ減量化への具体的な施策でございますが、町の課題となっております

生ごみの堆肥化、リサイクルにつきましては、より一層の推進を図ってまいります。

生ごみ処理機等の購入補助金の拡充、関係団体と連携をし、段ボールコンポストに

よります生ごみの堆肥化の普及促進を図ってまいります。また生ごみは水分を多く

含んでいることから重量的にも大きなウエートを占めております。各家庭で１日コ

ップ１杯分、約１００㏄の水を切っていただくことによりまして、年間では約２１３

ｔ、６～７％の減量が見込まれるわけでございます。このことから水切りの徹底に

つきましても、あわせて啓発をしてまいります。消費者の会など関係団体と連携を

いたしまして、マイバッグ運動の推進、レジ袋の削減、過剰包装の抑制などについ

ても啓発を行ってまいります。住民、事業者、行政等が協働して、ごみの減量化と
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循環型社会の構築に向けて積極的に取り組み、意識の高揚を図っていくことが重要

と考えます。 

 ごみを減らすことは温室効果ガスの抑制、地球温暖化防止にもつながることでご

ざいます。今回の手数料有料化とあわせまして、ごみの発生、排出を徹底して抑制

すること、排出されたごみは可能な限り再利用、資源化を図ること、いわゆるリデ

ュース、リユース、リサイクルの３Ｒの推進を初めとするごみ減量５カ条の啓発推

進によりまして、環境にやさしいまちづくりに努めてまいりたいと考えております。 

５番（山城君） それぞれ答弁をいただきました。 

 まず湯さん館の利用券についてでございます。 

 年間券２万８千円の件ですが、これはたしか近隣に比べると安いということです

けれども、年間利用の方は当然、来館者は増えているわけです。１９年度８万５７

人、２０年度８万５，６２０人、２，５６３人増えているわけですね。これは当然

何か利用者側から比べればほかの施設よりは立派な施設で安く利用できるという、

そういうことですね。これがほかの施設と比較して値段を上げるとなると、湯さん

館の特徴がなくなってしまう。せっかくこれだけ利用者が年間に対しては増えてい

るのに、何で年間利用者の方だけのそこだけをとって料金改定をするのかというの

が私には理解ができないわけでございます。当然年間は単独で５００円で入られた

方に対して、先ほど入湯税は３０円、１２６円に対して３０円取られちゃうという、

これはそういう仕組みですからしようがないんですけれども、これはこういう年間

券という設定に対して設定されたことであって、これだけに集中して値上げという

ことになると、年間利用者のメリットがなくなるんじゃないか。 

 ほかにもっと、例えばですけれども、ペア券でご夫婦で来られている方、利用さ

れる方がおります。このペア券を新たに設けたらどうか。それから、ほかの施設で

もやっていますけれども、５００円で入ってこられる方にポイントカードをつくっ

たらどうか。これは、例えばポイントカード、１０回入ったら２回分をサービスを

するというような、そんな弾力的な考え方も必要ではないかと思うわけです。 

 それから、時間がなくなってきてあれなんですけれども、来年３月、坂城バイパ

スが開通します。開通しますと、お客さんの中では、どんな形になるのかなと。例

えば上田では上田道と川の駅ということで、新たな施設がバイパス完成と同時ぐら

いに飲食施設とか物販店とか、そこは当然地域の防災拠点とあわせて健康拠点施設

が進んでいるわけですけれども、これらの施設に対して湯さん館は影響がないと言
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い切れるのかどうか。要は５００円で入られる方あるいは回数券で入られる方をい

かに集客するかということではないかなと思います。 

 私個人の話で申し訳ないんですけれども、私も年間券を買うあれがないもんです

から、回数券を買います。回数券トータルですと、これは年間券以上の支払いはし

ていると思いますけれども、そういう年間券は年間券の利用者の方で、やはり５００

円で入られる方、回数券で入られる方の集客をどうしたらできるかということが一

番大事ではないかなと思うんですけれども、それと、例えばの話ですが、上げた場

合、年間券を上げても、私の概算ですからあれですけれども、１４０～１５０万円

の金額じゃないかなと思うんですね。これで果たして、私も今申しましたけれども、

それらを含んで本当に経営改善できるのかなと。そうなった場合に、経営陣の刷新

という考えまでお考えを持っていかれるのかなということでございますが、簡単に

お答えをいただきたいと思います。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 年間券の値上げにつきましては、先ほどご答弁をしましたとおりでございまして、

今回の値上げを含めまして、また同じ年間２２０回ご来館いただけるとすると、約

１５０円、若干下回りますが、約１５０円ということで、３分の１程度のご負担は

ぜひお願いしたいということでございます。 

 それから年間ペア券、ポイントカード、これは大変貴重なご提案でもございます

ので、今後取締役会等の中でまた検討させていただきたいと思います。 

 それからバイパスの関係につきましては、また開通後の状況を早目に把握する中

で、その方たちを県道から誘導できるようなことも考えてみたいというふうに思っ

ております。 

 それから経営陣の刷新につきましては、何とも私の立場からお答えできませんけ

れども、また取締役会等の中で検討させていただくことになろうかと思いますが、

よろしくお願いいたします。 

５番（山城君） １点だけ。新しいバイパスができます。そこへ湯さん館の案内板を

つくっていただけるかどうか、その点お考えを。よろしくお願いします。 

企画政策課長（片桐君） 先ほど申しましたが、県道からの入り込みを増やすという

観点から検討させていただきたいと思います。 

５番（山城君） 申し訳ございません。時間がないので。 

 ３．中高一貫教育について 
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 イ．県立高校に導入方針の受け止めは 

 私、長野県で初めて公立の中高一貫校の設置について説明会に行ってきました。

先生方、親御さん、大変熱心に聞かれて、それで本当にこれは、ただ、内容がいろ

いろと意見が出たんですけれども、本当に心配されておりました。対象は募集人員

は東北信と中南信ということなんですが、東北信というのは屋代高校ということで

決定しております。募集人員は８０人、該当地区は通学できる範囲ということで上

田から長野間で一応１００小学校あるそうです。ですから、坂城小学校は３校あり

ますけれども、そこで該当の児童さんがということになるんですが、これについて

町の認識と今後の対応について答弁いただきたいと思います。 

教育長（長谷川君） 山城議員さんのご質問にお答えを申し上げます。 

 時間がちょっとないもんですから、かいつまんで申し上げますが、まず第１番の

どういうふうに受け止めているかという点について申し上げたいと思います。 

 公立の中高一貫校は初めてでありますが、ある面でいいますと、中学校がいろい

ろな特色ある中学校ができて、児童にとっては選択の幅が広がるということは、い

いことかなというふうに思っております。しかしながら、今まで中学校は坂城中学

校へ行くんだという思いで進路指導してきた中で、これをどういうふうに変更して

いくかというようなことを今後考えなければいけないとか、あるいはどういう課題

が出てくるかというのが今回の説明では学校の中身が十分理解できませんでしたの

で、今後どういうふうに県が考えているかということを確認しながらでないと、ち

ょっと細かい部分についてどう対応するかということは、まだ申し上げる時期には

ないと思います。ご猶予いただきたいと思います。 

 今後何を進めるかということについてでありますけれども、今申し上げましたよ

うに、まだ全容がわからない、どういう中学を目指すかということがわからない、

それから高校との関連も十分まだ発表されておりませんので、まずお願いすること

は、県教委の高校教育課に、新しい中学がどういう方針で、どういう中身で運営さ

れるかということを早急に出していただくと。来年の３月までには、これは発表し

ていただかないと保護者の皆さん、子供たちの進路選択はやはり１年間は必要だと

思います。ですので、なるべく早くそれを出していただくように県へお願いする、

これがまず最初の対応かと思います。それ以後につきましては、それを見ながらと

いうことで進めてまいりたいと思います。 

 一番懸念をしておりますのは、保護者の皆さんや学校がこれによって混乱を起こ
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さないようにどうするかということを、まず第一にして今後の方針を決めてまいり

たいと考えております。以上であります。 

５番（山城君） 答弁いただきました。 

 時間ももうないんですけれども、対象は小学校４年生から対象になりますね。開

校は２４年度からということですから、本当に時間がないので、その点は教育長さ

ん、また教育委員会として積極的に県の方へ働きかけていただきたいと。親御さん

は本当に心配されておりました。以上で私の一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０１分～再開 午前１１時１２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１２番 柳沢昌雄君の一般質問を許します。 

１２番（柳沢君） 議長より発言の許可をいただきましたので、通告の順に従いまし

て一般質問をいたします。 

 ９月の総選挙で自民党の長期政権から民主党政権となり、新政権のもとに国政が

行われていくわけでありますが、リーマン・ショック以後、景気は回復しない状況

の中で、デフレ、円高と景況はますます不透明となり、国民生活はますます困窮化

していく実情であります。一日も早くこのような不況から脱却し、好況になること

を願いながら質問に入りたいと思います。 

 １．２２年度予算編成の主点について 

 イ．本年度の検証と２２年度予算編成の取り組みは 

 当町は企業の町、ものづくりの町として国内を初め世界各国に企業展開をしてま

いりましたが、世界経済は悪化し、当町企業にも大きく打撃を及ぼし、その影響に

よる税収減は当町の施策遂行に多くの影響が出ました。 

 そのような実情の中で本年度事業を行ってきたわけでありますが、次年度に向け、

予算編成を組み立てる上からも、本年度の事業をしっかり精査、検証し、多様化す

る住民ニーズにどのように応えてきたか、これを顧みることも重要ではないかと思

うわけであります。どのようにお考えか、お尋ねいたします。 

 また、なお一層の厳しい財政状況になると思いますが、２２年度へ向けての予算

編成に取り組まれていくわけでありますが、施策の主点をどこに据え、執政を行っ

ていかれるのかお伺いいたしますとともに、重点事業としての下水道事業に取り組

まれていかれるお考えはあるのか、確たる考えについてお伺いをいたします。 
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 ロ．堅実財政保持は可能か 

 当町は町民のたゆまぬ努力により伸展してきました。しかし、その道のりは平坦

なものばかりではなかったようです。ようやく軌道に乗るかの状況に不況の嵐が押

し寄せ、今や抜け出ることさえできない景気情勢であります。かつては、当町は昭

和５９年、６０年、６１年と地方交付税不交付団体として経済情勢の豊かな町とし

てやってきました。以後も財政力において県下町村では良好な町として自律を打ち

立て、執政をしてきたのでありますが、現況の経済の不振と新政権による事業仕分

けによる財源の不透明な中で地方自治体は施策執行をしていくのでありますが、財

源の見通しがつかない様相は、町民の皆さんはこの町の行方に不安も感じているか

と思いますが、安心して住める自律のまちとして今後も堅実財政を保たれていかれ

るのか、ご所見をお伺いいたします。 

町長（中沢君） 柳沢昌雄議員のご質問にお答えしてまいります。 

 ２２年度予算についてでございます。 

 昨年秋以降の世界的な金融危機が長期化して、最近の株価の大幅な変動、円高傾

向は町内の製造業の経営をさらに難しくしているということで大変憂慮していると

ころでもございます。 

 平成２１年度の町税の状況ですが、１２月１日現在、昨年同期に比べ、法人税の

収入額はマイナス６５．３７％、個人町民税の調定額はマイナス１０．３％となっ

ております。景気後退の影響が町内企業の業績にひしひしと迫り、暗い影も落とし

ております。個人所得の低下もこれにつながっておりまして、誠に憂慮しておりま

す。 

 景気回復がなかなか進まない中で、新年度の予算編成をするわけでございます。

来年度は個人、法人税とも住民税は今年度よりさらに厳しくなると予想もするとこ

ろでもございます。地方交付税につきましても、政府の行政刷新会議において、そ

の見直しも指摘されております。どういう状況になるのか、誰が最後に決めるのか、

先行き不透明なところもございます。 

 事業遂行の実績の検証でございますが、私自身、常に自らそういった面で留意し

ておりますし、各課にもそれを指示しているところでございます。また定期事務監

査の中でいろいろ指摘されていく、そういったこと等も踏まえていろいろ対応して

いるところでもございます。 

 一般会計における執行状況は、収入について収入率は予算現額に対し、前年対比
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３．４ポイントの増、歳出についても予算に対し、執行率は前年度対比２．４ポイ

ントの増でありますが、歳入における収入実績は、個人町民税、法人町民税両方と

も落ち込み、いろいろな予算執行について、より注意、きめ細かな対応が求められ

ています。いろいろご指摘の中で今後の事務事業の執行にあたりましては、さらに

いろいろと工夫を凝らし、対応してまいりたいと考えております。 

 また庁内でございますが、実施計画策定に伴う事業評価において、各事業が妥当

なものかどうかを自ら検証し、事業実施に対する効率性や有効性などについても検

討を行っているところでもございます。予算編成において再度、全事務事業につい

て必要性、緊急性、そして、それぞれどういう役割を果たすか等を検証する中で、

町民生活に配慮した予算編成に努めてまいりたいと思っております。 

 ２２年の重点事業でございますが、国の行政刷新会議の事業仕分けで地方移管と

いうことも幾つか予想され、苦慮しているところでございますが、下水道整備事業

ということ、このことは町の住民生活の最も大切な要素をなすものでございますの

で、国、県との連携を密にして進めてまいりたい。また福祉医療の制度の拡充ある

いはばら祭りや辛味大根、こういったものをいろいろな施設に、例えば鉄の展示館、

湯さん館というところにもつなげていくという工夫も大事だなと思っております。 

 下水道の整備事業については、現在、中之条地区で３つの工区、網掛地区で２つ

の工区の工事を実施しておりますが、幹線管渠につきましては、南条の塚田踏切ま

で着手いたします。また下水道の認可区域の見直しも行い、来年度からは中之条か

ら町横尾を経由して入横尾へと、さらに上五明から上平地区へと下水道の整備をい

ろいろと進めていく、準備していくということでございます。 

 平面測量業務につきましても、南条の金井、新地、鼠地区を認可区域の見直しと

あわせ、空中写真撮影業務などをすることによって平面図の作成等、そういったこ

とを具体的に進め、準備してまいりたいと思っております。幹線、基幹に対して今

年４億円の補助金を得たということをひとつの糧にして、より頑張ってまいりたい

なと、こんなふうに思っております。そういう中で何とか１０年の計画を立てなが

ら整備区間のいろいろな拡大、そういったものに努力してまいりたいと、こんなふ

うに考えております。以上でございます。 

総務課長（宮下君） ロの堅実財政保持は可能かについてお答えいたします。 

 ご質問の中にもございましたが、当町におきましては、これまでもバブル崩壊に

よる景気悪化の時代も乗り越え、自律のまちづくりを進めてまいりました。現在そ
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れを上回る大きな景気後退の局面を迎えておりますが、堅実な財政運営に努め、こ

の状況を乗り越えてまいりたいと考えております。 

 この世界的な経済危機による景気の後退は、この１年の間に急激な税の収入減に

つながりました。企業収益や個人所得の回復には短期間でもとに戻るとは考えにく

く、２２年度における一般財源の確保は大変厳しい見通しとなっておりますから、

予算規模をかなり縮めることを意識して堅実な予算編成に取り組んでまいりたいと

考えております。 

 町長が申しました重点事業のほか、基幹道路の整備促進、少子高齢化社会に向け

た福祉施策の充実や健康づくりの取り組み、環境循環型社会への対応など、さらな

る需要増が見込めるところです。事業の重点化、取捨選択を行いながら行政運営に

取り組んでまいりたいと考えております。 

 経常経費の削減や投資的経費の重点化等による歳出の抑制を図り、財政の健全化

に努めてまいりたいと存じます。財政規模を縮小しての予算編成に取り組んでまい

ることになりますが、町民生活を考慮した場合、義務的経費の抑制には、ある程度

限界があることから、財政指標では一時的に経常収支比率が上がることが想定され

ますが、実質公債比率や将来負担比率等にも留意し、堅実な行財政運営に努めてま

いりたいと考えます。 

１２番（柳沢君） ご答弁をいただいたわけでございますが、再質問をさせていただ

きます。 

 次年度は中沢町政の施策における折り返しの年度であります。また事業の遂行の

節目でもあるわけであります。町長は事業推進執行にあたっての考えで、有利性あ

る補助事業の取り入れをと取り組まれてまいったわけでありますけれども、政権交

代による昨今の刷新改革による事業仕分けを見たとき、補助事業の見直し、または

廃止等がありましたが、当町の今までの有利性ある補助事業の取り入れの見通しに

誤りはなかったか、この点についてお伺いいたします。 

町長（中沢君） 地方自治を担う者として、国、県との連携とあわせ、国、県の施策

を町の状況に応じて、どのように有意に結びつけるかということは、執行者の課題

というよりも、責任であると、こんなふうに考えております。 

 私は、ともども職員と歩くと、職員の皆さんにまず予算執行にあたる前の予算編

成については、自分たちが進める中で国、県でどういう施策があるかということを

勉強すると。それが町に対する責務であるとともに職員がより向上していくんだと
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いうことの中から補助金、助成金あるいはいろいろなつながり等を勉強しようとい

うことを進めてきたわけでございます。極端に言えば、補助金がつかない、そうい

う事業を独自でやるだけの力は町にはないよと。やはり連携することだよというこ

とでもあるわけでございます。そういう中で数々の事業を実施してきていると。加

えて関係団体というか、国ばかりでなくて、いろいろな関係協力団体があるわけで

ございますが、その助成も受けてきたと。 

 最近の例ですと、まちづくり交付金によって１５億円を導入しました。５年間で

ございます。駅前周辺を初め町営住宅、さらにまた食育・学校給食センター等幅広

い対応をすることによっていろいろな基盤整備や生活整備もでき上がったと、こん

な思いもしているところでもございます。今回そのまちづくり交付金がちょっと危

なくなってきたりというところで、実感としてよかったな、早くやっておいてとい

う思いがあるわけでございます。 

 財政の厳しい折ですが、ここしばらくソフトの面をより重視しながらの対応を進

めていくことが私たちの町に求められたひとつの課題だなと。そういう中で先ほど

も申し上げましたように、下水道とか、そういった基盤的な整備、バイパスあるい

は六ケ郷、そういったものについては粛々といろいろ進め、より充実してまいりた

いと考えております。以上でございます。 

１２番（柳沢君） 今、町長からお答えがあったわけであります。これは今、政府が

事業仕分けをしている中を見たときに、我が町は許しある補助金をということで町

長はいつもそのような情報としてやってこられたわけです。また実行してきたわけ

です。これらについて私は、これは今、町長が実感としてよかったなと、これは私

もそういうふうに感じるわけです。この点については評価をいたす次第であります。 

 このように先見性を持ってやっていかなければ行政はできないというふうに考え

ているわけですが、これからもいろいろの面において先見性を持って町の執行にあ

たっていただきたいなという感じでございます。 

 それから下水道の関係でございますけれども、重点的に下水道を持っていってい

ただける状況にあるというような考えが今いろいろな面でうかがわれているわけで

すけれども、下水道については平成３年に流域下水道の事業に着手して、平成５年

度に公共下水道に着手し、平成１２年度に一部供用開始としたわけであります。 

 町長招集でもあいさつされていますけれども、中之条の面、それから網掛、この

地区の面整備をしていくと、ただいまもそういうご説明もあったわけですけれども、
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南条地域が供用されるまでには何年ぐらいかかるのか、この辺をお聞きいたすとと

もに、政府の刷新会議の動向を見る限りでは地方移管とも言われている。これは町

当局もご認識はされておって、いろいろとお話はされていますけれども、その地域

が遅くなっていくということは住民の皆さんたちは大変に憂慮しているわけです。

状況がどういうふうに変わっていくかというようなこと。早い供用のところと遅い

ところの住民感情というものは大変であります。この点において、ぜひとも２２年

度重点事業として取り組みを急いでいく、早めていくと、このようなことについて

再確認をさせていただきます。 

町長（中沢君） 先日も県の町村会と出身の民主党の議員さんとの懇談会あるいはそ

の他のところにおいて、下水道というものは現在最も大事なものであり、当地にお

いては千曲流域下水道ということで県的に進めていることであるので、単にそれが

地方がやるべきだというだけの話では違いますよという申し上げもしたところでも

ございます。 

 いずれにいたしましても、坂城町としては、今、予算編成の中で下水道の部分の

予算だけは国と連携して、その分は何とかしていくんだという気持ちの中で予算整

備をさせているところでございます。皆さんともどもに、いろいろな面から一日も

早い下水道の開通に努力してまいりたいと思います。 

１２番（柳沢君） ただいまの答弁で、国、県、これは何としても個々においてもお

願いをして、早期の実現に一層のご努力をお願いいたしたいと思うわけであります。 

 次にですけれども、堅実財政の関係でございますが、地方交付税の削減は市町村

の財政の大きな財源で占めているわけであります。自治体運営上における命綱と言

ってもいいほどのものであります。これが削減となれば運営に相当影響されてくる。

財源不透明の形で地方に公共事業の移管となれば、地方は貧困していくばかりであ

ります。当町としても自律のまちづくりの道しるべでも示されているように、いろ

いろな改革をぜひ推進していっていただき、堅実化に向かって町民が安心して安定

された財政のもとにここで住めるようにやっていかなければならないと期待をして

いるわけです。今まで財調、基金等を持っておったわけですけれども、いよいよそ

の基金を取り崩してもいかなければならない。どのような工夫、英知を持ってこれ

をやっていくのかどうか、この辺についてお考えをお伺いいたします。 

総務課長（宮下君） こういう苦しいときに向かいまして、今まで皆様方のお力添え、

ご理解の中で財調というものを積み上げてまいりました。これにつきましては、昨
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日の答弁にもありますが、基本的に町がしなければならない部分というものは確保

しなければならない。なおかつ、その中で事業選択をする中で最低限必要なもの、

どういう形の中で住民の皆様方に理解いただけるものができるのか、その部分につ

きましては、財調等を切り崩す中で財源を確保し、進めていくという形の中で考え

ております。 

 この段階で今、財調をどのぐらい取り崩していくのかという状況につきましては、

これから予算編成をしていく中で検討させていただきたいというふうに考えており

ます。 

１２番（柳沢君） 堅実を守るだけにこだわるわけではないわけですけれども、やは

り町民が安心できるまちづくり、町民は自律のまちだという誇りを持っております。

そういう中で自律をしていくには、やはり一生懸命皆さん方も努力して、みんなで

協働の力を持ってこの町を立てていかなければならないというふうにも感じている

わけです。ご努力をお願いいたすわけです。 

 ２．県営水道の地元移管について 

 イ．実情と対応策は 

 過日の報道によれば、県企業局は長野市、千曲市、上田市、坂城町に給水してい

る県営水道事業を地元自治体に移管方向と報道されました。これは県公営企業経営

審議会が今後の県営水道事業経営ビジョンの答申によるもので、これによれば各家

庭の給水事業については本来市町村が担うのが望ましいとされているということで

あります。しかも現在、坂城町が給水の恩恵にある上田市にある県営水道諏訪形浄

水場の廃止を前提に事業移管を進めるということであります。まさに坂城町町民は

兵糧攻めでなくして水攻めの危機感を抱かずにはいられないのであります。 

 私たちは、このような事態を深刻に受け止め、町民の皆さんとともに考えていか

なければならないわけであります。それには的確な情報を住民の皆さんに提供して

いかなければならない、こういうことでもあります。水は多岐にわたる機能を持っ

ているが、生活に一日も欠かすことができない必需資源であります。この問題は軽

視することなく、真剣に考え、取り組んでいかなければならない課題でありまして、

水資源のない当町は県営水道に頼ってきたわけでありますので、直接その影響は大

きいものがありますので、町民が安心して生活できる水確保にどのように取り組ま

れ、円滑な給水が受けられるような最善の対策を考えていかなければならないが、

ご所見についてお伺いをいたします。 
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町長（中沢君） 日ごろ私たちが常に使用しております県営水道が、これを地元に移

管したいというようなお話が出てきていると。大変重大な課題だということを理解

しているところでございます。 

 上水道事業につきましては、水道法により本来は原則的には市町村が経営すると

いうふうに位置づけられていたわけでございます。ただ、坂城町周辺、この地域は

水源的にも乏しく、安全な水供給ということで広域的に対応してということで企業

局が経営するという形にもなったわけでございます。 

 昭和３６年１２月に関係市町村によりまして県へ広域県営水道事業建設促進の要

望書を提出し、県により昭和３６年、千曲川沿岸広域水道計画が策定されたと。厚

生労働大臣の認可も得まして県による何市町村もまたがる広域的な先進的な画期的

な上水道を始めるということで始まったわけでございます。坂城町の場合、簡易水

道組合が３団体ありまして、これを契機に県営水道に移管され、全体が今の状況に

なって給水されているところであります。 

 こういった課題あるいは交渉経過の中で、県がその時点で責任を持つということ

から始まったということは、大事な要素であろうなと思っております。上田水道管

理事務所も昭和３９年５月から給水を開始していると。一時は赤字経営で大変だと

いう時代がありましたが、それも乗り越えまして、現在は黒字経営ということで問

題なく進められているということでもございます。 

 この県営水道のあり方については、平成１４年度に田中前知事の時代でございま

すが、県民益の観点から企業局の事業の民営化検討委員会が設置され、始められた

わけでございます。今までいろいろと議論を交わされてきたわけでございますが、

最終的には、この地域と松本、塩尻地域だけが企業局が関与しているものはいかが

なものかなというようなお話も出てきていると。そういう中で先月でございますが、

県公営企業審議会におきまして各家庭への給水事業については、本来市町村が担う

のが望ましいと提案されたわけでございます。 

 しかし、先ほど申し上げましたように、給水するそのこと自身、今まで企業局が

担っているんですから、これからどのように対応するかという、その手立ては示す

責任、また、それを実行する責任は県企業局にあると理解しているところでもござ

います。現在、坂城町は上水道事業ということはやっておりませんが、時によって

はいろいろと対応しなければならない。県にいろいろな努力をよりお願いするとい

うことでございますが、こういった潮流、そういうものが出てきたということ、坂
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城町は上水道はやっていないから県でやるのだというだけでは進まない。 

 というのは周辺の市町村の状況が変わってきておりまして、上田市は上田市全体

の上水道を管理したいんだという中での今の上水道の体系がある。川中島地区にお

きましては、長野市としては自分のところで川中島平の水を供給したいんだという

流れが出てきていると。３０年からいろいろの状況が変わっているということ、そ

のことは理解しなければならないんだということでもございますが、そういった面

においては坂城町がどのように対応するかということ、このことは大事な課題にな

ってきていると、こんなふうに思っております。 

 移管がこれから論じられるとすれば、県の企業局が今まで飲料水を供給している

という責任のもとにいろいろ提案すべきものと理解しているところでもございます。

県で坂城町に余計な財政負担をかけてもらっては困るよと。また住民サービスを落

としてもらっても困るよと。料金を上げてもらっては困るよと、こういったことは

最低の条件でございます。そういう中で、このようにすればこのような給水体制が

できるということをＡ案、Ｂ案、Ｃ案を示していただいて、そういったものの選択

の中から坂城町の今後の水道体制を確立していきたいなと、こんなふうに思ってお

ります。 

 あわせて大事なことは、水というものに対して、例えば他の町村と組むといたし

ましても、常に長期的に安全で対応できる、そういった仕組みをまず考えていく中

から対応していきたい、このように考えているところでございます。以上でござい

ます。 

１２番（柳沢君） 町長から答弁をいただいたわけでございます。 

 そこで私は、この県営水道の関係について、当町はどのような方向に進んでいか

なきゃいけないかなというようないろいろな角度から考え、また、いろいろな角度

から調査をしました。 

 いずれにしても当町は水がないということになるわけです。これは県営水道の諏

訪形がなくなると、廃止されるということであればということですけれども、ここ

で調査の状況を、私は先ほども申し上げたように、住民の皆さん方に情報を流すと、

情報を申し上げ、また、ともどもに研究していくというような面からも、また町自

体からもいろいろとご判断を仰ぐために、ご説明をさせていただき、その調査結果

をお話ししたいと思います。 

 それは坂城町の住民が県水をどのくらい使用しているかということについて、平
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成１９年度には１７６万１，０５７㎥、平成２０年度には１６９万２２１㎥、平成

２１年度には１０月末現在で９２万２，３５９㎥ということを使用しているわけな

のであります。月平均１０万㎥から１１万㎥であります。使用料は一般家庭料金は

１３㎜の基本料金が２㎥で県水の場合２カ月分２，７００円で、それより超えた場

合は１㎥につき１８２円加算されていくというのが県水の状況であります。そこで

県水と上田市の水道料金との比較をすれば、現行、市の料金は口径の１３㎜で１カ

月、基本料金は６６１円、県水は１，３５０円で、その差は６８９円となります。

市水と県水を１年間に比較すれば、基本料金の関係だけでも市は７，９３２円、県

水は１万６，２００円で、その差額は８，２６８円となるわけであります。 

 そこで県水は千曲川より水を給水して取り口をしているわけですけれども、上田

市の取水源は、１カ所は真田の石舟浄水場で、菅平ダムの清流を緩速濾過という方

式によって濾過されてきているわけです。また１カ所は染谷にあります。染谷の浄

水場でこれを処理しているわけです。坂城町に７千ｔぐらいは供給できるという状

況であるわけです。この濾過方式は、千曲川の水に薬品を入れて浄化したのを町民

に供給するのと自然の水流れ、いわば神川用水を使い、この用水によって生物の力

によってそれを濾過している。非常に水もきれいだし、また水質もよいと。そこに

また料金が安いと、こういうような水が今、上田市で使われているわけなんです。 

 ここで私は、坂城町は二者選択、ひとつは水は諏訪形が廃止となれば井戸を掘る

か、それともよそから水を持ってくるかという問題になるわけですけれども、これ

が今、上田市では過剰な水はきちっと確保されている。坂城の分はありますよとい

うような状況であるわけです。このように７千ｔからの水が坂城町へ給水されても

問題はないというような状況なんですけれども、そのような状況の中で、町はこう

いう場合にどのような選択肢を持っていくか。もちろん国、県、特に県においては、

先ほども町長からの答弁もありましたけれども、責任を持ってやっていただかなけ

ればならないということなんですけれども、この辺について再度町長のお考えをお

示し願いたいと思います。 

町長（中沢君） 長年、水道といいますか、水の問題は町の中から企業局がやっても

らえばいいんだという雰囲気があり、そういったものに対する対応が十分でないと

いうことがございます。そういった観点から過日、そういった水道水というものは

どういう仕組みで、どういうことが一番大事かということのイロハを勉強すべく県

企業局の課長から全職員に対して勉強会をしました。そういう中から、これから長
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い時間はかかるが、そういうこちらの方の言い分を十分通し得るような、そういう

体制を組んでいくことが大事だと、これがひとつでございます。 

 それとまた、今、上田のお話が出ましたけれども、私自身、上田の執行部、市長

あるいは副市長等と、そしてまた特別には水道の管理者ともいろいろと連携をとり、

潜在的な形の中でどうするかということ等もお話はし合っております。 

 しかしながら、先ほど申し上げましたように、今までやっている県の企業局の責

任が坂城へ供給するという責任のもとに対応しないと、坂城とどこどこという一対

一の対応ということは二の次でございます。県がまずＡ案、Ｂ案、Ｃ案、そして県

は何を負担し、そして、それがために、これから施設移転となると、そういった補

償をどうするかという諸々のものが出てくるわけでございます。まずは県と十分つ

めて、そして県がいろいろ提案する中で、坂城によりよい方法を選んでまいりたい

ということでございます。坂城自身に水源がございませんので、それとあわせて上

田あるいは長野市がすでにそういう方向へ行っているという情勢等も踏まえると、

いろいろ複雑なものがございますが、よりよき対応を求めてまいりたいと思います。 

１２番（柳沢君） よい対応をしていきたいということですけれども、町長は上田市

の管理者の方から来たときに慎重に対応というような報道であったわけなんですけ

れども、坂城町に上田市から引き込んでくる方法、これは一番楽な方法がいろいろ

とこれから考えていかれるわけなんですけれども、坂城町には今、県の諏訪形浄水

場から来ているのは坂城大橋、ここから南条、中之条へ行っているわけです。昭和

橋から行っているわけです。それから坂城大橋からは旧坂城から磯部の方へ行って

いると、こういう状況なんです。ということになれば、一番ここへ引き込んでくる

には、何といっても国道１８号線を通れば、これは一番効率のいい方法ではないか

と。しかも中之条へは４００㎜の管が布設されているわけなんです。ここへつなぎ

込めばいいと、これは技術的な面であります。 

 そういうようなことをいろいろと私も考え、さあ、どのようにしていったらよい

かというようなことを町民の皆さん方とともに考え、町がやっていくには、この図

面によって私もいろいろ現地を全部見ました。水源の状況、それから、どのような

流れで県水が来ているのか、どのような流れで市水が来ているのか、また水源がど

のようにあって、その水量はどうなんだというようなことで私はこの辺のところを

現地調査を全部してまいりました。なるほど、これは水源はあるわなと。また新し

い湧き水が出ているようです。これがまた計画の中へ入ってくれば相当な水量があ
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るというようなお話でございます。 

 こういう面で何といってもこれをやっていく第１段階としては、長野市、千曲市、

上田市、坂城町、これが県に、先ほども町長が言われたように、何といっても責任

ある体制のもとにやっていっていただかなければならないというふうに私も感じる

わけです。そのような状況の中で、坂城町の町民が水に対しては心配ないと、安心

して供給できるんだ、このようなお考えになるように、これから説明をどのように

責任を持ってされていくか、その辺においても町長のお考えをもう１度確認をさせ

ていただきたいと思います。 

町長（中沢君） 上田市等の実地のお話もお聞きしたところでございます。私も市と

の関係の中ではいろいろ勉強をさせていただいております。 

 繰り返すようですけれども、決して町の供給体制が変わったというよりも、まず

安心してよりよい水が飲めるということが大事で、その責任は、まず県にあります

よと。それがさらに、例えば地域に移管されるということになれば、そういった一

連の工事、そういったものもすべて県が負うべきだと。そういう中で具体的になっ

てくれば、水のことでございますので、常に平等で物を論じていかなければならな

いので、その場づくりも必要になってくると。具体的にお話がさらに煮詰まった段

階では、いろいろ皆さんにも、また住民の皆さんにも申し上げてまいりたいと、こ

んなふうに思います。いろいろな皆さんの知恵をおかりしながら、より安心ですば

らしい水が坂城町に提供されるということ、今より劣らないということをひとつの

目標にしながら頑張ってまいりたいと思います。 

１２番（柳沢君） 町民が安心して日常生活が送れるような、本当においしい、質の

よい水を住民の皆さんに提供願えるよう、なお一層のご努力をお願いするわけでご

ざいます。 

 ３．河川災害防止対策について 

 イ．鼠橋下マレットゴルフ場安全使用対策について 

 鼠橋より下には運動場とマレットゴルフ場が２カ所あります。いずれも当町民を

初め多くの人たちが使用され、ここが唯一の心身ともに憩いの場であり、健康増進

にも最もふさわしい施設であります。 

 しかし、この場所は千曲川河川敷地内であり、いつ豪雨による洪水で使用不能に

なるかわからないと使用者は不安を持っておるわけであります。現に、この施設の

付近の川べりは平成１６年１０月２０日の台風２３号による洪水で浸食されていま
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す。一定の浸食防止はされていますが、しかし、いつ、あのような洪水災害が起こ

るかわかりませんが、当時より施設の災害防止に取り組まれてこられたと思います

が、所有管理者である国土交通省河川局に対し、どのように対応策についてされて

きたか、経過と今後についてどのようにお考えか、お伺いいたします。 

建設課長（村田君） ご質問の鼠橋下マレットゴルフ場の件でございます。 

 この箇所につきましては、先ほどご質問の中にもありました台風災害により約

４００ｍにわたり洗掘浸食され、甚大な被害に見舞われたということでございます。

そういう中で、さらに洗掘が進むと南北コース合わせて３６ホール内外に誇る県下

有数のマレットゴルフ場が失われてしまう恐れがあり、質問の中にもありましたと

おり、千曲川河川事務所戸倉出張所あるいは千曲川河川事務所、また、さらには上

部機関となる河川北陸地方整備局に要望いたしたということでございまして、国に

おいても早速、予算措置に取りかかっていただき、袋詰玉石工による護岸保護工事

を実施いただくことができました。 

 この運動公園は町が国から占用許可を受けて利用しているものでございまして、

町といたしましては、国に工事を要望していくということになります。恒久対策に

よる低水護岸工というようなことの要望でございますが、千曲川改修期成同盟会に

より毎年、北陸地方整備局あるいは国土交通省、財務省、地元国会議員に対して要

望活動を実施してきてまいります。 

 低水護岸工でございますが、千曲川流域では限られた事業費の中で重要水防箇所

も多数あり、対応いただくまでには至っていない状況でございます。引き続き、改

修要望湖沼に位置づけて要望を継続してまいります。 

 先日も町長のところに千曲川河川事務所長が懇談に参っており、この箇所の恒久

対策について答弁を申し上げた内容を直接お話をしまして、低水護岸工の設置につ

いて要望いたしたところでございます。以上でございます。よろしくお願いします。 

１２番（柳沢君） ただいま町の方でも、その対応策については考えておられると。

私も千曲川工事事務所の関係等をいろいろ調査させていただいたわけでありますけ

れども、当町が６月ですか、町長を初め皆さん方が、その方向へお願いに行ってい

るというような実情も私も承知しております。先ほども課長からの答弁の中でも、

袋詰の玉石工事、あれはまた豪水が出てきた場合には、これは恐らく大変な状況に

あるのではないかというふうに思うわけですが、その辺について、やはり低水護岸、

これをひとつやっていただくようにお願いしたいと思います。 
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 私の質問は町民が安心して飲める水対策、これを一応重点に置いて質問いたした

わけですけれども、これを実現するようにお願いいたします。一般質問を終わりと

いたします。 

議長（春日君） ここで昼食のため、午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後１２時１３分～再開 午後１時３０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、９番 宮島祐夫君の質問を許します。 

９番（宮島君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、

一般質問を行います。 

 今回の「全国辛味大根フォーラム」全国から１３の産地が参加し、町で開催がで

きましたことは、昨今の食生活の多様化や農産物の価格低迷、そしてまた、需要の

減少、農業の活性化のためにも、特産としてのねずみ大根を地産地消を進め、農業

をもり上げることに対しては大変よかったというふうに思うわけであります。また

私は、農業専従者の一人として、ぶどう、りんごも町の特産として発信をいただく

ことを願うものでございます。特に今年の最後の晩生種のりんごの販売においては、

ただいま一昨日まで全国産地５県の共同による出荷調整までして販売をしているよ

うな状況であるわけであります。 

 １．第４次長期総合計画の成果と第５次の指針について 

 イ．政策評価と事業成果について 

 平成１３年４月から２２年３月までの多様な社会経済環境の変化の中で、課題を

踏まえ、住民の行政の協働によるものづくりに誇りが持て、自然と産業が共生する

まちづくりを基本理念の達成はどのように事業推進できたか、まず最初にお伺いを

させていただきます。 

 ロ．第５次の基本指針について 

 世界的な、いわゆるアメリカの金融機関の破綻による、いわゆるリーマン・ショ

ックから約１年余が経過したわけです。いまだ経済状況は先行きには不透明感があ

り、国内的には鳩山内閣発足により人間のための経済や地域主権の転換は、ただい

ま地域の社会にとって本質的な変化になることは１年や２年で目途が立つ仕事では

ないわけです。 

 このような社会構造の中で今後、坂城町において自律を目指す方向性を十分審議

し、将来にわたって禍根を残さない総合計画を策定することについて、どう考えて
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いるかについてお伺いをするわけであります。 

 また第５次指針については、第４次の成果と課題を踏まえ、掲げるビジョンは何

かについてもあわせてお伺いをさせていただきます。以上で第１回目の質問を終わ

ります。 

町長（中沢君） 宮島議員のご質問にお答えしてまいります。 

 第４次長期総合計画の成果と第５次への指針ということでございます。 

 町では平成１３年を初年度とした第４次長期総合計画を策定し、町の将来像を

「ものづくりと安らぎのまち」を目指し、自然と人と産業が共生するまちづくりを

進めてまいったところでございます。 

 第４次長期総合計画の政策の評価と事業成果ということでございますが、実にこ

の間は経済変動が激しく、バブル経済のとき、あるいはバブル経済が崩壊した後、

いろいろ状況の変化があったわけでございますが、その都度それなりに対応してき

たかなと、そんな実感を持っております。 

 第４次長期総合計画ということで、まず各課において事業の現状と課題、今後必

要な取り組みは何か等総合計画検証シートを作成いたしております。この検証シー

トに基づきまして、長野大学の１０名近くの先生と政策や事業の効果について各事

業のグループごとに検証を行い、その成果をこれからまとめてまいりたいと、こん

なふうに思っております。この評価と成果、課題につきましては、新たに策定する

長期総合計画に反映してまいるということでもございます。 

 ちょっと繰り返しにはなりますが、いろいろ１３年からの事業を挙げますと、子

育て支援センターあるいは千曲川のクリーンキャンペーン、さかきふれあい大学、

そして、ばらのまちづくり、薔薇人の会の発足、Ｂ・Ｉプラザの竣工、町の巡回バ

スの開始、湯さん館や鉄の展示館のオープン、坂城高校の第２グラウンド、そして

今日的な課題として１５年からは紙容器やプラスチックの、そういった容器包装の

分別を皆さんにお願いしてきたと、そんな経過もございます。 

 １６年には坂城駅舎あるいは中心市街地のコミュニティセンターあるいは農産物

加工センター、今の味ロッジわくわくさかきの拠点でございます。そして新南条保

育園の開園によって坂城の子供たちはすべて新しい保育園で保育ができるというこ

と、これまた意義が大きかったなと、こんな思いもいたします。坂木宿ふるさと歴

史館、刀といいますか、歴史と匠のまちづくり、坂城インター工業団地、そしてま

た、町の合併５０周年に向けては村上義清公の思いを馳せながらの記念式典、そし
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て現在１８年には、ばら祭りを開催するというところまでこぎ着けたわけでござい

ます。そして、まちづくり交付金等で食育・学校給食センター、町営住宅、駅前広

場の整備等々、どちらかというと、そのときに何か対応できないかということで、

国、県との施策と相まって実施してきたかなと、こんな思いがございます。 

 そして１９年には町の組織改正を行うということで１２課を７課にすると。また

今日的課題としては、ねずみ大根焼酎の販売を始めたと。中国上海市の嘉定区との

教育交流、それと文化財センター、青木下の展示でございますが、行ってみていた

だきますと、実に長年いろいろな発掘作業をしていたものを一堂に見えるとともに

坂城の歴史がわかると、そんな施設の開示にも進んできていると、こんなことでは

あろうかなと思っております。 

 そこで第５次の基本方針というお話がございました。平成２３年度を初年度とい

たしますと、平成３２年度を目標とする第５次長期計画の策定になるわけでござい

ます。ただいま申し上げました実績と評価を十分生かしながら、これまた長野大学

の先生に継続的なご支援ご助言をいただきながら取り組んでまいるということでも

ございます。そして、そういった中で総合計画、まず基本構想をつくって、そして、

より具体的な基本計画、それと時代に合わせた、その時々の実施計画等を構築する

ことによって、これからの１０年を進めていきたいなと、こんな思いがいたすとこ

ろでございます。 

 基本計画の基本的なビジョン、方針等につきましては、総合計画審議会の委員の

皆さんに自ら十分意見と政策をいろいろ語り合っていただくという仕組みを大事に

したいなと、そんなふうに思っております。自律するまちだということをまず念頭

に置きながら、ものづくりのまちづくりを基盤にしていくと。そして町民や企業の

皆さんと一体となった行政、協調するまちづくりを進めていくということにもなろ

うかと、こんなふうに思うところでございます。 

 具体的に今後の道筋というものを描いてみますと、まず坂城の場合は産業の技術

の集積を高めて雇用を安定していくことだと、これが大きな柱だなと。こういった

中で生活のよりどころができるということでもあろうかと思います。 

 ２つ目が、歴史と匠、要するに人間国宝、宮入行平の展示館、さらにまた村上義

清公を中心にした歴史を蘇るような、そんなまちづくり、そして「ばらいっぱいの

まちづくり」と特産物という中で、あわせて大事なことは、町の賑わいを創出して

いくということではなかろうかと。 
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 ３つ目といたしましては、坂城が今やってきておる中で何が特徴かといいますと、

足りないものとして産学官の連携がございます。まずそれを拠点にいたしまして、

先ほどの技術集積を高めるというほかに教育面でも、あるいはいろいろ地域の素材

を使いながらの発信をしていくと。隣の町と広域につながることもさることながら、

例えば中国の上海市のつながり、あるいは村上水軍の今治市とのつながり、いろい

ろな面、そしてまた学ぶべき拠点が幾つかございます。これからは環境の時代とい

いますと、いろいろな面で先進的な地域がございますが、そこに学ぶということ、

いろいろと学び合う仕組みを大事にしていきたいなと。そういう中で、いろいろそ

の果実を福祉のケア、そしてまた町民が誇り、そして快適な生活が送れるような、

そんなまちづくりをしてみたいと。そのためには住民と企業と町が一体となって頑

張っていく、この姿を描きながら常に発信するまちづくりを求めてまいりたいと思

っております。 

９番（宮島君） ただいま町長から、いわゆる第４次総合計画の成果評価と事業成果

についてお話があったわけであります。我々も議会として、ただいま町長の報告の

あった事業については、一応議会は認めまして、その事業を進めていただいたとい

う経過でございますので、ひとつ町長に１点だけ質問をさせていただきますが、い

わゆるその成果の中で中心市街地整備事業、ハードの面について絞って質問をさせ

ていただくわけでありますが、鉄の展示館を初めとして今後まちづくりの賑わいの

創出と将来に向けての持続的な推進方策及び行政と地域の連携をどのように賑わい

を進めていくかについて、まず最初に、この問題は大変かなりの投資もしているわ

けでございますので、今後の進め方については、どう進めるかについて質問させて

いただきます。 

町長（中沢君） 坂城町の賑わいを求めた中で、いろいろ変わってきているなという

ものの中に、鉄の展示館、宮入行平刀匠の顕彰を含めた展示館がございます。今年

は「お守り刀」ということで全国展も開かれているわけでございます。そしてまた、

ふれあい歴史館でございますが、これは村上義清を中心にしたひとつの館でござい

ます。村上水軍博物館の方で坂城と連携してということでもございます。伝承の域

を脱しませんけれども、今治の宮窪の方のある歴史家は、その昔、私たちの村上水

軍のふるさとは信濃村上だよというエールも送っております。そういった面の連携、

さらにこの中において全国的な催しとして千曲川バラ公園におけるばらサミット、

そしてまたねずみ大根を中心にした辛味大根フォーラムと、いろいろと連携してい
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るわけでございます。そういった面を何とか連携できないか、果実を生み出すこと

ができないか、千曲川バラ公園は皆さんにすばらしい香りや花を享受してもらうわ

けでございますが、湯さん館に入ったり、あるいは鉄の展示館に見えて、より坂城

を知っていただくような、そういった基盤づくりを何とかしていくことによって坂

城が他に誇れる町にも変わり得るなと、今思いがいたします。 

 それと基盤整備でございますけれども、いろいろＡ０１号線等々の整備もしてま

いりましたけれども、いろいろなまちづくりの交付金を利用して坂城駅周辺の整備

も終わっております。あるいは食育・学校給食センターというような形での対応、

そしてまた、新しい政策の中で町の町営住宅もつくったということでもございます。

この町が、より何とか人口も今の程度のことで頑張れる町、そしてまた、若者が集

まる。そのためには坂城高校等の対応も強く求められるでしょうし、あるいはまた、

年老いた皆さんがそれなりの福祉施設で頑張るということもございましょう。いず

れにいたしましても、いろいろ培った施設整備、その果実がより生かされる方向を

模索していくことが大事だなと、こんなふうに考えております。 

９番（宮島君） ただいま町長から、いわゆる賑わいの創出についてお話があったわ

けです。ぜひひとつ、そのように実行して、相乗効果が出るように大いに期待する

ところであります。 

 次に、ただいま政府の方でも行政改革を進めているわけですが、本来なら町長に

質問するわけですが、いわゆる国は事務次官会議の廃止なり、また来年度の、いわ

ゆる通常国会では事務次官を廃止をするというような政策を打ち出しているようで

あります。そういった観点に立って事務方の、いわゆる第５次指針について企画調

整課のまちづくり推進室長に、約１００時間も費やした自律のまちＧＯＧＯ機構、

前期、後期に分け、また、いわゆる概要編、この３冊私は持ってまいったんですが、

大変私は何回も見返して、今回も見てきたわけでありますが、そういった中での、

いわゆる事務方として、後ほどまた町長に考え方を聞くわけですが、どのようにそ

のものを、いわゆる１００時間、５５人で１００時間、言ってみれば約半月、５５

人が半月の労力を費やしているわけですが、そういったものに対する考え方はどう

取り組むかについて手短にひとつお答えいただきたいと思います。 

まちづくり推進室長（塚田君） 私からは坂城町自律のまちづくりＧＯＧＯ機構の政

策提言をどのように生かされているかということでございます。そちらについてお

答えしたいと思います。 



 －１３４－

 平成１５年１２月から１６年の９月まで第１期、平成１７年１月から１１月まで

を第２期といたしまして、２年間にわたり町民の皆様、企業の皆様と行政が協働し

て自律のまちづくりに向けて政策提言をしていただきました。これは初めて実施し

たものでございます。作業部会、環境部会、教育部会、福祉部会、行政部会の５つ

の部会がそれぞれ政策提言を行っております。 

 産業部会では、農業、工業、商業の融合によりまして、新たなサービスの創出と

いたしまして産業全体の活性化、坂城ブランドの発信をテーマとして政策提言がな

されております。 

 環境部会では、心地よい生活環境の構築、資源ごみの分別収集等のごみ問題、花

と緑のまちづくり、千曲川の保全と活用をテーマに政策提言をいただいております。 

 教育部会では、世代間交流を通し、住みよい地域の形成、町の文化、歴史の伝承

と活用、世代間交流をテーマに政策提言をいただきました。 

 福祉部会では、みんなで支え合う安心と和みと生きがいとして、子育て支援、高

齢者福祉の充実をテーマに政策提言をいただいたところです。 

 行政部会では、ともに連携した地域社会の創出に向けて住民自治とコミュニティ、

行財政改革、それと安全、防犯体制の強化ということをテーマに政策提言をそれぞ

れいただいております。 

 これらの政策提言を生かしまして、第４次長期総合計画の後期５カ年計画を策定

をいたしました。この計画に基づいて今まで事業を進めてきたことはご承知のとお

りでございます。 

 その実績につきましては、先ほど町長の方からも実績が報告されておりますので

省略させていただきますが、これらの事業の成果を今後に生かしていかなければと

いう考えでおります。 

 第５次長期総合計画策定に向けまして、この後期基本計画の内容の点検・評価が

行われます。当然でございますが、これらの作業を進めていく上では、結果的には

自律のまちづくりＧＯＧＯ機構の政策提言が今後の策定の方で生かされていくもの

というふうに考えております。以上です。 

９番（宮島君） 事務方の方の塚田室長の方から話があったとおり、ぜひひとつこの

ことの、いわゆる委員長、関戸さんの言葉に出ているわけですが、「ラブレターは大

変難しかった」と言っているような経過もあるわけでございますので、どうかひと

つこれだけの貴重な提言でございますので、取り入れていただくことをお願いする
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わけです。 

 さて、そこで町長に質問をさせていただくわけですが、１点。いわゆる第５次の

考え方の中で、実は平成１５年から向こう２０年間、平成３４年まで、かつて１５

年の２月に自律の自治体を目指してということで、この冊子でございますが、県と

一体となって研究をした内容があるわけですが、いわゆる総合計画ということにな

りますと、夢というか、将来のものがあるわけでして、必ずしもこのようなものが

どう組み入れられるかということは難しい面もあるわけでございますが、そこでひ

とつ私のお願いすることは、そういう夢の中で、かつての自治体を目指す研究チー

ムの中に、いわゆる数値目標というものがある程度出ているわけでございます。こ

れは将来に向けた中では大変取り組みは難しいと思うわけでございます。ただいま

第５次の内容について技術集積だとかいろいろお話があったわけですが、こういっ

た数値目標を含めた、いわゆる第５次の指針をどう取り組んでいくかについてお答

えいただきたいと思います。 

町長（中沢君） 第５次の長期計画を立てるということは、これからの方向を見定め

る上に大事な施策でございますので、より多くの皆さんのご意見をまとめながらや

っていきたいなと。その中で自律のまちづくり、このことはすべてのものの根幹で

ございます。それがために先ほど申し上げましたように、まず産業の技術集積を高

めて雇用を安定していくんだと。技術集積を高めるということは並大抵のことでは

ございませんが、それをぜひやらなければならない。そして諸々の施策の中で、そ

れを結びつけることによって賑わいを創出する、ここに住んで誇りを持ち、また楽

しみの持てる町でなければいけないという話、さらに産学官という、これを培って

きたこの１０年、１５年の、これをより生かして、教育、文化、そして住みよい町、

そしてさらに環境を重視したまちづくりにしていくんだということ、そういった産

学官のそれらを踏まえながら世に負けない福祉ケアの町、快適な町をつくっていく

ということ、これはただいまお話のありました自律のまちづくりの中で描かれてい

ることでもございます。 

 そしてＧＯＧＯ機構の中においても、先ほど室長が答えましたように、いろいろ

な提案がなされております。産業、教育、福祉、文化の方、そのひとつひとつが大

事な提案でございましたが、その中でひとつ反省すべきだなと、これは大事だな、

これからはというものの中に、いろいろ研究会、審議会、そういうことが提案をし

ていただくという過程と同時に、こういう小さな町ですと、それが推進母体になっ
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て頑張っていただくという仕組みをつくらないと、提案は提案、じゃあ、次に誰が

ということにもなるわけでございます。薔薇人の会とか、あるいは企業オーナーの

皆さんに、いろいろとよりよい千曲川のバラ公園づくりをしていただいたというも

のを提案と合わせて実行していただくという仕組みでございます。これからの提案

については、そういうバックに、これが実行できるんだと、こうしたいんだという

ことの皆さんの声をより大事にして、そんな仕組みづくりを進めてまいりたいと考

えております。 

９番（宮島君） わかりました。確かに、いわゆる言うこと、書くことは簡単であり

ますけれども、それをいかに実行するかということは並大抵のことではございませ

んので、ただいま町長が言われたように、ぜひ総合計画については進めていただき

たいことをお願いするわけです。 

 ２．県営水道事業の市町への事業移管について 

 イ．県営水道事業経営ビジョンについて 

 長野県企業局では、県営水道事業において安全で良質な水道水を供給するととも

に、効率的な運営により財政基盤の確保、水道を次世代に継承していくために将来

像を描き、経営全般にわたり県公営企業経営審議会は県営水道事業の今後のあり方

を示した県営水道事業県営ビジョンを企業局に答申し、町長は県営水道事業経営ビ

ジョンをどのように考えるかについて、まず最初にお伺いをさせていただきます。 

 ロ．町への事業移管について 

 住民の利用者のニーズに対応した信頼性の高い水道水の供給することが最重要課

題であるわけであります。今まで何の不自由もなく利用している水道が町に移管さ

れることは住民に十分な説明責任があるわけであります。町全域を給水する末端給

水事業移管について、水源確保の課題等々があるわけですが、それらの対応策につ

いてもお伺いをさせていただきます。以上で質問を終わります。 

町長（中沢君） 県営水道が市町へ移管の意向が県にあるということの中から県営水

道に係るビジョンも作成されたわけでございます。お話の県営水道事業経営ビジョ

ンは、厚生労働省が平成１６年６月に水道ビジョンを作成し、水道関係者共通の目

標となる水道の将来像と、それを実現するための具体的な施策、また工程等を示し

ておりまして、水道事業者が取り組みを推進するための地域水道ビジョンというこ

とでもございます。水道事業につきましては、施設の大規模な更新が必要とされて

おりますが、安全で快適な水の供給、災害時にも安定的に供給するために施設水準
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をより高めていくということ、そんなことで、その基盤となる運営の強化、技術力

の確保等を求めているところでもございます。 

 これらの課題に適切に対応していくためには、水道事業者が自らの事業を取り巻

く環境を総合的に分析した上で経営戦略を策定し、これを計画的に実行していくこ

とが何よりも大切ということでもございます。今回の県営の水道事業経営ビジョン

は、それなりに意義があろうかなと思います。 

 ただ、個々の家庭に生活の根源である水道水を供給する末端給水事業について、

本来地域の事情に通じた基礎的自治体である市町村が対応するというべき分野であ

ることはもちろんでございますが、また地域の総合的な水管理やまちづくりにも関

連してくるということでもございます。市町村が関与すべき事業の一面も持ってお

ります。 

 一方、県営水道が行っている現在の事業形態でございますが、１つの行政区域に

複数の水道事業が併存していくというような料金体系の違いや上水道と下水道との

一体的な管理ができないかという、また新たなる課題も出てきているわけでござい

ます。こういった課題を解決するのにあわせまして、本来の事業主体とされる市町

村にいろいろ移管ということを検討してほしいというねらいもあるわけでございま

す。 

 発足当時は、それなりに県が自ら広域でやることが大事だということで始められ

たわけでございますけれども、時代の趨勢とともに様子が変わってきております。

上田市や長野市は合併によって自分の市の水は自分たちで管理したいということの

趣旨から前向きな面がございますが、坂城町と千曲市は大変厳しい状態に置かれて

いるわけでございます。独立したそれなりの水源を持っていないということでもご

ざいます。本来は企業局には電気、ガス、水道の事業がありまして、それを民営化

するということから始まったわけでございます。市町村が基礎的に取り扱うという

ことは、その後に出たひとつの考え方でもございます。そうした中で民営化に関し

ていろいろと論議してきた結果として、今日の市町村へ戻すべきだというような方

向にも相なったということでもございます。 

 坂城町といたしますと、今の県営水道がこのまま継続されることがまず大事なこ

とでございますし、開設した当時が県が主体的に進められた事業でもございますの

で、県が主体的に次なる対応を考えてほしいというのが基本的な考え方でもござい

ます。県の企業局がいろいろ今、検討はされております。前向きな上田市は諏訪形
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浄水場は廃止が前提であるということは県水道を廃止ということでもございます。

廃止して上田自身が現在整えている水源で十分間に合うということ、市町村の合併

によって、よりそういった方向が如実に出てきているという面でもございます。先

ほども申しましたように、坂城町には適切な水源はございません。隣の千曲市もそ

の水源の問題については、いろいろと検討しているところでもございます。 

 これからの対応として、放水管とかいろいろな面が出てきます。料金の問題も出

てくるでしょう。しかし、それは今私どもが県のひとつの主体的な県のもとに４つ

の町村が組み込まれているわけですから、それをこれからは分割する方法を考えて

いくとするならば、これは新しい送水管をどうするか、水の取入口をどうするか、

どういうグループ分けをするか等々ございます。あるいはそれに向けて常に水が供

給されると、責任持って供給されると、こういった確約も必要になってくるわけで

ございます。 

 不安をあおるということでなくて、私どもとしては県の責任において、まずＡＢ

Ｃこういう形があるよと、そうすることによって県は責任を持って対応いたします

よと、そのＡＢＣを各町村がどういう仕組みで選ぶかということをしっかり検討し

ていく、それによってよりよい水が安価にずっと長く供給できると、こういう体制

をつくってまいりたい。 

 ですから県が提案し、その提案の中で関係の市町があるとすれば、そことより具

体的に対応を考えていくということでございまして、これは時間がかかる問題でご

ざいます。事業のいろいろ取り組みをすぐという性格のものではございませんが、

少なくともこの長期ビジョンをいろいろ坂城が論ずる場合に、そのひとつの形もこ

こら辺でも論じる問題かなと思っております。 

 なお、申し上げれば、例えばＡとＢがひとつのエリアを決定するとなればＡとＢ

は公平な平等の立場で水というものを共有するという仕組みづくりもないと将来に

向けて禍根を残すという問題も出てまいりますので、より慎重に対応してまいりた

いと考えています。 

９番（宮島君） いろいろな内容は理解をしたわけでありますが、最後は現状を維持

することが一番大事であり、また今より負担を少なくして、いわゆるそのものを移

転に移すということが大事でありますが、実はこの２回目の質問に、多分町長も見

ていると思うんですが、９月の中旬に、いわゆる県営水道の、これは検針の方が郵

便ポストへ入れていった「ご意見をお寄せください」という文書なんですが、これ
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は自分のエリアを、私も聞いたんですが、自分のエリアをみんな配ったと。ですか

ら全戸へ配られているという文書、多分見ていると思うんですが、そこにいろいろ

前置きがございまして「目指すべき将来像を描き、その実現方策とする経営全般に

わたる将来構想として、長野県県営水道事業経営ビジョンを策定を進めておりま

す」という文言で、このいわゆる「ご意見をお寄せください」という記述は２１年

９月２９日から２１年１０月２７日までに、いわゆるホームページなり何かをご覧

いただいて上田の県営水道に出してくれという文書が届いているわけでございます。

私はそのときから、いよいよ始まったわなという思いを思って今日質問するわけで

ございます。 

 そこで１点だけ、県営水道が我が町に事業移転される中で、いろいろな上下水道

の管理の一元化あるいはそういったメリットを含めて、いわゆる利用者に負担をか

けないということが大前提になるわけでありますが、そういった中で私はひとつ、

いわゆる２７区の中全部が県営水道へ加入しているわけではありません。これはご

承知のとおりであります。特に小網の地域は全域に入っていないで、いまだ簡易水

道でやったり自家水でやっているわけですが、そういった面の対策はどうするか。

そういった新たな投資を含めて料金体系にも変わりは持ってくるわけでございます。 

 ちょっと話は下水道へ入るわけですが、下水道の問題も、いわゆる小網地区にお

いては遠距離にあるということで、５億円からの経費を節減するために浄化槽を入

れるということで、ただいま進めているようでありますが、上水道についても、そ

ういう問題が出てくるわけでございます。従って、そういう入っていない地域をど

う一本化をしていくかということ、さらに町に移管されれば、どんなような運営形

態で進めていくか。例えば技術者も必要になるだろうし、あるいは町の下水道課と

いうか、そういうもので取り組むか、あるいは委託で取り組んでいくか、いろいろ

難しい形態があろうかと思いますが、そんな考え方を町長にちょっとお聞きをした

いと思います。以上です。 

町長（中沢君） 先ほども申し上げておりますように、県営水道ができたその過程の

中では、関係市町村のニーズを踏まえながら、県が広域的にやれば、よりよいとい

う形の中で出発したお話でございます。坂城に対しては県が水を供給するという責

務を今なお負っているわけでございます。そういう先線に立って、しかしながら上

田市あるいは長野市は独自な水道計画を進めていきたいというニーズがございます

ので、関係の会議のときにも、そのような方向であるならば検討しなければならな
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いなというところから始まっております。隣の上田市の方からも、こういう形で進

めれば、よりよい水が坂城にも供給できるよというエールも送っていただいている

ことも事実でございます。 

 しかし、その前に、そういった移管にはそれ相当の経費がかかります。また安心

した水の供給体制をどうするかという前提がありますので、その前提を県とまずし

っかり話し合って、その提案の中で県と私どもと、そして関係市町村があるならば、

そこと連携をとりながら対応していくということでもございます。この際、水道が

そういったひとつの改革の時期とするならば、先ほどの小網の件等々も全町的にわ

たる問題として把握して対応しなければならないなと、そんなふうに考えておりま

す。 

９番（宮島君） 小網地域のことについては全町的な立場で取り組みをするというよ

うなご発言でございますが、ぜひひとつそのような公平の上に立って進めていただ

きたいことを願うわけであります。 

 ３．教育環境の変革への対応について 

 イ．屋代高校の中高一貫校の導入について 

 併設型中高一貫校の設置方針についてのモデルケースとして位置づけ、東北信、

中南信に１校ずつ設置する。我が地域では屋代高校が設置する。実施年度は平成

２４年４月を目途に併設型中学校が開校する予定になっているわけですが、設置方

針は弾力的・系統的な教育課程の編成が可能で、個性の伸長、学力の向上が期待で

きる併設型の導入というふうに聞いているわけでございます。設置の方針について、

どう考えているか。また町の小学校への影響についてもお伺いをさせていただきま

す。 

 教育理念については、人の心の痛みのわかる豊かな人間性の涵養、伸びる力を伸

ばす学力の向上などによるさまざまな分野でリーダーシップを発揮することである

と言われているわけですが、社会のために貢献できる人材の育成を目指すと言って

いるが、児童生徒、保護者、教職員等への周知徹底と小学校における進路指導の充

実をどう図るかについて教育長にお伺いをいたします。 

 ロ．県立高校の前期選抜（自己推薦入試）の制度について 

 県教委は各県立高校の前期選抜（自己推薦入試）の制度の見直しについて、来年

３月、各学校ごとの実施の有無を発表する選抜方式を変更する高校がある場合には、

２０１１年度から入試が適用され、各県立高校の前期選抜の制度見直しについて、
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中学校としてどう対応するかについても教育長にお伺いをいたします。以上で第１

回目の質問を終わります。 

教育長（長谷川君） 宮島議員さんからの教育環境の変革についてというご質問にお

答えをいたします。 

 まず中高一貫校の導入についてでありますが、これをどう考えるかということで

ありますけれども、教育委員会としましても、新聞等で報道されている以上の情報

は、まだ高校教育課から説明を受けておりません。ですので、どう考えるかという

点で、まだ十分お答えができる情勢にはないわけでありますけれども、児童にとっ

て進路選択の幅が広がるという点ではメリットがあると思いますし、自分の進路に

ついて早い時期から考えるきっかけになるという点も利点としては挙がるかと思い

ます。これは諸刃の剣の面もありますけれども。さきに行われました懇談会では、

幾つかの心配点が出されたというふうに聞いております。しかし、この前公表され

た内容が、まだ非常に大まかなものですから、どういうふうに対応していくか、ど

ういうデメリットがそこに生じてくるかということを検討するにはちょっと足りな

い情報ですので、もうちょっと詳しい情報が入るまで時間をいただきたいと思いま

す。当面なるべく早い時期に、できるだけ詳しい中高一貫校の内容を保護者や地域

に知らせていただくように県の教育委員会に求めてまいりたいと思います。 

 次に、児童、保護者、教職員への周知徹底という面でありますけれども、小学校

の卒業段階で自分の進路の方向性を出すということは、今までそういうことに直面

しておりませんので、児童にとっても保護者にとっても大変な問題であると思いま

す。選択をするためには中高一貫校がどんな高校であるか、そこへ子供が入学した

場合には、どういう方向に子供が育っていくのかということを十分理解した上で判

断をしていただくことになります。 

 ですから、まずは県からの情報を早目にいただくようにすると同時に、地元説明

会は１度行われたわけですけれども、再度そういう細かなことまで説明をして周知

をしていただくよう、これも県教委の責任でやっていただくようにお願いをしたい

と思います。それらがある程度わかってきたところで、今まで行ってきた進路指導

をどうするかということを考えていきたいと思います。 

 現在行っていることは、坂城中学校へ入学するための進路指導でありまして、中

高一貫校ができた場合に、これをどう修正するのか、その点は発表されました内容

を見て考えていきたいというふうに思います。 
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 次に、県立高校の前期選抜の見直しについてでありますけれども、前期選抜は平

成１６年から実施されてきまして、今年で６年目に入るところであります。 

 高校教育課の見解によりますと、見直した原因は、ひとつは不合格者が多いとい

うことです。具体的に言いますと、５０％ぐらい不合格者が出るというのが今まで

の情勢でありました。 

 それから２番目としては、前期選抜の不合格者が、ほとんどまた同じ高校を受験

して、しかも大体入ると。前期選抜の意味は何だろうということになるわけであり

ます。 

 ３番目としては、不合格か合格かの判断基準があいまいである。合否判定が納得

できないというような指摘が幾つか出されたということによるものと思います。 

 また中学側から言えば、今まで３月の初旬に行われていましたものが２月初旬か

ら中旬にかけて前期選抜が行われるということで１カ月早くなったわけであります。

それによりまして進路指導の事務処理でありますとか、３年生の授業が相当支障を

受けたということもあります。 

 それから２番目としては、２月の大体下旬、２０日前後ですけれども、前期選抜

の合格者が発表になります。そこで同じ教室にいる子供が先ほどのように半分合格

して半分不合格だという状況で、まだ１カ月中学校生活を送るという中での指導の

難しさというか、そういうものが問題になりました。 

 今回の改定では、今までは全部の高校が前期選抜をしなければいけなかったんで

すけれども、前期選抜をするかしないかは各高等学校に任されることになりました。

今までも前期選抜を定員の１０％ぐらいしかやっていない高校が幾つかございまし

て、そういうところは、場合によると前期選抜をしなくなるのかなということを考

えます。 

 多分今度の改定で一番大きな課題として挙がることは、中学３年生の生徒にとり

ましては、受験の回数が減るということになるのかなと。今までは前期選抜と後期

と２度受けることができたんですが、今度は後期１本でいかなければいけない子供

が随分増えてくるだろうと。それについて進路指導をどうやっていくかということ

が、これからの課題ではないかなと思っております。県の方の発表では各中学校と

の意見交換が１月から行われるということでありますけれども、中学校の方へお聞

きしますと、まだこれについての説明は県から届いていないようであります。 

 いずれにしましても生徒及び保護者に対しては、これは大きな問題でありますか



 －１４３－

ら、混乱することがないように、なるべく早く情報を十分出していただくと同時に、

現場の学校の声、保護者の声を聞いてきちんと定めていただけるように今後要望し

てまいりたいと考えております。以上であります。 

９番（宮島君） 内容について、わかりました。 

 そこで、平成１９年に、いわゆる中高一貫校が始まり、小学校３年生を対象とし

た進路指導をどう進めるかについてご質問をさせていただきます。最初に。 

教育長（長谷川君） 中高一貫校に最初に該当する児童は、現在の小学校４年生です。

どういうふうに進路指導を進めるか、非常に悩むところでありますが、先ほど申し

上げましたように、坂城の３小学校では坂城中学へいかにスムーズに行って生活が

できるかということを一番の力点で進路指導をしてまいりました。この間、私立の

中高一貫校へは何人か行っております。一番多い年でも３人です。この子供たちへ

の指導というのはほとんどしてきていませんので、今度これからどうするかという

ことは、もうちょっと中身が出てからでないと検討できないかと思います。 

９番（宮島君） 時間も参りましたので、以上で私の一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後２時３０分～再開 午後２時４１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、８番 林春江さんの質問を許します。 

８番（林さん） 去る９月１６日誕生した新政権は、まもなく３カ月がたとうとして

おりますが、２０１０年度予算編成に際し、過去最高に膨らんだ概算要求の中から

不要不急な事業や過大な予算要求を洗い直すなど、事業仕分けを民間人を含む仕分

け人が全過程を公開の場で行うなど、政治主導を掲げる斬新な手法に多くの国民は

関心と支持を寄せたところであります。今まで私たち国民にとって政治や予算は知

らないところで決められているのが当然と思われておりましたが、無駄の削減とい

う視点から検証したこのようなやり方を見ることで、国の予算が身近になったこと

を感じるとともに、政権交代により国の動きが今までとは違う方向に動き出してい

ることの実感も覚えたところであります。 

 一方で、昨年秋以降の景気の低迷は依然として回復の兆しが見えないところにデ

フレ、円高が覆いかぶさり、経済面が大変心配いたすところであります。政府与党

は財政出動による経済対策を打ち出す方向で検討を進めておりますが、２０１０年

度予算編成の影響もさることながら、財源不足は一段と深刻化することも大変心配



 －１４４－

いたすところであります。 

 そうした中で新政権が基本方針とする「コンクリートから人へ」「地域主権」は私

たち地方にとって大きなかかわりを持つものであり、その影響についても懸念いた

すところであります。 

 １．政権交代と町政運営について 

 イ．新政権に対する町長の所見は 

 まず、新政権は「コンクリートから人へ」とダムや道路など前政権で肥大化した

ハード事業から福祉や医療、環境など人間尊重に重点を置いたソフト事業への政策

転換を示しております。 

 町長は、かねてより一般質問等で新たな施策提案に対し、国や県の動向を踏まえ

て検討する旨のお考えを示されてこられましたが、このような国の基本方針の転換

に対して、どのように考えておられるのか、これからの町政運営における町長の所

見をお伺いいたします。 

 また、国の来年度予算編成につきましては、不確定な要素が多分にあり、遅れる

ことが予想されますが、坂城町の新年度予算の基本的な取り組みに対する考えもあ

わせてお伺いいたします。 

 ロ．「地域主権」について 

 ２０００年の地方分権一括推進法による改正は、明治維新以来の中央集権体制を

抜本的に改め、国と地方はお互いに対等という立場で、国づくり、地域づくりを目

指すという戦後最大の制度改革でありましたが、財源が伴わないことにより国の縛

りや影響が残り、地方は中央に依存する体質から抜け切れないという状況が続いて

おりました。このような国と地方の関係に対し、新政権は地方に主体性を持たせ、

権限と責任を伴う地域主権を目指す方向を示しております。 

 このことは地方自治体の行政運営に大きな影響をもたらすものと考えますが、町

がこのことに期待することはどんなことか。また課題はどう考えるか、町長の所見

をお伺いいたします。 

 ハ．「事業仕分け」について 

 新政権が多くの国民の支持を得、また関心の高い事業として評価された事業仕分

けは、１１月１１日から２７日までの間の９日間にわたり、２０１０年度予算の概

算要求に対し、事業の意義や見直し、また天下りの実態等、国民の目線で納得でき

るかどうかをガラス張りの議論の中で行われ、基金の返納も含め、約１兆７千億円



 －１４５－

の財源の見直しが指摘されました。危機的な国家財政状況と言われる中で、より質

の高い効率的な行政を行うため、さらに国民の行政ニーズが多様化し、増えていく

中にあって、このような限られた財源を、より適切に無駄なく行政を進めるために

も非常に的確な取り組みであったと私は共感を覚え、今後の予算編成においても、

さらに厳正なものとされることを望むものであります。 

 さて、我が坂城町の施策事業についても、このような事業評価や見直しを一般住

民の参加をいただき、公開の場で行うということを希望いたしますが、町長のお考

えをお聞かせいただきたいところであります。以上で１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 林議員のご質問にお答えしてまいります。 

 政権交代と町政の運営に係る所見でございます。 

 ８月の総選挙で民主党が大勝し、民主党を初め社民党、国民新党の３党による鳩

山連立内閣が発足し、２カ月あまり経過したところでもございます。非自民政権が

誕生したのは１９９３年の細川内閣以来１６年ぶりでございます。野党が単独過半

数を得て政権交代が行われたということで、戦後初めてのことで歴史的交代ではご

ざいますが、期待と不安が入り交じっております。 

 新政権では、民主党のマニフェストに沿って、暮らしのための政治、国民の生活

を第一に、子育て、教育、医療、雇用、経済等に税金を集中的に使っていくという

考え方は住民生活の安定のためにも期待しているところでございますが、雇用、経

済、そういった面への対応が見えてこないというのもまた事実でございます。 

 今日の地域経済の情勢や急激な円高等を考慮いたしますと、景気回復を図るため

の経済対策を最重点に取り組むことが必要であり、そうでないと雇用が保てず、生

活に不安を感ずると。国民が安心して生活していく基盤というには、とりあえず景

気の回復ということが大事な課題だなと考えております。 

 道路整備の見直しも論議されております。１１月１２日に国道バイパス、１８号

線バイパス、県道整備期成同盟会、これは坂城がバイパスをより早くということで

独自につくった同盟会でございますが、そこで地元選出の議員さん、あるいはまた

国土交通省関連の話として、建設省等にも陳情したところではございます。上田坂

城バイパスが来年３月に開通するよと。そうすれば鼠橋ということでおさまってし

まうと、鼠橋を渡り、その先線４００ｍのところにしなの鉄道があると。本来、村

上地区から鼠橋を行くだけでも相当混雑するのに、そこで止められていってしまえ

ば、ますます混雑して１８号線そのものの混雑解消はなくなって、そういうことの
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使命が果たされないのではないかということの観点でいろいろお話ししました。そ

ういう状態の中では、国道バイパスそのものが迷惑施設になりますよと。それにつ

けては、まず３月の開通に向けて、より力石バイパスに進めますよということを、

まず国会議員の皆さん、建設省の皆さん等が高らかに言っていただかなければ困る

ということを強く要請した次第でもございます。 

 新政権は、いろいろ第２次補正あるいは新年度予算等について、それなりの対応

をしておりますが、理解しがたいものは、今まで国が約束した主要な事業をパーに

していくという、そういった行き方は、国として施策を進めていく中では変化を求

めて進むことは結構でございますが、ゼロなることは十分周辺の状況等を勘案して

いかなければならない問題だなと、こんなふうにも思っているところでもございま

す。 

 地方分権をより進める形の地域の主権というお話がございますが、これは地方分

権改革推進会議の勧告を踏まえて施策を実現するための地域主権戦略会議が１１月

１７日に閣議決定に基づいて内閣府に設置されたものでございます。この主権が国

の権限や財源を精査し、地方への大胆な移譲を進め、国と地方との関係を見直し、

国の縛りを極力少なくするということで国と地方がパートナーシップを強めていく

ことへの転換を図るとされておりますが、今までの経過の中で、意識改革というも

のは国の政党の中で、あるいは官僚の中でもいろいろございまして、地方と対等だ

ということへの認識はまだまだ先のことだなと、こんな思いもいたしております。 

 地方分権改革推進会議では、今まで国、県の許認可が必要な事業や法律で義務づ

けられているもののうち、市町村が判断できるものについては、できるだけそうい

った方向に進むということ、その趣旨については理解できるものでもございます。

今後、地方主権の戦略会議等において地方の自治体の活力を取り戻すための施策が

構築されるということを実際面からより期待しているところでもございます。国か

ら地方への権限移譲のみではなく、財源移譲が伴わないと地方は負担がさらに増え

てしまうと。地方の自律化は進まないわけでございます。 

 子供手当もマニフェストにおいては国が対応するというお話が、現在は地方もそ

れなりに持つようにというような提案もなされているということ、こういった面を

よりよき実のあるものにするには、それなりの関心を寄せるとともに、申すべきも

のは申していく、そういった仕組みが大事だなと、こんなふうに考えております。 

 国も国債や借入金残高が９月末現在で８６０兆円ということでもございます。国
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の財源不足、税収の不足がいろいろある中で、地方へどのようなふうに権限と金が

移譲できるのか、関心を寄せているところでもございます。 

 政府の行政刷新会議ワーキンググループによって事業の仕分けが行われました。

１１月２７日をもって９日間の日程が終了したわけでございますが、事業仕分けが

公の場において外部の視点が入れられた、そういったことについては、それなりに

理解し、また透明性も確保されたなということで効果はそれなりにあったかなと。 

 しかしながら、一部の国民受けをねらったような官僚への攻撃やパフォーマンス、

国民目線に立っての仕分けということですが、どういうものか。また地方交付税の

見直しや下水道への地方移管というものが、ある地域に限られた調査の中で論じら

れると、地方の状況を理解しがたい人たちが、その仕分けをしていたというような

傾向があるんじゃないかということに疑問も感じているところでもございます。 

 一部の委員の意見のみで、慎重にという政策決定の中に、短時間で、１時間でこ

れを決める。それが、あるいろいろな立場の委員さんと国の国会議員とということ

で、こういったことは本来政府が責任を持ってやるべきで、私たちは国と県、市町

村という状況の中で進めるべきお話を根幹にしなければいけないなと。そういった

ものを見て、短期間に処理されたものがノーベル賞受賞者とかスポーツ関係の人と

か、さらにまた地域の皆さんがいろいろ疑問を持ってくると、そこに混乱がされて、

その解決がどこの仕組みのところで解決されるのか疑問を思っているところでもご

ざいます。 

 仕分けの結果が、どのところで責任を持って、また私どもの要望が、どの部分へ

行けばいいのかということを考えると、ある面ではひとつのイベントに終わりがち

だなという疑問も思うところでございます。議会や政府が責任をどう考えているの

かと、こんな思いもいたします。 

 当町において事業仕分けをということのご提案でございまして、それなりのお話

かなと。常に長期計画や実施計画を作成するにあたっては、町の組織を挙げて検証

しているところでもございます。市町村は住民と直結した福祉の増進を重点にして

おりますので、その事業展開も常に検証していかなければならないわけでもござい

ます。予算を策定するにあたりましては、各課において十分精査し、その上におい

て私もそれ以上厳しい目で見ながら精査しているということが事実でございまして、

そういった方向がより大事だなと。 

 そして、まずは町民に選出された議会の議員の皆さんが地域のニーズを十分に知
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り、そしてまた、行政も町民のニーズを十分踏まえながら、その場において、より

よき重要なものの決定をしていくことが道筋ではないかと、こんなふうにも考えて

いるところでもございます。 

 町の事業は国が行っているような予算配分ということでなくて、住民に直結して

いるということで、個々への対応も必要でもあるわけでございます。一言で言えば

事業の仕分け、誰がどうするか、そういうことを考えた場合に、なじみがたいもの

があるなと、こんな思いでもございます。 

 町事業の実施にあたりましては、町が議会と十分に住民ニーズを踏まえて、そこ

で責任を持って決定していくと。そしてまた、予算、決算等については、監査委員

さんの機構あるいは定期監査について諸々とご指摘願うと。さらにまた事業実施に

あたっては、必要なものは審議会あるいは研究会等を経てご相談しながら進めてい

く。例えば食育・学校給食センターの設立にあたりましても、研究会をつくって学

校、住民の皆さん、そして専門家等々の意向を踏まえながら進めていくと、こうい

ったことが、よりなじむのではないかと、こんな思いがするところでございます。

以上でございます。 

８番（林さん） １の項目で予算編成についての考え方も通告してありますけれども。 

総務課長（宮下君） 来年度予算編成につきましては、大変厳しい経済状況の中で、

まず町としての歳入の部分の内容的なものを十分精査し、歳入部分の財源、そして

額等を見極めながら、それに合った歳出について検討してまいりたいというところ

でございます。 

８番（林さん） ただいま町長、また総務課長の方からご答弁をいただきました。 

 通告の中に予算編成についての考え方も求めたので、今漏れたのでお聞きしたん

ですけれども、ちょっとあまりご答弁が簡単過ぎてメモるに至らなかったんですけ

れども、その辺ちょっと残念だったと思います。 

 新政権に対する町長の所見をお伺いいたしました。それぞれお答えいただきまし

た。 

 どちらかというと、あまり好感度は持てなかったというような感覚が私には受け

取れましたけれども、私たちにしてみれば、何か変わったことをしてくれるんじゃ

ないかな、また今までのじっくりと浸った前政権の中に新しい何か芽生えがあるん

じゃないかなというようなことを期待して、またこれからもその気持ちは変わらな

いで期待していこうと思っております。なかなか混乱する場面が報道されておりま
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して、ちょっといらいらすることも多分にありますけれども、今までの歪みの大き

さがそこにあらわれているのではないかなというような気持ちも正直いたします。 

 ただいま文の中でもお聞きしてありますけれども、今日の一般質問、午前中の答

弁の中にも町長がよくお口になさいます事業については国や県と連動したことでや

っていくということを常々おっしゃっていただいておりますけれども、やはりこう

いう大変な時期になると、政権交代ということも大きな影響になりますけれども、

今まで国に頼っていた事業が、こういう状況になると、とても弱いものになって、

できなくなってくるというような状況も当然出てきます。先ほども財政が大変だか

らソフト事業に転換するというような、午前中の議員さんの質問の中でお答えもあ

りましたけれども、確かに町が大変なときは国はもちろん大変です。国が大変だか

ら町が大変というお互いに相関関係にはありますけれども、やはりこういうときだ

からこそ大事なことは、町の事業として、ソフト事業として、小さな財源の中でも

何とかやっていこうというソフトを重視したというこの考え方も町長、午前中お示

しになりましたけれども、そういうことは国に連動した中ではなくて、町独自とし

てやれるような形で展開していくことがこれからは望まれるのではないかなと思う

んですけれども、その辺のお考えは、町長、どのようにお持ちでしょうか、お答え

いただきたいと思います。 

町長（中沢君） 何度も申し上げますように、町は自律のまちを求めていくというこ

とは、方向が定まっているわけでございます。いろいろ地域の時代だとか地域主権

の時代だとか、いろいろな波が押し寄せてまいります。ただ、１万６千人余のこの

町で産業的基盤がより充実していると、そういう町にあっては、６５％も自主財源

で運営しているわけでございます。 

 一般的に各県下の町村を見ますと、坂城は実質的には軽井沢に次いでのそういっ

た面の産業的な基盤が強いなと。それを生かすということにおいては、より大事な

要素でございますので、坂城ならではのいろいろな展開をしていくということでご

ざいます。例えば、ばらのまちづくりも歴史と匠のまちづくりもそれぞれございま

す。 

 ただ、長期的な問題等については、例えば子育て支援という面については、国が

何をやるか、そういうところをしっかり見つめながら、その上に立って補完的に、

こういう特色を持たせるということでもあろうかなと思っております。 

 まず坂城町は自律していく要素が十分にあり、潜在力があり、また発信力がある
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んだということを誇りに思いながら、そういった独自の事業展開はさらに進めてま

いりたいと、こんなふうに考えています。 

８番（林さん） 町の方向としては、今、町長のお考えをお聞きしたわけですけれど

も、子育てのことも何かちょっと期待は持てるかなと思いますけれども、それは２

の項目でまたつめていかせていただきたいと思います。 

 事業仕分けがパフォーマンス的だというような批判もあるけれども、やはり私た

ちに大分知らせようというか、こういうことが今まで見えなかったものをどんどん

出して、その成果というのがいろいろな面で出てきたということは、大変財政難の

中では、それを生かして違うソフト事業に使えるということなどを含めますと、と

ても刺激的でよかったなと思っています。 

 事業仕分けは国の事業として今回されましたけれども、国に先行して岐阜県の方

では２００２年ごろから始めて他の自治体でもたくさん広がっているという報道も

あります。こういうことで事業の必要性とか説明責任を求められるということが職

員の皆さんの能力向上にも、ちゃんと説明しなければならないという、そういう面

では、とてもいい機会になるというようなことも言われておりますけれども、財政

が厳しい中で事業の取捨選択が迫られる中で、やはり住民に見える評価システムが

大切ではないかなと。また、それはやっていってほしいという気持ちが私にはある

ので、このような質問をいたしました。 

 今の町長の答弁の中でも、職員の方で各課でやって町長も精査している、予算編

成についてはそのような中でやっているというようなご答弁をいただきましたけれ

ども、公募という、開いていけば、この事業仕分けでやったような、うちはうちの

仕事じゃなくて、やはり公募というような要素も取り入れて思い切った仕分けをし

ていくことが、また自律を目指す町にしては大変大切なポイントとなるのではない

かと思います。全事業をしろというのではなくても、せめて町の主要施策としてや

っていこうという、高額なものに対するような展開をこれからしていくことが、私

はそういうことを求めるわけですけれども、今１度町長のご答弁をお聞かせくださ

い。 

町長（中沢君） 私は、地方自治の原点は私が選挙によって責任を持ち、議員さんが

それぞれ選挙によって責任を持つと、そういう双方の上に立って施策を論議してい

くということが前提であると。そのことは、より大切にしたいと、そんなふうに思

っております。住民ニーズを踏まえる中で議会がどういうふうにするか、あるいは
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私がどう考えるかという、そういった手立ては工夫していかなければならないなと。

ご指摘のように、できるだけ一般の皆さんが理解できるような対応をしてまいりた

いと。 

 反省のひとつとして、よく町の財政状況はこうだ、決算はこうだというふうに数

字を並べて広報する場合があるんですが、これで住民の皆さんは的確にわかるのか

なと、一過性になってはいないかなと、こんな気持ちを常に持っております。住民

の皆さんも、それによる分析あるいはそういう皆さんがより理解できるような、そ

ういった対応ということもひとつひとつ重ねていく。あるいはまた、いろいろな団

体のところ、地域のところへ、できるだけ顔を出しながら、その都度生の声を伺っ

ていくと。そんな手法を取りながら、なおかつ団体でも区長会の皆さん、あるいは

女性団体の皆さん、民生の皆さん、いろいろございます。そういった皆さん、特に

農業委員の皆さんは、いろいろな荒廃地の問題もかかえている。そういうことを、

その皆さんから聞くということを怠りなく進めることによって施策の展開の中での

状況把握になるのではないかなと、こんな思いがいたします。以上でございます。 

８番（林さん） ただいま町長の所見をお伺いいたしました。 

 いろいろな状況の中で混沌とする国政ではありますけれども、国の目指す方向に

沿った、人にウエートを置いた施策や行政を行うことを望んでおります。 

 ２．子育て支援について 

 イ．「福祉医療費給付事業」坂城町の方向は 

 県は乳幼児らの医療費らを助成する社会福祉費、医療事業費の見直しで、現在は

通院・入院とも就学前までとしている助成対象を来年度から入院のみ小学３年生ま

で拡大する方針を示しております。この事業は市町村が実施主体で、県からは費用

の２分の１の助成を受けられるという事業であるため、助成となる対象範囲は各市

町村の財政力や政策ビジョンにより大きな格差が生じているという実態があります。 

 県内８０市町村の助成内容を見てみますと、８月時点で県の約半分を占める３９

市町村が所得制限を設けずに入院・通院とも中学生までを無料化に、さらには高校

３年生の１８歳まで拡充しているという自治体もあり、これら先行を決断した自治

体は、歯止めのかからない少子化のこの厳しい環境を何とかはねのけ、社会や地域

の宝を育てようと、厳しい財政下にあっても予算の聖域化を図っているということ

であります。 

 未来の地域を、ひいては国を支えていくのは子供たちであります。この宝である
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子供たちが生まれ、育つ環境、育てる支援体制は、何はさておいても町として最優

先に取り組むべき課題であると考えるところであります。 

 このたび県が示した福祉医療費給付事業の見直しを受け、坂城町としては来年度

からはどう取り組んでいくのか。助成対象とする年齢は県に準ずるのか。中学まで

延ばすお考えもお持ちなのか。町独自の上乗せ拡大策も含め、その方向を町長にお

伺いいたします。 

 また、この事業の受給者負担金については、１レセプト１枚につき、県は１０月

から月額３００円を５００円に引き上げましたが、坂城町は、この引き上げは住民

への負担を減らすため、町が肩代わりするという措置を講じられましたことに対し、

大変評価申し上げるところでございます。この町負担については、今後も引き続き

実施されることを望みますが、町長の考えをあわせてお聞かせいただきます。 

 ロ．ながの子育て家庭優待パスポート事業、坂城町の参加は 

 次に、県内の経済福祉団体などと県でつくるながの子供子育て応援県民会議が提

唱するながの子育て家庭優待パスポート事業への坂城町の参加を求め、また、この

事業が町内商店の活性化につながるような取り組みについて町の考えをお伺いいた

します。 

 まず、この事業は１８歳未満の子供がいる世帯に各市町村がパスポートを配布し、

協賛していただいた商店での買い物時にパスポートを提示することで商品の割り引

きやポイントカードのポイント増など店舗ごとの優待サービスを受けることができ

るというもので、町内だけでなく、事業に参加する県内の全市町村の協賛店で使用

ができるというものであります。また優待の内容や費用は各商店にご負担をいただ

きますが、町は協賛の店先に張るステッカーの配布や町のホームページなどで商店

を紹介し、協賛店舗のＰＲを行うことになっており、商店側にもそれなりのメリッ

トが考えられるというものであります。 

 このような事業を子育て支援の独自策としてすでに実施している自治体や来年の

春を予定とするこの事業のスタート時から参加の意向を示している市町村など、合

わせますと県内の対象世帯の約７割がカバーされ、県内全域でパスポートが利用で

きるという取り組みに期待も高まっております。 

 坂城町においても子育て支援の一環として、この事業への参加を望み、町のお考

えをお伺いいたすところであります。 

 また、この事業への参加にあわせ、特に寂しさが増している町内商店の活性化の
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ため、町民の皆さんに町内での買い物意識を高めていただくために、町独自のサー

ビスの上乗せも考えたらどうかと思いますが、町のお考えをお伺いし、２項目の子

育て支援について１回目の質問といたします。 

福祉健康課長（中村さん） 福祉医療費給付事業についてお答えいたします。 

 町の福祉医療制度は、乳幼児、障害者、母子家庭の母子及び父子家庭の父子が療

養の給付、または療養費の支給を受けた場合、医療費の自己負担分への助成を行い、

医療費の家計への負担の軽減など福祉の増進を図るためのものでございます。乳幼

児医療費につきましては、平成１８年度より所得制限を廃止し、小学校就学前まで

の入院・外来について対象としております。県では福祉医療費給付事業検討会にお

いて、先ほど議員さんのご質問の中にもありましたが、乳幼児の対象範囲の拡大に

ついて検討が行われてきております。 

 検討会は、乳幼児に係る福祉医療制度については子育て支援、少子化対策のひと

つとして、安心して医療を受けられるための重要な施策であること、小学校低学年

まで１人当たり医療費が高いこと、通院に比較して入院に係る１レセプト当たり医

療費自己負担額が非常に大きいこと、この制度を将来にわたり持続可能なものとす

る必要があることなどを総合的に判断して、所得制限を行わず、対象範囲を小学校

１年生から３年生までの入院を加えることが適当であるとの結論を出しました。 

 今まで乳幼児医療費の対象範囲の拡大につきましては、何人かの議員さんから一

般質問がございました。町長から福祉施策全体を見直す中で拡大ができるかどうか

検討するよう指示されております。乳幼児医療費を県の基準以上まで対象年齢を拡

大する費用につきましては、県補助２分の１の支給対象にならないため、町の費用

負担が増加することになりますので、財政面から将来にわたって持続が可能なのか、

財政状況を考慮して計画的に考えていかなければならないところでございます。限

られた財源の中で維持ができるよう、年齢の範囲をどれだけ拡大できるか、所得制

限を設けるか、入院の医療費負担が通院に比べ、非常に大きいことなど考慮し、入

院について範囲を拡大するかなど、町の福祉施策を全体的に見直していく中で新年

度予算編成に向けて検討しております。 

 次に、受給者負担金でございますが、県は、この１０月から受給者負担金を１レ

セプト当たり３００円から５００円に引き上げたところでございます。当町は受給

者負担の引き上げにつきましては、半年間でも受給者の負担を少なくできればとい

うことで、６カ月間据え置いております。 
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 しかし、県の福祉医療費給付事業検討会で十分検討され、将来にわたって持続可

能な制度とするため、５００円に引き上げたものでございますので、平成２２年４

月診療分から５００円に引き上げていく予定でおります。 

 次に、ながの子育て家庭優待パスポート事業坂城町の参加はについてお答えいた

します。 

 ながの子ども・子育て応援県民会議が呼びかけていますながの子育て家庭優待パ

スポート事業につきましては、ただいまご質問にありましたとおり、子育て家庭が

買い物などの際にパスポートカードを提示することにより、県下すべての協賛店舗

でサービスを受けられるというものでございます。 

 サービスの内容は、各協賛店舗が自由に定め、価格の割り引き、ポイント付与、

優待券の進呈、子供へのお菓子、ドリンクサービス等が考えられており、統一され

たサービスではありません。この事業に参加する市町村は平成２２年春から実施す

る予定ということでございます。 

 現在、ながの子供家庭優待パスポート事業について参加は１４市町村が一応参加

する意向を示しております。既に参加決定をした市町村においては、協賛される企

業、店舗の募集を始めているところもございます。 

 市町村の役割といたしましては、１８歳未満の子供のいる世帯にパスポートカー

ドを印刷・交付すること。町内での協賛企業、店舗を開拓する。協賛企業、店舗へ

のステッカー、ポスターの印刷をし、配布すること。制度の周知、協賛企業、店舗

のＰＲを行うこと等が主なこととなっています。 

 これらに係る費用については、市町村負担となっているところでございます。こ

のパスポートカードは、利用できる地域が町内に限らず県内であれば、どの協賛企

業・店舗でも利用が可能となりますので、広範囲にわたり利用できるメリットもあ

り、サービスのよい協賛企業・店舗の利用の増加も考えられます。 

 また子育て家庭の支援にはなると考えますが、この事業による利用が必ずしも町

内の協賛企業・店舗に限らないわけですので、町内の企業・店舗の活性化につなが

ってまいりますかなどの課題がございます。財政的な措置も必要になってまいりま

すので、ながの子供家庭優待パスポート事業が町内の商店等でどれだけ協賛店舗に

なっていただけるかなども含め、今後どのような形でネットワークの構築が図られ

ていくか、また他の市町村の動向を見ながら研究をしてまいりたいと考えておりま

す。 



 －１５５－

 また町独自の上乗せということなんですが、ながの子育て家庭優待パスポートに

つきましては、県内共通ですので、そのパスポートで町独自ということはちょっと

難しいと考えております。以上です。 

８番（林さん） ただいま福祉課長の方から丁寧なご説明をいただきました。 

 先ほど受給者負担金の負担について町が肩代わりしていただいたということで大

変評価申し上げたところ、打って返したような感覚で、ちょっとショックを受けて

おります。 

 福祉医療費給付事業が町長の方から拡大を指示するよう言われておると福祉課長

さんの方からお話がありました。年齢範囲とか新年度予算に向けて検討していくと

いうことですけれども、新年度予算の編成は順次入っていると思いますけれども、

ここで思い切った町長の英断で坂城町の支援体制を強化していただきたいという思

いがあって、今日は臨んでおります。ひとつのことをやってひとつのことを減らし

ちゃうということが、それまた、何だかなというような思いがあります。受給者負

担金の、これからも肩代わりというか、それも含めて思い切ったソフト事業として

やっていただけたらと思っております。町長からのお答えをお聞きいたしたいと思

います。 

町長（中沢君） 町の財政運営の基本は、限られた財源を、より有効に使っていくと

いうことでございます。いろいろな面ですべてを上乗せするということは、なかな

か難しいお話でもあるわけでございます。 

 医療費の問題については、何人かの議員さんから要望の強いことも承知しており

ます。県が今度は入院に限り、小学校３年生までという面での負担を県もしますよ

と、こういうお話が出てきたわけでございます。よく議員さんも子供は国の宝だか

らという、この趣旨もわかりますけれども、親がより健全に育てるということ、こ

れも大事な責務であるなと、こういう思いもしているところでもございます。 

 要は一番大変なことは、入院された場合、これが負担が重くなるわけでございま

す。個々の皆さんに対する負担が重くなるということでもございます。そういった

観点から申しますと、現在、できるだけ入院については３年生ということでなくて、

より小学校全体あるいは中学まですれば経常的にどれぐらいの予算が必要かと、そ

れについては限られた予算であるから、これをこういうふうに振り替えたいという

ところまで担当課長に意見を求めているということでご理解いただきたいと思いま

す。 
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８番（林さん） 町長から今、県は入院のみ３年生を、坂城町の場合は、それより拡

大した方向で福祉課長さんを通していろいろ検討するようにというような言葉が聞

かれたと私は思います。これが中学生になる、それ以上でも全然構いませんけれど

も、拡大の方向を期待しております。 

 受給者負担金については、残念ですけれども、確かに財源の決められた中であれ

もこれもというんじゃなくて、あれかこれかにしなければいけないという中で、そ

れはこれからの検討課題といたしましょう。 

 ながの子育てパスポートの優待事業についても、今、割と消極的なお答えしか聞

かれませんでした。こういうソフト事業こそ先ほどの町がこれからソフト事業をし

ていくんだというようなところに県の事業とあわせて便乗したらいかがなものかと

私は思っております。費用はそんなにかからないと思うんです、自治体としての費

用は。ただホームページでＰＲするとか、パスポートを出してあげるとか、あとス

テッカーを張るとか、その程度の費用負担で、あとはお店の人の器量なんです。で

すから、この事業につきまして、私は県の企画の方に聞いたところ、子育て担当の

方には、その資料は行っているはずですよということでしたけれども、その後、こ

れは産業振興課とも連携するようなことになる内容でありますので、お店の協賛を

いただくということは当然、産業振興課の意向も聞かなければいけないんですけれ

ども、そういう県からの指導があった場合は、福祉課と、また産業振興課では何ら

かの連携がなければ、この事業は成立しないと思います。たまたま総務産業委員会

と商工会の懇談の席で私もどれくらいお店の力になれるかはわからないけれども、

子育てという結構いい看板をお店で持つことが店のＰＲにはつながるんじゃないか

ということで会長さんともお話ししましたけれども、その辺、担当課としては、こ

の庁舎の中でお互い産業振興課さんと福祉課さんの方では連携のお話し合いができ

ての今の答弁だったかどうか、確認させていただきたいと思います。 

福祉健康課長（中村さん） ただいまの件ですが、他の市町村の動向、利用の状況と

かを、動向を見まして、その後、坂城町の方で実施してまいるということになりま

したときに、産業振興課、また商工会のご協力もいただきながらやってまいりたい

と考えております。 

８番（林さん） あまりきついことを言うのもいかがかと思いますけれども、その辺

は連携した中で結論をいただきたいと思います。 

 今、課長の方から周りの状況ということをお聞きいたしました。たまたま千曲市
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では、今回の議会では、それをやっていくという結論が出たということであります。

上田市、長野市あたりも当然それはやっております。そういう状況の中で前向きな

検討をお願いいたします。 

 先ほどのパスポートについては、町の独自策については、ちょっと違うんじゃな

いかというお話がありました。 

 それは私の説明が悪かったのかもしれませんけれども、例えば坂城町の商品券と

か、そういうものと連携してプレミアム付の対応とか、町だけの特別のポイントサ

ービスをつけるということです。先ほどよその町へ行って買い物されちゃえば、こ

れは何にもならないというようなお考えも示されましたけれども、よその町へ行っ

て買い物を防ぐために私は町の独自策を設ければということを提案したつもりでし

た。本当に今、課長がおっしゃったように、これは県内共通になりますから、坂城

町の商店ではいかがなものかと思う人はよそへ行ってしまうかもしれません。そう

いうことは大変危惧されます。かえってそういうことになるんなら、やらなかった

方がよいかなということですけれども、そういうことは町はだんだん寂れるんじゃ

ないですかね。私は、やはりやるか、やらないかというときには、やる方を選んで

いただいて、頑張っていただいて、その結果について、またみんなで検討すること

が大事かなと思います。ぜひそれは、また商工会、またそういう関連するところと

話し合いの中で検討していただくことを望みます。 

 新年度の小学１年生の入学者について、町長も保育園の運動会のところで保護者、

またおじいちゃん、おばあちゃんにも投げかけておりましたが、新入生が来春入学

するには坂城小学校が３５人、村上小学校は２４人、南条小学校は６０人というこ

とで、残念なことに、このままでしたら坂城小学校は１クラス編制、３６人で２ク

ラスになるところが１クラスで編制されるということが本当にショックなことでご

ざいます。村上小学校も１クラスということが進んでおります。年々子供たちの学

年を合わせますと、南条では増加傾向にありますと言うけれども、年々１０人から

１５人の子供たちが減っているということで、この子供たちが中学生に入ったとき

には、今の４クラスが３クラスになってしまうということです。本当に私の子供た

ちが育ったあの賑やかさは半分になるということですね。坂城町のそういう状況も

十分加味していただいて、ソフト事業での応援をしていただくことを切に願います。

以上で１２月最後の一般質問となりました。質問を終わらせていただきます。 

議長（春日君） 以上で通告のありました９名の一般質問は終了いたしました。 



 －１５８－

 本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 ただいまから明日１０日までの２日間は委員会審査等のため休会にいたしたいと

思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、ただいまから明日１０日までの２日間は委員会審査等のため、休会とす

ることに決定いたしました。 

 次回は１２月１１日、午前１０時より会議を開き、条例案、補正予算案等の審議

を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後３時４２分） 
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青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 請願・陳情について 

第 ２ 議案第６１号 坂城町温泉施設条例の一部を改正する条例について 

第 ３ 議案第６２号 坂城町有線放送電話条例の一部を改正する条例について 

第 ４ 議案第６３号 坂城町職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を

改正する条例について 

第 ５ 議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正

する条例について 

第 ６ 議案第６５号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条

例について 

第 ７ 議案第６６号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第６号）につい

て 

第 ８ 議案第６７号 平成２１年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第

２号）について 

第 ９ 議案第６８号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第３

号）について 

第１０ 議案第６９号 平成２１年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第２号）

について 

追加第 １ 議案第７０号 平成２１年度学校情報通信技術環境整備事業費補助

金事業 坂城町学校教育用及び校務用コンピュータ

等売買契約の締結について 

追加第 ２ 議案第７１号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第７号）に

ついて 

追加第 ３ 発委第 ７号 日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密約」の

公表と廃棄を求める意見書について 

追加第 ４ 発委第 ８号 食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向け

て、食品表示制度の抜本改正を求める意見書につい

て 

追加第 ５ 発委第 ９号 「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める意見書

について 

追加第 ６ 発委第１０号 長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への早
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期拡大と複式学級の解消、県独自に教職員配置増を

求める意見書について 

追加第 ７ 発委第１１号 ３５人学級の早期実現、教職員定数増を求める意見

書について 

追加第 ８ 発委第１２号 後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書について 

追加第 ９ 発委第１３号 ２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、

生活実態に見合う支給を求める意見書について 

追加第１０ 閉会中の委員会継続審査申し出について 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届け出がなされており、これを許可して

あります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「請願・陳情について」 

議長（春日君） 各常任委員会に審査を付託いたしました請願及び陳情について各委

員長から審査結果の報告がなされております。 

 お手元に配付のとおりであります。 

 「請願第３号 食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食品表示

制度の抜本改正を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 

 「請願第４号 「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 

 「請願第５号 長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への早期拡大と複式

学級の解消、県独自に教職員配置増を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 

 「請願第６号 ３５人学級の早期実現、教職員定数増を求めることについて」 
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 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 

 「請願第７号 日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密約」の公表と廃棄を

求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 

 「陳情第６号 後期高齢者医療制度の即時廃止を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

 「陳情第７号 ２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、生活実態に見

合う支給を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手全員により）採択」 
 
 

議長（春日君） 日程第２「議案第６１号」以下に掲げた議案につきましては、すべ

て去る１２月１日の会議において、提案理由の説明を終えております。 

◎日程第２「議案第６１号 坂城町温泉施設条例の一部を改正する条例について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

６番（入日さん） この件については、一般質問でも何人かの議員がやったので内容

的には説明はわかりましたけれども、説明の中で５００円券に比べ、４分の１ぐら

いしか負担していないから、３分の１ぐらいの負担にしてもらうということでした

けれども、それで１００数十万円ぐらいの増収にしかならないわけですよね。その

くらいならイベントのときしか来ない副支配人のことだとか、あと支配人に関して

も仕事はよくやっているということは理解していますけれども、やはり民間の人と

違ってサービスという面では非常に民間とは違う視点があると思うんですよ。そう

いう意味で、もっとサービス向上に努めて利用者が増員するような、そういう方向

をすべきではないかと思いますけれども。 

 それから、今インストラクターの方もいるんですが、週２回しかウォーキング教

室が行われていないと。そういう中で、もっとイベントとかウォーキング教室の数

を増やして収益を上げるとか、そういう対策がまず先に考えられてから、それでも

どうしてもということならわかるんですが、そういう点についてお伺いしたいと思

います。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 支配人を民間人というご提案でございますけれども、今、私どもの方、今年から

毎月１回、社長、町長が社長ですが、支配人と私どもと毎月１回、経営の打ち合わ
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せを定期的に進めております。そういった中で、お客さんの苦情といいますか、ご

提案等も踏まえる中で、より一層のサービスの向上というようなことで社長の方か

らそれぞれ細かな指示を与えておるところでございまして、そういった面でいろい

ろのご指摘はございますけれども、サービスの向上には一層努めてまいりたいとい

うふうに指示をしておるところであります。 

 またプールの利用についても、今の月１回の経営の中で、もう少し利用度を上げ

るような方策を考えられないかというようなことで、今、現場の方でもそういった

面も含めまして全体的に集客力アップということで検討を進めております。 

６番（入日さん） 今、プールの利用度アップということで検討を進めているという

ことでしたが、最初あのプールは泳げたんですが、いつの間にかウォーキングだけ

というふうになってしまって、泳げないから物足りないという方もかなりいらっし

ゃいます。そういうようなことも時間帯を決めるとか、あるいは半分は泳げるよう

にするとかという、そういう対策もとって、もっと集客に努めてもらうような方向

をしていただきたいと思います。 

 それから半年券を新たにつくったということで、そういう点では買いやすくなっ

たという、そうなったらうれしいなという声も聞かれますが、湯さん館はそもそも

健康増進ということもあったはずですよね。町民の健康増進のためにということで

つくられて、非常に湯質がよいということで、腰痛だとか足の痛いのが治っただと

かというので、遠く長野市の方からも通ってこられる方もいますし、あるいは軽井

沢の方も鼠のマレットゴルフ場が無料で自然に恵まれていて非常にすばらしいとい

うことで、マレットゴルフに年に何回かそこで来て、その後湯さん館に入るという

ような、そういう方もかなりいらっしゃいますので、そういういろいろな施設とタ

イアップして集客をどう図ったらいいかということを、やはりもっと考えていただ

きたいと思いますけれども。 

企画政策課長（片桐君） プールの泳ぎができないというようなご指摘もあるわけで

すが、監視員を置くということもありますので、泳げるような状況にできるかどう

か、現場とまたよくそういった、毎日ではなくても週の何回かとれるかどうか、ま

た現場とも話す中で検討させていただきたいと思います。 

 それから、確かに健康増進ということでございますけれども、大きな福祉という

観点からは大変大事なことでございます。ただ、やはり株式会社でございますので、

将来的に町から税金を投入して運営をしていくということがないように経営改善に
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は一層努めなければならないということも１点ありますので、今回の条例改正も踏

まえまして、さらなる集客力アップに努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

１番（田中君） 今回の年間券の料金改定について、私は基本的には客単価が非常に、

湯さん館の方から出していただいた経営状況を見ますと、初年度は１人当たりの入

館料が４５３円だったんです。それが２０年度は３１５円になっているわけですね。

私は５００円でいつも利用させていただいていたので、当然、新聞なんかに何万人

来たとか、何十万人来たというから、そこへ５００円ざっと掛けると、儲かってい

るんだなと思っていましたら、非常に落ちている。客単価もそうですし、１人当た

りの売り上げも減っていると。７００円しか使っていただいていないと。そういう

ような状況で、これはひとつ問題点として、当然、料金改定はしなくちゃいけない

と思います。しかも原点の中に、この年間券を利用されている方が３９３人、一番

最新の情報でいくと。３９３人の、しかも中に町外からの方が９４人おられるとい

う。町の税金を使いながら町以外の人たちに、そういう格安な料金を提供していい

のかどうかという、町民としての当然の疑問はあるんですね。 

 そういう中で、こういう施設は第三セクターがみんな、須坂の湯っ蔵んどにしろ、

飯綱町の天狗の湯を含めたリゾートスキー場にしろ、結局、精算するために大きな

税金をつぎ込む、何億円という税金をつぎ込むことになるわけです。これは絶対避

けなければ、例えば課長からも答弁ありましたけれども、絶対避けなければいけな

い問題だと思うんですね。そのためには、それなりの利用者負担が必要なんですけ

れども、これは、いわゆる町が行政として直営でやっているわけじゃなくて、指定

管理者に、民間人、民間会社に委託しているんですよ。 

 私はひとつ疑問として、今回、料金改定、一部改定じゃなくて、もっと抜本的な

経営体質改善をしなくちゃいけないという前提の中で、例えば健康づくりだとか高

齢者対策とか、そういう問題は本来行政の分野であって、町の福祉厚生費やなんか

で、そういう中から町民の皆さんに利用券なり割引券を出すべきであって、営利を

目的とする民間会社の足を引っ張るような安い券を出すということを役場がやると

いうこと自身が私は疑問を感じます。 

 これを見たときに私は長良川なんかの鵜飼の、あれは首のここを締めておいて、

ここへ入った魚を出すんですけれども、くちばしへ縄を縛っているような、それで

魚をとれというような感じを受けたんですね。やはり民間企業として、いわゆる企
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業というのは、あくまでも利潤を追求する。そのためには、よりいい利用者サービ

スをする、利用者に満足をいただくようなサービス、質のいいサービスを安くやる

という、そういう当然のことを。足かせになるような、こういう仕組みを私は改め

るべきだと思いますけれども、その辺について、町長、どう考えているか、お答え

をお願いしたいと思います。 

町長（中沢君） お答えいたします。 

 湯さん館の経営は振興公社に委ねているわけでございます。そういう中で、より

よい質のいい湯につかっていただく、そして楽しんでいただくということ、それは

できているかなと。あるいはまた、景観もいいから皆さんが外からも来ていただく、

賑わいもまあまあだと思います。大事なことは、その経営がプラスであるというこ

と、こういった面がないと、この湯さん館はすばらしいなということにはならない

わけでございます。 

 その経営でございますが、周辺との競争もございます。それに準じたものでなけ

ればならないなという思いもするわけでございますが、ご指摘の中に、例えば福祉

に関するもの、あるいはいろいろな面のものについては町で担うべきではないかと、

これは原則的に極めて大事なことでございます。今、湯さん館から町へ７００万円

の、要するに税金が入っているわけです、プラスで。そういったものを、より必要

ならば町として対応していくと、そういった面の対応が求められているわけであっ

て、湯さん館自身がその経営の中でやっていくということは、これは経営上無理な

お話もあるわけでございます。 

 もうひとつは、株式会社に委ねておりますので、皆さんのご意見等を踏まえなが

ら運動浴をどうするかといったこと、あるいはこれからの経営をと、いろいろご指

摘のことはいろいろ勘案しながら、そういった面での経営の適正化にも、より努力

していくと、こういうことであろうかと思います。以上でございます。 

 それともうひとつは、経営というものは、たとえ１万円でも積み重ねであります

から、いろいろやったら１００万円程度、例えば改良が１００万円程度のお話じゃ

ないかということは受け入れられがたいもので、１万円、１万円の積み重ねである

ということを経営の基本にしていただきたいと、こんなふうに、今、振興公社の方

へは申しつけているところでもございますし、内部的ないろいろな経費の軽減とい

うことは、精一杯指示しているところであり、実際に行われているところでもござ

います。以上でございます。 
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１番（田中君） 私の質問の仕方がちょっと町長に理解されなかったかと思うんです

けれども、私は株式会社に福祉をやれと言っているわけではなくて、株式会社は良

質なお湯を、温泉サービスを、そして、いい質の高いサービスをより進めてもらう

と。そういう中に高齢者対策だとか福祉対策だとか健康づくりを押しつけるという

ことは、これは本来行政がやる、住民の福祉を高めるのが行政の責務でございます

ので、そういう福祉的なものは町が割引券なりを出して、町の事業として住民の皆

さんへ利便を図ってもらうべきであって、振興公社に福祉だから、高齢者対策だか

ら安くしろというのはちょっと違うんじゃないかと。そういうことで、根本的に福

祉行政の一環として温泉を使って、より健康を増してもらう、あるいは高齢者がよ

り豊かな生活を送ってもらうという、そういうことを応援するのは行政であって、

そういうサービス券なり割引券は町の方で行うべきであって、振興公社の方はより

いいサービスをして利用者を深めて利益を上げてもらうと。 

 ちなみに、今現在、知事が認可している１２歳以上の銭湯ですよね。これは知事

の認可料金なんですけれども、銭湯は３８０円なんですよ、１２歳以上、１人。今

この町の１人当たりの入館料を割ると３１５円ですから、２割近い町の方が安いわ

けですよ。その大きな要因は、年間券の人たちが前に町の説明のように、お１人平

均２２０回おいでになっていらっしゃると、１回の入場料は１４０円だと。そのう

ち３０円は町へ納めているということでございますので、これは緊急事態だと思う

んですね。 

 私、実は議員になって初めての決算のときに前の１８年度は３千万円が振興公社

から町へ納付金という、これはある意味においては家賃であり、ある意味において

は減価償却費であるから当然だと思うんですけれども。それが次の年は２千万円に

なって、今年は２千万円の予算に対して３３０万円という、非常にこれは実際には、

本来なら減価償却をできない状況にあるということで、企業であれば赤ランプなん

ですよね。そういうものをさらに安い料金を町が決めてやれと湯さん館に押しつけ

ることは、私はやはり見直さなくちゃいけないんじゃないかと。福祉や健康やそう

いうものは本来町民の行政サービスとしてのやるべきことで、それはそれで湯さん

館に、振興公社に負担をかけないように、そのかわりいい収益をして、きちんと町

へ納付をしていただくということの、そういう経営体質、本来のあり方の自然なあ

り方に一日も早く戻すべきだと思うんです。 

 そういう面では、今回は料金改定の一部なんですけれども、全体的にコストを下
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げたり来館者を多くしたりということを漠然と言っているんですけれども、大事な

ことは、経営ですから、例えば何年契約で入館料がずっと右肩下がりに下がってい

る中で、どういう形で何年にどのぐらいの目標を持って目標値を定めてそういうも

のを取り組むとか、あるいは１人当たりの売り上げを、今７００円を１千円にアッ

プしていく、そのために年次計画にどういう形で取り組むというか、そういうもっ

と経営計画をもっとしっかりつくるべきだと思うんですけれども、その辺について

どう考えているか。漠然と１人当たりの売り上げを増やしたり入館者を増やすとい

うんじゃなくて、もっと具体的というか具体性のある実行可能な計画を早急につく

って経営計画に取り組むべきだと思うんですけれども、それについて町長なり課長

の答弁をお願いします。 

町長（中沢君） 振興公社では常に取締役会、あるいはまた総会の中においていろい

ろな問題点を出し合いながら進めておると。そこの取締役会でのいろいろ事業計画

の中での問題かとも思いますし、また町としていろいろな立場から助言してまいり

たいと、こんなふうには思っております。 

 具体的な対応については、ご指摘いただいたような面も含めまして、今後いろい

ろと対応してまいりたいと思います。以上でございます。 

２番（中嶋君） 私は今日質問するかどうか迷っておったんですが、この間も一般質

問をさせていただきましたので。ただ、一般質問をさせていただいて私がいろいろ

こういうようにやってみたらいかがなものかと、民間の感覚で物を申したときがあ

ったんですが、どうもそのことを考えると、これは一言言っておかなければいけな

いというふうに思いましたので、今手を挙げさせてもらったわけですが、振興公社

の社長はもちろん町長でございますから当たり前の話ですが、シンクタンクをお使

いになって、ずばりぶっちゃけた言い方をしますと、儲かっていたときはいいけれ

ども、言うなれば人が減っちゃったと、お客さんが減ったよと。だから値段を上げ

なさいということをシンクタンクが言ったと。だからやるんだよと。その中にまだ

いっぱいいろいろありますよ。でも、ポイント的に言うと、私はそういうふうに承

っております。 

 それでですよ、そういうことを考えるとね、私が申し上げましたように、例えば

今の７５歳以上は３万１千円に値上げをするんだと。７５歳未満は３万３千円と、

差をつけてあるわけですよね。そういう部分があります。 

 私、あのときに言いました。実は去年までは役場の課長も私の同級生、５～６人
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いましたよ、課長で。みんなリタイアなさいました。それから傍聴席に来ている皆

さんの中にも私のあれです、同級生、同じ世代の人がいます。団塊の世代です。日

本をこれだけ立派に我々はしたと思っています。その人たちがですよ、いよいよ年

金生活者になってきたんですよ。年金生活者になりました。優秀な人はいいですよ、

それから百姓をやっている人はいいんですよ。言うなれば民間の中でも子会社へ出

向するとか、それから、おらうちに帰って百姓をやればいいんだという人はいいで

すよ。でもね、我々団塊の世代は、今、小学校が１クラスになっちゃうというよう

な時代でありまして、中学校だって４クラスですよ。我々９クラスあったんですよ。

その人たちがですよ、坂城町中にまた戻ってきたり、それから坂城町でというよう

な状況になってきたときに、サラリーマンは終わった、百姓はやってねえ、ほかの

ところへ勤めると思ったら、今この不景気、どこへも勤められない。 

 そして、そういう人は年金幾らもらっているかと、私、事細かに皆さんにご報告

申し上げましたでしょう。細かな数字は申し上げませんけれども、６０歳になって

年金をもらうということは、６５歳でないと満額もらえませんから、サラリーマン

を私もやっていましたから言うわけじゃありませんけれども、厚生年金の比例部分

しかいただけないんですよ。そうすると幾らもらえるかというと、私は３０年ぐら

いしかあれでしたから少ないんですけれども、４２～４３年勤めたような人たちに

お話を聞いても大体６０万から７０万しかいただけないんですよ、５年間は。６５

歳になるまでは。７０万ぐらいでもって１年間生活をしなきゃいけない人が６０歳

から６５歳まで。これからそういうふうになってくるんですよ。その人のことを考

えねだ、これを見ると。そういう人を考えねで、７５歳未満は３万３千円ですよ。 

 決して私はね７５歳以上のうんと頑張ってくれた我々の先輩に小言を言っている

わけではないです。この人たちだって大変は大変ですよ。後期高齢者医療制度なん

てやつ、らっちもねえものをつくられて、でかいものを払わなきゃならなくなっち

ゃったと。だけれども、その中で考えてみると、私の先輩に７５歳の人に聞いてみ

たんですよ。「先輩、どのぐれえ年金もらってるだい」と。大体あれですね、月にあ

れすると２０万前後が多いですね、月にすると。ちょっと計算が、おれは頭が悪い

からできねんだけども。私らは７０万ぐらいです、年間。そうすると、どれくらい

ですかね。皆さん、頭がいいからすぐ計算したと思うんですが。そういうところへ

何で光をあててあげないかと私思ったんですよ。もしやるんだったら３万１千円ぐ

らいで全部一律にしてやるならまだわかりますよ。それがそういうところを皆さん
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見落としているんだよね。団塊の世代の人たち、怒らせたらおっかないですよ、大

勢いるから。そのところを考えてくださいよと言っても全然やってくんねで、７５

歳３万１千円、７５歳未満３万３千円。どうしても私はこの辺のところが解せない

話だと思っています。 

 それからもうひとつ言わせていただきたいんですが、この前もお話ししたように、

今デフレになってきていまして、それこさ食料品のことなんか考えれば、例えばあ

れですよ、お弁当、セブン－イレブンで売っているお弁当、ああいうものがですね、

４８０円したやつが３３０円とか２８０円になっている、同じものが。というのは

値段が下がっている。値段が下がっている時代に今回上げようというのは、これは

おかしいじゃあねえかと。 

 それからもう一個言いますがね、年間券、ついこの間上げたばかりなんですよ、

２～３年前に。またここへ来て上げている。２回。イメージも悪いんです。 

 だから私が言いたいのは、上げるのはやぶさかでないです、いろんな状況を考え

れば。だからいいんですが、１年間ぐらいは凍結をしていただきたいということを

私は言ったわけです。上げるなということは一切言っていませんよ。 

 それから最後にもうひとつ言っておきますけれども、とにかく５００円券で入る

人たち、他町村から来ている人たちは７割です。３割が町の人たちです。そこのと

ころは押さえないでおいて、なおかつ５千円で１０枚の券を買えば１枚サービスだ

ったやつを２枚にしてあげると。というのは、さっきの理論でいうと、７割の方は

他町村の人が来ている部分があると、他町村の人に今回おごっているんですよね。

逆に年間券は７・３、７割の人が町民でございます。年間券は町民が７割です。３

割の方が他町村です。町民のところを上げるのかなと。町民が来ている部分のとこ

ろを上げるのかなと。これは登の理論ですから、皆さんの理論があったら反論して

ください。 

 それから、最後です。 

 でも町は頑張ってよくやったということもひとつ言っておきます。私も全部あち

こち調べてみましたら、町が今一番高くなっても３万３千円ですよ。よそさんを調

べると３万５千円、４万円、民間は一生懸命やって、うんとサービスがいい。サー

ビスはいいけれども、高いところは年間７万円です。そういうことも実情でありま

す。 

 だから私は、その辺の部分のところを含めて、決して値段は上げるのは反対だと
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いうことを言っているんじゃないんですが、１年間ぐらいは凍結してくださいよと。

１年間ぐらいたったら、もうちょっと景気がよくなるんじゃないかと、そんなよう

に私は思って発言をさせていただいたんですが、私が一般質問した流れの部分の話

もしましたけれども、そんなようなところもよくお考えになって、こういうことで

結論を出されたんでしょうか。私は課長でも町長でもよろしゅうございます、その

辺のところのご答弁、特に一番大事なのは団塊の世代の人たちのことを真剣に考え

てくれたかというところを特にご答弁願えれば幸いでございます。以上でございま

す。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 １点、議員さんのご質問の中に団塊の世代、いわゆる６０歳から６５歳の年金に

もらえる方たちのことはどう考えるかというご質問でございますが、議員さんのご

質問の中でありましたように、７５歳以上の年金の方、今、天引きで介護保険料

等々引かれているわけでございまして、特に７５歳以上となりますと、現場からも

ほとんどの方がリタイアするような年齢かと思いますので、重点はそこに置かさせ

ていただいたと。特に高齢者の方が利用されている面もありますので、ご指摘の団

塊の世代の方たちも検討はさせていただきましたけれども、特に年金の、いわゆる

保険でいいますと後期高齢者という、そういう方たちに負担をあまりなさらないよ

うな形で今回こういう案を出させていただいたわけでございます。 

 今、平均で年間券の方が２２１回おいでになります。５００円で入りますと、

１１万５００円ということでございます。一般質問の中でもお答えしたんですが、

これを現行の料金で割りますと、１２６．７円となります。そこから入湯税３０円、

ですから湯さん館の収入が１００円以下という状況であります。今回の値上げをお

願いする場合に、３万３千円の例ですけれども、１５０円を切る、１回にしますと。

今の平均のご来館をいただいた場合に１５０円を切るという、まだお安いという感

があるかと思うので、その辺は私どもの方も議員さんの一般質問の中でもご指摘が

ありましたので、いろいろ検討はさせていただきましたけれども、そういった内容

で今回ご提案させていただいているのでご理解をいただきたいと思います。 

２番（中嶋君） 苦しいご答弁をありがとうございます。その程度しか言えませんよ

ね。実際そのとおりだと思っております。だから先ほど私申し上げましたように、

後期高齢者の我々の先輩たちのところをいろいろ言っているんじゃないんです。本

当に先輩たちにね、私らもいろいろなことを教えられて今があると私は思っていま
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すから、先輩には高く敬意を表するものであります。特に７５歳以上の皆様に対し

てはそう思います。 

 ただ、実情を見てくださいと私は言ったんですよ。年金のところを見てください

よと。先ほども言いましたように、７５歳の人たちが我々の団塊の世代の人たちよ

りも少ないです、はっきり言いまして。団塊の世代、さっき言いましたでしょう。

小学校が１クラス、こういう時代ですよ。とにかくさっきもお話ししましたけれど

も、下手すれば中学、このままいけば、あと６年後ぐらいには３クラスになるんじ

ゃないですか、中学は。坂城中学校は。私らのころは９クラスあったんですよ。そ

ういう人たちがリタイアしているから、その辺のところの隙間のようになっちゃっ

ているから、そこへ光をあてろと言っただけであって、今の１００円がどうしたと

かさ、いくら儲けるにはどうたらで、今の税金を払わなきゃなんねえから１人８０

円だとか、そういうことは全部私、わかっています、すべて。でも、やっぱり今の

施策が悪いというのは、やっぱりここへ来て値を上げるとか。だから１年凍結して

おけばいいじゃないですかと。だって、今、坂城町が景気が悪いでしょう。だから、

それこそ宮﨑課長が本気でやっていただいていますけれども、今の中小企業の皆さ

んには、できるだけお金を貸しつけてあげて、それもやっぱり大体１年ぐらいの範

囲のところですよね。１年ぐらいたてばよくなるんじゃねえかと。だから、そうい

うことを考えれば、あと１年ぐらいのところは凍結をしていただきたいというふう

に思ったんですよ。 

 これで私、発言しても、そちらから答えが出るようなルールになっていないから、

その辺はいいんですけれどもね、あといろいろ細かく追及しませんけれども、とに

かくよく一生懸命知恵を絞った上での部分かと思いますけれども、私はその部分だ

けは一般質問した中の流れでいけば反論させていただきたかったから、そんなこと

を申し上げた次第です。以上でございます。 

３番（塚田君） ２、３、経費の節減についてですが、取締役人事の変更は考えられ

ないか、お伺いいたします。 

町長（中沢君） 議会に中小企業振興公社の社長の出席要請は受けておりませんので、

そういった面でのお答えは別途いろいろ考えさせていただきます。 

 いずれにしても、その意見はあったということはお聞きしておきます。以上です。 

１１番（円尾さん） この問題については、私、何度も何度も質問したり、改善を求

めてきたわけですけれども、湯さん館は振興公社があってということで、民間だと
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いうふうに話をされますけれども、結局は指定管理をしていく方が町長ですよね。

受ける方も町長が社長だと。全く違う仕事をしているんだし、こういう小さいとこ

ろでは法的にはどうも関係ないよということをおっしゃるんですけれども、結局私

たちから見ると、本当にこれでいいんだろうかといつも思うんですし、それから、

やはりその中で人事の変更を求めても、それが議会として通っていかないというこ

とがあるわけですよね。 

 そういうわけだから、本来ならやはり指定管理者をしていくためには、やはり私

は振興公社の社長さんがほかの方がやっていかなければきちんとしたことができな

いんじゃないか、すみ分けをぜひしていただきたい。いくら一生懸命やっています

よと言われても町民の一人から見ると、そういうふうに見れないというところに問

題があるかと思うんですよね。社長さんがその辺を考えていただきたいと思うんで

すけれども、何回も伺っているけれども、なかなかそれらしい返事は出てこないん

ですけれども、ちょうど料金が変わるというようなときですので、いいときですか

ら、再度お聞きしたいと思います。 

町長（中沢君） 振興公社の業務については、たまたま湯さん館のお話が今議会に出

ているわけでございます。そのほか、これからも給食センターを食育・学校給食セ

ンターとして、そして振興公社の力をかりる、あるいはまた、資源開発ということ

で、ねずみ大根等のいろいろな利用を考えていくという意味においては、町と一体

的な面もあろうかなと思っております。 

 特に湯さん館の問題等に限れば、民的なノウハウをより入れていくという将来方

向を定めながら、現時点において、できるだけのものはここで対応していくという

こと、それがためには八十二銀行関係の経済研究所の皆さんや県の振興公社のそう

いった皆さんのいろいろなアドバイスも受けているわけでございます。要はこうい

ったコンパクトな町で一番どのような状況がよりいいのか、いろいろ検討させてい

ただきたいと思います。以上でございます。 

「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手多数により）可決」 
 
 

◎日程第３「議案第６２号 坂城町有線放送電話条例の一部を改正する条例につい

て」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

６番（入日さん） 今度のことで有線放送の料金が下がるということは非常に喜ばし
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いことですが、それによって有線が増えるということは非常に難しいと思うんです。

説明の中でも携帯電話が普及したので、なかなか有線が増えていかないで、やめる

人の方が多いという説明がありました。スピーカーだけ加入できるということを知

らない人が多いんですね。いろいろなことにやはり、有線のいろいろなそういう知

らせがなくて不便だなという、特に区の役員や何かやっていると、そういう声が聞

かれますが、スピーカー加入だけだということを知らない人、あるいは今までスピ

ーカー加入の話をしたら非常に高い説明を受けたので、そんなに高ければ加入して

もなというので加入を躊躇したというような声も聞かれましたので、その辺もうち

ょっとＰＲしてもらうということと、それから有線放送で一般質問を流すような、

そういうようなことも、もっと町民に身近な、いろいろな情報を流すということも

大事ではないかと思いますが、その辺についての取り組みをお伺いします。 

まちづくり推進室長（塚田君） ご答弁申し上げます。 

 まず、使用料の引き下げということでございますが、この引き下げによりまして

確かに加入が上がるということはまず考えられないかと思います。先ほどもお話の

ありましたように、電話機能としての、やはりニーズの低下というものがございま

す。その辺はどうしても、この時代ですので、どうしてもしようがないかなという

ふうに思います。 

 通常ですが、やはりやめたいと、有線放送を廃止したいという方に対しましては、

スピーカー加入という方法がありますよというお話をさせていただいております。

それで「スピーカーだけだったらいいよ」と言ってくださる方も結構いらっしゃい

ますけれども、やはり「それも必要ありません」という方が年々多くなってきてい

るというのが実情でございます。スピーカー加入だけ、初めてスピーカー加入をと

いうことの方につきましては、結局、工事費は有線電話と同じ工事費がかかってし

まうので、どうしてもちょっと高いかなというような感覚を持たれてしまうのでは

ないかなというふうなことも思うわけでございます。そういうこともありますけれ

ども、スピーカー加入は、やはり災害とか、そういう重要なこともスピーカー加入

をされていらっしゃいますと聞けるわけでございますので、そういう点については、

もっとＰＲをしていきたいなというふうに思います。 

 それと議会の放送を有線でということでございますが、やはり見て聞く、こうい

うＵＣＶ等を使って、ケーブルビジョン等を使って見るのと違いまして、音だけで

すので、ちょっと議会の雰囲気が確かに味わえるかなと。例えば、ちょっと止まっ
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てしまったと、討論が止まってしまったような場合に、やはり編集というものが必

要になるかというふうに思います。その辺については、これから課題になるかなと

いうふうに思いますが、これから検討させていただきたいと思います。以上です。 

６番（入日さん） これから検討するということですが、有線テレビも高齢者の方は

目も悪くなったし、お金もかかるからやめたという方もいるんですよね。そういう

人たちは議会の様子が全然わからないと。有線ででも知らせてくれればなというこ

とと、それから有線テレビは一般質問しか放送しないので、こういういろいろな総

括だとか、そういう内容も有線でだったら流せるのではないかと。それから町でい

ろいろなイベントありますよね。そういうのも、たまに録画で流していますが、い

ろいろなそういう取り組み、あるいは講演会の様子、いろいろな成人大学みたいな

のでいい講師さんを呼んでいろいろなお話を聞くんですが、そういう講演会の様子

なども流して、もっといろいろなそういう情報発信というのに取り組んでいただき

たいと思いますけれども、その辺再度お願いいたします。 

まちづくり推進室長（塚田君） これからの情報発信というご質問だと思いますが、

やはりこれから音だけではなく、映像と一緒にということで、できれば考えていき

たいなと。ケーブルビジョン等を使いました映像とともに、こういう身近な情報発

信というような方法をとってまいりたいと思います。以上です。 

１番（田中君） ９月の決算委員会で私も質問してわかったんですけれども、有線放

送の、いわゆる加入率が６０％という非常に低下している。これは情報手段が携帯

電話に代表される情報手段の多様化とか、そういう面があって、また場合によって

は、そういう手段があるので、ほかの有料な情報手段なりをカットしているという

一般住民の皆さんのそういう生活対応、あるいは必要性から出ていることで、これ

は仕方ないことだと思うんですけれども、一番問題は、かつて有線放送というのは

行政絡みの、特に広報手段として、周知広報の手段として大きな役割を担ってきて

いる。それがたった６０％しか加入していないとなると、あとの４０％の人たちは

一体役場のお知らせやいろいろ必要性の情報をどうやって聞いているんだろうかな

と。月に１回の活字の広報とか、そういうことでいいのかなと。もっとリアルタイ

ム、即、必要なものを必要なときに。そういうものを手段する方法として、やはり

有線は、今回の料金値下げもそうですけれども、一応設備投資の償還がほとんど終

わってきたから、ここで値下げするんだということでございます。その趣旨は大賛

成でございますけれども、むしろこれは広報手段についてどう考えるか、６０％の
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加入率の有線の中で、リアルタイムの、いわゆる必要な情報を流す広報手段を住民

の皆さんに、いわゆる情報公開の中で、どういうことを考えているか、どういう方

向を考えているか。 

 例えば私は有線なんか無料でもいいと思うんですね。基本的な償還が終わってい

るんであれば。そのかわりに必要なものを常にリアルタイムでお知らせしていただ

くと、知っていただくという、そういう手段が望ましいんじゃないかと思うんです

けれども、こういう情報の多様化、情報手段のインターネットを含めた非常に情報

の多様化の中で、町の広報周知をどういう手段でどう考えるか、その中で有線放送

をどう位置づけているかというようなこと、基本的な考え方をちょっと示していた

だきたいと思います。 

まちづくり推進室長（塚田君） お答えいたします。 

 有線が始まった時点を考えていただきますと、そのときには、やはり有線と広報

だけでした。その後、インターネットが普及してまいりまして、それに伴って有線

の方は加入率が減ってきたと。やはりこれは時代の流れだというふうに思います。

ですので、有線がないからという方は、例えばホームページでその必要な情報はと

っているよということだろうと思います。特に有線、今、廃止される方、主に子供

さんをお持ちの家庭で、子供がもう大きくなって有線の必要がちょっとなくなって

しまったというような方が多いです。そういうことも考えますと、時代の流れかな

とは思うんですが、でも、有線を必要としている方、高齢者の方等多くいらっしゃ

いますので、これは大事にしていかなきゃいけないなというふうに思います。 

 これからのことですけれども、やはり有線の、今現在の設備機器につきましては、

やはり老朽化の一途をたどっております。いずれ更新しなければいけません。その

際には、やはり全戸にスピーカーといいますか、情報を発信できる、そういう手立

てが必要かというふうに考えています。今現在、各課から代表を出していただきま

して研究会を開催しております。各課で必要な、これから行政として必要な情報発

信というものはどういうものであるかということを研究してまいりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

１番（田中君） やはり行政サービスですからコストのことも当然大きく考えなくち

ゃいけない。そしてインターネットを初め、また携帯電話とか、そういう情報手段

の多様化という、そういう時代の変化、社会の変化に当然順応していかなくちゃい

けないんですけれども、ただ、若い人たちはインターネットを見ているからって、
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じゃあ、そういう根拠を一応把握しなくちゃいけないと思うんですよね。やはり今

現状を把握した上で対策をしっかり研究会の方でつかんでもらって、やはり今必要

なものは情報の、行政なんかのお知らせ、そういう周知を、できるだけ早く、１カ

月後の広報が出る前にいろいろお知らせできるものはしてもらうという、それを聞

いていただくという、そういう情報公開の原則的なあり方を望んでおりますので、

ぜひそれを取り組んで、少なくとも今情報の多様化が一般的にはインターネットだ

とか、ネット販売だとかいろいろやっていますけれども、果たしてどれだけの人た

ちがそういうものを利用したり活用しているのかというようなことも町内の実態を

把握しないと対策を打てないんじゃないかと思いますので、そういう点では簡便な

有線、しかも施設化してあるので、費用さえ負担がなければやめる人はいないと思

うので、使う人だけ使ってもらって、そのかわりお知らせだけは受けてもらうとい

う、そんなような新しい形の有線というか、広報手段もぜひ検討して、早急に構築

してもらうようなことを望んでおきます。 

４番（大森君） ２点についてお伺いいたします。 

 ひとつは、有線を外されるという方に対して、当然スピーカーなりは家屋まで入

っているわけでして、そういう方に対して無料できちっと町の広報が聞けるという

ことでのお知らせをぜひやっていただきたいという、そういう対応をしていただき

たいということ。 

 もうひとつ、インターネット等で町のホームページで情報を集めているよという

方がいらっしゃるというお話があるんですが、それを考えるならば、ホームページ

の充実をきちっとしていただきたい。ほかの自治体の村段階のところでも坂城町以

上の情報はきちっと公開されているということから見ても、やはりホームページの

更新なり、あるいはメール通信なりというようなことをもっと充実させていくとい

うこともあわせてやっていく必要があるんじゃないかと思うんですが、その点につ

いての方向性についてご答弁願います。 

議長（春日君） 審議の途中ですが、ここでテープ交換のため１０分間休憩いたしま

す。 

（休憩 午前１０時５８分～再開 午前１１時０９分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 追加議案の提出がありました。 

 お諮りいたします。 
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 ただいま提出された議案を日程に追加いたしたいと思います。 

 ご異議ございませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） ご異議なしと認め、日程に追加することに決定いたしました。 

まちづくり推進室長（塚田君） ご質問にお答えいたします。 

 廃止される方のスピーカーにつきましては、その際にはスピーカーがすぐつなげ

られるよう残していただくようにお話をしてまいりたいと思います。 

 ホームページにつきましてですが、ご存じのとおり、町のホームページ、この

１０月にリニューアルいたしました。今まででいろいろなご意見がございましたの

で、その意見をもとに見やすくということを基本に、いろいろな項目ごとに、すぐ

知りたい項目にたどりつけるような、そんな仕組みをとらさせていただきましたが、

まだまだこれからいろいろなご要望がたくさんあるかと思いますので、そういうご

意見を生かしながら、よりよいホームページをつくってまいりたいと思います。ま

た各課の方とも連携をしまして、それぞれの新しい情報を随時載せていきたいとい

うふうに考えます。以上です。 

４番（大森君） 特に有線の場合、先ほど私の前に質問された方々から話が出ました

けれども、ひとつはやはり防災を喚起する、そしてまた、そういう緊急通報という

意味で町からの災害等の状況、あるいは予想されると、そういうものについては緊

急に各家庭に伝えられるということは本当に大事なものですので、これはきちっと

新しい有線の導入までは、やはりこれをきちっと残していくというような方向を、

ぜひ町民の皆さんにも進めて理解を深めていっていただくということがまず必要で

はないかと、そういう取り組みをしていただきたいということ。 

 それからインターネットについてですが、費用の関係もあるわけですけれども、

条例だとか、そういう掲載なども、やはりまだまだ必要ではないかというふうに思

うわけですけれども、それと議会のいろいろな情報も、もっと素早く掲載できると

いうことで、そういうサービスも今後やっていっていただきたい。要望でございま

すので、そういう方向性をひとつよろしくお願いいたします。 

議長（春日君） これにて質疑を終結いたします。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎日程第４「議案第６３号 坂城町職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部
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を改正する条例について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎日程第５「議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改

正する条例について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

８番（林さん） 今議会に提案されました条例について、るる一般質問等を通して町

側からのご説明もいただきましたけれども、ごみの減量化が目的で袋代を値上げす

るというお話については、一部理解、将来的なこととか、循環型社会を目指すため

に、ごみの減量なんかも大事なことだとは理解しますけれども、少し私としては納

得いかない部分がありますので、ご説明をいただきます。 

 ひとつに、ごみの減量化の一番大きな点とされますのは、生ごみが２４％あると

いうこと。このことについては、私、９月議会でも質問で取り上げました。そのと

きの答弁では、家庭の電気の処理機のそこでできた生ごみ、結局は堆肥前の状態の

を扱い切れない家庭の方たちが、また可燃ごみとして出してしまうと。そういう実

態について、どのような対応をするか。また堆肥化に向けては、もう少し進んだや

り方、町長さんがおっしゃいました先進地のやり方なんかも取り組んでやっていく

というような方向が示されましたので、ある面いいかなと思ったんですけれども、

先ごろの全協の中で、担当課長からのご説明の中では、いまいち納得いくようなお

話にはなっておりません。その辺、生ごみに対してのこれからの考え方については、

どのようにしていかれるおつもりなのか、まずご説明をいただきます。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 生ごみの処理、対応、これからの対応方法ということでございますけれども、生

ごみにつきましては、２４％ほど可燃ごみの中に含まれておるということで、これ

の処理あるいは堆肥化、これがごみの減量化を図る上では大変重要になってくると

いうことでございます。 

 そういった中で今後、堆肥化をどうやって進めていくかということで、段ボール

コンポストによる堆肥化ということで、現在、男女共同みんなの会の皆さんが熱心

に取り組んでおられるということでございます。こういった関係団体といいますか、

団体の皆さんと連携をし、町が支援をする中で町内に段ボールコンポストの普及と
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いうことで推進を図っていきたいというふうに考えております。男女共同みんなの

会だけじゃなくて、消費者の会の皆さんも減量ということで日ごろ積極的に取り組

んでおられます。あるいは女性の会、団体の皆さんの中でも農業関係の団体等もご

ざいますので、そういった団体の皆さんとも連携する中で、堆肥化あるいはつくっ

た後の堆肥の使い道、そういったものも、できるだけ農家等で利用できる、そうい

った仕組みといいますか、システムといいますか、そういったものもあわせて研究

をしていく中で堆肥化が進んでいけばというふうに考えております。既に関係団体

の皆さんとは１回打ち合わせ会議を行ったところですけれども、具体的にまたこれ

から各区あるいは地域へどういった形で入っていくかと、そういったこともこれか

ら検討する中で進めていきたいというふうに考えております。 

 それから循環型農業の推進という中で、生ごみを堆肥化施設で大がかりな施設で

堆肥化あるいは液体肥料等をつくって、それを野菜等の栽培に生かすという、そこ

でとれた野菜類をまた、当町には直売所等も盛んになってきておりますけれども、

そういったところで販売すると、そういった循環型農業に向けての堆肥化というも

のも全国的には行われているところもございます。新聞等の報道によりまして千曲

市の堆肥化施設については、こういった景気の中で事業者が一時的にちょっとスト

ップしているということで、そういった報道もございますけれども、いずれにして

も家庭のごみを、まずご家庭で出るごみをそれぞれのご家庭で、できるだけ段ボー

ルコンポスト等で堆肥化をしていただく、あるいは補助金制度がございます生ごみ

処理機等の活用といったこと、そういったことを進めまして、各家庭の生ごみの処

理からまず広めていきたいということでございます。大規模といいますか、ある程

度まとまった中でのそういった施設を使っての堆肥化、そういったものについても

あわせて研究をしていきたいというふうに考えております。 

８番（林さん） ただいま課長の方からお話をいただきました。段ボールでやる堆肥

化を進めるというようなお話が今るる説明されましたけれども、私も自分で実際や

ってみないで言うのもちょっと申し訳ない気もしますけれども、なかなかその点で

も問題が出てきているようなこともお聞きしております。また今の若いお母さん方、

女性団体の方たちは率先してやっていらっしゃるようですけれども、例えば高齢に

なった方たちがそれを吸収して自分たちもそれを、私らも含めてそうですけれども、

堆肥にしていくということについては、今また説明をというような形がありますけ

れども、これが４月からの値上がりという袋の値上がりが前提にありますけれども、



 －１８０－

そこでそういう説明が間に合うか。 

 また４月から実施するということについても、ちょっと早急過ぎるんではないか

なと。もう少し地道な対応を、住民の皆さんが納得いくような期間はぜひ設けてい

ただいて、きめ細かく、役場の方では懇話会ですか、やられて、それぞれの方たち

にご説明いただいたというような答弁もありましたけれども、こちらから出向いて

いって地元の人たちに説明するような、本当に皆さんの協力をいただくという姿勢

をまず示してご理解いただくという考えが私にはまだちょっと伝わらない状況であ

りますけれども、その辺はどういうふうに考えておられるのか、お願いいたします。 

住民環境課長（塩澤君） 説明会の開催につきましては、年明け、できるだけ区長さ

ん方と相談をする中で地区説明会ということで実施をしていきたいというふうに考

えております。 

 それからあわせて先ほど堆肥化の推進のご答弁も申し上げたんですが、これにつ

いては有料化とあわせて今後、関係団体の皆さんと連携する中で進めていくという

ことで、地区に入ってといいますか、各区等で、できるだけきめ細かな堆肥化の推

進ということで、実際に段ボール等を使う中で、つくり方等お話しする中で進めて

いきたいというふうに考えております。 

８番（林さん） ちょっと理解が乏しくて、ちょっとまだ納得いかないんですが。説

明をしていくというようなお話は一般質問の中でも聞きましたし、今もお話はお伺

いいたしましたけれども、説明をして納得いただいた、その中で改めて値上げに対

してお話をしていただくという方が、住民の皆さんは、町もこれだけやってくれた

んだから、私たちも将来的な負担は負っていかなければ環境のためにはよくないと

いうことを納得できる面は、私はそういうふうに考えられますけれども、４月以降

に延ばすという考えは全然持たれないのでしょうか。その辺をお願いいたします。 

町長（中沢君） ごみ処理につきましては、長野広域ということで、今、坂城町の葛

尾組合にあるごみ処理施設は千曲市へ２６年以降、それと一番主体となるのは長野

市へと、それが４５０ｔぐらいの処理をするということで、長野広域全体で進んで

おりまして、３１４億円という大きなお金がかかりまして、そのお金の施設の負担

金というのは、人口割が１０％、それとごみの排出量でやるのが９０％ということ

で、各町村において何とか減量しなければ負担金を人の市の分まで背負うことにな

るぞという危機感がひとつあるわけでございます。現在のところ１０％減らしてい

く状況の中でも坂城町は１０億円を負担するというようなことでも予想されており
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ます。 

 そういうことで、ごみの排出状況等を見ると、一番２４％ぐらいが生ごみだなと。

ついては、その生ごみの量を減らすことに視点を合わせていく必要があるんだとい

うことで、全町的にまず生ごみを減らそうという運動とあわせて堆肥化ということ、

そして、それをまず段ボールを使った、そういった堆肥化へ向けての対応をまずや

ってみようと、実践してみようと、そういうような状況にあるわけでございます。 

 こういった面で、いろいろ町としての手立ては２０円の手数料をいただくという

こと、それによって全体的なことは４０円が坂城町、周辺は５０円だということで、

何とか坂城町は切りつめていきたいという、そんな思いもあるわけでございますが、

その決定に際しまして、いろいろな手法があろうと思いますけれども、ごみの減量

化に関する懇話会ということで、食品を中心にした企業の皆さん、関係団体の皆さ

ん、そして区長会の皆さん、そして議会の代表的な皆さんにいろいろご意見を伺っ

たところでもございます。そして次には、ごみ減量化推進懇話会ということで、環

境衛生委員の各区の皆さんにお集まりいただいたり、関係団体の長、そしてまた区

長会の幹部、そして議会の幹部、そういった面での合意形成にも尽くしてきたと。

さらに町内企業の懇話会等においても、ごみの減量化等についていろいろとお願い

したと。そういった意見も踏まえ、そして上げざるを得ない状況を私が説明いたし

まして、これから何とかやっていこうじゃないかと。そして１１月２７日には行政

協力委員会、区長さんの皆さんにもということでご説明し、その方向でという合意

をいただいてきておると。 

 それで今、ごみの堆肥化の問題については、既に関係団体と堆肥化に、まずそこ

からやっていこうということ等を進めたと。ご指摘のように堆肥化に向けては本格

的にどうするかという提案もあるんですが、こういった面は民の方からもいろいろ

提案がありますので、そうしたことを踏まえて将来的にやっていかなきゃならない

だろうなと。こんなふうに上げるべき町民の皆さんの代表的な方々、そういう様子

をお聞きしながら、そういう２０円の値上げをお願いするということでもございま

す。 

 あわせて今ごみの袋が一定の割合で今まで、これから無料化でいかれるには１２

月から３月まで、その間にいろいろ各市町の例を見ますと、いろいろ整備されて相

当出るなと、こんな思いはありますけれども、準備として３カ月なり３カ月余あれ

ば大丈夫だということで、４月１日、これにあわせまして進めさせていただきたい
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と。広域の中では２２年、２３年、２４年の実績平均をとらえて各町村に負担金の

割り当てが来るということでございますので、４月１日ということを有料化の出発

点としてやらせていただければということでご提案申し上げている次第でございま

す。以上でございます。 

１番（田中君） 私は、１１月２０日に初めてこの家庭ごみの有料化という考えを全

員協議会で示されまして、急遽質問の１番目に持ってきたんですけれども、町長に、

どうしてもあのときは、時間もあったのではっきりした回答が理解ができなかった

んですけれども、一番町民の皆さんに、これはさっきの湯さん館のように一部の人

じゃなくて全員が負担を強いられる、強いられるんですよ、これは。希望じゃなく

て。ごみを出すに料金が倍になるという、負担を強いる条例を、なぜ突然出したか

ということなんです。町長は、ただいまも答弁されたように、食品業界の懇話会と

か区長会とか環境衛生委員の皆さんと話して協力したというんですけれども、そう

いうことから始まっているわけですよ。それが始まりだと思うんですね。いわゆる

料金を改正したいと、皆さん、どう思いますかと。それで住民の皆さんにまず聞く、

いわゆるパブリックコメントというのは当たり前のことなんですね。わけても負担

を強いられる、住民に負担を、義務を課すという案件については、住民の皆さん、

どう考えますかと、よりいい方法はどうですかという、そういうことを聞くことも

大事。そのためにはアンケート調査みたいなこともしている。そういうことがまず

先じゃないかということを私は思うわけなんです。ただいまも私の答弁のときと同

じような、そういう人たち、代表する人たちに説明したというんですけれども、そ

ういう説明から、この料金の値上げというものを、必要になっているんで、広域で

負担がかかってくるので、もうちょっと減らしたいけれどもと言って、いきなり４

月１日から実施の案を出すんじゃなくて、そこから全町的にごみをどうしたら減ら

せるだろうか、もうちょっとコストを下げられる処理はどうしたらいいだろうかと。

今わけても住民の皆さんと行政が協力して力を合わせてやっていく協働の社会であ

りますので、片方の人をさておいて町が、行政が勝手にこういう形を持ってくると

いうことは今の行政スタイルにとても合わないわけでございます。 

 一般質問で申し上げましたけれども、私、調べたら、長野だって千曲市だって２

年以上も条例化を出す前にかけているわけです。パブリックコメントをしたり、構

想を示して。そして、それに対する意見を聴いたり、アンケートしたり、そして各

地で何回も、場合によっては数回もやったところがあるというんですけれども、説
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明会もやって、そして理解を得られたので条例化を出すと、これが常套手段だと思

うんですけれども、町長は、そういう手段を、手法をなぜとらないのか。明確にち

ょっとお答えをいただきたいなと思います。 

町長（中沢君） 町民にいろいろ税の問題あるいは利用料の問題等々負荷する場合に

は、大変慎重に、かつ進めなければならないということは重々承知しているところ

でもございます。例えば保育料あるいは医療費の負担等々の問題は、１０人あるい

は２０人のひとつの審議会を開きながら、そこで決めさせているという手法もある

わけでございます。 

 今回のこういった値上げについては、より多くの皆さんのパブリックコメントを

というお話はわかりますけれども、その必要性、どうしても行政上これが大事なん

だということになりますと、それは町長として決断し、進めていくと。先ほども申

し上げましたけれども、いろいろな懇談会の筋道では、ほとんどご了解を得ている

ところでもございますし、そういったものの経過を経ながら今回は値上げというこ

とでもございます。 

 長野市あるいは千曲市は、その地域に今度はごみ処理場をつくるということが、

より重要になってきて、その過程においていろいろお話があったことは重々承知し

ているわけでございます。今回、総体的に申し上げまして、坂城町の葛尾の組合の

焼却施設は他の方へやっていただけるんだと、そういうことにも精一杯努力したと

ころでもございます。ごみ処理の有料化という考え方は、環境庁において指導の一

環でもあり、それが全国的な流れであらんことをお話ししておきたいと思います。

以上でございます。 

１番（田中君） 税金や保育料や、こういう手数料を住民の皆さんに負担をかけると

いうのは慎重にしなくちゃいけないと。町長はその原点をわきまえておられながら、

なぜ今回、拙速にこのことをやらなくちゃいけないかということが、どうしても。 

 私質問でも言いましたけれども、ごみの処理量は減っております。そしてまた、

費用も増えて困っているわけじゃなくて、わずかですけれども、２．６％前年に比

べて減っているわけです。しかもさっきから出ている２２年、２３年、２４年の平

均で、今度新しい広域でやるごみ処理の負担金の平均ごみ量によって負担が決まる

と、そういうことも私初めて今回の議会で質問をした中で知ったわけなんです。そ

ういうことを住民の皆さんに、２２年度から３年間の平均で負担金がかかってくる

んだから、そういうことで、皆さん、もうちょっとやりましょうと。町の試算でも
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１５年をベースに来年までに１０％減という中で、もう既に８％は達しているとい

う。あと２％ですよと。できたら５％もっと下げませんかという全町的な取り組み

をして、そのために、例えば生ごみなんかは農地や何か持っている人はいくらも堆

肥化して還元できるけれども、非農家の皆さんとか町場の皆さんはできない。そう

いう人たちはどうするかというようなこともあわせて対応して、説明をしたり取り

組みを実際に実践して、そういうことがまず先ではないかと思うんですね。 

 私は、たかが１枚２０円ということですけれども、されど２０円。答弁の中で見

ますと、約８００万円ぐらいの手数料が上がると。それを５，６００の各世帯数で

割ると約１，４００円前後だと思うんですね。そうじゃなくても、これはお風呂と

違って全員が負担するようになる。こういう大事なものを、広域は、長野や千曲は

処理場をつくるからやったじゃなくて、やはり今まで負担してもらっていないもの

を負担するということに対して、やはり万全の住民の皆さんの理解を得るというこ

とのためにやっているわけでございます。 

 国が値上げしようという厚生省の方針だと。それは厚生省の立場であって、この

町は、この町の皆さんがつくっていくまちづくりですから、そういう面で検討を要

する必要があるんじゃないかなという思いを強く感じているわけでございます。 

 いずれにせよ、パブリックコメントを住民の皆さんに説明して、それは段階では

４月から実施という既成事実でやるんじゃなくて、もう少し１０％、さらに１０％

ごみを減らしましょう、あるいはコストを１０％下げましょうと。そうすることに

よって税金を使わなくて済みますよと。あるいは新しい施設に対しての負担金が減

りますよと、そういう目標なりねらい、目的をしっかり住民の皆さんに理解してい

ただいて、だから、もう１０％減らしましょうよと。生ごみをもうちょっと循環さ

せましょうよと、そういう取り組みが、こんなものはえらい手間暇もかかるわけじ

ゃないし、お金もかかるわけじゃない。そういうことをまず優先すべきだと思うん

ですけれども、町長にもう１度、そういう取り組みで白紙に戻していただいて、そ

して、これから住民の皆さんに春にかけてでも、あるいは６月にかけてでも、しっ

かりと理解をしていただいて協力をいただくということができないかどうか、答弁

をお願いしたいと思います。 

町長（中沢君） 何度か田中議員の意見は意見としてお聞きしております。その中で

幾つかあろうかと思いますけれども、長野広域には議会の皆さんも議員としてご出

席しているわけでございます。そしてまた、今のそういった長野広域のごみ処理計
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画は全協へもお話はしてあるはずでございます。そのとき欠席していたかどうかは

わかりませんけれども、それはちょっと違うんじゃないかなと、こんな思いがいた

します。 

 それと、ごみ処理というのは、やはり自分たちの出したものは自分たちで処理す

ると、これが原点であります。従いまして、それを行政が処理する部分を担ってお

りますけれども、それは税金でございます。どこからも金が来るわけではないわけ

でございまして、そういったこれからの負担というものも、坂城町がそれなりの負

担を遅らせるということは税金で負担していくということにもなってしまうもので、

税金の場合は、それなりの仕組みになります。しかし、今いくらかでも負担してい

ただきたいということの２０円は、他の町村よりも１０円安く設定したと。その心

を理解していただかなければ、何としてでも少し延ばしたらということでなくて、

これだけの手順を踏んで長の責任で提案しているんだと。その結果については、こ

れからどうするかということの協力は各グループごと、各地域ごとに十分説明して

協力を得ていくんだと、これが行政の仕組みであると理解しております。以上でご

ざいます。 

１番（田中君） 町長は時々、質問なんかした場合、それはそれの議員としての意見

を聞いておきますという答弁があるんですけれども、私は町長はどう考えているか

ということを聞いているわけであって、それに対する答えをしっかり答えていただ

きたいなと思います。 

 ただいまの町長の答弁の中に非常に私は疑義を感じるんですね。まずひとつ、広

域に、この議会議員からも出ていっているから、その人がそういう話を聞いている

はずだと。そういう問題を言っているわけじゃなくて、私は町民の皆さんに、こう

いう必要性があって、こうだよという料金有料化のことを、やはりもっと早くお知

らせして、そして皆さんどう思いますかと、より少ない税金の使い道を説明して有

効に使いましょうよという、そういう呼びかけをするのが行政であり、町長である

と思うんですね。そういうことに対して町長は、はぐらかしたような、議会が広域

へ行っているんだから当然知っているはずだと。出席した議員は知っていても町民

は全然知る手段もないわけですから、まず主権者である町民の皆さん、負担する町

民の皆さんに、いかに早くこういう必要性があって、こうだということを言うべき

だと思うんですね。 

 それからもうひとつ、ごみ処理は各人がやるのが原点だと。これは違うと思うん
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ですね、私は。ごみというのは本来、自治事務であって、町の町民の福祉を上げる

福祉の一環が税金、町民税を集めて、そしてそれで処理をしたり住民の皆さんが

個々にできないことをやってやるという、これは本来の自治事務の原点だと思うん

ですよね。そういうものに、だから、できるだけ税金を使うことを少なくしましょ

うよと。それには皆さんも協力が必要ですよ、減らしましょうよと、そういう動き

をするのが今どきの行政であって、当然の行政だと思うんですけれども。 

 そういう点で町長の答弁が私は納得できないんですけれども、いずれにせよ、あ

まりにも拙速過ぎると思うんです。住民の皆さんが本当に納得して、そうだな、必

要だなということであると、そういう反応すら把握しないで、もう４月１日から上

げるよということはまずいと思うし、しかもただいま町長は、ほかより１０円安い

んだと。私は１０円どころか、ほかが、この間も町の説明にありましたけれども、

８０市町村、県内の市町村のうち５９の市町村がもう実施したり、実施を検討され

ているという説明がありました。私は、こんなことは８０番目でいいんじゃないか

という質問もしました。これは何も１０円安いからよそよりいいという問題よりも、

根本的にまず減らすとか、費用をかけない処理の仕方をもっと住民の皆さんの協力

を得ていただいてやるということが優先すべきであって、いきなりぽんと出ること

は、これは議会制民主主義の原点に反する、背くと思うんですね。 

 私は、その辺を町長にしっかりと考えていただきたいなと思いまして、ただいま

の答弁の中で私は町長の意見を聞いているんであって、私の意見を意見として聞い

たというんじゃなくて、こういう料金の値上げというよりも家庭ごみの有料化とい

う問題について、もう少しじっくりと町民の皆さんの納得を得られるような取り組

みができないかどうかということを再度、白紙に戻してできないかどうかというこ

とを再度町長に説明を求めるものであります。 

町長（中沢君） 自分の命は自分で守ることが第一だと。地域の火災は、その地域が

守ることが第一だと。ごみ処理も自ら自分たちが処理することが第一だと。その上

に立って行政はそれを責任を持って全体的な面で処理していくんだと、これは行政

のひとつのルールでありまして、町も頑張るけれども、ごみ処理には地域の皆さん、

それぞれの皆さんが頑張ってもらうと、これはひとつの義務でありますので、その

点はご理解いただきたいなと、こんなふうに思っております。ごみをどこへでも捨

てていいというものでもございませんので、そういった面で。 

 それとまた見解の相違はございますけれども、それなりにごみ処理をしていく必
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要があると、それを負担していただくのもということでございまして、どの時期に

どうするかということは全体的に見て私が判断し、そして、それを議会の皆様に決

めていただくべき案件であるなと、こんなふうに思っております。ただ８％を

１０％にすればいいというものでなくて、私は今、担当課の方に１５％以上削減す

るように努力しないと坂城町は大きな負担を担うことになるよと、こういうことで

もあるわけでございます。いろいろ立場がございましょうけれども、要は、この際

こういったことから始めさせていただくということを信念を持って提案しておりま

す。以上でございます。 

１３番（柳澤君） 廃棄物の処理手数料にかかわる条例の改正は、本日ここで、ある

一応の結論が、ただいまの結論が出るわけでありますが、それはそれとして、一般

質問でも、それから先ほどの同僚議員の発言でも説明をということで、住民課長か

ら年がかわってから町内で説明会をという話が繰り返されていますが、その説明会

の一番主眼とする点と、どんな内容の説明をしようとされているか、もう目前に迫

っていることですので、お考えでしょうから、お聞かせをいただきたいと思います。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 説明会の内容ということでございますけれども、今回の料金改定の目的といいま

すか、有料化の目的等について当然ご説明申し上げますけれども、それによって今

後の町の廃棄物行政、特に堆肥化の推進等とあわせて減量化を図っていくというこ

とで、それにつけても発生元であります住民の皆さんのご家庭からまずは抑制をし

ていただくということで、そういった減量化に取り組む有料化とあわせて今後の減

量化への取り組み、そういったものをご説明を申し上げていきたいというふうに考

えております。 

 それから生ごみの堆肥化のほかに水切りの徹底ということで、そういったものも

あわせて減量化に、大変水切りをすることによっても減量化ができますので、そう

いったこともあわせてお願いをしていきたいというふうに考えております。 

１３番（柳澤君） ごみの問題は、これは単に今年だけとか何とかということでなく

て、人間のかかえたこれからますます大変になる大きな問題だろうと思うわけであ

ります。先ほどからいろいろな、この場でも話が行き交っているんですが、気をつ

けないと、象を表現するために耳の話があったり、足の話があったり、尻尾の話が

あったり、ごっちゃになったりというようなことで大変わかりにくくなるわけであ

ります。ごみの廃棄物の処理については、こういう世の中になってくると何らかの
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身を切って処分を考えなきゃならない、その方法として焼却場があり、一般財源か

ら出すばかりでなくて受益者負担的な手数料をというようなお考えだろうと、こう

いうふうに思うんですが、その辺を整理して、料金のことは整理して、こういうふ

うにお金がかかるんだから、こういう負担の仕方をしようじゃないかという、そう

いう話。 

 それと一方では、これは全人類的な問題として、ごみ軽減、削減の方法について

の問題。この問題は単に３月いっぱいまでに料金の値上げにあわせてどうしよう、

こうしようという単純な問題ではないだろうと、こう思うわけなんで、これは別途

もっと腰を据えた考え方の合意を得るようなことを考える必要があるんじゃないか

と、そんなふうに思うんです。直接民主主義ではありません、日本の国は。ですか

ら、すべてのことをすべて町民の９９％の理解を得なければならないというふうに

考えることはいかがかと思うんですが、やはりごみの問題については、できるだけ

今みたいに話を整理して十分な説明をし、理解を得るという努力が必要だろうと思

うんです。 

 そういう意味で、今申し上げたことの繰り返しになりますが、手数料を２０円い

ただく云々ということと、うまくごっちゃにならないように、ごみ減量なり、こう

いうお金がかかるんだという説明をというふうに思うんですが、そういう点が先ほ

どの課長のお答えであまり明確でなかったんですが、私がこう申し上げたら、どん

なふうにお考えになるか、何か考えられたらお聞かせをいただきたい。 

 それで、なお、もうこれ以上は申し上げませんが、お答えをいただくと同時に、

ぜひそういうちょっと腰を据えた整理の仕方をして説明会というようなことを、ご

み減量については単に２カ月、３カ月でなくて、いろいろな方法、男女共同みんな

の会の皆さんのお手伝いをいただいてというようなことがありましたが、そういう

ものを全部整理した構築された形で進めていただきたいと、これは要望であります

が、その前段としてのお答えは一応お聞きをしたいと思います。以上です。 

町長（中沢君） まず住民へのいろいろな説明ですが、そういった中では、先ほどい

ろいろお話のある長野広域全体で、我々のごみ処理はこのような計画で進んで、今

ここまで進んでいると、進んでいるところ、将来に向けてどうなるかというような

こと等も含めての説明をいたすつもりでございます。 

 あわせて今度は２０円というものの値上げの中では、ひとつの広域体の中で、ど

うしてもそれを進めなければ、いろいろこれからの施策の展開にいろいろ問題が出
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ます。今回、他の方が５０円、私どもは４０円という中で、それをすることによっ

て、ある程度の、１０％ぐらいの皆さんがごみ処理について減量に協力いただける

というデータも出ているわけでございます。２０円なりの有料化をすることによっ

て、各自が自分なりに袋の数を今まで５０枚だったら３０枚にするというような努

力もそこで生まれてくるわけでございます。そういったことで、私たちは負担を課

するというよりも、皆さんのそれぞれがそういうところの袋ひとつをとってみても

選択しながら進むという、そういったシステムづくりが大事だなと、こんなふうに

思っております。 

 この問題は将来に禍根を残すというか、将来負担がないように考える場合には、

今やらなければならないことは今やるんだと、一寸延ばしにしていっては収拾がつ

かないと、こういう気持ちもございますので、ご理解いただきたいと思います。 

２番（中嶋君） 私もまた先ほどに続きまして、ここでまた一言申し上げなきゃなら

ない。なぜならば、私は葛尾議会の議員であります。今いろいろな皆さんのお話が

出ました。いろいろ言っています。本来はただにするんですよ、ただに。そのかわ

り税金を上げりゃあいいんだ。簡単な話なんですよ、そんなことは。それがややこ

しい話になっていっちゃうんだ。税金をうんと上げればいいだもの。だけれども、

逆に言うと、これはお笑いのような話になってしまうからふざけたことは言いませ

んが、私はそう思います、根本は。でもね、今この時代ですよ。この不景気な時代、

税金は上げられない。なおかつ会社関係がうんと景気が悪いから法人税がやたら下

がっちゃって何億円も落ちちゃった。坂城町はとんでもねえことになっています。

これも事実であります。 

 そういうぶんを考えると、なぜ私が今そういうふうに申し上げたかといいますと

ですね、これは本来は坂城町で中之条のあそこへ葛尾組合をつくってあればやる必

要はない。ただにしたって構いません。でも、やっぱり私はね、今の広域に出させ

ていただいています。広域というのはあまり何百億もかかるようなお金だから坂城

町なんかできないと。だから長野、一緒にやりやしょう、千曲市の皆さん、一緒に

やりやしょうと、そういうことが広域というあんばいになっております。その中で

私は特に仲よくしております、議員さんたちとも。千曲市の。というと、皆さんが

言いますが、千曲市は人口割で来ているから議員の数が多い。８人いる。坂城町は

４人しかいねんですよ。だから何かあったときに手を挙げれば、やっぱり千曲市に

負けちゃうわけですよね。実際です、これは。こういうことは言いたくないですが。
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これは千曲市の皆さんが聞いていれば、また嫌な顔するんですけれども。坂城町の

人しかいねから言わねけんども、そういう部分があります。そういうことを考えて

今何が起きているか、よく皆さん考えてください。 

 ちょっとこれも荒っぽい言い方をしますが、中之条へ、あの葛尾組合を持っ

てこられて、もう３５年たきこくっているんですよ。今でこそダイオキシンは

０．０００ナノなんてということになって、ほとんど出ていません。でも生で焚い

た時代もあったんですよ。これは登論で申し訳ないんですが、中之条じゅう、ダイ

オキシン漬けになっているわなんて荒っぽいことを言ったこともあったんですが、

いろいろ地質調査もしていますから、そんな心配は要らないんですけれども、でも

３５年間の間にはそういう流れがあったんです。それをやっと今度千曲市の方へお

願いして、それをつくっていただくというような流れになってきているんです。 

 それで先ほどもね田中議員も言ったし、皆さん言っていますけれども、本当は町

長、当たり前なんですよ。よそは２年もかけて研究しているんだからさ、せめて半

年ぐらいかけてやるべきだった。でも私に言わせれば、皆さん、民主党がやってい

る仕分けという話がありますでしょう。それを考えれば６０年もかかってやったこ

とを１時間でやってしまったと。だから、それは私に言わせれば、長い議論をした

からいい結果が出るとか、短いからいい議論が出るかということは私はわからない

と思っております。 

 だけれども、もうひとつ言っておきます。広域でやっているから仲よくやらなけ

ればいけません。長野市は５０円だそうですね。袋代が２０円、手数料が３０円。

千曲市も私、議員に聞きましたら、やっぱり５０円、２０円が袋代。３０円。上田

市も聞きました。同じように５０円。坂城町は２０円上げるということで４０円。

これを、千曲市の皆さんと葛尾組合で私、行き会いますから、言われるんですよ。

「おいだれ、本当にごみ押さえるつもりあるだかや」と。何しろ、今、町長も言っ

ていましたけれども、１０円値上げすれば１０％落ちるんだから。下手すればお

らたちは４０円で１０％落ちるけれども、千曲市や長野市は２０％落ちてしまった

らえらいことになるわね、これ。それこそ、そんなばかなこと言ってられないです

よ。もっと言おうか。私は何で５０円にしなかったかと思いますよ。１０％下がる

んだから、１０円上げれば。２０円上げて２０％下げなきゃ。 

 これを最後に言います。一番嫌らしいことは、人口割１０％にされちゃったこと

だ。ごみ重量９０％にされちゃった。おら千曲市や長野市と比べれば坂城町は人口
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少ねえんだから。ひっくり返してもらえばよかったんだ。それじゃあ、おらたちは

そんなに、さっき町長が言ったように１０億円も払わなくていいんだよ。５億ぐら

いなもので。それがひっくり返っちゃえば、町長が慌てたこと言ったわな。２２

年、２３年、２４年のごみ量の中でもって精査されるなんて言えば、これはちょっ

と言い方はあれかもしれませんが、長野市と千曲市と坂城町の戦いですよ、ごみを

少なくする。競争ですよ。金メダル取った方が今の１０億になるだか、５億になる

かというところに来ているじゃないですか。もっとそこらを本気で真剣に考えても

らって、５円や１０円やそこらのことでいろいろ言っているものではないと思うん

ですよ。 

 だから最後に言いますがね、私は「損して得取れ」という言葉を皆さん知ってい

ますか。その方が町民益が儲かるんです。町民個々が儲かるんです。田中議員は頭

がいいから１人当たり、１件当たり１，４００円になっちまうわと言っていました、

値上げが。ごみの今の使用料を取れば。だけんども、１０億、５億の理論でいけば、

おれは３千円とか５千円とかの負担をお願いするようになると思うんですよ、税金

で。税金は目に見えないからわからねんだ。こういうことをうんと真剣に私は考え

てね、やっていっていただかなければいけないと思います。ただ目先の、おめん

とこは１０円高い、１０円安いだけじゃなくて、もっと目に見えないところ、税金

がうんと、たんと取られちゃうというところへ視点を置くと、自ずから方向づけが

定まってきていると思っています。 

 私は逆に言うと、そういう部分を考えると、４０円というのではなくて、千曲市

と同じように５０円にするべきだったというような気持ちもございます。そんな部

分のお考えはなかったか、町長でも課長でもよろしゅうございます、ご答弁を願い

たいと思います。５０円にする気はなかったのか。税金をもっと抑えるお考えはな

かったのか、そこだけで結構です。 

町長（中沢君） 当初、近隣の動きを見て、こういった行政の負担は、その地域の施

設が１つであるならば、ある程度均一な方がベターかなと、そうすべきかなと。そ

れには５０円ということも頭にかすめたことは事実でございます。しかし、現下、

できるだけ町民の皆さんの負担を少なくしたいということの考えから、当面４０円

ということでお願いした次第です。 

２番（中嶋君） 私は自分自身としては手を挙げるか、下げるかということは自分で

今決めたいと思っておりますが、これ以上私は申し上げません。ただ、皆さんにお
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願いしておきたいことは、町民益、町民が儲かるようなことをお考えいただきたい

と思います。以上。 

議長（春日君） 審議の途中ですが、昼食のため午後１時３０分まで休憩をいたしま

す。 

（休憩 午後１２時０９分～再開 午後１時３０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 引き続き質疑をいたします。 

４番（大森君） 今、減量化についてどうするかというのが一番の課題でありまして、

そこへ有料化によって減量化をしていくという対応ということになるわけですけれ

ども、ひとつは非農家とかアパートに入っていらっしゃる方が、果たしてこれで段

ボールコンポストでやったり努力されても、しばらくの間はいいかもしれませんが、

これをずっと長期で続けていくということにとっては非常に困難ではないかという

ふうに思うわけですね。そういう点で、この後対応はどういうふうにされるのか、

このことについてひとつはっきりさせていただきたいということ。 

 それからもうひとつは、本当に減量化が大事でありまして、本当にやるというこ

とであれば、今回値上げを抑えて、例えば半年間、町民の皆さんに町長名でも結構

ですけれども、減量化の訴えを出して、そして全町民挙げて減量化に取り組もうじ

ゃないかということで半年間なり、あるいは数カ月間様子を見て、果たして減量化

が進むか進まないか。そして進んでいなければ当然上げざるを得ないということに

なるわけですけれども、そういう努力をどうつくり上げていくか、そして町民の協

力をどう得るかというところが、まず第一の課題であります。有料化すれば、それ

じゃ２０円上がって４０円だから、余分に購入して出費がちょっと出るけれども、

そういう状態であれば、お金さえ出せばいいという安易な方向へも行くというふう

に思うんですよ。やはり減量化、自分たちのごみをきちっと自分たちで処理してい

くという、こういう精神、こういう教育を町自体としても体制としてつくっていく

という、こういう方向性が必要だと思うんですが、それについてご答弁願いたいと

思います。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 非農家等の皆さんのごみ処理といいますか、堆肥化、そういったものの取り組み

方ということでありますけれども、段ボールコンポストについては、スペースもそ

んなに広いスペースは要らないということがひとつございますので、比較的簡単に
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家庭でできる取り組みかなというふうに考えております。 

 それとごみ処理機、電動式のごみ処理機等を使っていただく方法もございますし、

コンポストだけじゃなくて、ごみ処理機の補助金制度もございますので、そういっ

たものを利用いただいて、いずれにしても生ごみの堆肥化ということで、ご協力を

いただいていきたいというふうに考えております。 

 堆肥化によってできた堆肥等の処分といいますか、活用ですけれども、こういっ

たものも非農家の皆さん、畑がないお宅もございますし、そういった利用方法もな

かなかすぐにはできないというような方もおられますので、そういったものについ

てひとつのシステム化といいますか、使ってもらえる農家等、そういったご協力を

いただく中で、そういった肥料の使い方ということでシステム化的なものを図って

いければというふうに考えております。それにつきましても、関係団体の皆さんと

いろいろ連携する中で取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 それから有料化の考え方ということの中でありますけれども、一番はごみの減量

化、これが一番大もとにあるわけですけれども、費用負担の公平化という中では、

現在、排出量の多い人と少ない人、あるいは分ける人と分けない人、比較的分別を

より徹底してやっておられる方、あるいはなかなかそういったことができずに、燃

えるごみとして出している方、そういったそれぞれの皆さんの処分費用あるいは運

搬、回収の費用、そういったものがやはりサービスに応じた費用負担ということで

公平性を確保していくと、そういった観点もあるわけでございます。 

 それから先ほど町長の方からも申しておりますけれども、将来的な長野広域等の

負担金、これは新しい３つの施設の建設に向けて２６年度を目指しておるというこ

とでありますけれども、そういった負担金については、これからごみの割にウエー

トを置く算定方法の中で発生をしてきますので、これにも早い時期から対応してい

きたいということもございます。そういったことで減量化を、この時期に４月から

お願いをしていきたいということでございます。 

４番（大森君） 全く説得力はないと思います。ひとつは農家の今後協力を得たりし

てシステム化していくということで、これで町民に理解してくれと言われても、そ

ういう体制もとれてなくて、こんな方向でと言われても、それはちょっと無理があ

るんじゃないか。こういうシステム、こういう状態で今こういう協力をしていただ

くと、こういうふうに処理できるよと。だから安心してやってほしいという受け皿

をきちっとつくって初めてこれで値上げしましょうということができると思うんで



 －１９４－

すよ。これから考えていきます、これから皆さんにお願いしていきますというので

は、あまりにも軽はずみな、場当たり的な回答しかないんじゃないかというふうに

思います。 

 もうひとつは、分別しない人たちの費用の公平化を図るためだと。じゃあ、１枚

余分に使えばいいですかということですよ。それじゃ困るわけでしょう。だから、

それをどう防止するかということが減量化じゃないですか。だから、その体制はど

うやってとるんですか。それについて答えてください。 

住民環境課長（塩澤君） 減量化によりまして一定のごみ袋の枚数の削減、それから

ごみの減量、これは今まで有料化をしてきている市町村等の実績等を見ましても

１０％程度の減量化が見込まれるということであります。これによって何でもかん

でも出しちゃえと、早く出しちゃえということではなくて、ある程度減量化に対す

る動機づけといいますか、そういった部分も住民の皆さんに意識を持っていただけ

るのではないかというふうに考えております。そういったことで袋の削減、ごみの

減量化、そういったことに結びつくというふうに考えております。 

４番（大森君） 午前の答弁、町長は１５％指示しているというふうに言いましたよ

ね。１５％できるような減量化という答弁だったというふうに思うんですが、今の

課長の答弁は１０％ということですので、やはりもう少し、１５％にするにはどう

するかということの対策が必要だと思うんですよね。ですから、同じ回答をいただ

くんだったらどうしようもないんですけれども、こういう循環型社会をどうつくっ

ていくかということが全然絵が見えてきていないんですよね。だから、こういう状

態の中でいくら値上げして、例えば１００円にしたら減量化になるかといえば、な

るかどうか、それも疑問じゃないですか。求めても同じかもしれませんが、もう１

度答弁をお願いします。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 １５％以上の削減ということで町長の方から答弁がありましたけれども、まずひ

とつの目標としまして、現在、長野広域が各市町村の目標としておりますのは、

２２年度までに１０％の家庭ごみの削減ということで、これに各市町村が取り組ん

でいるということでございます。 

 そういった中で現在２０年度の当町の実績を見ますと、８％程度の削減、これは

平成１５年度の排出量に対するものでございますけれども、それが約８％になって

いるということで、これについては、あと２％でとりあえず当面の目標としてきた
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１０％にはなるわけでございます。それと、あわせて今回さらに有料化によりまし

て１０％程度の減量が見込めてくるということで、２２年度までの１０％の目標を

今年度達成したとすれば、それプラス有料化による１０％ということで合わせて、

１５年度を基準ととらえておりますので、１５年度に対する比率でいいますと、

２０％の削減ぐらいになってくるというふうに考えております。 

 そういった中で、長野広域管内の各市町村においても既に長野市が１０月から、

来年の４月から千曲市がということで有料化に取り組んでおるわけであります。こ

ういった、例えば長野市なんかは、このごろの新聞報道によりますと、１０月の１

月で可燃ごみが約３０％近く、不燃ごみが４０％近く、１０月分だけですけれども、

そういった大きな減量をしているという事実がございます。当町は今回の有料化に

よりまして、どのくらいの削減になるかということははっきりは言えませんけれど

も、今までのデータからいきますと、１０％ぐらいは減量ができるんじゃないかと

いうふうに考えております。 

 長野市がそういった大きな減量実績を上げてくるということになりますと、長野

広域の構成市町村の中で、ごみ量割を考えた場合には、やはりその分がほかの市町

村へ負担金の上乗せといいますか、そういった分が回ってきてしまうと、将来的に

そういったことで負担金の増、財政の負担増にもなってきてしまうということでご

ざいます。そういったことで坂城町としましても、できるだけ減量化の推進という

ことで、生ごみの堆肥化も含めて、そういったものをあわせながら進めていきたい

というふうに考えております。 

１１番（円尾さん） それでは、２点について伺いたいと思います。 

 まず今までにもいろいろな論議の中で出てきましたけれども、いきなり出てきた

ということも本当に、いきなり有料化という話が出されてきたということが、やは

りそれは町民にとっても、私は、これはなかなか納得できないものだろうと思うん

ですよね。実際には２１年度の当初予算の予定を見ましても、その中でこういうご

み懇話会をやっていくんだというようなことは全然触れていないですよね。そんな

中で、いきなりこうやって出してきた。しかも懇話会と言われる中では、本当に役

職を持った人たちがそこに加わってくるというような形、あるいは先ほどの町長の

答弁の中でも環境衛生の方とか区長の方には話したんだというけれども、私、それ

はもっと早い時点で懇話会を開きますよと、公募をしていって町民の皆さんからも

意見を聴ける、そういう状態をどうしてつくってこなかったのかなということがひ
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とつあります。 

 それとやはりコンポストとか電気の処理機なんかも私も使わせていただいていま

すけれども、そういう中で使ってどうだったかという結果を見てから、こういう懇

話会を開いていくということが当然だろうと思うんですよね。そういう意味で、も

っと時間をかけていただきたい。それを一番感じます。 

 というのは、長野広域の中で、私も議員をしていますけれども、一般家庭ごみが

１０％、事業系が１５％削減だという話は、もう随分前から出てきているわけです

よね。そういう中で、やはり町が本当に減量していくのはどうなんだということを、

もう少し真剣に、もっと早くから取り組んでこなきゃならない問題だっただろうな

というふうに思います。その辺について、一番先は役場の中、職員の皆さんの中で

どういう政策を考えていくかということが一番当然考えられるんですけれども、そ

の辺の中で、どういう論議がされてこういうふうになってきたのかというところを

１度お聞きしたいと思います。 

 もう１点は、２０円値上げしますよと。その結果については、もちろん長野広域

の負担ということもありますし、それから基準になるごみの量ということもありま

すけれども、もっと大事なことは、やはりごみの減量化、ごみを出さない、つくら

ない、リサイクルしていくんだというような中での政策化というのが全然見えてこ

ないんですよね。だから、実際には、これで何百万円だか出てきますよというけれ

ども、じゃあ、町としてどういう減量化の政策を出してくるのかというのが全然見

えてこない。ただ段ボールコンポストなんかに補助金を出しますよというのは町民

の皆さんに協力してくださいということを言うだけであって、町自身がこういう政

策を持って、こうやって減らしていくんですよというのが見えない。だから、そう

いう意味では値上げに対して本当に説得力がないと私は考えますけれども、そうい

う点については、どのようになさってきたのか、お聞きします。 

町長（中沢君） 町のごみ対策に対する対応ということの、まず現実的な一番重要視

しているのは、今度は長野広域にごみ処理を移すにあたって中之条に長年あるごみ

処理施設を他の町村に担っていただく、これがまず現実的に一番力を入れていると

ころでございます。これについては葛尾組合等の中で数年前から私はそれをお願い

し、そして、ようやくその方向になってきたということ、これは大きいことだなと。

こういった面での観点からすると、今度は広域に対しての施策に対しては、十分協

力をしながら進めていきたいと、こういう思いがございます。 
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 次に、これは広域連合ともどもに進めている仕事でございます。今１５％、

２０％の話がありましたけれども、８％でいきますと、それは他の町村の３１４億

円という施設の中で９０％を担う、その拠出金へ大きな影響が出てくるわけでござ

います。今のところ坂城町は、そういった面の意識というものが十分でないという

ことから、意識改革をしていく。これは一言で言って、言葉としてはいいんですが、

なかなか難しい面があるなということでもございます。そういう中で、長野広域と

ともどものひとつの政策的な面あるいは財源的な面も、ひとつの流れに沿いながら

行政は進めていくべきだというふうに思っております。 

 特別、坂城で力を入れていきたいのは、産業の一般的なごみについても建設地の

一部になるという仕組みがあるわけです。そこで産業関係の食品の関係の皆さんに

も先日お集まりいただいたときには、ぜひ自社で処理していく仕組みをつくってく

ださいということをお願いした次第です。坂城が工業の町でありますので、そうい

った面からの対応、しかしながら、１５％の事業系の皆さんが少なくするというこ

とについては、既に企業の皆さんは、坂城の場合、求められた標準値は達してはお

りますが、もっとというお話でございます。みんなが１０％やるから１０％だと言

えば何ら負担の割合は変わらないわけでございますが、各地域において１５％を目

指しているんだという実績が出た場合に、坂城町が１０％だったら、これは大変な

ことでございます。 

 具体的な対応としてはいろいろ難しい面がありますけれども、町を挙げてやって

いきたいと。そういう中で環境の時代を迎えている、あるいはそういう時代への対

応が何よりだということで、環境庁の方でも、そういった面については利用者にも

負担していただきながら運用の面にしていったらという、そのご指導もあるわけで

もございます。そういうことを踏まえながら何とかごみ処理対策を進めていくと。

それでまた、そういう中において今ごみ処理の袋をそれなりに上げるということに

よって皆さんが意識改革して、それをその分少なくして頑張ろうという意識の醸成。

そういうことからしますと、それなりの２０％、３０％の効果が上がっているとい

うことも事実でございますので、進めていきたいなと。 

 そういう諸々の観点とあわせて、この対策は、値上げにあたっては私はいろいろ

な皆さんの関係の皆さんのことを聞きながら、これで決めさせていただければ、こ

れからの推進体制というものは、より皆さんと具体的にお話し合いをしながら工夫

を凝らしてまいりたいと、こんなふうに思う次第でございます。２２日、２３日、
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２４日が、ひとつの案としては、そのごみの排出量によって町の負担が変わってく

るということ、このことについては早急に対応しなきゃならない課題だと、こんな

ふうに考えております。 

１１番（円尾さん） おっしゃっていることはそのとおりだろうと思うんですけれど

も、じゃあ、そのためにやはり値上げをするのに出されてきて、時間が本当に短い

時間の中でこういう結果を出されてきた。出す前に、もっと町民とのコンタクトが

とれていいじゃないか。あるいは今まで政策としてやってきたこと、例えばいろい

ろな点についてコンポストであったり補助金なんかを出していますけれども、それ

がどれぐらい有効に使われているのかというようなことを見て、それも判断の材料

のひとつだと思うんですよね。町民の皆さんもそれぞれ皆さん、ごみを少なくする

ために努力しています、実際に。その中で、そういうことをきちんとつかんだ中で、

それでもやはりこうだということが出されてくるんだとすれば、少しは説得力はあ

るのかなというふうに思うんですけれども、その辺については、やはりもう少し町

民の皆さんに返していくということが大事じゃないかというふうに思います。 

 特に長野広域の中で長い時間かけて、１０年かけて、こういう形をしていくとい

うことがありますので、そういうことを協力してやっていくというのは当然ですよ

ね。だけど、その中で、じゃあ、坂城町でできることは何だということをきちんと

やはり見ていかないといけないと思うんです。今、特に葛尾なんかでもごみが減っ

てきていると、８％減だと言われていますけれども、今、経済活動が非常に沈んで

いますから、そういう中で、やはりごみもかなり少なくなってきているのかなとい

うようなことも想像ができます。だから、そういう中で、やはりこういうことを出

していくんだったら、もっと時間をかけたり、あらゆることをやってから出してき

てもいいんじゃないのか。町民の皆さんに、ごみ減量懇話会を開きますよ、誰か公

募して、皆さんも考えを寄せてくださいというぐらいの配慮があってもいいと思う

んですよね。それがひとつ。 

 それからもうひとつ、先ほどいろいろな政策として一番やっていくんだというん

ですけれども、じゃあ、減量化をするために町自身がどんな政策を掲げたのか。例

えば千曲市の話をしますとあれですけれども、生ごみの堆肥化ということを行政と

して取り組んでいく、あるいは廃油の粉石鹸づくりなんていうこともやっていく、

いろいろな形で、チップ化ということもやっていくというような形を出されていま

すよね。そういう意味で政策として何かを取り組んでいくのかどうか、町民の皆さ
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んに協力してもらうだけというんじゃなくて、やはりそれは環境ということももち

ろんあります、そういうことも含めながら町が先頭に立って、こういうこともやっ

ていくんだから、みんな協力してくださいよというんだったら私はまだ納得できる

んですけれども、その辺が全然見えないんですよね。その辺について、もう１度き

ちんと答えていただきたいと思います。 

町長（中沢君） いろいろコンポストを利用していただいたり、それぞれの分別収集

を徹底してきているということ、これは政策でございます。町は精一杯住民ととも

にやっているということは自負しております。しかしながら、現在こういった長野

広域の中で新たなる問題が出てきているということに対しては厳しく対応していか

なきゃならないと。これは意見の分かれるところもございますが、こういった経費

を上げる場合には、それなりの人たちをまず二度三度聞いてということの中では、

それなりの意を尽くしたかなとは思っておりますけれども、そういった雰囲気を町

全体にということのご指摘については、甘受しなければならない面があるかなと、

それは思います。 

 ただ、具体的には、既に区長会においてはいろいろと他の先進地域を回り、また

葛尾でもいろいろ研修等を進めて、どういうふうにしていくかということの先進地

の実例も調べている、調査していると。そういう中で一番大事なのは、何といって

も勝手から出る、要するにごみだなと。生ごみの処理だなということでもあろうと

思います。まず生ごみの処理は、ひとつの方法として今度は取り入れていきたいと。

そういうものの将来的な方向につきましては、今、民間企業から割合幾つか提案も

ございますので、これからの政策の中で、そういうことにも耳を傾けながら、自ら

やること、あるいは民間にそういうノウハウを得てやれるべきこと、また両方でセ

ットになってやるべきことということを踏まえながら、まずはこういった広域の減

量化対策にあわせての対応だけは怠りなくやっていこうと。遅れた分にはかえって、

ここで食い止めて皆さんと同じ歩調で進んでいくこと、これまた大事だなと、こん

なふうに思います。 

１１番（円尾さん） その辺については、全然やっていないと言っているわけではな

いんですよね。だけど、やってはいるんだけれども、もっと有効にできないのかと

いうのが私なんか思うことなんです。それはそれぞれの立場の人たちがそれぞれの

意見を言うのはわかるんだけれども、家庭一般ごみとなると、全町民が対象になっ

てくるんですよね。そういう中で、もっと広く意見を聴くというようなことを大事
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にしていただけないのかということなんですよね。だから、そういう手配もやはり

急いでやらなくちゃいけないというのも私もそれもちょっとおかしいと思うんです

よね。いわゆる長野広域では本当に随分前からこの数字が示されてきているわけで

すから、そういう意味で慌ててやっていく必要もないんじゃないかなというふうな

気もするんですけれども、その辺やはりもっと町民に返していっていただきたい。 

 それから先ほどの中で、政策としては、生ごみなんかは民間で何とか処理してい

く方法をというようなことも選択肢のひとつにあるのかなという気はしますけれど

も、これはずっと前から循環型農業とかいろいろな形で私たちも求めてきているん

ですが、なかなか政策として出されてこない。だけど、生ごみだけではないんです

よね。やはりごみに対する考え方というのも、やはりそれはこういうふうにしてい

けば廃油なんかも利用できるんだと、こういうものはこういうふうに利用できるん

だということもあるわけですから、その辺はやはり私は担当課としてもしっかりそ

の辺は受け止めて、政策として展開をしていけるような、そういう形をとっていた

だきたいと思います。これは担当課の方で答えていただければと思いますが。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 ただいまのご質問の中で、廃油の利用ですとか、いろいろなバイオマスと言われ

る資源の利活用という中では、廃油の利用も含めていろいろな取り組みがございま

す。当町においても廃油を利用した石鹸づくり等もかなり前から団体において取り

組んでもらっております。これも環境にやさしいという観点から取り組んでもらっ

ておるところですけれども、ひとつそういったことも含める中で、いろいろなバイ

オマスの利用、生ごみもそうですし、いろいろございます。そういったものを今回

の生ごみの堆肥化とあわせて、いろいろな活用の方法等も研究をしてまいりたいと

いうふうに考えております。 

 いずれにしましても循環型社会の構築あるいは今ＣＯＰ１５ということで、ＣＯ２

の削減というようなことで非常に関心が高くなってきておるわけですけれども、こ

ういった面も考える中で、また第５次長期計画の策定という時期にも来ております

ので、担当課といたしましても、そういった視点から長期計画の策定に臨んでいき

たいというふうに考えております。 

５番（山城君） １点だけお聞きをしたいと思います。 

 私も今回、一般質問をさせていただきましたけれども、ごみ減量化に対する政策

的な詳細が見えない。ましてや生ごみが２４％という中で、それも減らしていくん
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だということですけれども、当町にあっては、例えば生ごみ処理機の補助制度もご

ざいますけれども、これも近隣のものと比較すると低いなと。現在２分の１の上限

２万円ということですね。その中にあって、この辺の生ごみに対する拡充を図って

いくということを答弁でおっしゃいましたけれども、拡充する内容についてお話し

いただければと思います。 

住民環境課長（塩澤君） 生ごみ処理機等の補助金制度、これの活用ということで、

今回の有料化の導入にあわせまして、収入として手数料収入の有効的な活用という

中で、ひとつ補助金制度の拡充を考えております。近隣の状況等を申し上げますと、

３万円から５万円程度のところが多いわけですけれども、当町といたしましても、

現在２分の１以内ということで２分の１補助を行っておりますが、３万円程度に引

き上げを検討していきたいというふうに考えております。 

５番（山城君） 今、上限３万円程度ということをおっしゃっていただきました。昨

年は、たしか１，１１０基ぐらいだったと思います。１年間通して１２基ぐらい、

月にすれば１基ぐらいしか利用者がなかったわけですよね。これを引き上げるとい

うことをおっしゃいましたが、それに対して果たして利用者が増えるかどうか、そ

の辺も、コンポストも含めて、それらも将来的に含めたお考えで出されたんでしょ

うか。 

町長（中沢君） ただいま課長の方から３万円程度というお話が出ましたけれども、

現在、正直なことを申し上げますと、３月議会に向けて環境面をより大切にしろと

いうことで、今のごみ処理のいろいろコンポスト等の関係、あるいは太陽エネルギ

ー等の関係等々については、論議している最中でございます。それが確定したわけ

ではございませんが、課長の中で、そういったいろいろ今度はより皆さんにもご負

担していただくんだと。しかし、これから１月、２月、３月の中で地域の皆さんと

十分話し合いながら、そして、こういうことはもっとやるべきじゃないかというお

話も出てこようかとは思いますけれども、そういうことを踏まえて、できるだけそ

の果実は、そういったごみ処理の減量化に向けての対応をしていきたいと、こうい

うことでございます。 

５番（山城君） 今度、各自治区で説明会が計画されるようですけれども、そういっ

た細かい住民の皆さんにわかりやすい政策を示していただきたい、こんなふうに思

います。要望です。以上です。 

６番（入日さん） １点だけお伺いします。 
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 この間の一般質問の答弁で、まだ分別化の生ごみが大分あると。分別収集はもっ

と進めれば、ごみの減量が図れるというような答弁があったと思いますが、私も以

前ごみステーションを、プラごみや何かのごみステーションを、今、各区で１カ所

なので、もうちょっとすべてのごみステーション、普通の生ごみ、可燃ごみ・不燃

ごみのステーションに出せるようにすれば、もっと分別収集が進むのではないかと

いうことと、廃油の回収をしてバイオエネルギーに変えるとか、そういう方策をと

れないかと質問したんですが、その答弁では、今のところは考えていないという答

弁でしたが、そういうことを進めなければ、やはりこういう分別が進まないと思う

んですよね。ごみの減量のためには、ぜひともそういうことの収集方法などの対策

も考えていただきたいと思うんですが、それについての答弁をお願いいたします。 

住民環境課長（塩澤君） お答えをいたします。 

 現在、資源物の収集所につきましては町内４４カ所、それから燃えるごみの収集

所については１２７カ所ございます。一応収集体制、収集運搬の体制等の関係もご

ざいますので、今の４４カ所で、できればやっていきたいわけでございますけれど

も、例えば人口が増えている地区であるとか、地域によっては、もうひとつ欲しい

というような要望もあるとすれば、また関係の区長さん等からの要望等もいただく

中で、できるだけ収集体制を整えていきたいと、収集所の整備を行っていきたいと

いうふうに考えております。 

６番（入日さん） 今後の取り組みの中で考えていくということでしたが、町民がど

んどん高齢化する中で、やはりそこまで出しに行けないという方が増えてきている

んですよね。だとすると、面倒くさいから、つい可燃ごみの中へ入れてしまうとい

うこともあります。それから時間が決まって３０分とか１時間ぐらいの間に出さな

きゃいけないというので、とても面倒だから出しに行けないという方もありますの

で、その辺やはり検討していかないと分別が進まないと思うので、今後の検討課題

にしていただきたいと思います。要望ですので答弁はいいです。 

議長（春日君） これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 まず原案に反対の方の討論を許します。 

６番（入日さん） 私は「議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例

の一部を改正する条例について」反対の立場で討論します。 

 この問題については、３名の議員が一般質問したので町側の言い分はわかりまし
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た。しかし、ごみ袋を２０円から４０円にし、新たに町民の負担を増やすことは、

不況で収入が減った人たちに増税の追い打ちをかけることになります。何よりごみ

の減量は町民の協力が一番大切です。平成１５年度比でマイナス８％ということで、

分別収集の成果も見えてきました。さらなる減量をするには、町民自身がごみを減

らす必要性を実感し、実行していただかないと実現できません。そのためには、な

ぜ、ごみを減らさなければならないかということを心から理解して実行してもらう

ことが大事です。 

 答弁で言われたように、２２年度から２４年度のごみ量で長野広域への町の負担

金が決まることや、地球温暖化防止、環境を守ることの重要性を知ってもらうこと、

段ボールコンポストや生ごみ処理機の普及を図ることなど、いろいろの情報を提供

し、協力してもらう必要があると思います。また町内の商店へトレイの廃止やビニ

ール袋の廃止等簡易包装を呼びかけたり、プラ等資源ごみの収集所を１カ所でなく、

すべてのごみステーションに出せるように収集方法を変えるなどの対策が先ではな

いでしょうか。 

 千曲市は、ごみの有料化について時間をかけ、広く市民の意見を聴いて進めてき

たと伺いました。先ほどからの説明で千曲市は５０円で坂城町は４０円だから安い

と言っていましたが、千曲市は５５ℓ入りで５０円です。坂城町は４０ℓで４０円な

ので、決して安いとは言えません。 

 坂城町は、いつも決まってから町民に説明をするという姿勢ですが、まず町民一

人一人がごみ減量化にどう取り組んでいけるのか、アイデアを募集したり町民意識

を高めることから始めるべきだと思います。 

 以上の観点から、私は議案第６４号について反対します。 

議長（春日君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

５番（山城君） 私は「議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の

一部を改正する条例について」賛成の立場から討論いたします。 

 町のごみ減量化につきましては、プラスチック容器包装を初めとする資源物の分

別収集の取り組みなどにより、一定の成果を得ているところでありまして、ごみの

排出量は平成１７年度をピークといたしまして減少傾向にあります。これもひとえ

に地域住民の皆様のご協力によるものと理解しているところでございます。 

 しかしながら、広域的に取り組んでおりますごみ処理計画に基づく市町村目標で

ある１０％の減量に至ってはおらず、当町における平成２０年度の家庭系可燃ごみ
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の排出量は前年度対比マイナス２．３％の３，２８２ｔでありまして、ひとつの基

準となる平成１５年度の３，５７６ｔに対して８％程度の削減率にとどまっている

状況にもあります。 

 こういった状況を踏まえる中で、ごみ減量化の一層の推進、ごみの排出量に応じ

た費用負担の公平性の確保、ごみ処理経費に係る財政負担の軽減を図るため、ごみ

処理手数料の有料化が提案されたところでもあります。 

 懸案でありました中之条の葛尾組合焼却施設の移転につきましては、広域的な取

り組みの中で平成２６年度の稼働を目指し、千曲市の中島地籍に候補地が決定し、

地元合意に向けた取り組みが進められていると聞いております。新しいごみ焼却施

設の建設負担金は、関係市町村の人口割が１０％、ごみ量割が９０％でありまして、

今後の減量化の増減が負担金にはね返ってくるわけでございます。町財政の大変厳

しい昨今の経済状況の中にあって、ごみ処理経費に係る負担金等の軽減を図ること

は将来的にも大変重要な課題だと私は思っております。 

 手数料の料金設定につきましては、１０％の減量効果と分別努力に結びつくもの

として、指定袋１枚当たり２０円の手数料の上乗せとしております。これは周辺市

町村が多く採用している４０円の手数料水準に対し、住民負担の軽減に配意したも

のであり、また紙おむつを使用している方への減免措置などについても評価をいた

すものであります。 

 家庭から排出されるごみの中には、まだまだ多くの資源物が含まれておりまして、

生ごみの処理と堆肥の推進が今後の課題と思っております。資源物につきましては、

従来どおり無料回収でありますので、分別の徹底とリサイクルの推進により袋の削

減、ごみの減量化が図られるわけでございます。手数料収入につきましては、生ご

み処理機等の購入に対する補助金の拡充、段ボールコンポスト等による堆肥化の全

町的な取り組み、循環型農業やネットワークの推進、不法投棄の防止対策など広く

活用をお願いをしたいものであります。 

 世界的にも関心が高まっております地球温暖化防止対策の一環として、また環境

にやさしい循環型社会を構築するため、生ごみの堆肥化及びリサイクルによるさら

なる減量化の推進にご期待を申し上げ、私は「議案第６４号 坂城町廃棄物の処理

及び清掃に関する条例の一部を改正する条例について」賛成といたします。 

議長（春日君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

１番（田中君） 私は「議案第６４号 坂城町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の
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一部を改正する条例について」いわゆる家庭ごみの有料化に対する反対の立場から

の討論を申し上げます。 

 持続する地球環境を守り、そして次の世代に引き継ぐことは、これは地球的な課

題であり、全人類の課題でもあります。そして、そのために資源やエネルギーを節

減する、そういう生活を行うことが現在に生きる我々の全員の責務であるわけでご

ざいまして、こういうごみを減量化ということについての取り組みは最大限いろい

ろな幅を持って取り組むのが当然だと思います。 

 そういう中で、今回の定例議会に突如として料金改正が提出されたわけでござい

ますけれども、それについて一般質問並びに今日のこの総括質疑においてみまして

も、料金を上げることが一般的に言われているごみの減量につながるという漠然と

した効果だけを取り上げているだけであって、これを上げることによって、どれだ

けのどういうものがどういう状況、環境の中で節減されたりするかというような、

そういう方法論はもちろん、そういう成果効果について確たる町は志を持っていな

いんですよね。 

 そういう面で、私は一番値上げというか、有料化の本当の意味の反対する理由は、

こういう質問等で申し上げましたけれども、全町民に負担を強いるわけですよ。強

いるものを、一番強いられる住民の皆さんをさておいて、全然知らされないでおい

て、そして突如として１０日ばかり前に私ども議員に有料化というような形で知ら

される。そして、もう既に１０日後の今回の議会において条例化がされて、しかも

４月１日から施行するというような、あまりにも性急過ぎる、拙速過ぎるという。

もっと住民の皆さんの意見を聴いて、もっとよりいい効果のあるものがあるんじゃ

ないかというようなこと、そういうことを当然に検討して取り組んで、そして皆さ

んが納得して、じゃあ、ごみを減らそうと。そのために甘受しましょうということ

であれば、これは本来的な議会活動を通して、また、まちづくりの基本的なあり方

であります。 

 しかるに、そういうことを一切されないで、一部業界の人とか区長とか、そうい

う人たちを説明したからって、その説明も施行の前のたった４カ月やそこらの間で、

しかも既成事実として４月１日から上げるという原則のもとでやるということは、

これは今日的な行政のスタイルとして甚だ遺憾であり、私は承諾できないスタイル

でございます。 

 およそ有料化とか負担をかけるということについては、その背景として、ごみが
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増えて困るとか、あるいは費用がかかって困るとか、そういう現実的な課題があっ

てこそ、それに対するいろいろ対策を取り組んだけれども、やはりもうちょっと負

担をしてもらって抑えてもらいましょうというのならまだわかるんですけれども、

まずありきというような、料金化ありきと。しかもその理由を聞くと、広域でやる

とか何とか。 

 広域でやっている事業であれば、何も町でやる必要はないわけでございまして、

それで町長の答弁なんか聞いていまして、ひとつ一番私、申し上げておきたいのは、

新しい広域でつくる３つのごみ処理施設のうち、人口割は１０％、いわゆるごみの

排出割が９割だということですけれども、これは何も坂城町だけが減量じゃなくて、

全体のごみ量に対して、そのうちの１０％は人口割でやりますよと。残りの９０％

については、それぞれの出した量に応じて案分しましょうということですから、坂

城があと２％、３％減らさなくちゃということではなくて、広域全体で、それこそ

広域で取り組む問題として目標値を定めて、そこに到達するようにそれぞれの町村

が責務を持って取り組むという、そういう本来のあり方を踏まなければいけないと

思うんですね。 

 そういう面を考えてみても、また一番何といってもごみがそんなに増えていない

のに、私も町民の皆さんにある程度聞いてみたんですけれども、そんな値上げする

と不法投棄が増えるよとか、あるいは野焚きといって自分で燃やしちゃうよと、そ

ういうことで心配をしている方がかなりおられるんです。まして現在百年に１度と

いう大きな不況の中にありながら、３カ月、４カ月で値上げするなんていう案を、

私は当然出すべきものじゃないと思うんですね。むしろその３カ月、４カ月の間に、

もっと減量をして税金を使わないやり方、それが結局、負担の少ない社会ですよと

いうことで、そういう取り組みがまずあってしかるべきだということを申し上げて

おきます。 

 それから生ごみ、生ごみと言っていますけれども、ひとつ皆さんに、私２年間、

葛尾組合で調べてわかったんですけれども、あの葛尾組合に県営水道の上水道を年

間２３０万円もかけて水をかけているんですよ。どういうことかというと、あまり

燃えるごみが多過ぎて温度が上がっちゃうと炉を傷めたりして、かえってその方が

経費が上がっちゃうから、我々が飲んでいると同じ水道の水を火へかけている。温

度を下げているんですよね。だから、ある程度は生ごみだって、そういう温度を下

げる水を使わない処理の仕方、燃焼の仕方にも効果があるんですよね。ただ、しか



 －２０７－

し、原則的にごみの量というのは重さではかっているので、重さを軽くする、その

ためには生ごみを、あるいは水切りをよくするとか、生ごみを循環させるとかとい

う、そういうことをまずやってから料金へどうですかと言って住民の皆さんに問い

かけて、そして検討してもらう、そういう本来の社会のあり方を私は望みまして反

対をするものでございます。 

 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

－－－－これらのことは、まさに住民と一緒になって検討して議会も取り組んで、

よりよい循環型社会を取り組むように私は強く望んで反対の立場の討論を終わりま

す。 

議長（春日君） 次に、原案の賛成の方の発言を許します。 

 暫時休憩いたします。 

（休憩 午後２時２９分～再開 午後３時２１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 議案の審議に入る前に１番 田中議員より発言を求められております。これを許

可いたします。 

１番（田中君） 先ほど私の討論の中で皆さんにご理解いただけない、誤解を招くよ

うな発言があったということでございますので、取り消させていただきますけれど

も、いずれにせよ、本日最終日でいろいろ追加議案もあって大変時間等の制約があ

る中で、こういう議会を私の発言で停止させたことに対しましては心からお詫びを

申し上げたいと思います。 

 私が先ほど申し上げました討論の中でございますけれども、次の言葉を削除をし

ていただきます。－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

－－－－－－－－－－－－－－－－－そこまでをカットさせていただきます。よろ

しく、どうぞお願いします。 

議長（春日君） 説明のとおり取り消すことにご異議ございませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認め、さよう決定いたします。 

 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（なしの声あり） 
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議長（春日君） これにて討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 本案を原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

議長（春日君） 挙手多数。 

 よって、本案は原案のとおり可決いたしました。 
 
 

◎日程第６「議案第６５号 坂城町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する

条例について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決） 
 
 

◎日程第７ 議案第６６号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第６号）につ

いて 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決） 
 
 

◎日程第８ 議案第６７号 平成２１年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）について 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決） 
 
 

◎日程第９ 議案第６８号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第

３号）について 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ３ページの歳入についてちょっと説明を求めます。 

 雑収入１，８３１万７千円という補正額でございますが、消費税還付金というこ

とですけれども、これはどういうことなのか、ちょっと説明をお願いいたします。 

建設課長（村田君） お答え申し上げます。 

 ３ページ、雑収入、消費税還付金ほかでございますが、この中で消費税の質問が

ございました。 

 ２２４万円ほどでございますが、これにつきましては、２０年度分の確定により

まして、この消費税が還付になってくると。中身でございますが、使用料等の消費

税でございまして、これだけ下水道の工事を発注していますと、当然、工事費の中
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に消費税が相当含まれているわけでございまして、そういうものの計算の中で、そ

の使用料に伴う消費税分が払い過ぎていたということで、税務署の計算の中で、詳

しい計算は私、存じておりませんが、そういったものの消費税の還付金があるとい

うことでございます。以上でございます。 

１番（田中君） １，８３１万７千円の中で消費税の還付が２２４万円ということで

すけれども、そうすると、残りの１，５００万円近いものは何なのかがちょっと説

明が欲しいし、もうひとつ、消費税が２２４万円返ってきたということで、消費者

の皆さんというか、接続した、あるいは使っている人たち、住民の皆さんに、その

分もらい過ぎていたというようなことはないかどうかということもわかれば説明し

てください。 

建設課長（村田君） ただいまの質問にお答え申し上げます。 

 全体の中で消費税が２４０万円ほどということで、残りの金額でございますが、

これにつきましては、流域で行っております上流処理区の維持管理負担金の還付金、

約１，６００万円ほどでございますが、これは２０年度の流域下水道終末処理場の

維持管理費の精算がございまして、流入量増加等により関連市町村からの納付済み

の維持管理負担金の差額について負担割合に応じて還付されるものでございます。 

 それからもう１点、消費税の関係でございますが、これはサービスの提供を受け

たときは物品等の購入代金と合わせて消費税等々を負担するということでございま

して、そのものにかかってくるということでございまして、住民の方の負担はない

というふうに考えております。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎日程第１０ 議案第６９号 平成２１年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第

２号）について 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

議長（春日君） 追加日程に入ります。 

 追加日程第１「議案第７０号 平成２１年度学校情報通信技術環境整備事業費補

助金事業 坂城町学校教育用及び校務用コンピュータ等売買契約の締結について」

から追加日程第９「発委第１３号 ２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せ

ず、生活実態に見合う支給を求める意見書について」までの９件を一括議題とし、
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議決の運びまでいたします。 

 職員に議案を朗読いたさせます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明及び趣旨説明を求めます。 

町長（中沢君） 議案第７０号「平成２１年度学校情報通信技術環境整備事業費補助

金事業 坂城町学校教育用及び校務用コンピュータ等の売買契約の締結について」

を説明いたします。 

 本案は、町内小・中学校へパソコンを配置し、児童・生徒の情報通信技術環境の

整備を図ることで情報社会に対応する子供たちを育てていくための情報機器の購入

であります。 

 契約ですが、各小学校に３５台、中学校に４０台のパソコンを納入する。あわせ

て校務用パソコン及びプリンター、プロジェクター等の周辺機器の購入でございま

す。 

 契約金額は２，４６２万２，５００円で、契約の相手方は、富士電機ＩＴソリュ

ーション株式会社であります。納入期限は平成２２年１月２９日です。 

 次に、議案第７１号「平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第７号）につい

て」でございます。 

 本件は、地域活性化経済危機対策臨時交付金を活用し、早急に対応を要する道路

改良、水路改良事業と地上デジタル放送移行準備事業について、歳入歳出のうち歳

出予算を補正するものであります。 

 道路改良事業では６００万円、河川改修事業で１５０万円、主に災害時に避難所

となる施設と本部機能を持つ役場における地上デジタル放送受信に要する費用とし

て２５０万円をそれぞれ増額し、坂城小学校耐震化事業について１千万円を減額す

るものであります。 

 よろしくご審議を賜り、ご決定賜りますようお願いいたします。 

議長（春日君） ここで会議時間の延長を申し上げます。 

 本日の会議時間は、本日の議事日程が終了するまで、あらかじめ会議時間を延長

します。 

７番（安島さん） 発委第７号「日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密約」の

公表と廃棄を求める意見書について」意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせて
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いただきます。 

 昨年、日本の研究者の調査によって、米国立公文書館解禁文書から、日米地位協

定第１７条の運用にかかわる米兵公務外犯罪の第１次裁判権の実質放棄を確認した

日米秘密取り決めが発見されました。それは１９５３年１０月２８日の日米合同委

員会裁判権分科委員会の「非公開議事録」の形式をとったもので、この中で日本政

府は「日本の当局は通常、合衆国軍隊の構成員、軍属あるいは米軍法に服するそれ

らの家族に対し、日本にとって著しく重要と考えられる事件以外については、第１

次裁判権を行使するつもりがないと述べることができる」と米側に約束しています。 

 これと同時に明らかになった密約交渉の記録は、これが「日本が可能な限り最小

限の数の事例以外は裁判権を行使しないという合意に達することが重要だというこ

とだ」（１９５３年９月１日、東京での交渉記録）との米政府の要求に基づいて結ば

れたことを明らかにしている。 

 そして在日米軍法務官事務所国際法主席担当官は、２００１年の論文で「日本は

この了解事項を誠実に実行してきている」と明言し、この密約が現在でも機能して

いることを認めています。 

 また米陸軍法務局「外国法廷での米兵への刑事裁判権行使統計」のデータは、日

本が実際にかなりの比率で裁判権を放棄していることを示しています。 

 これらの事実は米軍の犯罪・事故にかかわる日本の裁判権放棄の密約の存在と、

その実行の事実を示すものであります。これは自国民の権利を守るべき日本の司法

の責任を投げ捨てる国家主権の根幹にかかわる大問題であります。とりわけ、これ

は米軍基地や米軍訓練の行われる自衛隊基地をかかえる自治体と住民にとって重大

な問題でもあります。 

 私たちは住民の命と権利を守る自治体の責務に基づき、下記のことを要望いたし

ます。 

 記。１、日米地位協定第１７条の運用にかかわる米兵公務外犯罪の第１次裁判権

の実質放棄を確認した日米秘密取り決めを公表し、廃棄すること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

２番（中嶋君） 私からは発委第８号以下６件の発委がございますが、一括して説明

をいたします。 

 発委第８号「食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食品表示制
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度の抜本改正を求める意見書について」意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせ

ていただきます。 

 繰り返される加工食品原料の産地偽装事件や毒物混入事件を受けて、多くの消費

者が食の安全・安心のために国産食品を求め、自給力向上を望んでおり、冷凍食品

原料を初めとする加工食品の原料原産地の表示義務化を願っている。また、多くの

消費者が安全性などに不安を抱き「遺伝子組み換え（ＧＭ）食品を食べたくない」

と考えているにもかかわらず、現在の表示制度の欠陥によって、そうとは知らずに

食べ続けるという現状である。 

 さらに食品安全委員会では、異常の多発原因について解明できないまま「安全」

と性急に評価しているため、体細胞クローン由来食品の安全性が確認されない状況

において商品化が間近に迫ってきている。また受精卵クローン由来食品は既に任意

表示で流通を始めているが、多くの消費者はその安全性に不安をいだき、「クローン

由来食品を食べたくない」と考えている。 

 今こそ命の基本となる食料の自給力向上、食の安全・安心の回復のために食品の

トレーサビリティとそれに基づく表示制度の抜本的な見直しが必要である。消費者

が知る権利に基づいて、買う、買わないを自ら決めることのできる社会の実現を目

指すべきである。 

 よって、下記の事項について食品表示制度の抜本改正を強く要望する。 

 記。１、加工食品の原料のトレーサビリティと原料原産地の表示を義務化するこ

と。 

 ２、すべての遺伝子組み換え食品・飼料の表示を義務化すること。 

 ３、クローン家畜由来食品の表示を義務化すること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

 引き続きまして、発委第９号「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める意見書

について」意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせていただきます。 

 義務教育費国庫負担制度については、昭和６０年度予算において、旅費・教材費

が国庫負担から除外されて以来、平成元年度までの５年間に恩給費の除外、地方交

付税不交付団体への退職手当の補助率の大幅削減、共済費追加費用の負担率の引き

下げが行われた。さらに平成５年度、共済費追加費用については１年前倒しして一

般財源化され、平成１５年度は共済費長期給付と公務災害補償基金負担金が、平成
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１６年度は退職手当と児童手当が一般財源化された。そして平成１７年度・１８年

度は約８，５００億円が一般財源化された。しかも平成１８年度から義務教育費国

庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げられ、教育の地方格差を拡大するもの

になっている。 

 そこで平成２２年度予算編成においては、義務教育の水準の維持向上と機会均等

及び地方財政の安定を図るため、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

 記。１、国の責務である教育水準の最低保障を担保するために必要不可欠な義務

教育費国庫負担制度を堅持し、負担率を２分の１に復元すること。 

 ２、国庫負担金から既に除外した教材費、旅費、共済費、退職手当、児童手当な

どを復元すること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

 発委第１０号「長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への早期拡大と複式

学級の解消、県独自に教職員配置増を求める意見書について」意見書の朗読をもっ

て趣旨説明にかえさせていただきます。 

 今、学校や子供たちを取り巻く状況は、健やかな成長を願う保護者や国民の願い

にもかかわらず、不登校やいじめ、「荒れ」、さらには学級崩壊など心を痛める事態

が進行し、このことは我々の地域といえども決して例外とは言えない状況になって

いる。 

 ２００２年度から県独自に実施した「３０人規模学級」は一人一人の子供たちと

の深い信頼関係に基づいた心の通い合う教育のために不可欠な措置であり、県独自

の施策に深く敬意を表するところである。２００５年度からは小学４年生まで県費

で措置が拡大され、２００９年度からは県単独措置による小学校全学年での３０人

規模学級が実現した。どの子にも行き届いた教育を保障する観点から、さらに中学

校の全学年において同様の施策が早期に実現されることが求められている。 

 一方、少子化の中で過疎化の進む地域においては、現行基準のもとでは複式学級

が増加せざるを得ない状況も生まれている。たとえ少人数の子供たちであっても教

育保障の観点から複式学級は避けるべきである。そのためには現行の複式学級の基

準を改善し、県独自の複式学級解消措置を一層充実させることが求められている。 

 また教職員がゆとりを持って子供たちと触れ合うことができるようにするために、

県独自に教職員配置を大幅に増やすことが求められている。次代を担う子供たちの
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健やかな成長のために下記の事項を実現するよう、強く要望する。 

 記。１、県独自の「３０人規模学級」を中学校全学年へ早期に拡大すること。 

 ２、現行の複式学級の編制基準を改善し、県独自に複式学級解消措置を一層充実

すること。 

 ３、県独自による教職員配置の大幅増を実現すること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

 続きます。 

 発委第１１号「３５人学級の早期実現、教職員定数増を求める意見書について」

意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせていただきます。 

 今、学校や子供たちを取り巻く状況は、健やかな成長を願う保護者や国民の願い

にもかかわらず、不登校やいじめ、「荒れ」、学級崩壊など心を痛める事態が進行し、

このことは我々の地域といえども決して例外とは言えない状況になっている。 

 こうした学校を取り巻く諸問題を解決するには現行の「４０人学級定員」を引き

下げて、少人数学級において一人一人の子供たちとの深い信頼関係に基づいた心の

通い合う教育をすることが不可欠である。既に都道府県によっては独自の財政措置

によって少人数学級を実施しているが、厳しい財政状況の折、国の責任で３５人学

級を実施していくことが求められている。 

 また教職員がゆとりを持って子供たちと触れ合うことができるようにするために、

教職員定数を大幅に増やすことが求められている。 

 政府は、公務員の総人件費改革実行計画の中で、一般公務員とは別に教職員に対

して一層の人件費削減を求めている。このため平成２０年度に引き続き平成２１年

度も次期定数改善計画の実施が見送られてしまった。 

 しかし、日本の教育予算はＧＤＰ比に占める教育費の割合や教員１人当たりの児

童生徒数などに見られるように、ＯＥＣＤ諸国に比べて脆弱と言わざるを得ない。

児童生徒の実態に応じたきめ細かな対応ができるようにするためにも「次期定数改

善計画の早期策定」や「教職員配置のさらなる充実」が必要である。現在、３０人

学級などの学級定員規模を縮小する独自の措置が多くの道府県や市町村で行われて

いる。しかし、地方交付税の削減も始まり、地方財政への圧迫もさし迫った問題で

ある。次代を担う子供たちの健やかな成長のために下記の事項を実現するよう、強

く要望する。 
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 記。１、国の責任において早期に「３５人学級定員」を実現することを含めた次

期定数改善計画を実施すること。また自然減を上回る教職員定数の削減を行うこと

なく、学校現場に必要な教職員の人員・人材を確保すること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

 続けます。 

 発委第１２号「後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書について」意見書の朗

読をもって趣旨説明にかえさせていただきます。 

 後期高齢者医療制度が実施されて約１年６カ月が経過したが、本制度については、

導入当初から７５歳以上の高齢者を他の保険から切り離した保険制度であること、

年金から保険料を天引きする方法で高齢者に負担を負わせること、低所得者への配

慮に欠けること、２年ごとに改定される保険料は今後引き上げが見込まれること、

受けられる医療が制限されかねないこと等さまざまな問題点が指摘されてきた。 

 昨年度、行政不服審査法に基づき、全国の地方公共団体に対して行われた不服申

し立てのうち、後期高齢者医療制度に係る審査請求の件数が１万件を超えたことも

同制度に対する批判の高まりを示すものと言える。 

 昨年９月のリーマン・ショック以来、経済や雇用の状況が悪化し、国民の生活が

ますます厳しさを増している中、とりわけ後期高齢者医療制度が高齢者の健康と生

活に及ぼしている影響は、もはや耐え難いものになっている。 

 よって、国においては、いつでも誰でもどこでも平等に医療が受けられるよう、

後期高齢者医療制度を速やかに廃止し、従前の老人保健制度に戻すことを強く要請

する。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

 最後でございます。 

 発委第１３号「２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、生活実態に見

合う支給を求める意見書について」意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせてい

ただきます。 

 最近、消費者物価指数の大幅低下が伝えられている。しかし、日銀実感調査（９

月）では、国民の５割近くが物価はむしろ上がったと答えており、下がったと感じ

ている人は２割程度である。高齢者の生活を守るためには、生活実態に見合った年
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金支給が必要である。また実感なき物価指数低下による来年度年金の減額改定は納

得できない。 

 よって、無年金・低年金者には生活保障措置を講じるなどとあわせて、すべての

年金受給者の来年度の年金減額を行わないように強く要請する。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

議長（春日君） 提案理由の説明及び趣旨説明が終わりました。 

 議案調査のため、暫時休憩いたします。 

（休憩 午後４時０３分～再開 午後４時１４分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

◎追加日程第１「議案第７０号 平成２１年度学校情報通信技術環境整備事業費補

助金事業 坂城町学校教育用及び校務用コンピュ

ータ等売買契約の締結について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） 先般の説明の中で７社中３社が町内の企業を指名したということで

ございます。今ここでちょっとお聞きしたいのは、見積価格といいますか、そうい

う予定価格は発表にならないので、見積価格という通常の価格に対して２，４６０

万円というのは何割ぐらいにあたるか、ちょっと聞かせてください。 

教育次長（塚田君） ご質問にお答えいたします。 

 契約に対する落札比率ということですが、これにつきましては８９％であります。

以上です。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第２「議案第７１号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第７号）

について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

４番（大森君） それでは質問いたします。 

 ３ページの款８土木費のところで、説明で０１０８０７の道路新設改良一般事業

について説明願いたいと思います。 

建設課長（村田君） お答え申し上げます。 

 ３ページの款８土木費の関係のご質問でございますが、この予算につきましては、
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町道Ａ０２号線、通称水上線でございまして、建物解体に伴って生じた道路と敷地

の段差に対して対応が求められていた箇所の道路改良工事でございます。以上でご

ざいます。 

４番（大森君） この改良工事でありますけれども、道幅なり、あるいは道路の、ど

こからどこまでどんなふうにやるのか、口頭でしかちょっと出ないと思いますが、

一応口頭ででもご説明願いたいと思います。 

建設課長（村田君） 質問にご答弁申し上げます。 

 ちょっと訂正させていただきますが、先ほどＡ０２号線、通称水上（ミナガミ）

線と申しましたが、水上（ミズカミ）線ということでご訂正をお願いしたいと思い

ます。 

 工事の内容でございますが、当箇所は非常に道幅が狭いわけでございまして、今

回の工事にあわせてすれ違い場所を設けさせていただいて、延長につきましては

２２ｍの拡幅を持ったブロック積を計画しております。以上でございます。 

１１番（円尾さん） 今、補正になりました財源が、いわゆる地域活性化経済対策の

臨時交付金がすべて財源になっているわけですけれども、小学校の耐震工事が結局

減額になったのが全部振り向けられたということなんですけれども、小学校の耐震

工事についての、１千万円も減額になっているんですけれども、その内容について

説明いただきたいと思います。 

教育次長（塚田君） ご説明を申し上げます。 

 この耐震工事につきましては、議会初日に審議いただいてご決定をいただいた関

係でございますけれども、設計額に対しまして６７％ぐらいの落札率でということ

で、かなりそういう形で落ちたわけなんですが、実際には減額になった理由につき

ましては、南校舎体育館の屋根、これにつきましては、当初、見込みの中で葺き替

えをやると、取り替えてしまうというような予定でありましたけれども、現地を調

査したところ、防水加工的なもので間に合うと、十分ではないかということ、それ

から視聴覚室の天井が一応石膏ボードであるということで、これについては延期、

延期というのはアスベストの基準が、昨年ですか、たしか変わりまして、１㎥の中

での浮遊物の基準が変わってきた関係で、一部石膏ボードがあるということから調

査に入るということで、この工事が一応延期したと、これらを含めて減額になった

ということでございます。以上です。 

１１番（円尾さん） 契約の中で減額になったということは承知していたわけですけ



 －２１８－

れども、それがすぐほかのところへ対応できたというか、予算的には初日に議決し

ておいて、それがすぐ追加議案に出てくるというのは珍しい話でして、いわゆる予

算の中でこういう振り分けということが可能だったわけなんですね。その辺につい

てちょっとご説明いただきたいと思います。 

総務課長（宮下君） ご案内のとおり、小学校の耐震化事業につきましては、国の安

全・安心な学校づくり交付金とあわせまして地域活性化経済危機対策臨時交付金を

財源に充てているという状況でございます。これは地域活性化経済対策臨時交付金

につきましては、補助率が１０分の１０という形の中で、当町の限度額が１億３千

万円ほどあるわけで、当然、大変いい事業でありますので、使えるものにつきまし

ては今までもそのほかにも計画を立ててはおったわけです。ただ、要求額がそれ以

上に多くなったという中では配分できなかったという形のものがありました。今回、

小学校の部分でそういった部分がありましたので、今後、事業の進捗を見て最終的

なところで別の事業に振り分けしましても、３月では工期的な問題があるという中

では、今回の議会の中でそういった対応をとらせていただいて、この事業を有効に

活用させていただきたいというものでありますので、よろしくお願いいたします。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第３「発委第７号 日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密約」の

公表と廃棄を求める意見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第４「発委第８号 食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向け

て、食品表示制度の抜本改正を求める意見書につい

て」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第５「発委第９号 「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める意見書

について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第６「発委第１０号 長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への
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早期拡大と複式学級の解消、県独自に教職員配置

増を求める意見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第７「発委第１１号 ３５人学級の早期実現、教職員定数増を求める意

見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第８「発委第１２号 後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書につい

て」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手多数により）可決」 
 
 

◎追加日程第９「発委第１３号 ２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、

生活実態に見合う支給を求める意見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

◎追加日程第１０「閉会中の委員会継続審査申し出について」 

議長（春日君） 各委員長から会議規則第７５条の規定による閉会中の委員会継続審

査調査の申し出がありました。 

 お手元に配付のとおりであります。 

 各委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査調査とすることにご異議ありま

せんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続審査調査とすることに決

定いたしました。 
 
 

議長（春日君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 ここで町長から閉会のあいさつがあります。 

町長（中沢君） 平成２１年第４回坂城町議会定例会の閉会にあたり、一言ごあいさ

つ申し上げます。 
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 １２月１日に開催いたしました本議会は、本日までの１１日間にわたりご審議を

いただきました。提案いたしました契約の締結、条例の一部改正、一般会計・特別

会計補正予算等が提案したとおりに、原案どおり決定いただきましたことをありが

たく思います。こういった議員各位の貴重なご意見等をいろいろ承りましたので、

今後心してまいりたいと、こんなふうに思っております。 

 政府は、去る１２月４日に円高やデフレによる景気失速を回避するために７兆２

千億円の第２次補正予算の閣議決定をいたしました。しかし、財源的には６３年ぶ

りに国債発行額が税収を上回る過去最大の発行額という脆弱な体質を露呈したとこ

ろでもございます。 

 町内企業の一日も早い景気回復が求められるところでもございます。町では中小

企業等の資金需要が高まる年末を迎え、国の緊急保証制度や県、町の制度資金、セ

ーフティネットの申請等に対応するために、産業振興課と商工会が２９日と３０日

の２日間にわたって窓口対応を開催するところでもございます。 

 また新年度予算に向けてでございますが、積算事務において本格的な取り組みを

しなければなりません。これまで町が経験したことのない経済環境ということで、

職員一人一人が自覚をし、すべての事業の見直しをしてまいります。１０年前とい

うことでなく、２０年、３０年前の予算規模ということを認識しなければならない

という局面に至っているわけでございます。地方交付税や暫定税率、扶養控除等々

の先行き不透明な面がございますけれども、今の中で、できるだけの情報収集を図

り、堅実な予算編成に努めてまいりたいと思います。 

 明後日１３日の日曜日にはシネマフェスタ２００９が開催されます。今回は坂城

高校の創立１００周年ということに加え、坂城高校を応援する意味においても坂城

高校の生徒の皆さんにいろいろと計画をしていただいたところでございます。世代

間の交流ができればと、そんなふうにも考えております。 

 こぶしの会の皆さんにより、児玉勝子学習懇談会も開催されます。みんなにいろ

いろとご出席いただいて研究していただければありがたいなと思っております。 

 翌１４日、月曜日でございますが、町出身の社会保険診療報酬支払基金の中村理

事長をお招きして、最近の医療、福祉をめぐる動きについていろいろご講演をいた

だきます。いろいろな福祉を取り巻く大事な時期でございますので、ぜひご参加い

ただければと思うところでもございます。 

 何かと慌ただしい時期になっております。年末、特別警戒期間ということで現在
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も進められておりますが、警察、安協、交通指導員のご協力で交通安全運動を展開

しているところでもございます。２６日からは消防団による歳末警戒が行われます。

事故のないようということで、みんなにいろいろとご協力をいただければと、こう

いうふうに思っております。 

 年末年始はもりだくさんな行事が地域において行われます。住民に直接耳を傾け

るよりよき機会かと思って大事にしてまいりたいなと思っております。 

 新インフルエンザのワクチン接種も始まっております。皆さんもくれぐれもお体

に留意されまして新しい年を迎えられますようお祈り申し上げまして閉会のごあい

さつといたします。 

議長（春日君） これにて平成２１年第４回坂城町議会定例会を閉会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（閉会 午後４時３６分） 
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一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

 

発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

１ 

１．町内経済の状況について 

イ．町内企業の経営と雇用について 

ロ．町民生活の支援について 

２．環境にやさしい町づくりにむけて 

イ．家庭ごみの有料化について 

ロ．資源の循環への取り組みについて 

ハ．クリーンエネルギーの取り組みについて 

４ 番 

大 森 茂 彦 

町    長 

産業振興課長 

福祉健康課長 

住民環境課長 

企画政策課長 

２ 

１．農業問題について 

イ．荒廃農地解消について 

ロ．坂城の特産物について 

２．公園管理について 

イ．遊具の安全点検は 

３．新給食センターについて 

イ．運営と今後の方針は 

６ 番 

入 日 時 子 

町    長 

産業振興課長 

建 設 課 長 

教 育 次 長 

３ 

１．家庭ごみの有料化について 

イ．有料化の必要性は 

ロ．減量化対策の徹底を優先すべきでは 

ハ．住民への説明が先では 

２．２２年度予算編成について 

イ．税収の大幅減による財源対策と事業の優先順位づけは 

ロ．地域主権へ町単事業の増額を 

３．長期総合計画策定について 

イ．長期総合計画策定へ住民懇談会は 

１ 番 

田 中 邦 義 

町    長 

 

住民環境課長 

 

総 務 課 長 

４ 

１．２２年度予算編成について 

イ．編成方針は 

ロ．財源の確保は 

ハ．事業の特徴は何か 

２．第５次長期総合計画について 

イ．第４次計画の評価は 

ロ．町の将来像をどう描くか 

ハ．情報の共有を 

３．省エネルギービジョンへの取り組みを 

１１番 

円尾美津子 

町    長 

 

総 務 課 長 

 

企画政策課長 

 

まちづくり推進室長 



発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

５ 

１．図書館整備を 

イ．ゆとりある環境を 

ロ．子ども、若い人が集まる図書館に 

ハ．職員の増員を 

２．新型インフルエンザ対策は 

イ．集団接種を 

ロ．予防マニュアル作成を 

２ 番 

中 嶋  登 

町    長 

教 育 長 

教 育 次 長 

福祉健康課長 

６ 

１．新政権の姿勢から 

イ．平成２２年度予算編成の見直しは 

ロ．行政サービスに変化は 

２．利用料、手数料について 

イ．湯さん館の利用料について 

ロ．家庭ごみの手数料について 

３．中高一貫教育について 

イ．県立高校に導入方針の受け止めは 

ロ．今後の対応は 

５ 番 

山 城 賢 一 

町    長 

教 育 長 

総 務 課 長 

企画政策課長 

住民環境課長 

７ 

１．２２年度予算編成の主点について 

イ．本年度の検証と２２年度予算編成の取り組みは 

ロ．堅実財政保持は可能か 

２．県営水道の地元移管について 

イ．実状と対応策は 

３．河川災害防止対策について 

イ．鼠橋下マレットゴルフ場安全使用対策について 

１２番 

柳 沢 昌 雄 

町    長 

 

総 務 課 長 

 

建 設 課 長 

８ 

１．第４次長期総合計画の成果と第５次の指針について 

イ．政策評価と事業成果について 

ロ．第５次の基本指針について 

２．県営水道事業の市町への事業移管について 

イ．県営水道事業経営ビジョンについて 

ロ．町への事業移管について 

３．教育環境の変革への対応について 

イ．屋代高校の中高一貫校の導入について 

ロ．県立高校の前期選抜（自己推薦入試）の制度について 

９ 番 

宮 島 祐 夫 

町    長 

 

教 育 長 

 

まちづくり推進室長 

 



発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

９ 

１．政権交代と町政運営について 

イ．新政権に対する町長の所見は 

ロ．「地域主権」について 

ハ．「事業仕分け」について 

２．子育て支援について 

イ．「福祉医療費給付事業」坂城町の方向は 

ロ．ながの子育て家庭優待パスポート事業 坂城町の参加は 

８ 番 

林  春 江 

町    長 

 

総 務 課 長 

 

福祉健康課長 

 



日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米密約」の 

公表と廃棄を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

日米地位協定に関わる「裁判権放棄の日米 

密約」の公表と廃棄を求める意見書 

 

 昨年、日本の研究者の調査によって、米国立公文書館解禁文書から、日米地位協定

第１７条の運用に関わる米兵公務外犯罪の第１次裁判権の実質放棄を確認した日米秘

密取り決めが発見された。 

 それは、１９５３年１０月２８日の日米合同委員会裁判権分科委員会の「非公開議

事録」の形式をとったもので、この中で日本政府は「日本の当局は通常、合衆国軍隊

の構成員、軍属、あるいは米軍法に服するそれらの家族に対し、日本にとっていちじ

るしく重要と考えられる事件以外については、第１次裁判権を行使するつもりがない

と述べることができる」と米側に約束している。 

 これと同時に明らかになった密約交渉の記録は、これが「日本が可能な限り最小限

の数の事例以外は裁判権を行使しないという合意に達することが重要だということ

だ」（１９５３年９月１日、東京での交渉記録）との、米政府の要求にもとづいて結ば

れたことを明らかにしている。 

 そして、在日米軍法務官事務所国際法主席担当官は、２００１年の論文で「日本は

この了解事項を誠実に実行してきている」と明言し、この密約が現在でも機能してい

ることを認めている。また、米陸軍法務局「外国法廷での米兵への刑事裁判権行使統

計」のデータは、日本が実際にかなりの比率で裁判権を放棄していることを示してい

る。 

 これらの事実は、米軍の犯罪・事故に関わる日本の裁判権放棄の密約の存在とその

実行の事実を示すものである。これは、自国民の権利を守るべき日本の司法の責任を、

投げ捨てる国家主権の根幹にかかわる大問題である。とりわけこれは、米軍基地や米

軍訓練のおこなわれる自衛隊基地を抱える自治体と住民にとって重大な問題である。 



 私たちは住民の命と権利を守る自治体の責務にもとづき、下記のことを要望する。 

 

記 

１ 日米地位協定第１７条の運用に関わる米兵公務外犯罪の第１次裁判権の実質放棄

を、確認した日米秘密取り決めを公表し、廃棄すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

内閣総理大臣  鳩 山 由 紀 夫  殿 

外 務 大 臣  岡 田 克 也  殿 

防 衛 大 臣  北 沢 俊 美  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、 

食品表示制度の抜本改正を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、 

食品表示制度の抜本改正を求める意見書 

 

 繰り返される加工食品原料の産地偽装事件や毒物混入事件を受けて、多くの消費者

が食の安全・安心のために国産食品を求め、自給力向上を望んでおり、冷凍食品原料

をはじめとする加工食品の原料原産地の表示義務化を願っている。 

 また、多くの消費者が安全性などに不安を抱き、「遺伝子組み換え（ＧＭ）食品を食

べたくない」と考えているにも関わらず、現在の表示制度の欠陥によって、そうとは

知らずに食べ続けるという現状である。 

 さらに、食品安全委員会では、異常の多発原因について解明できないまま「安全」

と性急に評価しているため、体細胞クローン由来食品の安全性が確認されない状況に

おいて、商品化が間近に迫ってきている。また、受精卵クローン由来食品はすでに任

意表示で流通を始めているが、多くの消費者はその安全性に不安を抱き、「クローン由

来食品を食べたくない」と考えている。 

 今こそ、いのちの基本となる食料の自給力向上、食の安全・安心の回復のために、

食品のトレーサビリティとそれに基づく表示制度の抜本的な見直しが必要である。消

費者が知る権利に基づいて、買う、買わないを自ら決めることのできる社会の実現を

めざすべきである。 

 よって、下記の事項について、食品表示制度の抜本改正を強く要望する。 

 

記 

１ 加工食品の原料のトレーサビリティと原料原産地の表示を義務化すること。 

２ 全ての遺伝子組み換え食品・飼料の表示を義務化すること。 

３ クローン家畜由来食品の表示を義務化すること。 



 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘  殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月  殿 

農林水産大臣  赤 松 広 隆  殿 

消費者・少子化担当大臣  福 島 瑞 穂  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

「義務教育費国庫負担制度の堅持」を求める意見書 

 

 義務教育費国庫負担制度については、昭和６０年度予算において、旅費・教材費が

国庫負担から除外されて以来、平成元年度までの５年間に恩給費の除外、地方交付税

不交付団体への退職手当の補助率の大幅削減、共済費追加費用の負担率の引き下げが

行われた。更に平成５年度、共済費追加費用については一年前倒しして一般財源化さ

れ、平成１５年度は共済費長期給付と公務災害補償基金負担金が、平成１６年度は退

職手当と児童手当が一般財源化された。そして、平成１７年度・１８年度は約８５０

０億円が一般財源化された。 

 しかも、平成１８年度から義務教育費国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下

げられ、教育の地方格差を拡大するものになっている。 

 そこで、平成２２年度予算編成においては、義務教育の水準の維持向上と機会均等、

及び地方財政の安定を図るため、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

 

記 

１ 国の責務である教育水準の最低保障を担保するために必要不可欠な義務教育費国

庫負担制度を堅持し、負担率を２分の１に復元すること。 

２ 国庫負担金から既に除外した教材費、旅費、共済費、退職手当、児童手当などを

復元すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘  殿 



参 議 院 議 長  江 田 五 月  殿 

内閣総理大臣  鳩 山 由 紀 夫  殿 

財 務 大 臣  藤 井 裕 久  殿 

文部科学大臣  川 端 達 夫  殿 

総 務 大 臣  原 口 一 博  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への早期拡大と複式 

学級の解消、県独自に教職員配置増を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

長野県独自の３０人規模学級の中学校全学年への早期拡大と 

複式学級の解消、県独自に教職員配置増を求める意見書 

 

 今、学校や子どもたちをとりまく状況は、健やかな成長を願う保護者や国民の願い

にもかかわらず、不登校やいじめ、「荒れ」、さらには学級崩壊など、心をいためる事

態が進行し、このことは我々の地域といえども決して例外とは言えない状況になって

いる。 

 ２００２年度から県独自に実施した「３０人規模学級」は、一人ひとりの子どもた

ちとの深い信頼関係に基づいた心の通い合う教育のために不可欠な措置であり、県独

自の施策に深く敬意を表するところである。２００５年度からは小学４年生まで県費

で措置が拡大され、２００９年度からは県単独措置による小学校全学年での３０人規

模学級が実現した。どの子にもゆきとどいた教育を保障する観点から、さらに中学校

の全学年において同様の施策が早期に実施されることが求められている。 

 一方、少子化の中で過疎化のすすむ地域においては、現行基準のもとでは複式学級

が増加せざるを得ない状況も生まれている。たとえ少人数の子どもたちであっても教

育保障の観点から、複式学級は避けるべきである。そのためには現行の複式学級の基

準を改善し、県独自の複式学級解消措置を一層充実させることが求められている。 

 また、教職員がゆとりを持って子どもたちと触れ合うことができるようにするため

に、県独自に教職員配置を大幅に増やすことが求められている。 

 次代を担う子どもたちの健やかな成長のために下記の事項を実現するよう、強く要

望する。 

 

記 

１ 県独自の「３０人規模学級」を中学校全学年へ早期に拡大すること。 



２ 現行の複式学級の編制基準を改善し、県独自に複式学級解消措置を一層充実する

こと。 

３ 県独自による教職員配置の大幅増を実現すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

長 野 県 知 事  村 井 仁  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



３５人学級の早期実現、教職員定数増を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

３５人学級の早期実現、教職員定数増を求める意見書 

 

 今、学校や子どもたちをとりまく状況は、健やかな成長を願う保護者や国民の願い

にもかかわらず、不登校やいじめ、「荒れ」、学級崩壊など心をいためる事態が進行し、

このことは我々の地域といえども決して例外とは言えない状況になっている。 

 こうした学校をとりまく諸問題を解決するには、現行の「４０人学級定員」を引き

下げて少人数学級において、一人ひとりの子どもたちとの深い信頼関係に基づいた心

の通い合う教育をすることが不可欠である。すでに都道府県によっては、独自の財政

措置によって少人数学級を実施しているが、厳しい財政状況のおり国の責任で３５人

学級を実施していくことが求められている。 

 また、教職員がゆとりを持って子どもたちと触れ合うことができるようにするため

に、教職員定数を大幅に増やすことが求められている。 

 政府は公務員の総人件費改革実行計画の中で、一般公務員とは別に教職員に対して

一層の人件費削減を求めている。このため、平成２０年度に引き続き平成２１年度も

次期定数改善計画の実施が見送られてしまった。しかし、日本の教育予算は、ＧＤＰ

比に占める教育費の割合や教員一人あたりの児童生徒数などに見られるように、ＯＥ

ＣＤ諸国に比べて脆弱と言わざるを得ない。児童生徒の実態に応じたきめ細かな対応

ができるようにするためにも、「次期定数改善計画の早期策定」や「教職員配置の更な

る充実」が必要である。現在、３０人学級などの学級定員規模を縮小する独自の措置

が、多くの道府県や市町村で行われている。しかし、地方交付税の削減もはじまり、

地方財政への圧迫も差し迫った問題である。 

 次代を担う子どもたちの健やかな成長のために、下記の事項を実現するよう、強く

要望する。 

 

記 



１ 国の責任において早期に「３５人学級定員」を実現することを含めた、次期定数

改善計画を実施すること。また、自然減を上回る教職員定数の削減を行うことな

く、学校現場に必要な教職員の人員・人材を確保すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

内閣総理大臣  鳩 山 由 紀 夫  殿 

財 務 大 臣  藤 井 裕 久  殿 

文部科学大臣  川 端 達 夫  殿 

総 務 大 臣  原 口 一 博  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

後期高齢者医療制度の廃止を求める意見書 

 

 後期高齢者医療制度が実施されて約１年６か月が経過したが、本制度については、

導入当初から、７５歳以上の高齢者を他の保険から切り離した保険制度であること、

年金から保険料を天引きする方法で高齢者に負担を負わせること、低所得者への配慮

に欠けること、２年ごとに改定される保険料は今後引上げが見込まれること、受けら

れる医療が制限されかねないこと等、様々な問題点が指摘されてきた。 

 昨年度、行政不服審査法に基づき全国の地方公共団体に対して行われた不服申し立

てのうち、後期高齢者医療制度に係る審査請求の件数が１万件を超えたことも、同制

度に対する批判の高まりを示すものと言える。 

 昨年９月のリーマンショック以来、経済や雇用の状況が悪化し、国民の生活がます

ます厳しさを増している中、とりわけ後期高齢者医療制度が高齢者の健康と生活に及

ぼしている影響は、もはや耐え難いものになっている。 

 よって、国においては、いつでも誰でもどこでも平等に医療が受けられるよう、後

期高齢者医療制度を速やかに廃止し、従前の老人保健制度に戻すことを強く要請する。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘  殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月  殿 

内閣総理大臣  鳩 山 由 紀 夫  殿 

総 務 大 臣  原 口 一 博  殿 

厚生労働大臣  長 妻 昭  殿 



 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、 

生活実態に見合う支給を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

２０１０（平成２２）年度の年金を減額支給せず、 

生活実態に見合う支給を求める意見書 

 

 最近、消費者物価指数の大幅低下が伝えられている。しかし、日銀実感調査（９月）

では、国民の５割近くが物価はむしろ上がったと答えており、下がったと感じている

人は２割程度である。 

 高齢者の生活を守るためには、生活実態に見合った年金支給が必要である。また、

実感なき物価指数低下による来年度年金の減額改定は納得できない。 

 よって、無年金・低年金者には生活保障措置を講じるなどと併せて、全ての年金受

給者の来年度の年金減額を行わないように強く要請する。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき、意見書を提出する。 

 

   平成２１年１２月  日 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘  殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月  殿 

内閣総理大臣  鳩 山 由 紀 夫  殿 

総 務 大 臣  原 口 一 博  殿 

厚生労働大臣  長 妻 昭  殿 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 


